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1. はじめに 

耐震設計においては，通常運転時，運転時の異常な過渡変化時及び事故時に生じるそれ

ぞれの荷重と地震力を組み合わせた荷重条件に対して，機能を保持することとしている。

本資料では，技術基準規則第 5 条（設置許可基準規則第 4 条を読み込み）に基づく地震荷

重とＤＢ条件におけるその他荷重との組合せについて説明する。 
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2. 基準類における要求 

2.1 新規制基準における要求 

新規制基準のうち「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基

準に関する規則（以下「設置許可基準規則」という。）の解釈」の別記 2 のうち，該当

部を下記に示す。 

 

設置許可基準規則の解釈（別記 2） 

第 4 条（地震による損傷の防止） 

3 第 4 条第 1 項に規定する「地震力に十分に耐えること」を満たすために、耐震重要度分類の各クラス

に属する設計基準対象施設の耐震設計に当たっては、以下の方針によること。 

 

一 S クラス（津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備を除く。） 

（省略） 

・機器・配管系については、通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び事故時に生じるそれぞれの荷

重と、弾性設計用地震動による地震力又は静的地震力を組み合わせた荷重条件に対して、応答が全体

的におおむね弾性状態に留まること。 

 

6 第 4 条第 3 項に規定する「安全機能が損なわれるおそれがないものでなければならない」ことを満た

すために、基準地震動に対する設計基準対象施設の設計に当たっては、以下の方針によること。 

 

一 耐震重要施設のうち、二以外のもの 

（省略） 

・機器・配管系については、通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び事故時に生じるそれぞれの荷

重と基準地震動による地震力を組み合わせた荷重条件に対して、その施設に要求される機能を保持す

ること。なお、上記により求められる荷重により塑性ひずみが生じる場合であっても、その量が小さ

なレベルに留まって破断延性限界に十分な余裕を有し、その施設に要求される機能に影響を及ぼさな

いこと。 

 

なお、上記の「運転時の異常な過渡変化時及び事故時に生じるそれぞれの荷重」については、地震によ

って引き起こされるおそれのある事象によって作用する荷重及び地震によって引き起こされるおそれの

ない事象であっても、いったん事故が発生した場合、長時間継続する事象による荷重は、その事故事象

の発生確率、継続時間及び地震動の超過確率の関係を踏まえ、適切な地震力と組み合わせて考慮するこ

と。 
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2.2 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 における要求 

前項において，新規制基準における要求として設置許可基準規則を示したが，具体

的な考え方は原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984（以下「Ｊ

ＥＡＧ４６０１・補-1984」という。）に記載されている。 

ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 では，運転状態Ⅰ～ⅣとＳ１及びＳ２との組合せに対し

て，許容応力状態ⅢＡＳ及びⅣＡＳの許容限界を適用した評価が求められている。 

ここで，運転状態Ⅳ（Ｌ）とＳ１の組合せにおいて，①原子炉冷却材バウンダリ（Ｅ

ＣＣＳ系以外）（図 2－1①に対応，以下同様）については許容応力状態ⅣＡＳの許容限

界を適用し，②原子炉冷却材バウンダリ（ＥＣＣＳ系）及び③原子炉格納容器について

は許容応力状態ⅢＡＳの許容限界を適用する。ＥＣＣＳ機器に対して，許容応力状態

ⅢＡＳの許容限界を適用するのは，これらの設備については，本来運転状態Ⅳ（Ｌ）を

設計条件としており，この状態が運転状態Ⅰに相当するとし，運転状態ⅠとＳ１との

組合せに対して適用される許容応力状態ⅢＡＳの許容限界を適用した評価が求められ

ているためである。また，④原子炉格納容器については，ＬＯＣＡ後の最終障壁となる

ことから，構造全体としての安全裕度を確認する意味で，ＬＯＣＡ後最大内圧とＳ１

との組合せにおいて，許容応力状態ⅣＡＳの許容限界を適用することが求められてい

る。 

上記の運転状態と地震の組合せについて，地震の従属事象は，地震時の状態と，事

象によって引き起こされるおそれのあるプラントの状態とは組合せが必要であり，地

震の独立事象は，事象の発生確率，継続時間及び地震動の発生確率の関係を踏まえ組

合せを検討するとの考え方が示されている（図 2－2 参照）。この考え方を，検討整理

した結果，運転状態Ⅰ～Ⅳの各事象における圧力，温度，機械的荷重と基準地震動Ｓ

１，Ｓ２との組合せについて，考慮すべき組合せの考え方が示されている（図 2－1 参

照）。この中で，発生頻度が低い独立事象であるＬＯＣＡ（運転状態Ⅳ）については，

Ｓ２との組合せを要しないが，ＬＯＣＡ後長時間継続する荷重（運転状態Ⅳ（Ｌ））は，

Ｓ１との組合せが必要となると規定されている。 
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図 2－1 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 の許容応力状態と荷重の組合せの考え方 

 

  

①  ③  

③  

②  

④  



 

5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－2 運転状態と荷重の組合せの考え方 

 

今回の評価 

今回の評価については，ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 にて想定しているＳ１及びＳ２の発

生確率よりも柏崎刈羽原子力発電所大湊側におけるＳｄ及びＳｓの年超過確率が小さいこ

と（ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 については発生確率で示されているのに対し，柏崎刈羽

原子力発電所については年超過確率で示しているが，発生確率より年超過確率が大きくな

る）、またＳｄについてはＳ１を下回らないように設定していることを踏まえたうえで，Ｊ

ＥＡＧ４６０１・補-1984 のＳ１及びＳ２をＳｄ及びＳｓに置き換えて評価を実施している

ものである（参考 1，参考 2 参照）。 

 

  

基準地震動Ｓ２の発生確率： 

5×10-4/年～10-5/年 

基準地震動Ｓ１の発生確率： 

10-2/年～5×10-4/年 

 

○耐震上想定すべき運転状態と地震動の

組合せは，事象の発生頻度及びその状態

の継続時間との関連により決定 

○独立事象と組み合わせた発生確率 10-7/

年以上を目安に組合せを考慮 

○ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 においては，

Ｓ１の発生確率は 10-2/年～5×10-4/年，

Ｓ２の発生確率は 5×10-4/年～10-5/年と

し，組合せを考慮 

ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 の考え方 
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（参考 1）柏崎刈羽原子力発電所大湊側におけるＳｄの年超過確率 

 

柏崎刈羽原子力発電所大湊側におけるＳｄの年超過確率は図 2－3 よりおおむね 10-3/年

～10-4/年であり，ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 にて想定しているＳ１の発生確率（10-2/年

～5×10-4/年）より小さい。 
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    (a) 水平方向      (b) 鉛直方向 

図 2－ 3 一様ハザードスペクトルと弾性設計用地震動Ｓｄの応答スペクトルの比較（大湊側）
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（参考 2）柏崎刈羽原子力発電所大湊側におけるＳｓの年超過確率 

 

柏崎刈羽原子力発電所大湊側におけるＳｓの年超過確率は図 2－4 よりおおむね 10-4/年

～10-5/年であり，ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 にて想定しているＳ２の発生確率（5×10-

4/年～10-5/年）より小さい。
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    (a) 水平方向      (b) 鉛直方向 

図 2－ 4 一様ハザードスペクトルと基準地震動Ｓｓの応答スペクトルの比較（大湊側） 
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3. 既工認及び今回の評価内容 

 既工認では，上記のＪＥＡＧ４６０１・補-1984 等の考え方に基づき，各運転状態の事

象とＳ１及びＳ２地震動とを組み合わせた評価を実施している。 

今回の評価では，既工認と同様にＪＥＡＧ４６０１・補-1984 等の考え方に基づき，各

運転状態Ⅰ～Ⅳの各事象と弾性設計用地震動Ｓｄ及び基準地震動Ｓｓとを組み合わせた評

価を実施している。 

 

3.1 荷重の組合せ及び対応する許容応力状態 

  3.1.1 記号の説明 

【ＪＥＡＧ４６０１・補-1984】 

    Ｄ  ：死荷重 

    Ｐ  ：地震と組み合わすべきプラントの運転状態（地震との組合せが独立な運

転状態Ⅳ，Ⅴは除く）における圧力荷重 

    ＰＤ  ：地震と組み合わすべきプラントの運転状態Ⅰ及びⅡ（運転状態Ⅲ及び地

震従属事象として運転状態Ⅳに包絡する状態がある場合にはこれを含

む），又は当該設備に設計上定められた最高使用圧力による荷重 

    ＰＬ  ：地震との組合せが独立な運転状態Ⅳの事故直後を除き，その後に生じて

いる圧力荷重 

    ＰＬ

＊  ：冷却材喪失事故後最大内圧（クラスＭＣ） 

    ＰＬ

＊ ＊：異物付着による差圧を考慮（残留熱除去系ストレーナ，高圧炉心注水系

ストレーナ） 

    Ｍ  ：地震及び死荷重以外で地震と組み合わすべきプラントの運転状態で（地

震との組合せが独立な運転状態Ⅳ，Ⅴは除く）設備に作用している機械

的荷重 

    ＭＤ  ：地震と組み合わすべきプラントの運転状態Ⅰ及びⅡ（運転状態Ⅲ及び地

震従属事象として運転状態Ⅳに包絡する状態がある場合にはこれを含

む），又は当該設備に設計上定められた荷重 

    ＭＬ  ：地震との組合せが独立な運転状態Ⅳの事故直後を除き，その後に生じて

いる死荷重及び地震荷重以外の機械的荷重 

    ＭＬ

＊  ：異物付着による異物荷重を考慮 

    Ｓ１

＊  ：基準地震動Ｓ１により定まる地震力又は静的地震力 

    Ｓ２  ：基準地震動Ｓ２により定まる地震力 

    Ｓｄ ＊  ：弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力又はＳクラス設備に適用され

る静的地震力のいずれか大きい方の地震力 

    Ｓｓ ：基準地震動Ｓｓにより定まる地震力  

    ⅢＡＳ  ：「発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含
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む。））ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）」

（以下「設計・建設規格」という。）の供用状態Ｃ相当の許容応力を基準

として，それに地震により生じる応力に対する特別な応力の制限を加え

た許容応力状態 

    ⅣＡＳ  ：設計・建設規格の供用状態Ｄ相当の許容応力を基準として，それに地震

により生じる応力に対する特別な応力の制限を加えた許容応力状態  

 

 クラスＭＣ容器のうち，コンクリート製原子炉格納容器のコンクリート部，ライナ部に

ついては，「発電用原子力設備規格 コンクリート製原子炉格納容器規格（（社）日本機械学

会，2003）」（以下「ＣＣＶ規格」という。）に基づいて評価を実施している。 

 

【ＣＣＶ規格】 

    Ｄ  ：死荷重 

Ｌ  ：活荷重  

Ｐ１  ：運転時圧力荷重  

Ｒ１  ：運転時配管荷重  

Ｔ１  ：運転時温度荷重  

Ｐ２  ：異常時圧力荷重  

Ｒ２  ：異常時配管荷重  

Ｔ２  ：異常時温度荷重  

    Ｓ１

＊  ：基準地震動Ｓ１により定まる地震力又は静的地震力 

    Ｓ２  ：基準地震動Ｓ２により定まる地震力 

    Ｓｄ ＊  ：弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力又はＳクラス設備に適用され

る静的地震力のいずれか大きい方の地震力 

    Ｓｓ ：基準地震動Ｓｓにより定まる地震力  
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  3.1.2 クラス１（第一種）の評価 

クラス１（第一種） 

評価 

ケース 

(1)ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 (2)既工認 (3)今回の評価 

荷重の組合せ 許容応力状態 荷重の組合せ 許容応力状態 荷重の組合せ 許容応力状態 

① Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓ１ ⅢＡＳ Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓ１

＊  ⅢＡＳ Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ ＊  ⅢＡＳ 

② Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓ１ ⅣＡＳ＊1 Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓ１

＊  ⅣＡＳ＊1 Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ ＊  ⅣＡＳ＊1 

③ Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓ２ ⅣＡＳ Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓ２ ⅣＡＳ Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊1 :ＥＣＣＳ及びそれに関連し，事故時に運転を必要とするものにあってはⅢＡＳとする。 

 

(1)ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 における要求 

   ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 においては，ケース①～③の 3 ケースについての考慮が求められている。 

(2)既工認での評価 

既工認においては，ケース①～③の 3 ケースについて評価を実施している。なお，ケース②の許容応力状態についてはＥＣＣＳ系に

おいてはⅢＡＳ，ＥＣＣＳ系以外についてはⅣＡＳを考慮する必要があるが，Ｐ≧ＰＬ，Ｍ≧ＭＬであることから，ＥＣＣＳ系（ⅢＡＳ）

についてはケース①に包絡される。また，ケース②のうちＥＣＣＳ系以外（ⅣＡＳ）については，ケース③に包絡される。 

(3)今回の評価 

今回の評価においては，ケース①～③の 3 ケースについて評価を実施している。なお，ケース②の許容応力状態についてはＥＣＣＳ

系においてはⅢＡＳ，ＥＣＣＳ系以外についてはⅣＡＳを考慮する必要があるが，Ｐ≧ＰＬ，Ｍ≧ＭＬであることから，ＥＣＣＳ系（ⅢＡ

Ｓ）についてはケース①に包絡される。また，ケース②のうちＥＣＣＳ系以外（ⅣＡＳ）については，ケース③に包絡される。 
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  3.1.3 クラスＭＣ（第二種）の評価 

   (1) 原子炉格納容器（コンクリート部） 

クラスＭＣ（第二種（原子炉格納容器（コンクリート部））） 

評価 

ケース 

(1)ＣＣＶ規格 (2)既工認 (3)今回の評価 

荷重

状態 

応力＊1

状態 
荷重時名称 荷重の組合せ 荷重の組合せ 荷重の組合せ 

① Ⅲ 1 Ｓ１（Ｓｄ）地震時 Ｄ＋Ｌ＋Ｐ１＋Ｒ１＋Ｓ１ Ｄ＋Ｌ＋Ｐ１＋Ｒ１＋Ｓ１

＊  Ｄ＋Ｌ＋Ｐ１＋Ｒ１＋Ｓｄ ＊  

② Ⅲ 1 
（異常＋Ｓ１（Ｓｄ）

地震）時 
Ｄ＋Ｌ＋Ｐ２＋Ｒ２＋Ｓ１ Ｄ＋Ｌ＋Ｐ２＋Ｒ２＋Ｓ１

＊  Ｄ＋Ｌ＋Ｐ２＋Ｒ２＋Ｓｄ ＊  

③ Ⅲ 2 Ｓ１（Ｓｄ）地震時 
Ｄ＋Ｌ＋Ｐ１＋Ｒ１＋Ｔ１＋

Ｓ１ 

Ｄ＋Ｌ＋Ｐ１＋Ｒ１＋Ｔ１＋

Ｓ１

＊  

Ｄ＋Ｌ＋Ｐ１＋Ｒ１＋Ｔ１＋

Ｓｄ ＊  

④ Ⅲ 2 
（異常＋Ｓ１（Ｓｄ）

地震）時 

Ｄ＋Ｌ＋Ｐ２＋Ｒ２＋Ｔ２＋

Ｓ１ 

Ｄ＋Ｌ＋Ｐ２＋Ｒ２＋Ｔ２＋

Ｓ１

＊  

Ｄ＋Ｌ＋Ｐ２＋Ｒ２＋Ｔ２＋

Ｓｄ ＊  

⑤ Ⅳ 1 Ｓ２（Ｓｓ）地震時 Ｄ＋Ｌ＋Ｐ１＋Ｒ１＋Ｓ２ Ｄ＋Ｌ＋Ｐ１＋Ｒ１＋Ｓ２ Ｄ＋Ｌ＋Ｐ１＋Ｒ１＋Ｓｓ 

⑥ Ⅳ 1 
（異常＋Ｓ１（Ｓｄ）

地震）時 
Ｄ＋Ｌ＋Ｐ２＋Ｒ２＋Ｓ１ Ｄ＋Ｌ＋Ｐ２＋Ｒ２＋Ｓ１

＊  Ｄ＋Ｌ＋Ｐ２＋Ｒ２＋Ｓｄ ＊  

注記＊1 ：各応力状態は下記のとおりである。 

     応力状態 1 温度以外の荷重による応力状態 

     応力状態 2 温度を含む全荷重による応力状態 

 



 

 

 

14 

 クラスＭＣ容器のうち，コンクリート製原子炉格納容器のコンクリート部については，ＣＣＶ規格に基づいて評価を実施している。 

(1)ＣＣＶ規格における要求 

   ＣＣＶ規格においては，ケース①～⑥の 6 ケースについての考慮が求められている。 

(2)既工認での評価 

既工認においては，ケース①～⑥の 6 ケースについて評価を実施している。 

(3)今回の評価 

   今回の評価においては，ケース①～⑥の 6 ケースについて評価を実施している。 
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   (2) 原子炉格納容器（ライナ部） 

クラスＭＣ（第二種（原子炉格納容器（ライナプレート及びライナアンカ＊1））） 

評価 

ケース 

(1)ＣＣＶ規格 (2)既工認 (3)今回の評価 

荷重

状態 
荷重時名称 荷重の組合せ 荷重の組合せ 荷重の組合せ 

① Ⅲ Ｓ１（Ｓｄ）地震時 
Ｄ＋Ｌ＋Ｐ１＋Ｒ１＋Ｔ１＋

Ｓ１ 

Ｄ＋Ｌ＋Ｐ１＋Ｒ１＋Ｔ１＋

Ｓ１

＊  

Ｄ＋Ｌ＋Ｐ１＋Ｒ１＋Ｔ１＋

Ｓｄ ＊  

② Ⅲ （異常＋Ｓ１（Ｓｄ）地震）時 
Ｄ＋Ｌ＋Ｐ２＋Ｒ２＋Ｔ２＋

Ｓ１ 

Ｄ＋Ｌ＋Ｐ２＋Ｒ２＋Ｔ２＋

Ｓ１

＊  

Ｄ＋Ｌ＋Ｐ２＋Ｒ２＋Ｔ２＋

Ｓｄ ＊  

③ Ⅳ Ｓ２（Ｓｓ）地震時 Ｄ＋Ｌ＋Ｐ１＋Ｒ１＋Ｓ２ Ｄ＋Ｌ＋Ｐ１＋Ｒ１＋Ｓ２ Ｄ＋Ｌ＋Ｐ１＋Ｒ１＋Ｓｓ 

④ Ⅳ （異常＋Ｓ１（Ｓｄ）地震）時 Ｄ＋Ｌ＋Ｐ２＋Ｒ２＋Ｓ１ Ｄ＋Ｌ＋Ｐ２＋Ｒ２＋Ｓ１

＊  Ｄ＋Ｌ＋Ｐ２＋Ｒ２＋Ｓｄ ＊  

注記＊1 ：貫通部アンカを含む。 

 

 クラスＭＣ容器のうち，コンクリート製原子炉格納容器のライナ部については，ＣＣＶ規格に基づいて評価を実施している。 

(1)ＣＣＶ規格における要求 

   ＣＣＶ規格においては，ケース①～④の 4 ケースについての考慮が求められている。 

(2)既工認での評価 

既工認においては，ケース①～④の 4 ケースについて評価を実施している。 

(3)今回の評価 

   今回の評価においては，ケース①～④の 4 ケースについて評価を実施している。  
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   (3) 原子炉格納容器（鋼製耐圧部） 

クラスＭＣ（第二種（原子炉格納容器（鋼製耐圧部））） 

評価 

ケース 

(1)ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 (2)既工認 (3)今回の評価 

荷重の組合せ 許容応力状態 荷重の組合せ 許容応力状態 荷重の組合せ 許容応力状態 

① Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓ１ ⅢＡＳ Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓ１

＊  ⅢＡＳ Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ ＊  ⅢＡＳ 

② Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓ１
＊1 ⅢＡＳ Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓ１

＊ ＊1 ⅢＡＳ Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ ＊ ＊ 1 ⅢＡＳ 

③ Ｄ＋ＰＬ

＊＋ＭＬ＋Ｓ１ ⅣＡＳ＊2 Ｄ＋ＰＬ

＊＋ＭＬ＋Ｓ１

＊  ⅣＡＳ＊2 Ｄ＋ＰＬ

＊＋ＭＬ＋Ｓｄ ＊  ⅣＡＳ＊2 

④ Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓ２ ⅣＡＳ Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓ２ ⅣＡＳ Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊1 ：ＰＬは，ＬＯＣＡ後 10-1 年後の原子炉格納容器内圧を用いる。 

  ＊2 ：ＬＯＣＡ後最大内圧（ＰＬ

＊）との組合せについてはⅣＡＳで評価を行う。 

 

(1)ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 における要求 

   ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 においては，ケース①～④の 4 ケースについての考慮が求められている。 

(2)既工認での評価 

既工認においては，ケース①，③及び④の 3 ケースについて評価を実施している。②については，ＰＬ≒0（大気圧相当），ＭＬ＝0 で

あることから，ケース②については，ケース①に包絡される。 

(3)今回の評価 

今回の評価においては，ケース①，③及び④の 3 ケースについて評価を実施している。②については，ＰＬ≒0（大気圧相当），ＭＬ＝

0 であることから，ケース②については，ケース①に包絡される。 
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ＰＬ

＊：ＬＯＣＡ後最大内圧（最高使用圧力以下）  

ＰＬ：ＬＯＣＡ後 10-1 年後 

（約 3×106 秒後）の圧力  
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  3.1.4 クラス２，３，４（第三種，第四種，第五種）（ＥＣＣＳ機器）の評価 

クラス２，３，４（第三種，第四種，第五種）（ＥＣＣＳ機器） 

評価 

ケース 

(1)ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 (2)既工認 (3)今回の評価 

荷重の組合せ 許容応力状態 荷重の組合せ 許容応力状態 荷重の組合せ 許容応力状態 

① Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓ１ ⅢＡＳ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓ１

＊  ⅢＡＳ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ ＊  ⅢＡＳ 

② Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓ２ ⅣＡＳ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓ２ ⅣＡＳ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

 

(1)ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 における要求 

ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 において，クラス２，３及び４（第三種，第四種及び第五種）設備のうちＥＣＣＳ機器は，Ａクラスの

「(ⅰ) 原子炉冷却材圧力バウンダリ破損事故後，炉心から崩壊熱を除去するために必要な設備」として分類されており，ケース①の 1

ケースについての考慮が求められている。なお，ケース②の組合せについてはＡｓクラスとしての機能を兼ねる場合に考慮する。 

○事故(運転状態Ⅳ（Ｌ）)との荷重の組合せの考え方 

ＥＣＣＳ機器は，運転状態Ⅳにおいて機能を要求される設備であり，運転状態Ⅳが設計条件となることから，運転状態Ⅳにより定

められる最高圧力（ＰＤ）及び設計機械的荷重（ＭＤ）を用いた評価を実施している。 

(2)既工認での評価 

既工認においては，ケース①及び②の 2 ケースについて評価を実施している。なお，ケース②については既工認において，Ａｓクラ

スとして分類されている機器について評価を実施している。 

(3)今回の評価 

   今回の評価においては，耐震指針の改定により，従来のＡｓ，ＡクラスはＳクラスに一本化されたことから，ＥＣＣＳ機器について

はケース①及び②の２ケースについて評価を実施している。 
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  3.1.5 クラス２，３，４（第三種，第四種，第五種）（ＥＣＣＳ機器以外）の評価 

クラス２，３，４（第三種，第四種，第五種）（ＥＣＣＳ機器以外） 

評価 

ケース 

(1)ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 (2)既工認 (3)今回の評価 

荷重の組合せ 許容応力状態 荷重の組合せ 許容応力状態 荷重の組合せ 許容応力状態 

① Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓ１ ⅢＡＳ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓ１

＊  ⅢＡＳ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ ＊  ⅢＡＳ 

② Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓ２ ⅣＡＳ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓ２ ⅣＡＳ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

 

(1)ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 における要求 

ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 において，クラス２及び３（第三種及び第四種）設備は，ケース①及び②の 2 ケースについての考慮が求

められており，クラス４（第五種）設備についてはケース①の評価が求められている。なお，ケース②の組合せについてはＡｓクラス

の場合に考慮する。 

(2)既工認での評価 

既工認においては，ケース①及び②の 2 ケースについて評価を実施している。なお，ケース②については既工認において，Ａｓクラ

スとして分類されている機器について評価を実施している。 

(3)今回の評価 

   今回の評価においては，耐震指針の改定により，従来のＡｓ，ＡクラスはＳクラスに一本化されたことから，ケース①及び②の２ケ

ースについて評価を実施している。 
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  3.1.6 残留熱除去系ストレーナ，高圧炉心注水系ストレーナの評価 

クラス２（第三種） 

評価 

ケース 

(1)ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 (2)既工認（改造工認） (3)今回の評価 

荷重の組合せ 
許容応力

状態 
荷重の組合せ 

許容応力

状態 
荷重の組合せ 

許容応力

状態 

① Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓ１ ⅢＡＳ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓ１

＊  ⅢＡＳ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ ＊  ⅢＡＳ 

② － － Ｄ＋ＰＬ

＊ ＊＋ＭＬ

＊＋Ｓ１

＊  ⅢＡＳ Ｄ＋ＰＬ

＊ ＊＋ＭＬ

＊＋Ｓｄ ＊  ⅢＡＳ 

③ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓ２ ⅣＡＳ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓ２ ⅣＡＳ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

 

(1)ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 における要求 

ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 において，クラス２（第三種）設備は，ケース①及び③の 2 ケースについての考慮が求められている。な

お，ケース③の組合せについてはＡｓクラスの場合に考慮する。 

(2)既工認での評価 

既工認においては，ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 に加えて，「沸騰水型原子力発電設備における非常用炉心冷却設備及び格納容器熱除

去設備に係るろ過装置の性能評価及び構造強度評価について（内規）」(平成 17・10・13 原院第 4 号)に基づき，ケース①～③の 3 ケー

スについて評価を実施している。 

(3)今回の評価 

   今回の評価においては，ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 に加えて，「非常用炉心冷却設備又は格納容器熱除去設備に係るろ過装置の性能

評価等について（内規）」(平成 20・02・12 原院第 5 号)に基づき，ケース①～③の 3 ケースについて評価を実施している。 
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3.2 今回評価で用いた圧力荷重及び機械的荷重 

     荷重の組合せ評価に用いる圧力荷重（Ｐ等）及び機械的荷重（Ｍ等）については，

ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 において，設備種別ごとに整理されている。(下記ＪＥＡ

Ｇ４６０１・補-1984 抜粋参照のこと。) 

整理表にクラス１（第一種）及びクラスＭＣ（第二種）については，圧力荷重（Ｐ，

ＰＬ）及び機械的荷重（Ｍ，ＭＬ）を考慮し，クラス２，３，４（第三種，第四種，第

五種）については最高使用圧力（Ｐｄ）及び設計機械荷重（Ｍｄ）を考慮した評価を

実施することが記載されており，それに基づき適切に評価を実施している。次頁以降

に，クラス１（第一種）及びクラスＭＣ（第二種）の評価に用いた設備種別ごとの具

体的な荷重一覧表を示す。なお，クラス２，３，４（第三種，第四種，第五種）につ

いては，運転状態によらず最高使用圧力及び設計機械荷重を用いていることから，こ

こでの記載は省略する。 
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ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 抜粋 
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●クラス１

今回評価に用いた数値

・Ｐ ＝      MPa（領域Ａ，Ｂ），      MPa（領域C）　Ｄ+M ＝         ｋN※（運転状態Ⅱ：スクラム（タービントリップ，その他のスクラム），スクラム（給水ポンプ停止））

（※クラス１のうち原子炉圧力容器の下部鏡板の評価に使用する荷重）

Ｐ
（Ⅰ～Ⅲ）
（ＭＰa）

ＰＬ

（Ⅳ）
（ＭＰa）

D+Ｍ
（Ⅰ～Ⅲ）

（kＮ）

Ｄ+ＭＬ

（Ⅳ）
（kＮ）

適用の
有無

（Sd，Ss）
説明

ボルト締付け - -

耐圧試験（最高使用圧力以下） - -

起動（昇温）
Sd △
Ss △

事象の継続時
間は数時間程
度。

×
運転状態Ⅰの出力運転
で代表される。

起動（タービン起動）
Sd △
Ss △

同上 × 同上

夜間及び週末低出力運転
（出力50%）

Sd ○
Ss ○

×

制御棒パターン変更
Sd ○
Ss ○

×

給水加熱器機能喪失
（発電機トリップ）

Sd ×
Ss ×

事象の継続時
間は数分程度。

△
運転状態Ⅱの全給水流
量喪失又はタービント
リップで代表される。

給水加熱器機能喪失
（給水加熱器部分バイパス）

Sd ×
Ss ×

同上 △ 同上

スクラム
（タービントリップ，その他のスクラ
ム）

Sd △
Ss ×

最大圧力は1分
以内。その後の
状態は他の事
象で考慮され
る。

○

定格出力運転
Sd ○
Ss ○

×

停止（タービン停止）
Sd △
Ss △

事象の継続時
間は数時間程
度。

×
運転状態Ⅰの出力運転
で代表される。

停止（高温待機）
Sd △
Ss △

同上 × 同上

停止（冷却）
Sd △
Ss △

同上 × 同上

停止（ヘッドスプレイを伴う停止）
Sd △
Ss △

同上 × 同上

ボルト取外し - -

燃料交換
Sd △
Ss △

×
運転状態Ⅰの出力運転
で代表される。

スクラム（給水ポンプ停止）
Sd：△
Ss：×

最大圧力は1分
以内。その後の
状態は他の事
象で考慮され
る。

○

スクラム（逃がし安全弁誤作動）
Sd：×
Ss：×

圧力は低下す
る。

×

Ⅲ スクラム（過大圧力）
Sd：×
Ss：×

事象の継続時
間は1分以内。

×

Ⅳ 冷却材喪失事故
Sd：△
Ss：×

長時間*継続す
るもの。

（* 10-1年以上）

×

注記＊1 ：地震と事象の組合せを独立事象とした場合の適用有無は，次に分類される。

      　　○印：独立事象として地震と重なる可能性があり，地震と組合せた評価が必要なもの。　　

      　　△印：独立事象として地震と重なる可能性はあるが，発生する荷重が，他の独立事象又は従属事象で代表され，地震と組合せた評価が不要なもの。

      　　×印：独立事象として地震と重なる可能性がないもの。

    ＊2 ：地震と事象の組合せを従属事象とした場合の適用有無は，次に分類される。

      　　○印：地震の従属事象であり，地震と組合せた評価が必要なもの。

      　　△印：地震の従属事象であるが○印の事象で代表され地震と組合せた評価が不要なもの。

      　　×印：地震の従属事象でないもの。

    ＊3 ：大気圧相当を考慮する。

    ＊4 ：10-1年以上継続する事象に対する値ではなく，冷却材喪失事故直前の値を記載する。

備考初期
圧力

（ＭＰa）

ピーク時
変動圧力
（ＭＰa）

Ⅰ
及
び
Ⅱ

運転
状態

事象

設計過渡条件
荷重

地震と事象の組合せを

独立事象とした場合＊1

地震の
従属事
象として
の適用

の有無＊2
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●クラスＭＣ
今回評価で用いた数値
・P＝-14kPa，M＝0kN　（運転状態Ⅰ）
・P＝-14kPa，M＝0kN　（運転状態Ⅱ）

P（kPa)
（Ⅰ及びⅡ）

PL（kPa）

（Ⅳ）

M（kN)
（Ⅰ及びⅡ）

ML（kN)

（Ⅳ）
適用の有無 説明

起　動 -14 - 0 -
Sd：△

Ss：△

事象の継続時間は時間の

オーダー。
×

運転状態Ⅰの出力運転で代表

される

停　止 -14 - 0 -
Sd：△

Ss：△
同上 × 同上

出力運転 -14 - 0 -
Sd：○

Ss：○
×

高温待機 -14 - 0 -
Sd：△

Ss：△
×

運転状態Ⅰの出力運転で代表

される。

燃料交換 0 - 0 -
Sd：△

Ss：△
×

運転状態Ⅰの出力運転における

設計条件で代表される。

外部電源喪失 -14 - 0 -
Sd：△

Ss：×
△

運転状態Ⅱの主蒸気隔離弁の

閉鎖で代表される。

負荷の喪失 -14 - 0 -
Sd：△

Ss：×
△ 同上

主蒸気隔離弁の閉鎖 -14 - 0 -
Sd：○

Ss：×

事象後30分程度にわたる逃

がし安全弁作動。
○

給水制御系の故障 -14 - 0 -
Sd：△

Ss：×
△

運転状態Ⅱの主蒸気隔離弁の

閉鎖で代表される。

圧力抑制装置の故障 -14 - 0 -
Sd：△

Ss：×
△ 同上

全給水流量喪失 -14 - 0 -
Sd：△

Ss：×
△ 同上

タービントリップ -14 - 0 -
Sd：△

Ss：×
△ 同上

逃がし安全弁誤作動 -14 - 0 -
Sd：△

Ss：×
× 同上

Ⅲ 原子炉圧力容器の過大圧力 - - - -
Sd：×

Ss：×

この事象の継続時間は１分

以内。
×

Ⅳ 冷却材喪失事故 - ＊3 - 0
Sd：○

Ss：×

長時間*継続するもの。

（*10-1年以上）
×

長時間*作用する圧力，温度は弾

性設計用地震動Sdと組合せるも

のとする。また冷却材喪失事故時

に短時間働く圧力，温度以外に

プール水揺動による衝撃力があ

るがこれは設計・建設規格(PVE-

3113)のジェット荷重と同等に扱

う。

（*10-1年以上）

注記＊1 ：地震と事象の組合せを独立事象とした場合の適用有無は，次に分類される。

                ○印：独立事象として地震と重なる可能性があり，地震と組合せた評価が必要なもの。　　

                △印：独立事象として地震と重なる可能性はあるが，発生する荷重が，他の独立事象又は従属事象で代表され，地震と組合せた評価が不要なもの。

                ×印：独立事象として地震と重なる可能性がないもの。

      ＊2 ：地震と事象の組合せを従属事象とした場合の適用有無は，次に分類される。

                ○印：地震の従属事象であり，地震と組合せた評価が必要なもの。

                △印：地震の従属事象であるが○印の事象で代表され地震と組合せた評価が不要なもの。

                ×印：地震の従属事象でないもの。

      ＊3 ：大気圧相当を考慮する。

備考

Ⅰ

Ⅱ

運転

状態
事象

荷重
地震の

従属事

象として

の適用

の有無＊2

地震と事象の組合せを

独立事象とした場合＊1
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1. はじめに 

重大事故等＊（以下「ＳＡ」という。）の状態で必要となる常設の重大事故等対処施設（以下「Ｓ

Ａ施設」という。）については，待機状態において地震により必要な機能が損なわれず，さらにＳ

Ａが長期にわたり継続することを念頭に，ＳＡにおける運転状態と地震との組合せに対して必要

な機能が損なわれない設計とする必要がある。以下にＳＡ施設の耐震設計に対する考え方を示す。 

注記＊：「重大事故に至るおそれがある事故（運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故を除

く）又は重大事故」を総称して重大事故等という。 

 

2. 基準の規定内容 

ＳＡ施設，設計基準対象施設（以下「ＤＢ施設」という。）の耐震性の要求は，それぞれ実用発

電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則（以下「技術基準規則」という。）第 50条，

第 5条に規定されている。そこで，ＳＡ施設及びＤＢ施設について，耐震設計に関する基準の規

定内容を以下のとおり整理した。 

 

2.1 技術基準規則第 50条（ＳＡ施設）の規定内容 

技術基準規則第 50条において，基準地震動による地震力に対してＳＡに対処するために必要

な機能が損なわれるおそれがないことが求められている。 

同条解釈によれば，その適用に当たってはＤＢ施設の耐震性を規定する技術基準規則第 5 条

の解釈に準ずることとされている。 

技術基準規則第 5 条各項の解釈では，それぞれ実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，

構造及び設備の基準に関する規則（以下「設置許可基準規則」という。）第 4条各項の要求に従

うこととされている。設置許可基準規則第 4 条の解釈によれば通常運転時，運転時の異常な過

渡変化時及び事故時に生じるそれぞれの荷重と適切な地震力を組み合わせた荷重条件に対して，

その施設に要求される機能を保持することが求められている。 

なお，上記の荷重については，地震の従属事象の荷重及び地震と独立した事象であっても長

時間継続する事象による荷重は適切な地震力と組み合わせて考慮することが求められている。 

 

2.2 ＪＥＡＧ４６０１の記載内容 

耐震設計に係る工認審査ガイドの「4.2 荷重及び荷重の組合せ」において，「規制基準の要求

事項に留意して、ＪＥＡＧ４６０１の規定を参考に」組み合わせることとされていることから，

ＪＥＡＧ４６０１における記載内容を以下のとおり整理した。 

ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 では，運転状態Ⅰ～ⅢとＳ１及びＳ２との組合せに対して評価基

準値ⅢAS 及びⅣAS を適用した評価が求められている。ここで，運転状態Ⅳ(L)とＳ1との組合せ

において，原子炉冷却材バウンダリ(ＥＣＣＳ系)及び原子炉格納容器についてはⅢAS を適用す

る。また，原子炉冷却材バウンダリ（ＥＣＣＳ系以外）についてはⅣAS を適用し，原子炉格納

容器（ＬＯＣＡ後最大内圧との組合せ）の評価についてはⅣAS を適用することが求められてい

る。さらに，ＥＣＣＳ機器については，運転状態Ⅰ（当該設備においては，本来運転状態Ⅳ(L)
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を設計条件としており，この状態が運転状態Ⅰに相当）とＳ１との組合せに対して評価基準値Ⅲ

AS を適用した評価が求められている。（図 2.2-1,2 参照） 

 

 

ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 より抜粋 

 図 2.2-1 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 の許容応力状態の考え方  

  



 

3 

 

ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 より抜粋 

図 2.2-2 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 の許容応力状態と荷重の組合せの考え方 

 

(1) 荷重の組合せ 

ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 重要度分類・許容応力編における，荷重の組合せに関する

記載は，以下のとおり。 

・「その発生確率が 10-7回/炉・年を下回ると判断される事象は，運転状態Ⅰ～Ⅳに含め

ない。」とされている。 

・地震の従属事象については，「地震時の状態と，それによって引き起こされるおそれの

あるプラントの状態とは，組合せなければならない。」とされている。 

・地震の独立事象については，「地震と，地震の独立事象の組合せは，これを確率的に考

慮することが妥当であろう。地震の発生確率が低く，継続時間が短いことを考えれば，

これと組合せるべき状態は，その原因となる事象の発生頻度及びその状態の継続時間

との関連で決まることになる。」とされている。 
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 以上の記載内容に基づき，ＪＥＡＧ４６０１において組み合わせるべき荷重を整理した

ものを図 2.2-3 に示す。図 2.2-3 では，事象の発生確率，継続時間，地震動の発生確率を

踏まえ，その確率が 10-7/炉年以下となるものは組合せが不要となっている。 

 

 

ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 より抜粋 

図 2.2-3 運転状態と地震動との組合せの確率的評価 

  



 

5 

(2) 運転状態と許容応力状態 

ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 における，運転状態と許容応力状態に関する記載は以下の

とおりであり，プラントの運転状態Ⅰ～Ⅳに対応する許容応力状態ⅠA～ⅣA 及び，地震に

より生ずる応力に対する特別な応力の制限を加えた許容応力状態ⅢAS，ⅣAS を定義してい

る。 

【運転状態】 

運転状態Ⅰ ：告示の運転状態Ⅰの状態 

運転状態Ⅱ  ：告示の運転状態Ⅱの状態 

運転状態Ⅲ  ：告示の運転状態Ⅲの状態 

運転状態（長期）Ⅳ(L) ：告示の運転状態Ⅳの状態のうち，長期間のものが作用 

している状態 

運転状態（短期）Ⅳ(S) ：告示の運転状態Ⅳの状態のうち，短期間のもの（例：JET， 

JET 反力，冷水注入による過渡現象等）が作用している状

態 

【許容応力状態】 

許容応力状態ⅠA  ：告示の運転状態Ⅰ相当の応力評価を行う許容応力状態 

許容応力状態ⅠA
＊  ：ＥＣＣＳ等のように運転状態Ⅳ(L)が設計条件となって 

いるものに対する許容応力状態で許容応力状態ⅠA に準

ずる。 

許容応力状態ⅡA  ：告示の運転状態Ⅱ相当の応力評価を行う許容応力状態 

許容応力状態ⅢA  ：告示の運転状態Ⅲ相当の応力評価を行う許容応力状態 

許容応力状態ⅣA  ：告示の運転状態Ⅳ相当の応力評価を行う許容応力状態 

許容応力状態ⅢAS  ：許容応力状態ⅢAを基本として，それに地震により生ず 

る応力に対する特別な応力の制限を加えた許容応力状態 

許容応力状態ⅣAS  ：許容応力状態ⅣAを基本として，それに地震により生ず 

る応力に対する特別な応力の制限を加えた許容応力状態 
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3. ＳＡ施設の荷重の組合せと許容応力状態の設定に関する基本方針 

(1) 対象施設 

技術基準規則第 50条において，基準地震動による地震力に対しての機能維持が求められて

いる「常設耐震重要重大事故防止設備」及び「常設重大事故緩和設備」を対象とする。 

 

(2) ＳＡ施設の運転状態 

ＳＡ施設は，ＤＢＡを超え，ＳＡが発生した場合に必要な措置を講じるための施設である

ことから，運転状態として従来のⅠ～Ⅳに加え，ＳＡの発生している状態として運転状態Ⅴ

を新たに定義する。 

さらに運転状態Ⅴについては，ＳＡの状態がＤＢＡを超える更に厳しい状態であることを

踏まえ，事象発生直後の短期的に荷重が作用している状態を運転状態Ⅴ(S)とし，一連の過渡

状態を除き，ある程度落ち着いた状態の長期的に荷重が作用している状態として運転状態Ⅴ

(L)，Ⅴ(L)より更に長期的に荷重が作用している状態を運転状態Ⅴ(LL)とする。 

 

【運転状態の説明】 

Ⅰ～Ⅳ  ：ＪＥＡＧ４６０１で設定している運転状態 

Ⅴ(S)  ：ＳＡの状態のうち事象発生直後の短期的に荷重が作用している状態 

Ⅴ(L)  ：ＳＡの状態のうち長期的（過渡状態を除く一連の期間）に荷重が作用 

している状態 

Ⅴ(LL)   ：ＳＡの状態のうちⅤ(L)より更に長期的に荷重が作用している状態 

 

(3) 組合せの基本方針 

ＳＡ施設における荷重組合せの基本方針は以下のとおり。 

・基準地震動Ｓｓ（以下「Ｓｓ」という。），弾性設計用地震動Ｓｄ（以下「Ｓｄ」という。）

による地震力と運転状態の組合せを考慮する。 

・運転状態Ⅰ～Ⅳを想定するとともに，それを超えるＳＡの状態として，運転状態Ⅴを想

定する。 

・地震の従属事象として扱う事象により発生する荷重については，地震力との組合せを実

施する。 

・地震の独立事象については，事象の発生確率，継続時間及びＳｓ若しくはＳｄの年超過

確率の積等も考慮し，工学的，総合的に組み合わせるか否かを判断する。組み合わせるか

否かの判断は，国内外の基準等でスクリーニング基準として参照されている値，炉心損

傷頻度及び格納容器機能喪失頻度の性能目標値に保守性をもたせた値を目安とする。 

・ＳＡによる荷重が地震の従属事象として扱う事象により発生する荷重であるかについて

は，ＤＢ施設の耐震設計の考え方に基づくとともに，確率論的な考察も考慮した上で判

断する。 

・原子炉格納容器について，ＤＢ施設ではＬＯＣＡ後の最終障壁として，ＳＡに至らない

よう強度的な余裕をさらに高めるべく，ＬＯＣＡ後の最大内圧とＳｄによる地震力との

組合せを考慮することとしているが，ＳＡ施設においては，強度的に更なる余裕を確保
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するのではなく，以下の設計配慮を行うことにより，余裕を付加し信頼性を高めること

とする。 

ＳＡ施設としての原子炉格納容器については，ＤＢ施設のＳｓに対する機能維持の考

え方に準じた耐震設計を行う。さらに，最終障壁としての構造体全体の安全裕度の確認

として，ＳＡ時の原子炉格納容器の限界温度，限界圧力の条件で，原子炉格納容器の放

射性物質閉じ込め機能が損なわれることがないことの確認を行う。 

 

(4) 許容限界の基本方針 

ＳＡ施設の耐震設計として，技術基準規則では，「基準地震動による地震力に対して重大事

故に至るおそれがある事故に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがないものであ

ること」とされており，許容限界の設定に際しては，ＤＢ施設の機能維持設計の解釈である設

置許可基準規則第 4 条第 3 項に係る別記 2 の規定に準ずる。具体的な許容限界の設定は，Ｊ

ＥＡＧ４６０１のＤＢ施設に対する記載内容を踏まえ，ＳＡ施設における荷重の組合せと許

容限界の設定方針を，以下のとおり定めた。 

 

・ＳＡ施設の耐震設計は，ＤＢ施設に準拠することとしていることから，運転状態Ⅰ～Ⅳと

地震による地震力の組合せに対しては，ＤＢ施設と同様の許容応力状態を適用する。 

・ＤＢ施設の設計条件を超える運転状態Ⅴの許容応力状態としてⅤAを定義し，さらに地震

との組合せにおいては，許容応力状態ⅤAS を定義する。 

設置許可基準規則別記 2によれば，機能維持設計の要求として，「荷重により塑性ひず

みが生じる場合であっても、その量が小さなレベルに留まって破断延性限界に十分な余

裕を有し、その施設に要求される機能に影響を及ぼさないこと。」とされており，ＤＢ施

設では，許容応力状態ⅣAS の許容限界を適用している。新たに定義する許容応力状態ⅤAS

は，ＳＡに対処するために必要な機能が損なわれない許容限界であり，機能維持設計の許

容限界として適用実績のある許容応力状態ⅣAS と同じ許容限界を適用する。 

 

【許容応力状態の説明】 

ⅠA～ⅣA ：ＪＥＡＧ４６０１で設定している許容応力状態 

ⅢAS～ⅣAS ：ＪＥＡＧ４６０１で設定している許容応力状態 

ⅤA ：運転状態Ⅴ相当の応力評価を行う許容応力状態 

 （ＳＡ時に要求される機能が満足できる許容応力状態） 

ⅤAS ：許容応力状態ⅤAを基本として，それに地震により生ずる応力に対する 

特別な応力の制限を加えた許容応力状態 

 （ＳＡ時に要求される機能が満足できる許容応力状態） 
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4. 荷重の組合せの検討手順 

(1) 地震の従属事象・独立事象の判断 

 3.項の組合せの基本方針に示すとおり，地震従属事象として扱う事象はＳｓによる地震力

と組み合わせることとし，独立事象として扱う事象はその事象の発生確率，継続時間及び地

震動の年超過確率の関係を踏まえ，Ｓｓ，Ｓｄいずれか適切な地震力と組み合わせることと

している。したがって，ＳＡによる荷重を地震の従属事象によるものとして扱うか独立事象

によるものとして扱うかを判断し，従属事象によるものと判断された場合はＳｓによる地震

力と組み合わせ，独立事象によるものと判断された場合は以下の(2)(3)項の手順に従う。 

なお，地震の従属事象，独立事象の判断は「5.1 地震の従属事象・独立事象の判断」に記

載する。 

 

(2) 施設分類 

 対象施設を「全般施設」，「原子炉格納容器バウンダリを構成する設備（以下「ＰＣＶバウン

ダリ」という。），「原子炉圧力容器バウンダリを構成する設備」（以下「ＲＰＶバウンダリ」と

いう。）に分類し，荷重の組合せ方針を整理する。また，ＰＣＶバウンダリの圧力・温度等の

条件を用いて評価を行う施設については，ＰＣＶバウンダリの荷重の組合せに従い，支持構

造物については，支持される施設の荷重の組合せに従うものとする。 

なお，建物・構築物のＤＢ施設としての設計の考え方は，機器・配管系と同じであり，ＳＡ

施設としての設計については，建物・構築物，機器・配管系ともにＤＢ施設としての設計の考

え方を踏まえることを基本方針としていることから，建物・構築物は機器・配管系と同様の考

え方で組合せを考慮することとする。 

 

(3) 独立事象による荷重に対する荷重の組合せの選定手順 

独立事象による荷重に対して，ＳＡ施設に適用する荷重の組合せの選定手順を示す。考え

方としては，ＳＡの発生確率，継続時間，地震動の年超過確率の積等を考慮し，工学的，総合

的に判断することとする。選定手順を以下に，組合せのイメージを図 4-1 に，選定フローを

図 4-2 に示す。 

【選定手順】 

① ＳＡの発生確率としては，炉心損傷頻度の性能目標値である 10-4/炉年を適用する。 

② 地震ハザード解析から得られる年超過確率を参照し，ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 で

記載されているＳ２，Ｓ１の発生確率をＳｓ，Ｓｄの年超過確率に読み替えて適用する。

（添付資料－１参照） 

③ 荷重の組合せの判断は，①と②及びＳＡの継続時間との積で行い，そのスクリーニ

ングの判断基準を設定する。具体的には，国内外の基準等でスクリーニング基準とし

て参照されている値，炉心損傷頻度及び格納容器機能喪失頻度の性能目標値に保守性

をもたせた値として，ＤＢ施設の設計の際のスクリーニング基準である 10-7/炉年に保

守性を見込んだ 10-8/炉年とする。 

④ ①②の積と③を踏まえて弾性設計用地震動Ｓｄ又は基準地震動Ｓｓと組み合わせる

べきＳＡの継続時間を表 4-1 に設定する。事象発生時を基点として，10-2 年までの期
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間を地震荷重との組合せが不要な短期（運転状態Ⅴ(S)），弾性設計用地震動Ｓｄとの

組合せが必要な 10-2～2×10-1 年を長期(L)（運転状態Ⅴ(L)），基準地震動Ｓｓとの組

合せが必要な期間 2×10-1年以降を長期(LL)（運転状態Ⅴ(LL)）とする。 

⑤ ④を踏まえて，施設分類ごとに荷重の組合せを検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1 荷重の組合せと継続時間の関係（イメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-2 独立事象に対する荷重の組合せの選定手順  

運転状態Ⅴ(LL) 

(長期(LL)) 

時間 

荷
重 

10-2年 2×10-1年 

組合せ不要 Sd との組合せ Ss との組合せ 

事象発生 

評価点①（Sd との組合せ） 

評価点②（Ss との組合せ） 

運転状態Ⅴ(S) 

(短期) 

運転状態Ⅴ(L) 

(長期(L)) 

① ＳＡの発生確率を設定する。 

④ ①②の積と③を踏まえて，弾性設計用地震動Ｓｄ，基準地震動Ｓｓと 

組み合わせるべきＳＡの継続時間を設定する。 

② Ｓｓ，Ｓｄの年超過確率を設定する。 

 

③ 荷重の組合せの判断は，①と②と SA の継続時間との積で行い， 

そのスクリーニングの判断基準を設定する。 

 

⑤ ④を踏まえて，施設分類ごとに荷重の組合せを検討する。 
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表 4-1 組合せの目安となる継続時間 

荷重の組合せを 

考慮する判断目安 

ＳＡの 

発生確率 
地震動の発生確率 

組合せの目安となる

継続時間 

10-8/炉年以上 10-4/炉年＊1 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 
10-2/年以下＊2 10-2年以上 

基準地震動Ｓｓ 5×10-4/年以下＊2 2×10-1年以上 

注記＊1：原子力安全委員会「発電用軽水型原子炉施設の性能目標について」に記載されてい

る炉心損傷頻度の性能目標値を踏まえ，ＳＡの発生確率として 10-4/炉年とした。 

＊2：ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 に記載されている地震動Ｓ２，Ｓ１の発生確率をＳｓ，

Ｓｄの年超過確率に読み換えた。 
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5. 荷重の組合せの検討結果 

4.項の検討手順に基づき，まず，5.1 項ではＳＡが地震の従属事象か独立事象であるかを判断

し，5.2 項では，全般施設，ＰＣＶバウンダリ，ＲＰＶバウンダリに分けて，ＳＡ荷重と地震力の

組合せ条件を検討する。なお，ＳＡ施設の支持構造物については，支持する施設の荷重の組合せ

に従うものとする。 

 

5.1 地震の従属事象・独立事象の判断 

運転状態Ⅴが地震によって引き起こされるおそれがある事象であるかについては，ＤＢ施設の

耐震設計の考え方に基づく。なお，確率論的な考察も考慮する。ここで，ＤＢ施設に対して従前

より適用してきた考え方に基づき，地震の従属事象とは，ある地震力を想定して，その地震力未

満で設計された設備が，その地震力を上回る地震が発生した際に確定論的に設備が損傷すると仮

定した場合に発生する事象，すなわち「地震によって引き起こされる事象」と定義し，地震の独

立事象とは，確定論的に考慮して「地震によって引き起こされるおそれのない事象」と定義する。 

Ｓクラス施設はＳｓによる地震力に対して，その安全機能が損なわれるおそれのないよう設計

されている。この安全機能に係る設計は，Ｓクラス施設自体が，Ｓｓによる地震力に対して，損

傷しないよう設計するだけでなく，下位クラスに属するものの波及的影響等に対しても，その安

全機能が損なわれないよう設計することも含まれる。Ｓクラス施設が健全であれば，炉心損傷防

止に係る重大事故等対策の有効性評価において想定した全ての事故シーケンスに対し，Ｓｓ相当

の地震により，起因事象が発生したとしても緩和設備が機能し，ＤＢ設計の範囲で事象を収束さ

せることができることを確認した。 

したがって，ＳＡ施設に対する耐震設計における荷重の組合せの検討としては，Ｓｓ相当の地

震に対して，運転状態Ⅴは地震によって引き起こされるおそれのない「地震の独立事象」として

扱い，運転状態Ⅴの運転状態と地震力とを適切に組み合わせる。なお，地震ＰＲＡの結果を参照

し，確率論的な考察を実施した。ＳＡ施設に期待した場合の地震ＰＲＡにおいて，Ｓｓ相当まで

の地震力により炉心損傷に至る事故シーケンスについて，緩和設備のランダム故障を除いた炉心

損傷頻度（以下「ＣＤＦ」という。）であって，ＳＡ施設による対策の有効性の評価がＤＢ条件を

超えるものの累積値は，8.2×10-8/炉年である。性能目標のＣＤＦ（10-4/炉年）に対する相対割合

として 1％を下回る頻度の事象は，目標に対して影響がないといえるくらい小さい値と見なすこ

とができ，8.2×10-8/炉年は，これを大きく下回ることから，Ｓｓ相当までの地震力によりＤＢ条

件を超える運転状態Ⅴの発生確率は極めて低いと考えられる。したがって，ＳＡ施設に対する耐

震設計における荷重の組合せの検討において，運転状態Ⅴが地震によって引き起こされるおそれ

がないとして扱うことは妥当と考える。（「（添付資料－２.）「地震の従属事象」と「地震の独立事

象」について」参照） 
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5.2 荷重の組合せの検討結果 

5.1 項で運転状態Ⅴは地震の独立事象と判断したことから，以下では施設分類ごとに 4 項(3)

の手順に従って，荷重の組合せを検討する。 

 

5.2.1 全般施設 

(1) ＳＡの発生確率 

ＳＡの発生確率としては，炉心損傷頻度の性能目標値である 10-4/炉年を適用する。なお，

全般施設については事故シーケンスグループを特定せず全てのＳＡを考慮する。（表 5.2.1-1） 

 

表 5.2.1-1 全般施設において考慮する事故シーケンスグループ(1/2) 

事故シーケンスグループ等 
考慮するＳＡ 

シーケンス 

「運転中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故」に係る事故シーケンスグループ 

高圧・低圧注水機能喪失 〇 

高圧注水・減圧機能喪失 〇 

全交流動力電源喪失  

全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ喪失） 〇 

全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ喪失）＋ＲＣＩＣ失敗 〇 

全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ喪失）＋直流電源喪失 〇 

全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ喪失）＋ＳＲＶ再閉失敗 〇 

崩壊熱除去機能喪失  

 取水機能が喪失した場合 〇 

 残留熱除去系が故障した場合 〇 

原子炉停止機能喪失 〇 

ＬＯＣＡ時注水機能喪失 〇 

格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ） 〇 

「運転中の原子炉における重大事故」に係る格納容器破損モード 

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）  

 代替循環冷却系を使用する場合 〇 

 代替循環冷却系を使用しない場合 〇 

高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱 〇 

原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用 〇 

水素燃焼 〇 

溶融炉心・コンクリート相互作用 〇 
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表 5.2.1-1 全般施設において考慮する事故シーケンスグループ(2/2) 

事故シーケンスグループ等 
考慮するＳＡ 

シーケンス 

「運転停止中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故」に係る事故シーケンスグループ  

崩壊熱除去機能喪失 〇 

全交流動力電源喪失 〇 

原子炉冷却材の流出 〇 

反応度の誤投入 〇 

 

(2) 地震動の年超過確率 

地震ハザード解析結果から得られる年超過確率を参照し，ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 で記

載されているＳ２，Ｓ１の発生確率をＳｓ，Ｓｄの年超過確率に読み替えて適用する。（添付資

料－１参照） 

 

(3) 荷重の組合せの継続時間の決定 

保守性を見込んだ 10-8/炉年と，(1)，(2)で得られた値の積との比較により，工学的，総合

的に組合せの目安となる継続時間を判断する。事象発生時を基点として，10-2年までの期間を

地震荷重との組合せが不要な短期（運転状態Ⅴ(S)），弾性設計用地震動Ｓｄとの組合せが必

要な 10-2～2×10-1 年を長期(L)（運転状態Ⅴ(L)），基準地震動Ｓｓとの組合せが必要な期間

2×10-1年以降を長期(LL)（運転状態Ⅴ(LL)）とする。（表 5.2.1-2，図 5.2.1-1） 

 

表 5.2.1-2 組合せの目安となる継続時間 

事故 

シーケンス 

ＳＡの 

発生確率 
地震動の発生確率 

荷重の組合せを 

考慮する判断目安 

組合せの 

目安となる

継続時間 

全ての 

ＳＡ 
10-4/炉年＊1 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 
10-2/年以下＊2 

10-8/炉年以上 

10-2年以上 

基準地震動Ｓｓ 
5×10-4/年 

以下＊2 

2×10-1年 

以上 

注記＊1：原子力安全委員会「発電用軽水型原子炉施設の性能目標について」に記載されてい

る炉心損傷頻度の性能目標値を踏まえ，ＳＡの発生確率として 10-4/炉年とした。 

＊2：ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 に記載されている地震動の発生確率Ｓ２，Ｓ１の発生確

率をＳｓ，Ｓｄの年超過確率に読み換えた。 
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図 5.2.1-1 荷重の組合せと継続時間の関係（イメージ） 

 

(4) 荷重組合せの検討 

(1)～(3)から，ＳＡの発生確率，地震動の年超過確率と掛け合わせた発生確率は表 5.2.1-

2，組合せのイメージは図 5.2.1-1 のとおりとなる。この検討に際し，ＳＡ施設としての重要

性を鑑み安全裕度を確保するために，頻度が保守的に算出されるように各パラメータの設定

にあたり，以下の事項を考慮している。 

【全般施設のＳＡの発生確率，継続時間，地震動の年超過確率に関する考慮】 

・ＳＡの発生確率は，個別プラントの炉心損傷頻度を用いず，炉心損傷頻度の性能目標値

である 10-4/炉年を適用している。 

・地震ハザード解析結果から得られる年超過確率を参照し，地震動の年超過確率はＪＥＡ

Ｇ４６０１・補-1984 に記載の発生確率を用いている。 

 

 表 5.2.1-3 のＳＡの発生確率，地震動の年超過確率，組合せの目安となるＳＡの継続時間

との積を考慮し，事象発生後 10-2 年以上に 2×10-1 年未満の期間のうち最大となる荷重とＳ

ｄを組み合わせる。また，事象発生後 2×10-1年以上の期間における最大値とＳｓによる地震

力を組み合わせることとする。 

ここで，全般施設については必ずしもＳＡによる荷重の時間履歴を詳細に評価しないこと

から，上記の考え方を包絡するように事象発生後の最大荷重とＳｓによる地震力を組み合わ

せる。 

  

運転状態Ⅴ(LL) 

(長期(LL)) 

時間 

荷
重 

10-2年 2×10-1年 

組合せ不要 Sd との組合せ Ss との組合せ 

事象発生 

評価点①（Sd との組合せ） 

評価点②（Ss との組合せ） 

運転状態Ⅴ(S) 

(短期) 

運転状態Ⅴ(L) 

(長期(L)) 
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表 5.2.1-3 ＳＡの発生確率・継続時間，地震の発生確率を踏まえた事象発生確率 

 
ＳＡの 

発生確率 
地震の発生確率 

組合せの目安 

となるＳＡの 

継続時間 

運転状態 合計 

全ての 

ＳＡ 
10-4/炉年 

Ｓｄ：10-2/年以下 
10-2年以上 

2×10-1年未満 
Ⅴ(L) 10-8/炉年以下 

Ｓｓ：5×10-4/年以下 2×10-1年以上 Ⅴ(LL) 10-8/炉年以下 

 

(5) まとめ 

以上より，全般施設としては，事象発生後の最大荷重とＳｓによる地震力を組み合わせる

こととする。 
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5.2.2 ＰＣＶバウンダリ 

(1) ＳＡの発生確率 

ＳＡの発生確率としては，炉心損傷頻度の性能目標値である 10-4/炉年を適用する。 

 

(2) 地震動の年超過確率 

地震ハザード解析結果から得られる年超過確率を参照し，ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 で記

載されているＳ２，Ｓ１の発生確率をＳｓ，Ｓｄの年超過確率に読み替えて適用する。（添付資

料－１参照） 

 

(3) 荷重の組合せの継続時間の決定 

保守性を見込んだ 10-8/炉年と，(1)，(2)で得られた値の積との比較により，工学的，総合

的に組合せの目安となる継続時間を判断する。事象発生時を基点として，10-2年までの期間を

地震荷重との組合せが不要な短期（運転状態Ⅴ(S)），弾性設計用地震動Ｓｄとの組合せが必

要な 10-2～2×10-1 年を長期(L)（運転状態Ⅴ(L)），基準地震動Ｓｓとの組合せが必要な期間

2×10-1年以降を長期(LL)（運転状態Ⅴ(LL)）とする。組合せの目安となる継続時間を表5.2.2-1，

組合せのイメージを図 5.2.2-1 に示す。 

 

表 5.2.2-1 組合せの目安となる継続時間 

事故 

シーケンス 

ＳＡの 

発生確率 
地震動の発生確率 

荷重の組合せを 

考慮する判断目安 

組合せの 

目安となる

継続時間 

全ての 

ＳＡ 
10-4/炉年＊1 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 
10-2/年以下＊2 

10-8/炉年以上 

10-2年以上 

基準地震動Ｓｓ 
5×10-4/年 

以下＊2 

2×10-1年 

以上 

注記＊1：原子力安全委員会「発電用軽水型原子炉施設の性能目標について」に記載されてい

る炉心損傷頻度の性能目標値を踏まえ，ＳＡの発生確率として 10-4/炉年とした。 

＊2：ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 に記載されている地震動の発生確率Ｓ２，Ｓ１の発生確率

をＳｓ，Ｓｄの年超過確率に読み換えた。 
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図 5.2.2-1 荷重の組合せと継続時間の関係（イメージ） 

 

(4) 荷重の組合せの検討 

a. ＳＡの選定 

7 号機を対象としたＰＲＡの結果を踏まえた，重大事故等対策の有効性を評価する事故

シーケンスグループのうち，圧力・温度条件が最も厳しい事故シーケンスグループを選定

する。参考として原子炉格納容器のＤＢ条件（最高使用圧力・温度）を超える事故シーケ

ンスグループ等を選定した結果を表 5.2.2-2 に示す。 

 

表 5.2.2-2 原子炉格納容器のＤＢ条件を超える事故シーケンスグループ(1/2) 

事故シーケンスグループ等 
ＤＢ条件を

超えるもの 

「運転中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故」に係る事故シーケンスグループ 

高圧・低圧注水機能喪失 〇 

高圧注水・減圧機能喪失 × 

全交流動力電源喪失  

全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ喪失） 〇 

全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ喪失）＋ＲＣＩＣ失敗 〇 

全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ喪失）＋直流電源喪失 〇 

全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ喪失）＋ＳＲＶ再閉失敗 〇 

崩壊熱除去機能喪失  

 取水機能が喪失した場合 〇 

 残留熱除去系が故障した場合 〇 

原子炉停止機能喪失 〇 

ＬＯＣＡ時注水機能喪失 〇 

格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ） ×＊１ 

運転状態Ⅴ(LL) 

(長期(LL)) 

時間 

荷
重 

10-2年 2×10-1年 

組合せ不要 Sd との組合せ Ss との組合せ 

事象発生 

評価点①（Sd との組合せ） 

評価点②（Ss との組合せ） 

運転状態Ⅴ(S) 

(短期) 

運転状態Ⅴ(L) 

(長期(L)) 
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表 5.2.2-2 原子炉格納容器のＤＢ条件を超える事故シーケンスグループ(2/2) 

事故シーケンスグループ等 
ＤＢ条件を

超えるもの 

「運転中の原子炉における重大事故」に係る格納容器破損モード 

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）  

 代替循環冷却系を使用する場合 〇 

 代替循環冷却系を使用しない場合 〇 

高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱 〇 

原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用 〇 

水素燃焼 ×＊２ 

溶融炉心・コンクリート相互作用 〇 

「運転停止中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故」に係る事故シーケンスグループ  

崩壊熱除去機能喪失 ×＊３ 

全交流動力電源喪失 ×＊３ 

原子炉冷却材の流出 ×＊３ 

反応度の誤投入 ×＊３ 

注記＊1：有効性評価では，インターフェイスシステムＬＯＣＡにより格納容器外へ原子炉冷却材

が流出する事象を評価しており，原子炉格納容器圧力・温度の評価を実施していないが，

破断を想定した系（ＨＰＣＦ）以外の非常用炉心冷却は使用できることから，原子炉格

納容器圧力・温度が最高使用圧力・温度を超えることはない 

＊2：雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（代替循環冷却系を使用

する場合）の事故シーケンスにて水素燃焼に対する有効性評価を行っているため対象外

とする 

＊3：運転停止中は，炉心の冠水維持までを評価の対象としており原子炉格納容器に対する

静的な過圧・過温に対する評価は実施していない。しかしながら，静的な過圧・過温の

熱源となる炉心崩壊熱は，運転中と比較して十分に小さく，事象の進展も運転中に比べ

て遅くなることから，運転中に包絡されるものとして参照すべき事故シーケンスの対象

とはしない 

 

これらの事故シーケンスグループ等のうち，原子炉格納容器の圧力・温度条件が最も厳

しくなるという点で，最高使用圧力・温度を超え，さらに継続期間の長い事故シーケンス

グループ等を抽出することを目的に，事象発生後 10-2 年(約 3 日後)以内及び事象発生後

10 - 2年(約 3日後)の圧力・温度が最も高い事故シーケンスグループ等を抽出した結果，以

下の事故シーケンスが挙げられる。 

 

・雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（代替循環冷却系を使用

する場合） 

・雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（代替循環冷却系を使用
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しない場合） 

 

有効性評価においては，いずれの事故シーケンスグループ等においても，事象発生後

10 - 2年(約 3日後)前までに原子炉格納容器圧力逃がし装置又は代替原子炉補機冷却系によ

る除熱機能が確保され，10-2 年以降の原子炉格納容器圧力及び温度は低下傾向が維持され

ることから，10-2 年以内の温度・圧力に基づき，事故シーケンスグループ等を選定するこ

とは妥当である。 

なお，「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」，「原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷

却材相互作用」及び「溶融炉心・コンクリート相互作用」は同じ事故シーケンスにより各

格納容器破損モードの評価を行っている。これら格納容器破損モードを評価する際には，

原子炉圧力容器破損に至るまで炉心損傷を進展させ，その後に生じうる格納容器破損モー

ドに対する有効性を確認する必要があるため，解析の前提として，ＳＡ施設として整備し

た原子炉への注水機能は使用しないとの前提で評価することで，各格納容器破損モードに

対して厳しい条件となるよう保守的な条件設定を行っており，他の事故シーケンス等と比

較して前提条件が異なる（本来は，高圧代替注水系により炉心損傷回避が可能な事故シー

ケンスである）。一方，原子炉格納容器に対する静的な過圧・過温に対する長期の頑健性を

確認する上では，原子炉格納容器圧力及び温度は原子炉停止後の崩壊熱と除熱能力の関係

が支配的な要素であることから，「「運転中の原子炉における重大事故」に係る格納容器破

損モード」として参照する事故シナリオとして，「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納

容器過圧・過温破損）」を代表シナリオとすることは，原子炉圧力容器破損後のシナリオも

考慮していることと等しくなる。 

格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（代

替循環冷却系を使用する場合）」及び「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・

過温破損）（代替循環冷却系を使用しない場合）」は，大破断ＬＯＣＡが発生し，流出した

原子炉冷却材及び溶融炉心の崩壊熱等の熱によって発生した水蒸気，炉心損傷に伴うジル

コニウム－水反応によって発生した非凝縮性ガスなどの蓄積により，原子炉格納容器の雰

囲気圧力・温度が上昇することになる。 

上記の 2つの事故シーケンスグループ等について，事象発生後の原子炉格納容器の最高

圧力及び最高温度，10-2年の圧力及び温度を表 5.2.2-3 に示す。 

なお，その他の「運転中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故」に係る事

故シーケンスグループについては，格納容器冷却及び除熱に係る手順として，原子炉格納

容器圧力を最高使用圧力以下に抑える手順としているため抽出されない。 
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表 5.2.2-3 原子炉格納容器のＳＡ時の圧力・温度（有効性評価結果） 

 

格納容器過圧・過温破損

（代替循環冷却系を使用

する場合） 

格納容器過圧・過温破損

（代替循環冷却系を使用

しない場合） 

最高圧力 約 0.60MPa[gage] 約 0.62MPa[gage] 

最高温度 約 165℃＊１ 約 168℃＊２ 

圧力（10-2年後） 約 0.36MPa[gage] 約 0.25MPa[gage] 

温度（10-2年後） 約 164℃＊３ 約 139℃ 

注記＊1：原子炉格納容器バウンダリにかかる温度（壁面温度） 

＊2：原子炉格納容器バウンダリにかかる温度（壁面温度）は 165℃であるが，保守

的に最高温度は 0.62MPa[gage]の飽和温度とする 

＊3：サプレッション・チェンバの最高温度 

 

表 5.2.2-3 に示す各事故シーケンスグループ等の有効性評価における解析条件設定は，

解析条件及び解析コードの不確かさを考慮して，現実的な条件を基本としつつ，原則，評

価項目となるパラメータに対して余裕が小さくなるような設定とすることとしている。ま

た，不確かさの影響評価を行っており，その結果として，解析コード及び解析条件の不確

かさについて操作への影響を含めて確認した結果，評価項目となるパラメータに与える影

響は小さいことを確認している。したがって，耐震評価に用いる原子炉格納容器の圧力・

温度条件として，有効性評価結果の圧力・温度を用いることは妥当と判断した。 

 

b. ＳＡで考慮する荷重と継続時間 

【短期荷重の継続時間】 

上記の２つの事故シーケンスグループ等について，格納容器圧力・温度の解析結果を

図 5.2.2-2～図 5.2.2-5 に示す。 

図 5.2.2-2～図 5.2.2-5 より，事象発生後 10-2年前までに，原子炉格納容器の最高圧

力及び最高温度となり，10-2 年以降は，原子炉格納容器圧力逃がし装置又は代替原子炉

補機冷却系による除熱機能の効果により，格納容器圧力及び温度は低下傾向が維持され

る。 

よって，事象発生後 10-2年前をⅤ(S)として設定することは適切である。 
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図 5.2.2-2 格納容器過圧・過温破損（代替循環冷却系を使用する場合）における 

格納容器圧力の推移 

 

 

図 5.2.2-3 格納容器過圧・過温破損（代替循環冷却系を使用する場合）における 

格納容器温度（気相部）の推移 

 

残留熱除去系配管破断による原子炉内からの 
蒸気の流入により，格納容器圧力が上昇 

原子炉格納容器の限界圧力 0.62MPa[gage] 格
納
容
器
圧
力 

(MPa[gage]) 

最大圧力 約 0.60MPa[gage]（約 12 時間後） 

再冠水後，格納容器スプレイの 

間欠運転を開始し，温度低下 
原子炉格納容器の限界温度 200℃ 

格
納
容
器
気
相
部
温
度 

(℃) 

最高温度 約 207℃（壁面温度 約 144℃）（約 41 分後） 

壁面最高温度 約 165℃（約 12 時間後） 

再冠水後，格納容器スプレイの間欠運転を開始 
(事象初期は破断口から原子炉格納容器内に移行するエネルギが 

大きいため，格納容器スプレイを実施しても格納容器圧力は上昇を継続する) 

20 時間後，代替循環冷却系への切替えに伴い， 

30 分間格納容器スプレイを停止するため格納容器圧力が 

上昇するものの，代替循環冷却開始後は格納容器スプレイを 

連続運転に切り替えるため，格納容器圧力が低下 

残留熱除去系配管破断による原子炉内からの 

蒸気の流入により，格納容器温度が上昇 

20 時間後，代替循環冷却系への切替えに伴い，30 分間格納

容器スプレイを停止するため格納容器温度が上昇するもの

の，代替循環冷却開始後は格納容器スプレイを連続運転に

切り替えるため，格納容器温度が低下 
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図 5.2.2-4 格納容器過圧・過温破損（代替循環冷却系を使用しない場合）における 

格納容器圧力の推移 

 

図 5.2.2-5 格納容器過圧・過温破損（代替循環冷却系を使用しない場合）における 

格納容器温度（気相部）の推移 

 

【長期(L)および長期(LL)における荷重の継続時間】 

事象発生後の原子炉格納容器の圧力・温度の推移は，除熱機能として代替循環冷却系

を使用する場合と代替循環冷却系を使用しない場合では大幅に挙動が異なる。事象発生

後 10-2年という断面においては，表 5.2.2-3 に示したとおり，格納容器過圧・過温破損

（代替循環冷却系を使用する場合）の方が圧力及び温度ともに高い。かつ，除熱機能の

確保はＳＡ設備である代替循環冷却系の確保を優先に行うことから，本設定では，格納

0.0
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JOB No.MA404K-7AE--AF86002

(℃)

格納容器ベント（約 38 時間）による圧力低下 

最大圧力 約 0.62(0.613)MPa[gage] 

格納容器 

スプレイ作動 

に伴う圧力変化 

格納容器スプレイ 

は原子炉注水 

（レベル 1～破断口 

にて制御）以外で実施 

残留熱除去系配管破断により原子炉内から

流出する蒸気による格納容器圧力上昇 

サプレッション・チェンバ側からの格納容器ベントにより，

ドライウェルに比べて圧力低下が早い 

格
納
容
器
圧
力 

残留熱除去系配管破断により 

原子炉内から流出する蒸気による温度上昇 

格納容器ベント（約 38 時間） 

による温度低下 

格納容器スプレイ作動に 

より温度上昇が抑制 

格
納
容
器
気
相
部
温
度 

最高温度 約 207℃（壁面温度 約 144℃）（約 41 分後） 

壁面最高温度 165℃（約 12 時間後） 

原子炉格納容器の限界圧力 0.62MPa[gage] 

原子炉格納容器の限界温度 200℃ 
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容器過圧・過温破損（代替循環冷却系を使用する場合）を前提とする。 

長期間解析における格納容器圧力・温度の推移を図 5.2.2-6 及び図 5.2.2-7 に示す。

事象発生後 20時間後に代替原子炉補機冷却系の準備が完了し，以降，代替循環冷却系に

より格納容器圧力・温度は低下傾向が継続する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.2.2-6 格納容器過圧・過温破損（代替循環冷却系を使用する場合）における 

格納容器圧力の推移（長期間解析） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.2.2-7 格納容器過圧・過温破損（代替循環冷却系を使用する場合）における 

格納容器温度（気相部）の推移（長期間解析） 
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ここで，2×10-1年（約 60日後＊）の格納容器圧力及び温度を表 5.2.2-4 に示す。格納

容器圧力・温度は低下傾向を維持し，最高使用圧力及び最高使用温度以下に低下するも

のの，通常運転条件の格納容器圧力・温度は上回ることとなる。 

 

注記＊：2×10-1年は 73日後になるが，有効性評価結果に対し保守的に組合せの荷重

はＳＡ発生後約 60日の有効性評価結果を採用する。 

 

表 5.2.2-4 原子炉格納容器のＳＡ時の圧力・温度 

 

格納容器過圧・過温破損

（代替循環冷却系を使用

する場合） 

格納容器圧力 約 0.15MPa[gage] 

格納容器温度 約 74℃＊ 

注記＊：サプレッション・チェンバの温度 

 

(1)～(3)から，ＳＡの発生確率，継続時間，地震の発生確率（添付資料－１参照）を

踏まえた事象発生確率は表 5.2.2-5 のとおりとなる。この検討に際し，ＳＡ施設として

の重要性に鑑み安全裕度を確保するために，頻度が保守的に算出されるように各パラメ

ータの設定にあたり，以下の事項を考慮している。 

 

【ＰＣＶバウンダリにおけるＳＡの発生確率，継続時間，地震動の年超過確率に関する考慮】  

・ＳＡの発生確率は，個別プラントの炉心損傷頻度を用いず，炉心損傷頻度の性能目標

値である 10-4/炉年を適用している。 

・地震ハザード解析結果から得られる年超過確率を参照し，地震動の年超過確率はＪＥ

ＡＧ４６０１・補-1984 に記載の発生確率を用いている。 

 

以上より，表 5.2.2-3 及び表 5.2.2-4 を考慮し，格納容器過圧・過温破損（代替循環冷却

系を使用しない場合）において，格納容器圧力の上昇の速度が遅く，格納容器スプレイ流量

が抑制できるなど，格納容器圧力逃がし装置の使用タイミングが遅くなる可能性があること

から，事象発生後 10-2 年以上 2×10-1 年未満の期間として組み合わせる荷重は，事象発生後

以降の最大となる荷重（有効性評価結果の最高圧力・最高温度）をＳｄと組み合わせる。ま

た，事象発生後 2×10-1 年以上の期間における最大となる荷重とＳｓによる地震力を組み合

わせることとする。  
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表 5.2.2-5 ＳＡの発生確率，継続時間，地震の発生確率を踏まえた事象発生確率 

事故シーケ

ンス 

ＳＡの 

発生確率 
地震の発生確率 

組合せの目安 

となるＳＡの 

継続時間 

運転状態 合計 

雰囲気圧

力・温度に

よる静的負

荷（格納容

器過圧・過

温破損） 

10-4/炉年 

Ｓｄ：10-2/年以下 
10-2年以上 

2×10-1年未満 
Ⅴ(L) 10-8/炉年以下 

Ｓｓ：5×10-4/年以下 2×10-1年以上 Ⅴ(LL) 10-8/炉年以下 

 

(3) まとめ 

以上より，ＰＣＶバウンダリとしては，ＳＡ後長期(LL)に生じる荷重とＳｓによる地震力，

事象発生後の最大となる荷重とＳｄによる地震力を組み合わせることとする。 
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5.2.3 ＲＰＶバウンダリ 

(1) ＳＡの発生確率 

ＳＡの発生確率としては，炉心損傷頻度の性能目標値である 10-4/炉年を適用する。 

 

(2) 地震動の年超過確率 

地震ハザード解析結果から得られる年超過確率を参照し，ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 で記

載されているＳ２，Ｓ１の発生確率をＳｓ，Ｓｄの年超過確率に読み替えて適用する。（添付資

料－１参照） 

 

(3) 荷重の組合せの継続時間の決定 

保守性を見込んだ 10-8/炉年と，(1)，(2)で得られた値の積との比較により，工学的，総合

的に組合せの目安となる継続時間を判断する。事象発生時を基点として，10-2年までの期間を

地震荷重との組合せが不要な短期（運転状態Ⅴ(S)），弾性設計用地震動Ｓｄとの組合せが必

要な 10-2～2×10-1 年を長期(L)（運転状態Ⅴ(L)），基準地震動Ｓｓとの組合せが必要な期間

2×10-1年以降を長期(LL)（運転状態Ⅴ(LL)）とする。組合せの目安となる継続時間を表5.2.3-1，

組合せのイメージを図 5.2.3-1 に示す。 

 

表 5.2.3-1 組合せの目安となる継続時間 

事故 

シーケンス 

ＳＡの 

発生確率 
地震動の発生確率 

荷重の組合せを 

考慮する判断目安 

組合せの 

目安となる

継続時間 

全ての 

ＳＡ 
10-4/炉年＊1 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 
10-2/年以下＊2 

10-8/炉年以上 

10-2年以上 

基準地震動Ｓｓ 
5×10-4/年 

以下＊2 

2×10-1年以

上 

注記＊1：原子力安全委員会「発電用軽水型原子炉施設の性能目標について」に記載されてい

る炉心損傷頻度の性能目標値を踏まえ，ＳＡの発生確率として 10-4/炉年とした。 

＊2：ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 に記載されている地震動の発生確率Ｓ２，Ｓ１の発生確

率をＳｓ，Ｓｄの年超過確率に読み換えた。 
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図 5.2.3-1 荷重の組合せと継続時間の関係（イメージ） 

 

(4) 荷重の組合せの検討 

a. ＳＡの選定 

原子炉圧力容器の圧力及び温度上昇の観点で厳しい事故シーケンスグループ等は以下の

理由から，「原子炉停止機能喪失」（以下「ＡＴＷＳ」という。）である（表 5.2.3-2）。ＡＴ

ＷＳは，過渡事象として主蒸気隔離弁の誤閉止の発生を仮定するとともに，原子炉自動停止

機能が喪失する事象であり，緩和措置がとられない場合には，原子炉出力が維持されるため，

原子炉圧力容器が高温・高圧状態となる。 

 

表 5.2.3-2 原子炉圧力容器のＤＢ条件を超える事故シーケンスグループ(1/2) 

事故シーケンスグループ等 
ＤＢ条件を 

超えるもの＊1 

「運転中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故」に係る事故シーケンスグループ 

高圧・低圧注水機能喪失 × 

高圧注水・減圧機能喪失 × 

全交流動力電源喪失  

全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ喪失） × 

全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ喪失）＋ＲＣＩＣ失敗 × 

全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ喪失）＋直流電源喪失 × 

全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ喪失）＋ＳＲＶ再閉失敗 × 

崩壊熱除去機能喪失  

 取水機能が喪失した場合 × 

 残留熱除去系が故障した場合 × 

原子炉停止機能喪失 〇 

ＬＯＣＡ時注水機能喪失 × 

格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ） × 

 

運転状態Ⅴ(LL) 

(長期(LL)) 

時間 

荷
重 

10-2 年 2×10-1年 

組合せ不要 Sd との組合せ Ss との組合せ 

事象発生 

評価点①（Sd との組合せ） 

評価点②（Ss との組合せ） 

運転状態Ⅴ(S) 

(短期) 

運転状態Ⅴ(L) 

(長期(L)) 



 

28 

表 5.2.3-2 原子炉圧力容器のＤＢ条件を超える事故シーケンスグループ(2/2) 

事故シーケンスグループ等 
ＤＢ条件を 

超えるもの＊1 

「運転中の原子炉における重大事故」に係る格納容器破損モード 

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）  

 代替循環冷却系を使用する場合 －＊2 

 代替循環冷却系を使用しない場合 －＊2 

高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱 －＊2 

原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用 －＊2 

水素燃焼 －＊2 

溶融炉心・コンクリート相互作用 －＊2 

「運転停止中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故」に係る事故シーケンスグループ  

崩壊熱除去機能喪失 －＊3 

全交流動力電源喪失 －＊3 

原子炉冷却材の流出 －＊3 

反応度の誤投入 －＊3 

注記＊1：有効性評価における原子炉圧力と最高使用圧力との比較 

＊2：非常用炉心冷却系が喪失し，炉心が損傷に至るシナリオである。よって，原子炉冷却材

圧力バウンダリの頑健性を評価することを目的とした事故シーケンスとしては参照し

ない。なお，雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）及び水素燃

焼は大破断ＬＯＣＡを起因とし，事象発生後，急速に減圧するシナリオであり，また，

他のシナリオは，原子炉が高圧の状態で維持（その間逃がし安全弁による原子炉圧力制

御）するが，原子炉水位がＢＡＦ+10%の位置で減圧するシナリオであるため，原子炉圧

力という点では，「運転中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故」に係る事

故シーケンスグループに包絡される。 

＊3：運転停止中は，炉心の冠水維持までを評価の対象としており原子炉圧力・温度に対する

評価は実施していない。しかしながら，運転停止中であり，初期圧力は十分に低く，ま

た，過圧・過温として影響の大きい条件である炉心崩壊熱は，運転中と比較して十分に

小さく，事象の進展も遅くなることから，「運転中の原子炉における重大事故に至るおそ

れがある事故」に係る事故シーケンスグループに包絡されるものとして参照すべき事故

シーケンスの対象とはしない 

 

これ以外の事故シーケンスグループ等では，原子炉圧力容器は健全であり，また，スクラ

ム後，急速減圧による低圧注水系による冠水維持開始までの間，逃がし安全弁の作動により，

原子炉圧力は制御されることから，ＤＢの荷重条件を超えることはない。また，「全交流動

力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ喪失）＋ＳＲＶ再閉失敗」，「ＬＯＣＡ時注水機能喪失」及

び「格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）」，ＬＯＣＡ又は逃がし安全弁

の再閉失敗が発生していることを前提にしており，ＤＢ条件を超えることはない。 
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ＡＴＷＳの炉心損傷防止対策は，主として当該事故の発生防止のために代替制御棒挿入機

能（ＡＲＩ）を備えており，プラント過渡事象が発生し，通常のスクラム機能が，電気的な

故障により喪失した場合に，後備の手段としてＡＲＩを作動させることにより原子炉停止機

能を確保することとなる。有効性評価では，このＡＲＩの機能に期待せず，最も厳しい過渡

事象として主蒸気隔離弁の閉止を条件とし，これによる原子炉圧力上昇による反応度投入，

また，主蒸気隔離弁の閉止に伴う給水過熱喪失による反応度投入を評価している。これに対

し，原子炉出力を抑制するための代替冷却材再循環ポンプ・トリップ機能，運転員による原

子炉水位維持操作（自動減圧系の自動起動阻止含む）及びほう酸水注入系による原子炉未臨

界操作により原子炉を未臨界へ移行させることとなる。 

以上のとおり，スクラムを前提とした他の事故シーケンスグループ等と比較し，最も早く

原子炉冷却材圧力が上昇する事象である。 

したがって，以下のＳＡとして考慮すべき事故シーケンスは以下の事故シナリオを選定し

た。 

 

・原子炉停止機能喪失 

 

この事故シーケンスにおける事象発生後の原子炉圧力の最高値，原子炉冷却材温度の最高

値を表 5.2.3-3 に示す。 

 

表 5.2.3-3 原子炉冷却材圧力バウンダリのＳＡ時の圧力・温度（有効性評価結果） 

 原子炉停止機能喪失 

最高圧力 約 8.92MPa[gage] 

最高温度 約 304℃ 

 

表 5.2.3-3 に示す原子炉停止機能喪失の有効性評価における解析条件設定は，解析条件及

び解析コードの不確かさを考慮して，現実的な条件を基本としつつ，原則，評価項目となる

パラメータに対して余裕が小さくなるような設定とすることとしている。また，不確かさの

影響評価を行っており，表 5.2.3-3 に示す評価結果より高くなる。しかしながら，後述する

短期荷重の継続時間として考慮する時間設定においては，事象発生後に低温停止状態に至る

時間を包絡するものとしているため，結果として不確かさの重畳の影響はない。 
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b. ＳＡで考慮する荷重と継続時間 

a.項で選定した事故シーケンスの過渡応答図を図 5.2.3-2 及び図 5.2.3-3 に示す。原子炉

圧力は主蒸気隔離弁の閉止に伴う圧力上昇以降，速やかに耐震設計上の設計圧力である

8.38MPa[gage]を下回る。また，事象開始から 30 分以内にほう酸水注水系による未臨界が確

立され，事象は収束する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.2.3-2 原子炉停止機能喪失における中性子束の時間変化 

（事象発生から 40分後まで） 

 

  

事象発生からの時間（m） 

1. 中性子束 （%） 

主蒸気隔離弁の閉止による原子炉圧力の上昇に

伴うボイドの減少によって出力が上昇 

主蒸気隔離弁の閉止による給水加熱喪失

によって出力が上昇 

ほう酸水注入系によるほう酸

水の注入と炉心流量の減少に

よって出力が低下 
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*:初期圧力 7.07MPa[gage] 

図 5.2.3-3 原子炉停止機能喪失における原子炉圧力,原子炉水位（シュラウド外水位）の 

時間変化（事象発生から 40 分後まで） 

 

(1）～(3）から，ＳＡの発生確率，継続時間，地震の発生確率を踏まえた事象発生確率は表

5.2.3-4 のとおりとなる。この検討に際し，ＳＡ施設としての重要性を鑑み安全裕度を確保す

るために，頻度が保守的に算出されるように各パラメータの設定にあたり，以下の事項を考

慮している。 

【ＲＰＶバウンダリのＳＡの発生確率，継続時間，地震動の年超過確率に関する考慮】 

・ＳＡの発生確率は，個別プラントの炉心損傷頻度を用いず，炉心損傷頻度の性能目標値

である 10-4/炉年を適用している。 

・地震ハザード解析結果から得られる年超過確率を参照し，地震動の年超過確率はＪＥＡ

Ｇ４６０１・補-1984 に記載の発生確率を用いている。 

 

表 5.2.3-4 より，ＳＡの発生確率，継続時間，地震動の年超過確率の積等も考慮し，工学

的，総合的な判断としてＳｄによる地震力とＳＡ後長期(L)荷重，Ｓｓによる地震力とＳＡ後

長期(LL)荷重を組み合わせる。 

  

事象発生からの時間（m） 

1. 原子炉圧力変化 （×0.01MPa） 

2. 原子炉水位（シュラウド外水位）変化（×5cm） 

主蒸気隔離弁の閉止による

原子炉圧力の上昇 

逃がし安全弁の開閉による

蒸気流量の変動 
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表 5.2.3-4 ＳＡの発生確率，継続時間，地震の発生確率を踏まえた事象発生確率 

事故シーケ

ンス 

ＳＡの 

発生確率 
地震の発生確率 

組合せの目安 

となるＳＡの 

継続時間 

運転状態 合計 

原子炉停止

機能喪失 
10-4/炉年 

Ｓｄ：10-2/年以下 
10-2年以上 

2×10-1年未満 
Ⅴ(L) 10-8/炉年以下 

Ｓｓ：5×10-4/年以下 2×10-1年以上 Ⅴ(LL) 10-8/炉年以下 

 

(5) まとめ 

以上より，ＲＰＶバウンダリとしては，ＳＡ後長期(LL)に生じる荷重とＳｓによる地震力，Ｓ

Ａ後長期(L)に生じる荷重とＳｄによる地震力を組み合わせることとする。 

 

5.2.4 ＳＡ施設の支持構造物 

ＳＡ施設の支持構造物については，ＳＡ後長期の雰囲気温度と 5.2.1～5.2.3 項それぞれの

地震を組み合わせる。ただし，ＳＡ施設本体からの熱伝導等を考慮するものとする。具体的な

組合せ内容は，5.2.1～5.2.3 項による。 
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6. 許容応力状態の検討結果 

5.項の組合せ方針に基づき，各施設のＳＡと地震の組合せに対する許容応力状態の考え方を以

下に示す。許容応力状態の考え方は，ＰＣＶバウンダリ，ＲＰＶバウンダリ，全般施設及びＳＡ

施設の支持構造物に分けて検討することとした。 

 

【運転状態の説明】 

Ⅰ～Ⅳ ：ＪＥＡＧ４６０１で設定している運転状態と同じ 

Ⅴ(S) ：ＳＡの状態のうち事象発生直後の短期的に荷重が作用している状態 

Ⅴ(L)  ：ＳＡの状態のうち長期的(過渡状態を除く一連の期間)に荷重が作用して 

いる状態 

Ⅴ(LL) ：ＳＡの状態のうちⅤ(L)より更に長期的に荷重が作用している状態 

【許容応力状態】 

ⅠA～ⅣA  ：ＪＥＡＧ４６０１で設定している許容応力状態と同じ 

ⅢAS～ⅣAS ：ＪＥＡＧ４６０１で設定している許容応力状態と同じ 

ⅤA    ：運転状態Ⅴ相当の応力評価を行う許容応力状態 

（ＳＡ時に要求される機能が満足できる許容応力状態） 

ⅤAS  ：許容応力状態ⅤAを基本として，それに地震により生ずる応力に対する特別な

応力の制限を加えた許容応力状態 

（ＳＡ時に要求される機能が満足できる許容応力状態） 
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6.1 全般施設 

5.2.1 項の荷重の組合せ方針から，各組合せ条件に対する許容応力状態を表 6.1-1 に示す。 

 

表 6.1-1 ＰＣＶバウンダリ内外の全般施設の荷重の組合せと許容応力状態 

運転状態 
許容応力 
状態 

ＤＢ施設 ＳＡ施設 
備考 

Ｓｄ Ｓｓ Ｓｄ Ｓｓ 

Ⅰ ⅠA ⅢAS ⅣAS － ⅣAS 
ＤＢと同じ許容応力状態

とする。 

Ⅱ ⅡA ⅢAS ⅣAS － ⅣAS 
ＤＢと同じ許容応力状態

とする。 

Ⅲ ⅢA ⅢAS ⅣAS － ⅣAS 
ＤＢと同じ許容応力状態

とする。 

Ⅳ(L) 
ⅣA 

ＥＣＣＳ等:Ⅰ*
A 

ⅢAS＊1 － ⅢAS＊1 － 
ＤＢと同じ許容応力状態

とする。 

Ⅳ(S) ⅣA － － － － － 

Ⅴ(LL) 

ⅤA   － ⅤAS＊2 
ⅤAS の許容限界は，ⅣAS と
同じものを適用する。 

Ⅴ(L) 

Ⅴ(S) 

注記＊1：ＥＣＣＳ等に係るもののみ 

＊2：ＳＡ後短期的なものと，長期的なものを区別せず，それらを包絡する条件をＳＡ条件

として設定する。（原子炉格納容器雰囲気温度の影響を受ける全般施設については，

6.2 項の検討結果も考慮する） 
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6.2 ＰＣＶバウンダリ 

5.2.2 項の荷重の組合せ方針から，各組合せ条件に対する許容応力状態を表 6.2-1 に示す。Ｄ

Ｂ条件における評価では，ＳｄとＤＢＡ後長期荷重の組合せではⅢAS を許容応力状態としている

が，これは，ＥＣＣＳ等と同様，原子炉格納容器がＤＢＡを緩和・収束させるために必要な施設

に挙げられていることによるものである。 

なお，７号機のＰＣＶは鉄筋コンクリート製原子炉格納容器であり，ＪＥＡＧ４６０１におい

て，建物・構築物の一部として位置付けられ，「運転状態」は荷重状態として体系化されており，

その耐震性は発電用原子力設備規格 コンクリート製原子炉格納容器規格（（社）日本機械学会，

2003）（以下「ＣＣＶ規格」という。）に準拠して評価している。ＣＣＶ規格において，各荷重状

態の分類の考え方と許容値の考え方が示されており，耐震評価に用いる荷重状態Ⅲ及びⅣに応じ

た許容値の考え方は，それぞれＪＥＡＧ４６０１の許容応力状態ⅢAS 及びⅣAS の許容値の基本的

な考え方と同じである。 

 

表 6.2-1 ＰＣＶバウンダリの荷重の組合せと許容応力状態 

運転状態 
許容応力 
状態 

ＤＢ施設 ＳＡ施設 
備考 

Ｓｄ Ｓｓ Ｓｄ Ｓｓ 

Ⅰ ⅠA ⅢAS ⅣAS － ⅣAS 
ＤＢと同じ許容応力状態

とする。 

Ⅱ ⅡA ⅢAS ⅣAS － ⅣAS 
ＤＢと同じ許容応力状態

とする。 

Ⅲ ⅢA ⅢAS ⅣAS － ⅣAS 
ＤＢと同じ許容応力状態

とする。 

Ⅳ(L) Ⅰ*
A ⅢAS － ⅢAS － 

ＤＢと同じ許容応力状態

とする。 

Ⅳ(S) ⅣA ⅣAS＊1 － － － － 

Ⅴ(LL) ⅤA   － ⅤAS＊2 ⅤAS の許容限界は，ⅣAS と
同じものを適用する。 Ⅴ(L) ⅤA   ⅤAS＊2 － 

Ⅴ(S) ⅤA   － － － 

注記＊1：構造体全体としての安全裕度を確認する意味でＬＯＣＡ後の最大内圧とＳｄに

よる地震力との組合せを考慮する。 

＊2：原子炉格納容器雰囲気温度の影響を受ける全般施設については，6.1 項の検討結

果も考慮する。 
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6.3 ＲＰＶバウンダリ 

5.2.3 項の荷重の組合せ方針から，各組合せ条件に対する許容応力状態を表 6.3-1 に示す。Ｄ

Ｂ条件における評価では，ＳｄとＤＢＡ後長期荷重の組合せでは，ＥＣＣＳ等はⅢAS を許容応力

状態としているが，これは，ＥＣＣＳ等がＤＢＡ時に運転を必要とする施設に挙げられているこ

とによるものである。 

 

表 6.3-1 ＲＰＶバウンダリの荷重の組合せと許容応力状態 

運転状態 
許容応力 
状態 

ＤＢ施設 ＳＡ施設 
備考 

Ｓｄ Ｓｓ Ｓｄ Ｓｓ 

Ⅰ ⅠA ⅢAS ⅣAS － ⅣAS 
ＤＢと同じ許容応力状態

とする。 

Ⅱ ⅡA ⅢAS ⅣAS － ⅣAS 
ＤＢと同じ許容応力状態

とする。 

Ⅲ ⅢA ⅢAS ⅣAS － ⅣAS 
ＤＢと同じ許容応力状態

とする。 

Ⅳ(L) 
ⅣA 

ＥＣＣＳ等:Ⅰ*
A 

ⅣAS＊1 － ⅣAS＊1 － 
ＤＢと同じ許容応力状態

とする。 

Ⅳ(S) ⅣA － － － － － 

Ⅴ(LL) ⅤA   － ⅤAS ⅤAS の許容限界は，ⅣAS と
同じものを適用する。 Ⅴ(L) ⅤA   ⅤAS － 

Ⅴ(S) ⅤA   － － － 

注記＊1：ＥＣＣＳ等に係るものはⅢAS 

 

6.4 ＳＡ施設の支持構造物 

ＳＡ施設の支持構造物についての，具体的な許容応力状態は，6.1～6.3 項による。 
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7. まとめ 

ＳＡ施設の耐震設計にあたっては，ＳＡは地震の独立事象として位置づけたうえで，ＳＡの発

生確率，継続時間及び地震動の年超過確率の関係や様々な対策，シーケンスを踏まえ，ＳＡ荷重

とＳｓ，Ｓｄいずれか適切な地震力を組み合わせて評価することとし，その組合せ検討結果とし

ては，表 7-1～表 7-3 のとおりとなる。 

 

表 7-1 全般施設の組合せの検討結果 

 
①ＳＡの 

発生確率 

②地震の 

発生確率 

③ＳＡの 

継続時間 
①×②×③ 組合せ要否 

考慮する 

組合せ 

全ての 

ＳＡ＊ 
10-4/炉年 

Ｓｄ：10-2 

/年以下 

事象発生後 

全期間 

10-8/炉年 

以下 
○ 

ＳＡ荷重 

＋Ｓｓ Ｓｓ：5×10-4 

/年以下 

事象発生後 

全期間 

10-8/炉年 

以下 
○ 

注記＊：短期荷重，長期(L)荷重，長期(LL)荷重を区別せず，それらを包絡する条件とＳｓを組

み合わせる。 

 

表 7-2 ＰＣＶバウンダリの組合せの検討結果 

 
①ＳＡの 

発生確率 

②地震の 

発生確率 

③ＳＡの 

継続時間 
①×②×③ 組合せ要否 

考慮する 

組合せ 

ＳＡ荷重 

Ⅴ(S) 

10-4/炉年 

Ｓｄ：10-2 

/年以下 10-2年 

未満 

10-8/炉年 

未満 
－ 

事象発生後

の最大荷重 

＋Ｓｄ 

 

ＳＡ荷重 

Ⅴ(LL) 

＋Ｓｓ 

 

Ｓｓ：5×10-4 

/年以下 

5×10-10/炉年 

以下 
－ 

ＳＡ荷重 

Ⅴ(L) 

Ｓｄ：10-2 

/年以下 

10-2年 

以上， 

2×10-1年 

未満 

2×10-7/炉年 

未満 
○ 

Ｓｓ：5×10-4 

/年以下 

10-8/炉年 

未満 
－ 

ＳＡ荷重 

Ⅴ(LL) 

Ｓｄ：10-2 

/年以下 2×10-1年 

以上 

2×10-7/炉年 

以下 
－＊ 

Ｓｓ：5×10-4 

/年以下 

10-8/炉年 

以下 
○ 

注記＊：Ｓｓによる評価に包含されるため“－”としている。 

  

【凡例】 
○：組合せ要 
－：組合せ不要 
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表 7-3 ＲＰＶバウンダリの組合せの検討結果 

 
①ＳＡの 

発生確率 

②地震の 

発生確率 

③ＳＡの 

継続時間 
①×②×③ 組合せ要否 

考慮する 

組合せ 

ＳＡ荷重 

Ⅴ(S) 

10-4/炉年 

Ｓｄ：10-2 

/年以下 10-2年 

未満 

10-8/炉年 

未満 
－ 

ＳＡ荷重 

Ⅴ(L) 

＋Ｓｄ 

 

ＳＡ荷重 

Ⅴ(LL) 

＋Ｓｓ 

 

Ｓｓ：5×10-4 

/年以下 

5×10-10/炉

年以下 
－ 

ＳＡ荷重 

Ⅴ(L) 

Ｓｄ：10-2 

/年以下 

10-2年 

以上， 

2×10-1年 

未満 

2×10-7/炉年

未満 
○ 

Ｓｓ：5×10-4 

/年以下 

10-8/炉年 

未満 
－ 

ＳＡ荷重 

Ⅴ(LL) 

Ｓｄ：10-2 

/年以下 2×10-1年 

以上 

2×10-7/炉年

以下 
－＊ 

Ｓｓ：5×10-4 

/年以下 

10-8/炉年 

以下 
○ 

注記＊：Ｓｓによる評価に包含されるため“－”としている。 
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添付資料 

添付資料－１ 地震動の年超過確率 

添付資料－２ 「地震の従属事象」と「地震の独立事象」について 

添付資料－３ 建物・構築物のＳＡ施設としての設計の考え方 

添付資料－４ 工認対象施設（ＳＡ施設）における荷重組合せの取扱い 
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添付資料－１ 地震動の年超過確率 

 

 

ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 より抜粋 

  

Ｓ２の発生確率 

5×10-4～10-5/年 

Ｓ１の発生確率 

10-2～5×10-4/年 
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添付資料－２ 「地震の従属事象」と「地震の独立事象」について 

 

運転状態Ⅴが地震によって引き起こされるおそれがある事象であるかについては，ＤＢ施設の耐

震設計の考え方に基づく。なお，確率論的な考察も考慮する。 

 

1. 「地震の従属事象」と「地震の独立事象」についての当社の定義 

判断にあたり，ＳＡ施設の評価における「地震の従属事象」，「地震の独立事象」について当社

の定義を示す。この定義はＤＢ施設に対して従前より適用してきた考え方に基づくものであり，

ＪＥＡＧ４６０１の記載とも整合したものとなっている。 

(1) 地震の従属事象 

設置許可基準規則の解釈別記 2 における「地震によって引き起こされる事象（地震の従

属事象）」の当社の定義は以下のとおり。 

・ある地震力を想定して，その地震力未満で設計された設備が，その地震力を上回る地震

が発生した際に確定論的に設備が損傷すると仮定した場合に発生する事象 

(2) 地震の独立事象 

設置許可基準規則の解釈別記 2 における「地震によって引き起こされるおそれのない事

象（地震の独立事象）」の当社の定義は以下のとおり。 

・上記(1)のような確定論的な評価では引き起こされるおそれのない事象 

 

なお，ＪＥＡＧ４６０１においては，地震の従属事象は地震との組合せを実施し，地震の独立

事象については，事象の発生頻度，継続時間，地震の発生確率を踏まえ，10-7回/炉年を超える事

象は組合せを実施している。 

 

2. ＤＢ施設の耐震設計の考え方等に基づく判断 

Ｓクラス施設はＳｓによる地震力に対して，その安全機能が損なわれるおそれのないよう設計

されている。この安全機能に係る設計は，Ｓクラス施設自体が，Ｓｓによる地震力に対して，損

傷しないよう設計するだけでなく，下位クラスに属するものの波及的影響等に対しても，その安

全機能を損なわないよう設計することも含まれる。（表 2-1） 

Ｓクラス施設が健全であれば，炉心損傷防止に係る重大事故等対策の有効性評価において想定

した全ての事故シーケンスに対し，Ｓｓ相当の地震により，起因事象が発生したとしても緩和設

備が機能し，ＤＢ設計の範囲で事象を収束させることができることを確認した。（表 2-2） 

したがって，ＳＡ施設に対する耐震設計における荷重の組合せの検討としては，Ｓｓ相当の地

震に対して，運転状態Ⅴは地震によって引き起こされるおそれのない「地震の独立事象」として

扱い，運転状態Ⅴの運転状態と地震力とを適切に組み合わせる。 

  



 

44 

表 2-1 Ｓクラスの設計 

地震の影響が考えられる事象 耐震性の担保 

耐震重要施設自体の損傷 
基準地震動による地震力に対して安全機能が損なわれるお

それがないよう設計する。（設置許可基準規則第 4条） 

下位クラスの損傷の影響による 

耐震重要施設の損傷 

耐震重要施設は，耐震重要度分類の下位のクラスに属する施

設の波及的影響によって，その安全機能を損なわないように

設計する。（設置許可基準規則第 4条） 

地震随伴 

事象 

溢水による 

耐震重要施設の損傷 

安全施設は，発電用原子炉施設内における溢水が発生した場

合においても安全機能を損なわないよう設計する。（設置許

可基準規則第 9条） 

津波による 

耐震重要施設の損傷 

ＤＢ施設は，基準津波に対して安全機能が損なわれるおそれ

がないように設計する。（設置許可基準規則第 5条） 

火災による 

耐震重要施設の損傷 

ＤＢ施設は，火災により発電用原子炉施設の安全性が損なわ

れないよう設計する。（設置許可基準規則第 8条） 
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表 2-2 地震の従属事象としての適用性について(1/6) 

類型化 

グループ 

事故 

シーケンス 
事象 対象ＳＳＣs 

ＤＢ上の 

Ｓｓ耐震性 

地震の従属 

事象としての 

適用の有無 

備考 

1 高圧・

低圧注

水機能

喪失 

過渡事象＋高

圧注水失敗＋

低圧注水失敗 

過渡事象 

－注１ － △ 

運転 

状態 

Ⅱ 

高圧注水

失敗 
ＨＰＣＦ配管 ○ 

×  

ＨＰＣＦポンプ ○ 

ＨＰＣＦポンプ室空調機 ○ 

スパージャ ○ 

ＨＰＣＦ弁 ○ 

ＣＳＰ －注 2 

ＣＳＰ周り配管 －注 2 

廃棄物処理建屋(ＲＷ/

Ｂ) 
－注 3 

低圧注水

失敗 
ＲＨＲ配管 ○ 

×  
ＲＨＲポンプ ○ 

ＲＨＲ熱交換器 ○ 

ＲＨＲポンプ室空調機 ○ 

ＲＨＲ/ＬＰＦＬ共通弁 ○ 

過渡事象＋Ｓ

ＲＶ再閉失敗

＋高圧注水失

敗＋低圧注水

失敗 

過渡事象 

－注１ － △ 

運転 

状態 

Ⅱ 

ＳＲＶ再

閉失敗 
逃がし安全弁（18 弁） ○ 

×  

高圧注水

失敗 
ＨＰＣＦ配管 ○ 

ＨＰＣＦポンプ ○ 

ＨＰＣＦポンプ室空調機 ○ 

スパージャ ○ 

ＨＰＣＦ弁 ○ 

ＣＳＰ －注 2 

ＣＳＰ周り配管 －注 2 

廃棄物処理建屋(ＲＷ/

Ｂ) 
－注 3 

低圧注水

失敗 
ＲＨＲ配管 ○ 

×  
ＲＨＲポンプ ○ 

ＲＨＲ熱交換器 ○ 

ＲＨＲポンプ室空調機 ○ 

ＲＨＲ/ＬＰＦＬ共通弁 ○ 
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表 2-2 地震の従属事象としての適用性について(2/6) 

類型化 

グループ 

事故 

シーケンス 
事象 対象ＳＳＣs 

ＤＢ上の 

Ｓｓ耐震性 

地震の従属 

事象としての 

適用の有無 

備考 

2 高圧注

水・減

圧機能

喪失 

過渡事象＋高

圧注水失敗＋

原子炉減圧失

敗 

過渡事象 

－注１ － △ 

運転

状態

Ⅱ 

高圧注水

失敗 
ＨＰＣＦ配管 ○ 

×  

ＨＰＣＦポンプ ○ 

ＨＰＣＦポンプ室空調機 ○ 

スパージャ ○ 

ＨＰＣＦ弁 ○ 

ＣＳＰ －注 2 

ＣＳＰ周り配管 －注 2 

廃棄物処理建屋(ＲＷ/

Ｂ) 
－注 3 

原子炉減

圧失敗 
逃がし安全弁（18 弁） ○ 

×  ＳＲＶ用アキュムレータ ○ 

ＨＰＩＮ配管 ○ 

窒素ガス供給弁 ○ 

過渡事象＋Ｓ

ＲＶ再閉失敗

＋高圧注水失

敗＋原子炉減

圧失敗 

過渡事象 

－注１ － △ 

運転

状態

Ⅱ 

ＳＲＶ再

閉失敗 
逃がし安全弁（18 弁） ○ ×  

高圧注水

失敗 
ＨＰＣＦ配管 ○ 

×  

ＨＰＣＦポンプ ○ 

ＨＰＣＦポンプ室空調機 ○ 

スパージャ ○ 

ＨＰＣＦ弁 ○ 

ＣＳＰ －注 2 

ＣＳＰ周り配管 －注 2 

廃棄物処理建屋(ＲＷ/

Ｂ) 
－注 3 

原子炉減

圧失敗 
逃がし安全弁（18 弁） ○ 

×  ＳＲＶ用アキュムレータ ○ 

ＨＰＩＮ配管 ○ 

窒素ガス供給弁 ○ 
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表 2-2 地震の従属事象としての適用性について(3/6) 

類型化 

グループ 

事故 

シーケンス 
事象 対象ＳＳＣs 

ＤＢ上の 

Ｓｓ耐震性 

地震の従属 

事象としての 

適用の有無 

備考 

3 全交流

動力電

源喪失 

全交流動力電

源喪失（外部電

源喪失＋ＤＧ

喪失） 

外部電源

喪失 外部電源設備全般 × △ 

運転

状態

Ⅱ 

ＤＧ喪失 6.9kV メタクラ ○ 

×  

480V パワーセンタ用動力

変圧器 
○ 

480V パワーセンタ ○ 

480VＭＣＣ ○ 

非常用ディーゼル発電設

備 
○ 

燃料ディタンク ○ 

ＤＧ空気だめ ○ 

ＤＧ非常用送風機 ○ 

燃料移送ポンプ ○ 

ＤＧＦＯ配管 ○ 

軽油配管トレンチ（軽油

タンク～Ｒ/Ｂ） 
○ 

ＤＧＦＯ弁 ○ 

軽油タンク ○ 

全交流動力電

源喪失（外部電

源喪失＋ＤＧ

喪失）＋ＳＲＶ

再閉失敗 

外部電源

喪失 外部電源設備全般 × △ 

運転

状態

Ⅱ 

ＤＧ喪失 6.9kV メタクラ ○ 

×  

480V パワーセンタ用動力

変圧器 
○ 

480V パワーセンタ ○ 

480VＭＣＣ ○ 

非常用ディーゼル発電設

備 
○ 

燃料ディタンク ○ 

ＤＧ空気だめ ○ 

ＤＧ非常用送風機 ○ 

燃料移送ポンプ ○ 

ＤＧＦＯ配管 ○ 

軽油配管トレンチ（軽油

タンク～Ｒ/Ｂ） 
○ 

ＤＧＦＯ弁 ○ 

軽油タンク ○ 

ＳＲＶ再

閉失敗 
逃がし安全弁（18 弁） ○ ×  
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表 2-2 地震の従属事象としての適用性について(4/6) 

類型化 

グループ 

事故 

シーケンス 
事象 対象ＳＳＣs 

ＤＢ上の 

Ｓｓ耐震性 

地震の従属 

事象としての 

適用の有無 

備考 

3 全交流

動力電

源喪失 

全交流動力電

源喪失（外部電

源喪失＋ＤＧ

喪失）＋ＲＣＩ

Ｃ失敗 

外部電源

喪失 外部電源設備全般 × △ 

運転

状態

Ⅱ 

ＤＧ喪失 6.9kV メタクラ ○ 

×  

480V パワーセンタ用動力

変圧器 
○ 

480V パワーセンタ ○ 

480VＭＣＣ ○ 

非常用ディーゼル発電設

備 
○ 

燃料ディタンク ○ 

ＤＧ空気だめ ○ 

ＤＧ非常用送風機 ○ 

燃料移送ポンプ ○ 

ＤＧＦＯ配管 ○ 

軽油配管トレンチ（軽油

タンク～Ｒ/Ｂ） 
○ 

ＤＧＦＯ弁 ○ 

軽油タンク ○ 

ＲＣＩＣ

失敗 
ＲＣＩＣ配管 ○ 

×  

ＲＣＩＣポンプ ○ 

ＲＣＩＣ駆動タービン ○ 

給水隔離弁 ○ 

ＲＣＩＣ弁 ○ 

ＣＳＰ －注 2 

ＣＳＰ周り配管 －注 2 

廃棄物処理建屋(ＲＷ/

Ｂ) 
－注 3 

  
外部電源喪失

＋直流電源喪

失 

外部電源

喪失 外部電源設備全般 × △ 

運転

状態

Ⅱ 

直流電源

喪失 
直流 125V 蓄電池 ○ 

×  
直流 125V 充電器盤 ○ 

直流 125V 主母線盤 ○ 

ケーブルトレイ ○ 

電線管 ○ 
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表 2-2 地震の従属事象としての適用性について(5/6) 

類型化 

グループ 

事故 

シーケンス 
事象 対象ＳＳＣs 

ＤＢ上の 

Ｓｓ耐震性 

地震の従属 

事象としての 

適用の有無 

備考 

4 崩壊熱

除去機

能喪失 

過渡事象＋崩

壊熱除去失敗 

過渡事象 

－注１ － △ 

運転

状態

Ⅱ 

崩壊熱除

去失敗 
ＲＨＲ配管 ○ 

×  

ＲＨＲポンプ ○ 

ＲＨＲ熱交換器 ○ 

ＲＨＲポンプ室空調機 ○ 

ＲＨＲ/ＬＰＦＬ共通弁 ○ 

ＲＨＲ弁 ○ 

過渡事象＋Ｓ

ＲＶ再閉失敗

＋崩壊熱除去

失敗 

過渡事象 

－注１ － △ 

運転

状態

Ⅱ 

ＳＲＶ再

閉失敗 
逃がし安全弁（18 弁） ○ ×  

崩壊熱除

去失敗 
ＲＨＲ配管 ○ 

×  

ＲＨＲポンプ ○ 

ＲＨＲ熱交換器 ○ 

ＲＨＲポンプ室空調機 ○ 

ＲＨＲ/ＬＰＦＬ共通弁 ○ 

ＲＨＲ弁 ○ 

5 原子炉

停止機

能喪失 

過渡事象＋原

子炉停止失敗 

過渡事象 

－注１ － △ 

運転

状態

Ⅱ 

原子炉停

止失敗 
炉心シュラウド ○ 

×  

シュラウドサポート ○ 

炉心支持板 ○ 

上部格子板 ○ 

制御棒案内管 ○ 

燃料支持金具 ○ 

燃料集合体 ○ 

水圧制御ユニット ○ 

ＣＲＤ配管 ○ 

スクラム弁 ○ 
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表 2-2 地震の従属事象としての適用性について(6/6) 

類型化 

グループ 

事故 

シーケンス 
事象 対象ＳＳＣs 

ＤＢ上の 

Ｓｓ耐震性 

地震の従属 

事象としての 

適用の有無 

備考 

6 ＬＯＣ

Ａ時注

水機能

喪失 

－   

     

7 格納容

器バイ

パ ス

（ＩＳ

ＬＯＣ

Ａ） 

－   

  

      

注 1：「地震加速度大」信号によるスクラムを想定 

注 2：Ｂクラス設備であるがＳｓ機能維持設計としている 

注 3：注 2の間接支持構造物として，Ｂクラス建屋であるがＳｓ機能維持設計としている 

 

【凡例】 

ＤＢ上のＳｓ耐震性 

○：有 ×：無 

 地震の従属事象としての適用の有無 

   ○：地震の従属事象であり，地震と組合せ評価が必要なもの。 

   △：地震の従属事象であるが，他の事象で代表され地震と組合せ評価が不要なもの。 

   ×：地震の従属事象でないもの。 
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3. 確率論的な考察 

2.のとおり，ＳＡ施設の耐震設計の荷重の組合せにおいて，確定論の観点から運転状態 Vは地

震の独立事象として取り扱うこととしている。 

このことについて参考のため，確率論的な観点から考察すると，Ｓｓ相当（1209Gal＊1）までの

地震力により炉心損傷に至る事故シーケンスについて，緩和設備のランダム故障を除いた＊2炉心

損傷頻度（ＣＤＦ）であって，ＳＡ施設による対策の有効性の評価がＤＢ条件を超えるものの累

積値は，ＳＡ施設を考慮した場合のＰＲＡ評価を実施した結果，約 8.2×10-8/炉年となった。 

 

表 3-1 ＤＢ条件を超える事故シーケンスに対するＣＤＦ 

事故シーケンスグループ ＤＢ条件を超える事故シーケンス 
ＣＤＦ 

(/炉年） 
合計 

高圧・低圧注水機能喪失 
過渡事象＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗 1.3×10-9 

8.2×10-8 

過渡事象＋ＳＲＶ再閉失敗＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗 5.7×10-10 

全交流動力電源喪失 

全交流電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ喪失） 2.4×10-8 

全交流電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ喪失）＋ＳＲＶ再閉失敗 5.6×10-9 

全交流電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ喪失）＋ＲＣＩＣ失敗 3.0×10-8 

外部電源喪失＋直流電源喪失 6.9×10-9 

崩壊熱除去機能喪失 

過渡事象＋崩壊熱除去失敗 4.8×10-9 

過渡事象＋ＳＲＶ再閉失敗＋崩壊熱除去失敗 1.9×10-11 

ＬＯＣＡ＋崩壊熱除去失敗 1.4×10-9 

格納容器バイパス＋崩壊熱除去失敗 4.0×10-14 

全交流電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ喪失）＋崩壊熱除去失敗 3.6×10-9 

原子炉停止機能喪失 

過渡事象＋原子炉停止失敗 3.4×10-16 

大ＬＯＣＡ＋原子炉停止失敗 1.7×10-17 

格納容器バイパス＋原子炉停止失敗 4.3×10-20 

全交流電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ喪失）＋原子炉停止失敗 5.6×10-17 

ＬＯＣＡ時注水機能喪失 大ＬＯＣＡ＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗 4.2×10-9 

 

性能目標のＣＤＦ（10-4/炉年）に対して 1%を下回る頻度の事象は，目標に対して影響がないと

いえるくらい小さい値と見なすことができ，8.2×10-8/炉年はこれを大きく下回り，Ｓｓ相当まで

の地震力によりＤＢ条件を超える運転状態 Vの発生確率は極めて低いと考えられる。従って，Ｓ

Ａ施設に対する耐震設計における荷重の組合せの検討において，運転状態 Vが地震によって引き

起こされるおそれがないとして扱うことは妥当と考える。 

 

注記＊1：大湊側でのＳｓの最大加速度（解放基盤表面） 

＊2：地震損傷とランダム故障の組合せによる炉心損傷シナリオについては，保守的に除か

ないものとした。 
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（参考）余震，前震を考慮した炉心損傷頻度の算出 

1 余震，前震を考慮した炉心損傷頻度の算出方法 

1.1 本震前に前震を考慮した場合の影響評価 

地震ＰＲＡにおいては，前震，本震全体を考慮した評価方法はないことから，1回の地震

による評価を 2回使用することで前震，本震を考慮することとする。評価方法の概念図を図

1.1-1 に示す。 

 

 

図 1.1-1 本震前に前震を考慮した場合の評価方法 

 

次に考慮すべきケースの網羅性についての検討結果を示す。 

緩和設備は冗長性を有するが，地震ＰＲＡでは冗長設備は同時に損傷するとして評価して

いるため，1つの系統が機器損傷し，残りの系統が健全となるケースは考慮せず，1つの設

備が損傷する確率で全台の当該設備が損傷に至るものとして保守的に評価している。 

そのため，緩和設備の状態について考えられる全ての組合せを抽出し，現行の地震ＰＲＡ

でどのように整理されるかを考慮した。なお，以下は 2つの系統で冗長化されている系統の

場合について代表して記載する（3つの系統で冗長化されている場合も同様の整理となる）。 

 

＜１回目の地震による評価＞

「①地震発生頻度」「②地震により発生する起因事象」「③ランダム故障又は④緩和設備の地震による機器損傷確率」を考慮して全

炉心損傷頻度を評価。炉心損傷しない場合は，「⑤炉心冷却成功」となる。

●前震は本震より小さいが，ここでは保守的に

120～1209galの全てを考慮

＜２回目の地震による評価＞

本震 起因事象発生 緩和設備の地震による損傷

緩和設備の継続運転成功

⑥

⑨

⑧

120～1209galの地震による累積：B/炉年

（⇒炉心冷却成功）

新たな起因事象は想定しない。

⑦

緩和設備の継続運転中

●緩和設備が継続運転し炉心冷却に成功しているケースであり，

ＤＢＡで想定される運転状態に他ならない。なお，フラジリティの策

定にあたっては，ＤＢＡで想定される最も厳しい運転荷重を考慮し

ていることから，本震においても前震と同じフラジリティが適用可

能。

●緩和設備の損傷の組合せが前震と本震で同じであること，前震

と本震で同じフラジリティ評価が適用可能と想定。

●本震として120～1209galを考慮するため，炉心損傷に至る頻度

は１回目の地震（前震）と同じ。

⑦

以上より結果として前震，本震による炉心損傷頻度は，以下の式で表すことができる。

A/炉年 ＋ B/炉年 ＋ B/炉年

②

起因事象発生 緩和設備のランダム故障

緩和設備の地震による損傷

緩和設備の継続運転成功

①

⑤

④

③

120～1209galの地震による累積：A/炉年

120～1209galの地震による累積：B/炉年

（⇒炉心冷却成功）

前震

年
超
過
頻
度
(/
年
)

最大加速度(gal)
1209gal



 

53 

 

前震及び前震後の本震による緩和設備の状態の組合せを次に示す。 

 

〇前震による緩和設備の状態の組合せは，緩和設備の状態（ランダム故障，地震による機器損

傷，健全）の 9通りの全ての組合せを考慮。 

〇冗長設備は同時に損傷するとして評価するため，「ランダム故障と地震による機器損傷」「片

方の系統のみ地震により機器損傷」のケースについては，「両方の系統とも地震により損

傷」として整理。 

〇緩和設備が「両方の系統ともランダム故障」のケースはランダム故障として整理 

〇前震後の本震による緩和設備の状態の組合せは，前震後に健全な系統の緩和設備が本震によ

り損傷するか否かの組合せであり，８通り全ての組合せを想定。 

〇ランダム故障は前震側で考慮しているため，前震と前震後の本震による緩和設備の状態の組

合せについては，「両方の系統ともランダム故障」となる組合せを除き，前震とその後の本

震で同じ組合せとなった。 

〇そのため，地震規模を同程度とすると，地震により機器が損傷する確率は前震と本震で同程

度となる。 

 

1.2 本震後の余震を考慮した場合の影響について 

地震ＰＲＡにおいては，本震，余震全体を考慮した計算方法はないことから，「本震前に

前震を考慮した場合」と同様に 1回の地震による評価を 2回用いることで本震，余震を考慮

前震 起因事象発生
緩和設備の

ランダム故障

Ｂ系本震による損傷、（Ａ系は既に故障）

⑧

③

④

炉心損傷

炉心損傷
緩和設備の

前震による損傷

Ｂ系のみ運転

（Ａ系ランダム故障）
炉心冷却成功

Ａ系のみ運転

（Ｂ系ランダム故障）

両方の系統とも運転

（両方の系統とも健全）

本震

本震

Ｂ系健全、（Ａ系は既に故障）

炉心損傷

炉心損傷

炉心損傷

炉心損傷

炉心冷却成功

Ａ系本震による損傷、（Ｂ系は既に故障）

炉心冷却成功Ａ系健全、（Ｂ系は既に故障）

炉心損傷

Ａ系本震による損傷、Ｂ系本震による損傷

Ａ系本震による損傷、Ｂ系健全

Ａ系健全、Ｂ系本震による損傷

Ａ系、Ｂ系ともに健全

本震

⑧

⑧

⑧

⑧

※１

※２

※２

（緩和設備の継続運転成功）

※１

・前震により必ず起因事象が発生するとして評価するため、緩和設備の

起因失敗は前震でのみ考慮。

・緩和設備の使命時間における継続運転失敗は前震側で考慮.

ａ．前震による緩和設備の状態の組合せ
Ａ系 Ｂ系 ｂ．前震後の本震による緩和設備の状態の組合せ

ランダム故障（前震） ランダム故障（前震） ⇒③で整理 Ａ系 Ｂ系
ランダム故障（前震） 前震による機器損傷 ランダム故障（前震） ○（健全） ⇒炉心冷却成功
前震による機器損傷 ランダム故障（前震） ランダム故障（前震） 本震による機器損傷
前震による機器損傷 前震による機器損傷 ⇒④で整理 本震による機器損傷 ランダム故障（前震）
前震による機器損傷 ○（健全） ○（健全） ランダム故障（前震） ⇒炉心冷却成功

○（健全） 前震による機器損傷 本震による機器損傷 本震による機器損傷 ⇒本震による機器損傷として整理
ランダム故障（前震） ○（健全） 本震による機器損傷 ○（健全）

○（健全） ランダム故障（前震） ○（健全） 本震による機器損傷
○（健全） ○（健全） ○（健全） ○（健全） ⇒炉心冷却成功

　　本震による機器損傷として整理

　　本震による機器損傷として整理※２

前
震
に
よ
る
影
響

本
震
に
よ
る
影
響

　　④で整理

　　④で整理

　　緩和設備の
　　継続運転に成功

※２

緩和設備の状態は、理論上、上記の組合せが考えられるが、地震ＰＲＡでは冗長設備は

同時に損傷するとして評価するため、片方の系統が機器損傷しもう一方の系統が健全と

なるケースは考慮せず、１つの機器が損傷することで炉心損傷に至るものとして保守的に

評価している。

本震により炉心損傷に至る組合

せは、前震による組合せのうち

④と整理したものと同じとなった。
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することとし，影響の検討を行う。 

また，想定する地震規模として，本震及び余震の地震加速度を 120Gal から 1209Gal の全

ての地震による影響を考慮して組み合わせる場合，「1.1 本震前に前震を考慮した場合の影

響評価」においても前震及び本震の地震加速度を 120Gal から 1209Gal の全ての地震による

影響を考慮して組み合わせていることを踏まえると，前震を本震に，本震を余震に読み替え

ることで同じ影響を評価することとなる。 

以上より本震，余震による炉心損傷頻度は， 

 

A/炉年 ＋ B/炉年 ＋ B/炉年 

で算出される 

 

2 余震，前震を考慮した炉心損傷頻度の算出結果 

2.1 Ｓｓ相当までの本震による全炉心損傷頻度の累積の算出結果 

地震ＰＲＡにおいては，本震による影響のみを評価しているが，算出したＳｓ相当

(1209Gal)までの本震による全炉心損傷頻度は 120Gal＊からＳｓ相当である 1209Gal までの

地震による影響を累積した評価であり，緩和設備のランダム故障が重畳することで炉心損傷

に至るケースが含まれている。 

Ｓｓ相当までの本震による全炉心損傷頻度の累積は約 1.2×10-7/炉年であり，そのうち緩

和設備のランダム故障によるものが約 2.5×10-8/炉年，緩和設備の地震による損傷によるも

のが約 9.5×10-8/炉年である。 

注記＊：地震ＰＲＡの評価対象範囲の地震加速度（解放基盤表面）の下限値。 

 

 

 
 

2.2 余震，前震を考慮した炉心損傷頻度の算出結果 

2.1 項の算出結果を用い，1.2 項及び 1.3 項の算出式で，評価を行った。 

A/炉年 ＋ B/炉年 ＋ B/炉年 

＝約 2.5×10-8/炉年＋約 9.5×10-8/炉年＋約 9.5×10-8/炉年 

＝約 2.2×10-7/炉年 

 

以上の算出結果から，余震，前震を考慮した炉心損傷頻度は約 2.2×10-7/炉年と

非常に低い値となる。  

最大加速度120～1209galの全ての地震による影響を考慮

②

起因事象発生 緩和設備のランダム故障

緩和設備の地震による損傷

緩和設備の継続運転成功

①

⑤

④

③

120～1209galの地震による累積：A/炉年

120～1209galの地震による累積：B/炉年

（⇒炉心冷却成功）

前震

年
超
過
頻
度
(/
年
)

最大加速度(gal)
1209gal
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添付資料－３ 建物・構築物のＳＡ施設としての設計の考え方 

 

本文 4項(2)では建物・構築物（原子炉格納容器バウンダリを構成する施設（ＰＣＶバウンダリ）

を除く）を全般施設に分類しており，全般施設はＳＡ条件を考慮した設計荷重とＳｓによる地震力

を組み合わせることとしている。これは，建物・構築物のＤＢ施設としての設計の考え方が，機器・

配管系のそれと同じであり，ＳＡ施設としての設計については，建物・構築物，機器・配管系とも

にＤＢ施設としての設計の考え方を踏まえることを基本方針としているからである。 

以下では，建物・構築物のＳＡ施設としての設計の考え方について，ＤＢ施設としての設計の考

え方も踏まえ，本文の各項ごとに説明する。 

 

(1) 対象施設とその施設分類（本文 3項(1)に対する考え方） 

ＳＡ施設の建物・構築物を表-１に示す。補機冷却用海水取水路，補機冷却用海水取水槽(A),(B)

及び(C)を除く 19 施設は，基準地震動による地震力に対して機能維持が求められている「常設耐

震重要重大事故防止設備」，「常設重大事故緩和設備」のいずれかに該当するため，荷重の組合せ

検討の対象施設である。なお，「常設重大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震

重要度分類がＣクラスのもの）」兼「常設重大事故緩和設備（設計基準拡張）」である補機冷却用

海水取水路，補機冷却用海水取水槽(A),(B)及び(C)についても，Ｓｓ機能維持設計であることか

ら，「常設耐震重要重大事故防止設備」及び「常設重大事故緩和設備」と同等のものとして取り

扱う。 

 

表-1 ＳＡ施設（建物・構築物）の施設分類(1/2) 

ＳＡ施設 

（建物・構築物） 

常設耐震重要 

重大事故防止設備 

常設耐震重要重大事故

防止設備以外の常設重

大事故防止設備 

常設重大事故 

緩和設備 

復水貯蔵槽 ○ － ○ 
フィルタベント遮蔽壁 〇 － 〇 
使用済燃料貯蔵プール ○ － ○ 
キャスクピット ○ － ○ 
中央制御室遮蔽 ○ － ○ 
中央制御室待避室遮蔽（常設） － － ○ 
5 号機原子炉建屋内緊急時対策
所（対策本部）遮蔽 

〇 － 〇 

5 号機原子炉建屋内緊急時対策
所（待機場所）遮蔽 

〇 － 〇 

5 号機原子炉建屋内緊急時対策
所（待機場所）室内遮蔽 

〇 － 〇 

海水貯留堰 － ○ ○ 
海水貯留堰（6 号機設備，重大
事故等時のみ 6,7 号機共用） 

－ ○ ○ 

スクリーン室 － ○ ○ 
スクリーン室（6 号機設備，重
大事故等時のみ 6,7 号機共用） 

－ ○ ○ 

取水路 － ○ ○ 
取水路（6 号機設備，重大事故
等時のみ 6,7 号機共用） 

－ ○ ○ 

補機冷却用海水取水路＊ － － － 
補機冷却用海水取水槽(A)＊ － － － 
補機冷却用海水取水槽(B)＊ － － － 
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表-1 ＳＡ施設（建物・構築物）の施設分類(2/2) 

ＳＡ施設 

（建物・構築物） 

常設耐震重要 

重大事故防止設備 

常設耐震重要重大事故

防止設備以外の常設重

大事故防止設備 

常設重大事故 

緩和設備 

補機冷却用海水取水槽(C)＊ － － － 
主排気筒（内筒） ○ － 〇 
原子炉建屋原子炉区域（二次格
納施設） 

－ － ○ 

二次遮蔽壁 － － ○ 
補助遮蔽 － － ○ 

注記＊：「常設重大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類が

Ｃクラスのもの）」兼「常設重大事故緩和設備（設計基準拡張）」 

 

(2) ＤＢ施設としての設計の考え方 

(a) 新規制基準における要求事項 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則」の第 4

条（地震による損傷の防止）には，建物・構築物，機器・配管系の区分なく，次の事項が規

定されている。 

・ＤＢ施設は，地震力に十分に耐えることができるものでなければならない。 

・耐震重要施設は，その供用中に当該耐震重要施設に大きな影響を及ぼすおそれのある地

震による加速度によって作用する地震力（以下「基準地震動による地震力」という。）に

対して安全機能が損なわれるおそれがないものでなければならない。 

 

(b) ＪＥＡＧ４６０１の記載内容（本文 2.3 項に対する考え方） 

上記の規制要求を踏まえ，ＪＥＡＧ４６０１-1987 において，建物・構築物に関する荷重

の組合せと許容限界については，以下のように記載されている。 

 

【荷重の組合せ】 

・地震力と常時作用している荷重，運転時（通常運転時，運転時の異常な過渡変化時）に

施設に作用する荷重を組み合わせる。 

・常時作用している荷重，及び事故時の状態で施設に作用する荷重のうち長時間その作用

が続く荷重と基準地震動Ｓ１による地震力を組み合わせる。 

【許容限界】 

・基準地震動Ｓ１による地震力との組合せに対する許容限界 

安全上適切と認められる規格及び基準による許容応力度を許容限界とする。ただし，

事故時の荷重と組み合わせる場合には，次項による許容限界を適用する。 

・基準地震動Ｓ２による地震力との組合せに対する許容限界 

建物・構築物が構造物全体として十分変形能力（ねばり）の余裕を有し，終局耐力に

対して安全余裕をもたせることとする。 

 

ここで，ＪＥＡＧ４６０１-1987 における建物・構築物の荷重の組合せは，本文 2.3 項に
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示す機器・配管系の荷重の組合せと同じ考え方に基づいて設定された結果として記載されて

いるものである。 

なお，ＪＥＡＧ４６０１-1987 において，機器・配管系では運転状態が定義されているが，

建物・構築物については，細かな運転状態を設定する必要がないため，運転状態は定義され

ていない。 

 

(3) ＳＡ施設の荷重の組合せと許容限界の設定方針（本文 3.(3)(4)項に対する考え方） 

ＳＡ施設の建物・構築物における荷重の組合せと許容限界の設定方針は，機器・配管系と同様，

ＪＥＡＧ４６０１-1987 のＤＢ施設に対する記載内容を踏まえ，以下のとおりとする（建物・構

築物では，運転状態及びそれに対応した許容応力状態が定義されていないことから，機器・配管

系とは下線部が異なる）。 

【ＳＡ施設（建物・構築物）における設定方針】 

・Ｓｓ，Ｓｄと運転状態の組合せを考慮する。 

・地震の従属事象については，地震との組合せを実施する。ここで，Ｓクラス施設はＳｓに

よる地震力に対して，その安全機能が保持できるよう設計されていることから，地震の

従属事象としてのＳＡは発生しないこととなる。したがってＳＡは地震の独立事象とし

て取り扱う。 

・地震の独立事象については，事象の発生確率，継続時間及びＳｓ若しくはＳｄの年超過確

率の積等も考慮し，工学的，総合的に組み合わせるかを判断する。組み合わせるか否かの

判断は，国内外の基準等でスクリーニング基準として参照されている値，炉心損傷頻度

及び格納容器機能喪失頻度の性能目標値に保守性をもたせた値を目安とし，事象の発生

確率，継続時間及びＳｓ若しくはＳｄの年超過確率の積との比較等により判断する。 

・また，上記により組合せ不要と判断された場合においても，事故後長期間継続する荷重と

Ｓｄによる地震力と組み合わせる。 

・許容限界として，ＤＢ施設のＳｓに対する許容限界に加えて，ＳＡ荷重と地震力との組合

せに対する許容限界（機器・配管系の許容応力状態ⅤAS に相当するもの）を設定する。

ここでは，ＳＡ荷重と地震力との組合せに対する許容限界はＤＢ施設のＳｓに対する許

容限界（建物・構築物が構造物全体として十分変形能力（ねばり）の余裕を有し，終局耐

力に対して安全余裕をもたせることとする）と同じとする。 
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(4) 荷重の組合せと許容限界の検討結果(本文 5.2.1 項に対する考え方) 

本文 5.2.1 項の全般施設の検討は，建物・構築物に対しても同様に適用される。すなわち，各

項目に対する考え方は以下のとおりとなる。 

ＳＡの発生確率..........炉心損傷頻度の性能目標値（10-4/炉年）を設定 

継続時間................事象発生時を基点として，10-2年までの期間を地震荷重との組合

せが不要な短期（運転状態Ⅴ(S)），弾性設計用地震動Ｓｄとの組

合せが必要な 10-2～2×10-1年を長期(L)（運転状態Ⅴ(L)），基準

地震動Ｓｓとの組合せが必要な期間 2×10-1 年以降を長期(LL)

（運転状態Ⅴ(LL)）とする。（建物・構築物について，ＳＡ時の

荷重条件を踏まえ本文 5.2.1 項(2)b.の分類を設備ごとに検討し

た結果を添付資料－３ 補足資料-1 に示す。） 

地震動の年超過確率.....ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 の地震動の発生確率（Ｓｓ：5×10-4/

年以下，Ｓｄ：10-2/年以下）を設定 

以上から，機器・配管系と同様，ＳＡの発生確率，継続時間，地震動の年超過確率の積等を考

慮した工学的，総合的な判断として，建物・構築物についても，ＳＡ荷重とＳｓによる地震力を

組み合わせることとする。 

 

(5) ＳＡと地震の組合せに対する許容限界の考え方(本文 6.1 項に対する考え方) 

(3)の荷重の組合せ方針から，ＳＡ施設（建物・構築物）の各組合せ条件に対する許容応力状

態をＤＢ施設（建物・構築物）と比較して表-2 に示す。なお，表-2 に示す荷重の組合せケース

のうち，他の組合せケースと同一となる場合，又は他の組合せケースに包絡される場合は評価を

省略することになる。 

 

表-2 荷重の組合せと許容限界 

運転状態 
ＤＢ施設 ＳＡ施設 

備考 
Ｓｄ Ｓｓ Ｓｄ Ｓｓ 

運転時 
許容 

応力度＊1 
終局＊2 － 終局＊2 ＤＢと同じ許容限界とする。 

ＤＢＡ時 

（長期） 
終局＊2 － 終局＊2 － ＤＢと同じ許容限界とする。 

ＳＡ時 － － － 注 

注：ＳＡ荷重と地震力との組合

せに対する許容限界とし

て，終局＊2とする。 

注記＊1：許容応力度：安全上適切と認められる規格及び基準による許容応力度 

＊2：終局：構造物全体として十分変形能力（ねばり）の余裕を有し，終局耐力に対して

安全余裕を持たせること 

 

添付資料－３補足資料-2に，Ｓｓによる地震力と組み合わせる荷重を，施設ごとに示す。使用
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済燃料貯蔵プールを除く施設は，ＤＢＡ時（長期）の荷重は，結果的に運転時と同じとなり，表

-2 における「ＤＢＡ時（長期）＋Ｓｄ」は地震力が大きい「運転時＋Ｓｓ」に包絡されることに

なる。使用済燃料貯蔵プールについては，「ＳＡ時＋Ｓｓ」の条件をＤＢ設計条件で包絡出来な

いことから，「ＳＡ時＋Ｓｓ」の組合せを実施することとする。以上より，建物・構築物は，Ｐ

ＣＶ，ＲＰＶ以外の機器・配管系と同様に扱うことが可能であり，全般施設に分類することがで

きる。 
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ＳＡ施設（建物・構築物）のＳＡ時の条件を踏まえた分類 

 

ＳＡ施設 

（建物・構築物） 

本文 5.2.1 項 

継続時間 

設定の分類＊1 

分類の根拠 

復水貯蔵槽 b 

ＤＢ設計では，常時作用している荷重（固

定荷重，積載荷重，水圧）及び運転時の温

度荷重を考慮している。ＳＡ時において

も，荷重条件は変わらないため，ＤＢ条件

を上回る荷重はない。 

使用済燃料貯蔵プール 

キャスクピット 
a(b) 

ＤＢ設計では，常時作用している荷重（固

定荷重，積載荷重，水圧），通常時におい

ては運転時荷重(圧力，温度荷重，機器・

配管系から作用する荷重)，異常時荷重（圧

力，温度荷重，機器・配管系から作用する

荷重）を考慮している。ＳＡ時には，ＤＢ

条件とは異なる異常時荷重が作用する。 

原子炉建屋原子炉区域（二次格納施

設） 

二次遮蔽壁 

補助遮蔽 

中央制御室遮蔽 

b 

ＤＢ設計では，常時作用している荷重

（固定荷重，積載荷重）を考慮してい

る。ＳＡ時においても，荷重条件は変わ

らないため，ＤＢ条件を上回る荷重はな

い。 

中央制御室待避室遮蔽（常設） 

フィルタベント遮蔽壁 

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所

（対策本部）遮蔽 

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所

（待機場所）遮蔽 

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所

（待機場所）室内遮蔽 

c 

中央制御室待避室遮蔽（常設），フィルタ

ベント遮蔽壁，5号機原子炉建屋内緊急

時対策所（対策本部）遮蔽，5号機原子

炉建屋内緊急時対策所（待機場所）遮

蔽，5号機原子炉建屋内緊急時対策所

（待機場所）室内遮蔽についてはＤＢ施

設ではない。 

海水貯留堰 

海水貯留堰（6 号機設備，重大事故

等時のみ 6,7 号機共用） 

スクリーン室 

スクリーン室（6 号機設備，重大事

故等時のみ 6,7 号機共用） 

取水路 

取水路（6 号機設備，重大事故等時

のみ 6,7 号機共用） 

補機冷却用海水取水路＊2 

b 

ＤＢ設計では，地盤内に埋設されてい

る構造物として，常時作用している荷重

（固定荷重，積載荷重，土圧，水圧）を

考慮している。ＳＡ時においても，地盤

内で，ＤＢ条件を上回るような事象は発

生しないため，ＤＢ条件を上回る荷重は

ない。 
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ＳＡ施設 

（建物・構築物） 

本文 5.2.1 項 

継続時間 

設定の分類＊1 

分類の根拠 

補機冷却用海水取水槽(A)＊2 

補機冷却用海水取水槽(B)＊2 

補機冷却用海水取水槽(C)＊2 

b 

ＤＢ設計では，常時作用している荷重

（固定荷重，積載荷重，水圧）を考慮し

ている。ＳＡ時においても，荷重条件は

変わらないため，ＤＢ条件を上回る荷重

はない。 

主排気筒（内筒） a(b) 

ＤＢ設計では，常時作用している荷重

（固定荷重）を考慮している。ＳＡ時に

おいては，ＳＡ時温度荷重を考慮するた

め，ＤＢ条件を上回る荷重が作用する。 

 

注記＊1：本文 5.2.1 項 継続時間設定の分類 

ａ：ＳＡ条件がＤＢ条件を超える既設施設 

(a) 新設のＳＡ施設の運転によって，ＤＢ条件を超える既設施設 

(b) ＳＡによる荷重・温度の影響によってＤＢ条件を超える既設施設 

ｂ：ＳＡ条件がＤＢ条件に包絡される既設施設 

ｃ：ＤＢ施設を兼ねないＳＡ施設 

注記＊2：「常設重大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類がＣク

ラスのもの）」兼「常設重大事故緩和設備（設計基準拡張）」 
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建物・構築物においてＳｓによる地震力と組み合わせる荷重は表-1のとおりとなる。 

 

表-1 ＳＡ施設（建物・構築物）において地震力と組み合わせる荷重（1/2） 

 運転時 
ＤＢＡ時 

(長期) 
ＳＡ時 

組み合わせる地震力 Ｓｓ Ｓｄ Ｓｓ 

許容限界 終局 終局 終局 

Ｓ
Ａ
施
設(

建
物
・
構
築
物) 

復水貯蔵槽 

固定荷重 

積載荷重 

水圧 

通常時温度荷重 

固定荷重 

積載荷重 

水圧 

ＤＢ長期温度荷重 

固定荷重 

積載荷重 

水圧 

ＳＡ時温度荷重 

使用済燃料貯蔵プール 
キャスクピット 

固定荷重 

積載荷重 

水圧 

運転時荷重 

固定荷重 

積載荷重 

水圧 

ＤＢ長期荷重 

固定荷重 

積載荷重 

水圧 

ＳＡ時荷重 

原子炉建屋原子炉区域（二
次格納施設） 
二次遮蔽壁 
補助遮蔽 
中央制御室遮蔽 

固定荷重 

積載荷重 

固定荷重 

積載荷重 

固定荷重 

積載荷重 

中央制御室待避室遮蔽（常
設） 

固定荷重 

積載荷重 

固定荷重 

積載荷重 

固定荷重 

積載荷重 

フィルタベント遮蔽壁 
固定荷重 

積載荷重 

固定荷重 

積載荷重 

固定荷重 

積載荷重 

ＳＡ時温度荷重 

5 号機原子炉建屋内緊急時
対策所（対策本部）遮蔽 
5 号機原子炉建屋内緊急時
対策所（待機場所）遮蔽 
5 号機原子炉建屋内緊急時
対策所（待機場所）室内遮蔽 

固定荷重 

積載荷重 

固定荷重 

積載荷重 

固定荷重 

積載荷重 
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表-1 ＳＡ施設（建物・構築物）において地震力と組み合わせる荷重（2/2） 

 

ＪＥＡＧ４６０１-1987 では，熱応力の扱いとして，終局状態では「熱応力は考慮しない」

と記載されており，原子炉格納容器底部でない基礎マットや使用済燃料ピットの解析例におい

ても，地震時荷重と温度荷重は組み合わされていない。これを踏まえ，表-1 から温度荷重を消

去すると使用済燃料貯蔵プールを除いた全ての荷重組合せケースにおいて，地震力と組み合わ

せる荷重は常時作用している荷重（固定荷重，積載荷重，土圧，水圧）のみとなるため，ＤＢ

Ａ時（Ｓｄとの組合せ）は運転時（Ｓｓとの組合せ）に包絡され，ＳＡ時は運転時と同一とな

る。 

 一方，使用済燃料貯蔵プールについては，ＤＢ設計条件とは異なる異常時荷重を考慮する必

要があり，ＤＢ条件では包絡できない荷重条件となるため，ＳＡ時（Ｓｓとの組合せ）による

検討を実施する。 

  

 運転時 
ＤＢＡ時 

(長期) 
ＳＡ時 

組み合わせる地震力 Ｓｓ Ｓｄ Ｓｓ 

許容限界 終局 終局 終局 

Ｓ
Ａ
施
設(

建
物
・
構
築
物) 

補機冷却用海水取水槽(A) 
補機冷却用海水取水槽(B) 
補機冷却用海水取水槽(C) 

固定荷重 

積載荷重 

水圧 

固定荷重 

積載荷重 

水圧 

固定荷重 

積載荷重 

水圧 

主排気筒（内筒） 固定荷重 固定荷重 
固定荷重 

ＳＡ時温度荷重 

海水貯留堰 
海水貯留堰（6号機設備，重大
事故等時のみ 6,7 号機共用） 
スクリーン室 
スクリーン室（6号機設備，重
大事故等時のみ 6,7 号機共
用） 
取水路 
取水路（6号機設備，重大事故
等時のみ 6,7 号機共用） 
補機冷却用海水取水路 

固定荷重 

積載荷重 

土圧・水圧 

固定荷重 

積載荷重 

土圧・水圧 

固定荷重 

積載荷重 

土圧・水圧 
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添付資料－４ 工認対象施設（ＳＡ施設）における荷重組合せの取扱い 

 

 今回の工認申請書においては，本文での検討により整理した荷重組合せ方針に基づき，個々の施

設の耐震計算を行っている。荷重組合せの検討における施設分類と，今回工認の V-2-1-9「機能維

持の基本方針」における工認対象設備の区分との対応を示す。 

 

１） 全般施設に対応するもの 

 重大事故等クラス２容器（クラス２，３容器） 

 重大事故等クラス２管（クラス２，３管） 

 重大事故等クラス２管（クラス４管） 

 重大事故等クラス２ポンプ（クラス２ポンプ，クラス３ポンプ，その他のポンプ） 

 重大事故等クラス２弁（クラス２弁（弁箱）） 

 炉内構造物 

 重大事故等クラス２支持構造物（クラス２，３，その他支持構造物） 

 その他の支持構造物 

 重大事故等クラス２耐圧部テンションボルト（クラス２，３耐圧部テンションボルト） 

２） ＰＣＶバウンダリに対応するもの 

 重大事故等クラス２容器（クラスＭＣ容器） 

 重大事故等クラス２支持構造物（クラスＭＣ支持構造物） 

３） ＲＰＶバウンダリに対応するもの 

 重大事故等クラス２容器（クラス１容器） 

 重大事故等クラス２管（クラス１管） 

 重大事故等クラス２ポンプ（クラス１ポンプ） 

 重大事故等クラス２弁（クラス１弁（弁箱）） 

 炉心支持構造物 

 重大事故等クラス２支持構造物（クラス１支持構造物） 

 重大事故等クラス２耐圧部テンションボルト（容器以外）（クラス１耐圧部テンション

ボルト（容器以外）） 
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重大事故等対処施設の耐震設計における重大事故と地震の組合せの施設分類のうち 

炉心支持構造物と炉内構造物の施設分類について 

 

1. 重大事故と地震の荷重組合せにおける施設分類の考え方について 

ＳＡと地震の荷重組合せではＲＰＶバウンダリ，ＰＣＶバウンダリ及び全般施設の３つの施設

分類に分けている。 

・ＲＰＶバウンダリとＰＣＶバウンダリは，「重大事故等対策の有効性評価」によりＳＡ時の圧

力・温度の推移が得られているため，ＳＡと地震の荷重の組合せの検討を行っている。 

・ＰＣＶバウンダリ及びＲＰＶバウンダリ以外のＳＡ施設は，全般施設として分類し，ＳＡに

よる荷重の時間履歴を詳細に評価せず事象発生後の最大荷重とＳｓを組み合わせている。 

 

2. 炉心支持構造物と炉内構造物の施設分類について 

ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 での地震荷重と他の荷重との組合せ及び対応する許容応力状態を

下図に示す。許容応力状態ⅣAS において， 

・炉心支持構造物は，原子炉圧力容器と同じ組合せ（「Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓ１」及び「Ｄ＋Ｐ＋

Ｍ＋Ｓ２」）となっている。 

・炉内構造物は，他の耐震ＡＳクラス機器＊１と同じ組合せ（「Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓ２」）となって

いる。 

 

注記＊１：第 3種機器・支持構造物，第 4種容器・管，その他ポンプ・弁，その他支持構造物 

 

注記＊2：今回工認の耐震Ｓクラスの第 5種管はⅣAＳの組合せを行う。 

添付資料－４ 補足資料-1 
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今回工認の重大事故と地震の組合せの施設分類は，このＪＥＡＧ４６０１の地震荷重と他の荷

重との組合せを踏まえ，以下としている。 

・炉心支持構造物は，ＲＰＶバウンダリ（ＪＥＡＧ４６０１では第１種機器）と同様の組合

せが考慮されていることから，ＲＰＶバウンダリに分類している。 

・炉内構造物は，他の耐震ＡＳクラス機器と同様の組合せが考慮されていることから，全般施

設に分類している。 
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1. 概要 

  「基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価に係る審査ガイド」に基礎底面の傾斜について

「許容される傾斜が各建物及び構築物に対する要求性能に応じて設定されており，動的

解析の結果に基づいて求められた基礎の最大不等沈下量及び残留不等沈下量による傾斜

が許容値を超えてないことを確認する。一般建築物の構造的な障害が発生する限界（亀

裂の発生率，発生区間等により判断）として建物の変形角を施設の傾斜に対する評価の

目安に，1/2,000以下となる旨の評価していることを確認する。なお，これは，基本設

計段階での目安値であり，機器，設備等の仕様が明らかになる詳細設計段階において詳

細に評価を行うこととなる。」との記載があることから建物・構築物，土木構造物及び

機器・配管系が傾斜する影響について説明する。 

 

2. 基礎地盤傾斜に対する影響検討 

2.1 影響検討対象 

基礎地盤傾斜の影響は，以下を対象として検討する。 

① 設計基準対象施設のうち，耐震重要度分類の S クラスに属する設備 

② ①の間接支持構造物である建物・構築物 

③ 屋外重要土木構造物 

④ 重大事故等対処施設のうち，常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩

和設備，常設重大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要

度分類がＳクラスのもの）及び常設重大事故緩和設備（設計基準拡張） 

⑤ ④の間接支持構造物である建物・構築物及び土木構造物 

⑥ ①～⑤に対する波及的影響防止のために耐震性評価を実施する施設 

2.2 影響検討方針 

基礎地盤傾斜の影響検討フローを図 2－1 に示す。 

検討対象に対して，基準地震動による地震時の最大傾斜と地殻変動による最大傾斜

を算定し，合算値が目安値である 1/2000 を超えるかを判断する。ただし，応答スペク

トルに基づく基準地震動（Ss-1,Ss-3）及び震源を特定せず策定する基準地震動（Ss-

8）については，地殻変動による最大傾斜が想定できないことから，基準地震動の最大

傾斜のみで判断する。傾斜が 1/2000 を超える対象については，傾斜の影響を考慮した

耐震性評価を実施する。なお，表 2－1 に示すとおり，地殻変動による最大傾斜は建屋

を問わず，各基準地震動で同程度の大きさであること，検討対象は全て大湊側の建物・

構築物であることから，検討用の地殻変動による最大傾斜として各基準地震動におけ

る 7 号機，6 号機及び 5 号機原子炉建屋傾斜の最大値を用いる。また，基準地震動に

よる傾斜は図 2－2 に示すとおり，最大傾斜となる時間は非常に短く，最大傾斜は残留

しないが，以降に示す傾斜を考慮した耐震性評価においては，影響検討として最大傾

斜が残留すると仮定し，基本ケースに対して考慮する。 
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図 2－1 基礎地盤傾斜の影響検討フロー 

 

 

 

 

 

 

 

検討対象

地殻変動による最大傾斜の
算定

基準地震動による最大傾斜
の算定

基準地震動による最大傾斜
と地殻変動による最大傾斜

の合算値を算定 

評価終了

傾斜が1/2000を超える
か？

Yes

No

発生値が許容限界以
下か？

傾斜の影響を考慮した耐震
性評価の実施

対策

Yes

No

 応答スペクトルに基づく基準地震動（Ss-1, Ss-3）及び震源を特
定せず策定する基準地震動（Ss-8）については，地殻変動による
最大傾斜量が想定できないことから，基準地震動による最大傾斜
のみで判断。
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表 2－1 地殻変動の最大傾斜 

断層  

 

建屋 

F-B 断層 

〔Ss-2〕 

長岡平野西縁断層

帯 

（傾斜角 50 度） 

〔Ss-4〕 

長岡平野西縁断層

帯 

（傾斜角 35 度） 

〔Ss-5〕 

長岡平野西縁断層

～山本山断層～十

日町断層帯西部の

連動 

（傾斜角 50 度） 

〔Ss-6〕 

長岡平野西縁断層

～山本山断層～十

日町断層帯西部の

連動 

（傾斜角 35 度） 

〔Ss-7〕 

原子炉建屋 1/20000 1/13300 1/6000 1/9200 1/4900 

6 号機 

原子炉建屋 
1/19900 1/13200 1/6100 1/9100 1/5000 

5 号機 

原子炉建屋 
1/19800 1/13200 1/6100 1/9400 1/5100 

注 1：値は設置（変更）許可申請書 添付書類六からの引用 

注 2：下線部は 7 号機，6 号機及び 5 号機原子炉建屋傾斜の最大値を示す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：「柏崎刈羽原子力発電所発電用原子炉設置変更許可申請書 添付書類六 3.6.1 

基礎地盤の安定性評価」で示している原子炉建屋の Ss-8 による最大傾斜を算

定した際の時刻歴応答を示す。 

 

図 2－2 原子炉建屋の基準地震動による傾斜（Ss-8） 

 

 

 

 

 

  

-1.E-03

-5.E-04

0.E+00

5.E-04

1.E-03

0 5 10 15 20

傾
斜

時刻 (秒)

1/1,000 

-1/1,000 

1/2,000 

-1/2,000 

0  

傾
斜
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3. 基礎地盤傾斜の影響検討結果 

3.1 建物・構築物への影響 

建物・構築物の基準地震動による最大傾斜と地殻変動による最大傾斜の合算値であ

る基礎地盤傾斜の算定結果を表 3－1 に示す。傾斜が 1/2000 を超える建物・構築物は，

原子炉建屋（Ss-1，Ss-7，Ss-8），格納容器圧力逃がし装置基礎（Ss-1～Ss-8）及び大

物搬入建屋（Ss-1～Ss-8）である。 

傾斜が 1/2000 を超える建物・構築物への傾斜の影響については，原子炉建屋，格納

容器圧力逃がし装置基礎及び大物搬入建屋の耐震壁を対象とし，耐震壁の評価に影響

する層せん断力により確認する。傾斜を考慮した評価は，最大傾斜は一時的なもので

はあるが残留するものと仮定し，また，基礎地盤傾斜は影響検討として，材料物性の

不確かさを考慮しない基本ケースのみに考慮した。 
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表 3－1 建物・構築物の基礎地盤傾斜の算定結果 

No 評価対象 Ss-1 Ss-2＊ 1 Ss-3 Ss-4＊ 1 Ss-5＊ 1 Ss-6＊ 1 Ss-7＊ 1 Ss-8 判定＊ 2 

1 原子炉建屋＊ 4 1/1700 
1/2700 

1/2400 1/2000 
1/3200 

1/2600 
1/3500 

1/2200 
1/2900 

1/2200 
1/3000 

1/1900 1/1700 × 
1/20000 1/13300 1/6000 1/9200 1/4900 

2 タービン建屋＊ 3 1/7600 
1/13700 

1/8100 1/8100 
1/9500 

1/5500 
1/7800 

1/3400 
1/7800 

1/4200 
1/10000 

1/3300 1/11000 ○ 
1/19800 1/13200 1/6000 1/9100 1/4900 

3 コントロール建屋＊ 3 1/2300 
1/2400 

1/2100 1/3500 
1/9700 

1/5600 
1/7800 

1/3400 
1/5600 

1/3500 
1/7100 

1/2900 1/2900 ○ 
1/19800 1/13200 1/6000 1/9100 1/4900 

4 廃棄物処理建屋＊ 3 1/5900 
1/7000 

1/5200 1/6800 
1/9500 

1/5500 
1/8200 

1/3500 
1/7000 

1/4000 
1/8000 

1/3000 1/5500 ○ 
1/19800 1/13200 1/6000 1/9100 1/4900 

5 
格納容器圧力逃がし装

置基礎＊ 3 
1/930 

1/900 
1/860 1/1100 

1/1500 
1/1300 

1/1300 
1/1100 

1/1400 
1/1200 

1/1100 
1/900 1/1000 × 

1/19800 1/13200 1/6000 1/9100 1/4900 

6 大物搬入建屋＊ 3 1/650 
1/1000 

1/950 1/770 
1/1300 

1/1200 
1/1800 

1/1400 
1/1300 

1/1100 
1/1900 

1/1400 1/1000 × 
1/19800 1/13200 1/6000 1/9100 1/4900 

7 
緊急時対策所＊ 4 

（5 号機原子炉建屋） 
1/3200 

1/4000 
1/3300 1/3900 

1/5200 
1/3700 

1/4400 
1/2600 

1/5600 
1/3500 

1/5300 
1/2600 1/2700 ○ 

1/19800 1/13200 1/6100 1/9400 1/5100 

8 サービス建屋＊ 3 1/7800 
1/9500 

1/6400 1/12400 
1/22400 

1/8300 
1/18000 

1/4500 
1/21200 

1/6400 
1/17700 

1/3800 1/16600 ○ 
1/19800 1/13200 1/6000 1/9100 1/4900 

注記＊1：左欄上段の値は基準地震動による最大傾斜，左欄下段の値は地殻変動による最大傾斜を示し，右欄は合算値を示す。 

  ＊2：傾斜が 1/2000 を超えるもの（×），超えないもの（○） 

  ＊3：地殻変動による最大傾斜は，各基準地震動における 7 号機，6 号機及び 5 号機原子炉建屋の最大値（表 2－1 の下線部）を用 

     い，各基準地震動による最大傾斜と合算し，各評価対象の各基準地震動による基礎地盤傾斜としている。 

  ＊4：基準地震動による最大傾斜は，「柏崎刈羽原子力発電所発電用原子炉設置変更許可申請書 添付書類六 3.6.1 基礎地盤の安定 

     性評価」における基礎地盤の安定性評価で用いた解析モデルより算出している。なお，設置変更許可時の解析モデルに対して， 

     建屋重量及び建屋剛性の影響については，「工事計画に係る説明資料（基礎地盤の安定性評価について）」において，その影響 

     はないことを確認している。 
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3.1.1 原子炉建屋 

原子炉建屋への影響を考慮する傾斜は 1/1000 とし，基礎地盤傾斜により新た

に発生する層せん断力を，gsinθ（≒0.001g，θは傾斜が 1/1000 とした時の角

度）を入力とした静的解析により算定し，地震応答解析で算定した最大層せん断

力に加算した。図 3－1 に地震応答解析モデルを，傾斜加算後の最大層せん断力を

表 3－2 に示す。表 3－2 により，基礎地盤傾斜を考慮した傾斜加算後の最大層せ

ん断力は，設計用地震力に包絡されていることを確認した。 
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NS方向                  EW方向 

注記＊：RCCV 回転ばね 

 

図3－1 地震応答解析モデル（水平方向） 
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表 3－2 基礎地盤傾斜を考慮した原子炉建屋の最大層せん断力（1/2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最大層せん断力（NS方向，外壁部）

（kN）

71700 40 71740 74400

168000 121 168121 178000

384000 206 384206 419000

374000 291 374291 391000

424000 347 424347 445000

537000 429 537429 563000

610000 510 610510 649000

609000 592 609592 624000

T.M.S.L.
（m）

Ss-1,7,8

最大値

傾斜によ

る荷重

傾斜

加算後

設計用

地震力
49.7

38.2

31.7

23.5

18.1

12.3

4.8

-1.7

-8.2

最大層せん断力（NS方向，RCCV部）

（kN）

71300 92 71392 86100

175000 248 175248 185000

244000 351 244351 261000

314000 551 314551 340000

371000 676 371676 382000

420000 813 420813 447000

T.M.S.L.
（m）

Ss-1,7,8

最大値

傾斜によ

る荷重

傾斜

加算後

設計用

地震力
31.7

23.5

18.1

12.3

4.8

-1.7

-8.2
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表 3－2 基礎地盤傾斜を考慮した原子炉建屋の最大層せん断力（2/2） 

 

 

 

 

 

 

  

最大層せん断力（EW方向，外壁部）

（kN）

66900 40 66940 73500

170000 121 170121 180000

305000 211 305211 334000

324000 279 324279 340000

423000 330 423330 463000

501000 409 501409 557000

586000 486 586486 651000

680000 566 680566 758000

T.M.S.L.
（m）

Ss-1,7,8

最大値

傾斜によ

る荷重

傾斜

加算後

設計用

地震力
49.7

38.2

31.7

23.5

18.1

12.3

4.8

-1.7

-8.2

最大層せん断力（EW方向，RCCV部）

（kN）

78700 87 78787 82500

232000 260 232260 259000

244000 369 244369 302000

346000 571 346571 379000

430000 699 430699 462000

392000 838 392838 434000

T.M.S.L.
（m）

Ss-1,7,8

最大値

傾斜によ

る荷重

傾斜

加算後

設計用

地震力
31.7

23.5

18.1

12.3

4.8

-1.7

-8.2
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3.1.2 格納容器圧力逃がし装置基礎 

格納容器圧力逃がし装置基礎への影響を考慮する傾斜は 1/500 とし，基礎地盤

傾斜により新たに発生する層せん断力を，gsinθ（≒0.002g，θは傾斜が 1/500

とした時の角度）を入力とした静的解析により算定し，地震応答解析で算定した

最大層せん断力に加算した。図 3－2 に地震応答解析モデルを，傾斜加算後の最大

層せん断力を表 3－3 に示す。表 3－3 により，基礎地盤傾斜を考慮した傾斜加算

後の最大層せん断力は，設計用地震力に包絡されていることを確認した。 

 

 

 

  注：数字は質点番号を，（ ）内は部材番号を示す。 

 

図3－2 遮蔽壁及び基礎スラブの地震応答解析モデル（水平方向） 

 

 

表 3－3 基礎地盤傾斜を考慮した格納容器圧力逃がし装置基礎の最大層せん断力 

                       (kN) 

方向 
Ss-1～8 
最大値 

傾斜によ
る荷重 

傾斜 
加算後 

設計用 
地震力 

NS 25500 22 25522 26200 

EW 25600 22 25622 26700 

 

  

T.M.S.L. 26.3m

T.M.S.L. 12.0m

T.M.S.L. 9.5m

1

2

3

(1)

(2)
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3.1.3 大物搬入建屋 

大物搬入建屋への影響を考慮する傾斜は 1/500 とし，基礎地盤傾斜により新た

に発生する層せん断力を，gsinθ（≒0.002g，θは傾斜が 1/500 とした時の角度）

を入力とした静的解析により算定し，地震応答解析で算定した最大層せん断力に

加算した。図 3－4 に地震応答解析モデルを，傾斜加算後の最大層せん断力を表 3

－4 に示す。表 3－4 により，基礎地盤傾斜を考慮した傾斜加算後の最大層せん断

力は，設計用地震力に包絡されていることを確認した。 

 

 

注：□内は質点番号を，（ ）内は部材番号を示す。  

 

図3－4 建屋の地震応答解析モデル（水平方向） 

 

 

表 3－4 基礎地盤傾斜を考慮した大物搬入建屋の最大層せん断力 

                       (kN) 

方向 
Ss-1～8 
最大値 

傾斜によ
る荷重 

傾斜 
加算後 

設計用 
地震力 

NS 32200 19 32219 33800 

EW 16600 19 16619 17900 

 

  

T.M.S.L. 19.6m

T.M.S.L. 11.9m

T.M.S.L. 9.4m

1

2

3

(1)

(2)
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3.2 土木構造物への影響 

3.2.1 検討方法 

土木構造物の傾斜の影響検討フロー（詳細）を図 3－5 に示す。 

土木構造物への影響検討は，基準地震動による最大傾斜と地殻変動による最大

傾斜の合算値である基礎地盤傾斜が 1/2000 を超える構造物の中から，傾斜の影

響が大きい代表構造物を選定し，代表構造物のうち最も照査値が大きい照査項

目，解析断面及び地震動に対して傾斜影響を考慮した地震応答解析を実施する。

また，傾斜の影響検討は，地盤物性のばらつきを考慮した解析ケースのうち，基

本ケース（地盤剛性平均値，液状化強度特性－１σ）について実施する。 

 

 

 

図3－5 土木構造物の傾斜の影響検討フロー（詳細）  

検討対象

基準地震動による最大傾斜
の算定

地殻変動による最大傾斜の
算定

基準地震動による最大傾斜
と地殻変動による最大傾斜

の合算値を算定※

傾斜が1/2000を超えるか？

評価終了

発生値が許容値以下か？
YES

No

対策

傾斜の影響検討を実施
する代表構造物の選定

照査項目，解析断面及
び地震動の選定

傾斜影響を考慮した地
震応答解析

土木構造物の耐震性評価（詳細）

YES

No

※応答スペクトルに基づく基準地震動（Ss-1,Ss-3）及び震源を特
定せず策定する基準地震動（Ss-8）については，地殻変動による
最大傾斜量が想定できないことから，基準地震動による最大傾斜
のみで判断。

傾斜の影響を考慮した耐震
性評価の実施
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3.2.2 傾斜の算定 

土木構造物の基準地震動による最大傾斜と地殻変動による最大傾斜の合算値で

ある基礎地盤傾斜の算定結果を表 3－5 に示す。 

表 3－5 に示すとおり，傾斜が 1/2000 を超える土木構造物は，軽油タンク基

礎，燃料移送系配管ダクト，スクリーン室，取水路，第一ガスタービン発電機用

燃料タンク基礎，第一ガスタービン発電機基礎及び取水路（6 号機設備）であ

る。 
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表 3－5 土木構造物の基礎地盤傾斜の算定結果＊1 

No 評価対象 Ss-1 Ss-2＊ 2 Ss-3 Ss-4＊ 2 Ss-5＊ 2 Ss-6＊ 2 Ss-7＊ 2 Ss-8 判定＊ 3 

1 軽油タンク基礎＊ 4 1/1970 
1/2200 

1/1980 1/1540 
1/2660 

1/2210 
1/2440 

1/1730 
1/2700 

1/2080 
1/2250 

1/1540 1/2350 × 
1/19800 1/13200 1/6000 1/9100 1/4900 

2 
燃料移送系配管ダ

クト＊ 4 
1/580 

1/1080 
1/1020 1/540 

1/1600 
1/1420 

1/1730 
1/1340 

1/1530 
1/1300 

1/1810 
1/1320 1/630 × 

1/19800 1/13200 1/6000 1/9100 1/4900 

3 スクリーン室＊ 4 1/880 
1/6530 

1/4910 1/710 
1/8830 

1/5290 
1/8780 

1/3560 
1/4420 

1/2970 
1/9120 

1/3180 1/3150 × 
1/19800 1/13200 1/6000 1/9100 1/4900 

4 取水路＊ 4 1/580 
1/2940 

1/2560 1/350 
1/2820 

1/2320 
1/1880 

1/1430 
1/1690 

1/1420 
1/1180 

1/950 1/1440 × 
1/19800 1/13200 1/6000 1/9100 1/4900 

5 
補機冷却用海水取

水路＊ 4 
1/4440 

1/6960 
1/5140 1/4360 

1/9450 
1/5500 

1/9910 
1/3730 

1/9730 
1/4700 

1/9180 
1/3190 1/5780 ○ 

1/19800 1/13200 1/6000 1/9100 1/4900 

6 

第一ガスタービン

発電機用燃料タン

ク基礎＊ 4 

1/150 

1/530 

1/510 1/140 

1/490 

1/470 

1/320 

1/300 

1/310 

1/290 

1/240 

1/220 1/290 × 
1/19800 1/13200 1/6000 1/9100 1/4900 

7 
第一ガスタービン

発電機基礎＊ 4  
1/280 

1/1050 
1/990 1/250 

1/1020 
1/940 

1/940 
1/810 

1/800 
1/730 

1/680 
1/590 1/540 × 

1/19800 1/13200 1/6000 1/9100 1/4900 

8 
軽油タンク基礎

（6 号機設備）＊ 4  
1/2370 

1/3200 
1/2750 1/2140 

1/4470 
1/3330 

1/4050 
1/2410 

1/3490 
1/2520 

1/4200 
1/2260 1/3320 ○ 

1/19800 1/13200 1/6000 1/9100 1/4900 

9 
スクリーン室（6

号機設備）＊ 4  
1/2910 

1/7240 
1/5300 1/2500 

1/15260 
1/7070 

1/10970 
1/3870 

1/10160 
1/4800 

1/12150 
1/3490 1/5440 ○ 

1/19800 1/13200 1/6000 1/9100 1/4900 

10 
取水路（6 号機設

備）＊ 4  
1/760 

1/3700 
1/3110 1/740 

1/3560 
1/2800 

1/3120 
1/2050 

1/3330 
1/2430 

1/2430 
1/1620 1/1720 × 

1/19800 1/13200 1/6000 1/9100 1/4900 

注記＊1：KK7 補足－027－1「屋外重要土木構造物の耐震安全性評価について」における地盤物性のばらつきを考慮した解析ケースのう

ち，解析ケース①（屋外重要土木構造物の耐震評価における基本ケース）の傾斜量を示す。 

＊2：左欄上段の値は基準地震動による最大傾斜，左欄下段の値は地殻変動による最大傾斜を示し，右欄は合算値を示す。 

＊3：傾斜が 1/2000 を超えるもの（×），超えないもの（○） 

＊4：地殻変動による最大傾斜は，各基準地震動における 7 号機，6 号機及び 5 号機原子炉建屋傾斜の最大値（表 2－1 の下線部）

を用い，各基準地震動による最大傾斜と合算し，各評価対象の各基準地震動による基礎地盤傾斜としている。
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3.2.3 代表構造物の選定 

表 3－5 に示すとおり，傾斜が 1/2000 を超える構造物のうち，傾斜が最も大き

い第一ガスタービン発電機用燃料タンク基礎を代表構造物として選定し，傾斜の

影響検討を実施する。 

 

3.2.4 照査項目，解析断面及び地震動の選定 

第一ガスタービン発電機用燃料タンク基礎の基本ケースにおける最大照査値一

覧を表 3－6 に示す。表 3－6 に示すとおり，第一ガスタービン発電機用燃料タン

ク基礎の耐震性評価では，EW 断面における基準地震動 Ss-3 に対する鋼管杭のせ

ん断照査で照査値が最大となる。そのため，第一ガスタービン発電機用燃料タン

ク基礎の EW 断面について，基準地震動 Ss-3 に対して傾斜影響を考慮した地震応

答解析を実施し，鋼管杭のせん断照査に与える影響を確認する。 

     

表 3－6 第一ガスタービン発電機用燃料タンク基礎の最大照査値一覧 

照査項目 解析断面 地震動 
最大 

照査値 

鉄筋コンクリート 
曲げ 全体 Ss-1,3 0.016 

せん断 全体 Ss-1,3 0.38 

鋼管杭 

曲げ 
NS Ss-3 0.32 

EW Ss-3 0.66 

せん断 
NS Ss-3 0.47 

EW Ss-3 0.85 

基礎地盤 支持力 
NS Ss-3 0.34 

EW Ss-1 0.16 
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3.2.5 検討方法 

図 3－6 に土木構造物の地震応答解析の一例として，軽油タンク基礎の NS 断面

の地震応答解析モデルを示す。土木構造物は，地中に埋設された構造物であるこ

とから，地震応答解析は，地盤と構造物の相互作用を考慮できる 2 次元有限要素

法を用いて，水平地震動と鉛直地震動の同時加振による逐次時間積分の時刻歴応

答解析にて行う。また，地震応答解析の地盤のモデル化においては，構造物周辺

地盤の不陸を適切に考慮する。そのため，基準地震動による傾斜の影響は，地震

応答解析に基づく構造物評価において考慮されている。 

一方，地殻変動による傾斜の影響については，土木構造物の地震応答解析にお

いて考慮されないため，地殻変動による傾斜を加算した地震応答解析を行い，土

木構造物への影響検討を実施する。 

土木構造物の地殻変動による傾斜を加算した地震応答解析は，原子炉建屋位置

における地殻変動の最大値である 1/4900 を考慮すればよいが，ここでは，保守

的に原子炉建屋位置における基準地震動による最大傾斜と地殻変動による最大傾

斜の合算値の最大値である 1/1700 を考慮する。さらに，傾斜を加算した地震応

答解析にあたっては，原子炉建屋の評価と同様に上記の値を丸めて 1/1000 と設

定し，図 3－7 に示すとおり，地震動の入力として用いる時刻歴応答加速度を係

数倍することで考慮する。 
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図 3－6 土木構造物の地震応答解析モデル（例：軽油タンク基礎 NS 断面） 

 

 

 

 

図 3－7 傾斜を加算した時刻歴応答加速度のイメージ 

 

  

時刻

加速度

0

傾斜を考慮していない時刻歴応答加速度

傾斜を考慮した時刻歴応答加速度

T.M.S.L.－13.7m（原子炉建屋基礎底面標高） 
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3.2.6 検討結果 

土木構造物の基礎地盤傾斜の影響検討の結果を表 3－7 に示す。傾斜影響を考

慮した解析ケースでは，基本ケースと比較し照査用せん断力がわずかに大きくな

るものの，その影響は軽微であり，照査値を満足することを確認した。 

以上の影響検討より，土木構造物の基礎地盤傾斜の影響は軽微であると判断で

きる。 

 

表 3－7 土木構造物の基礎地盤傾斜の影響検討結果 

（第一ガスタービン発電機用燃料タンク基礎） 

照査項目 
解析 
断面 

地震動 解析ケース 
照査用せん

断力＊ 
Ｑｄ（kN） 

終局せん断
強度 

Ｑｕ（kN） 

照査値 
Ｑｄ／Ｑｕ 

鋼管杭 
（せん断） 

EW Ss-3 

基本ケース 7261 8563 0.85 

傾斜影響考慮 7268 8563 0.85 

注記＊ ：照査用せん断力Ｑｄ＝発生せん断力×構造解析係数 γａ 
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3.3 機器・配管系への影響 

表 3－1 で傾斜が 1/2000 を超える原子炉建屋等に設置される機器・配管系について

は，耐震設計において傾斜の影響を設計用地震力に考慮した。また，土木構造物につ

いても，機器・配管系の間接支持構造物が傾斜することに違いはないという観点から，

建物・構築物と同様の考慮方法とし，基礎地盤傾斜を算定し，傾斜が 1/2000 を超える

土木構造物（間接支持構造物）に設置される機器・配管系については，耐震設計にお

いて傾斜の影響を設計用地震力に考慮した。土木構造物（間接支持構造物）の基準地

震動による最大傾斜と地殻変動による最大傾斜の合算値である基礎地盤傾斜の算定結

果を表 3－8 に示す。ここで，設計で考慮する傾斜は，表 3－9 の通りとするが，個別

の地震動毎に傾斜を設定するのではなく，最大値の傾斜にて考慮することも可とする。 
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表 3－8 土木構造物（間接支持構造物）の基礎地盤傾斜の算定結果＊1 

No 評価対象 Ss-1 Ss-2＊ 2 Ss-3 Ss-4＊ 2 Ss-5＊ 2 Ss-6＊ 2 Ss-7＊ 2 Ss-8 判定＊ 3 

1 軽油タンク基礎 *4 1/2040 
1/2470 

1/2190 1/2140 
1/2810 

1/2310 
1/4250 

1/2480 
1/3060 

1/2280 
1/4650 

1/2380 1/2580 ○ 
1/19800 1/13200 1/6000 1/9100 1/4900 

2 
燃料移送系配管ダクト

*4 
1/660 

1/1370 
1/1280 1/650 

1/1900 
1/1660 

1/2100 
1/1550 

1/1900 
1/1570 

1/2220 
1/1520 1/700 × 

1/19800 1/13200 1/6000 1/9100 1/4900 

3 
第一ガスタービン発電

機用燃料タンク基礎 *4 
1/270 

1/1200 
1/1130 1/190 

1/1250 
1/1140 

1/1180 
1/980 

1/1090 
1/970 

1/730 
1/630 1/400 × 

1/19800 1/13200 1/6000 1/9100 1/4900 

4 
第一ガスタービン発電

機基礎 *4  
1/570 

1/1570 
1/1450 1/460 

1/2320 
1/1970 

1/2640 
1/1830 

1/2080 
1/1690 

1/2530 
1/1660 1/710 × 

1/19800 1/13200 1/6000 1/9100 1/4900 

5 
軽油タンク基礎（6 号

機設備） *4  
1/2370 

1/3200 
1/2750 1/2120 

1/4300 
1/3240 

1/4100 
1/2430 

1/3590 
1/2570 

1/4100 
1/2230 1/2700 ○ 

1/19800 1/13200 1/6000 1/9100 1/4900 

注記＊1：KK7 補足－027－1「屋外重要土木構造物の耐震安全性評価について」における地盤物性のばらつきを考慮した解析ケースのう

ち，解析ケース④（機器・配管系の耐震評価における基本ケース）の傾斜量を示す。 

＊2 左欄上段の値は基準地震動による最大傾斜，左欄下段の値は地殻変動による最大傾斜を示し，右欄は合算値を示す。 

＊3：傾斜が 1/2000 を超えるもの（×），超えないもの（○） 

＊4：地殻変動による最大傾斜は，各基準地震動における 7 号機，6 号機及び 5 号機原子炉建屋の最大値（表 2－1 の下線部）を用

い，各基準地震動による最大傾斜と合算し，各評価対象の各基準地震動による基礎地盤傾斜としている。 
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表 3－9 設計で考慮する傾斜 

算定した傾斜の範囲 設計で考慮する傾斜 

1/2000＜算定値＜1/1000 1/1000 

1/1000≦算定値＜1/500 1/500 

1/500≦算定値 1/100 

 

別紙 1 の検討により考慮すべき影響は死荷重により新たに発生する水平方向のせん

断力及びモーメントとした。基礎地盤傾斜による影響評価を合理的に実施するため，

これらの新たに発生するせん断力及びモーメントを，耐震条件として考慮した。各耐

震条件に反映する方針を別紙 2 に示す。なお，最大傾斜は一時的なものではあるが，

残留するものと仮定した。 

基礎地盤傾斜の影響を耐震設計の地震力として考慮する方法を図 3－8 及び図 3－9

に示す。基礎地盤傾斜は影響検討として材料物性の不確かさ等を考慮しない基本ケー

スのみに考慮した。床応答スペクトルや最大応答加速度等を用いる設備については，

基本ケースのうち，基礎地盤傾斜が 1/2000 を超える基準地震動による地震力におい

て，基礎地盤傾斜の影響を考慮し,それ以外の基本ケース及び材料物性の不確かさ等

を考慮したケースによる地震力と包絡し，設計用地震力としている。一方，時刻歴応

答加速度を用いる設備については，基本ケースのうち,基礎地盤傾斜が 1/2000 を超え

る基準地震動による地震力に基礎地盤傾斜の影響を考慮し，それ以外の基本ケース及

び材料物性の不確かさ等を考慮したケースによる地震力とあわせて設計用地震力とし

ている。なお，時刻歴応答加速度を用いるのは原子炉建屋クレーンのみである。 

以上の考え方に従い，Ⅴ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」，Ⅴ-2-2-4「原子炉

本体の基礎の地震応答計算書」及びⅤ-2-3-1「炉心，原子炉圧力容器及び圧力容器内

部構造物の地震応答計算書」において設定される設計用地震力を用いることから，基

礎地盤傾斜の影響は耐震計算書にて考慮される。 
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基本ケースのうち，
基礎地盤傾斜が1/2000を

超える基準地震動に

よる地震力

基本ケースのうち，
基礎地盤傾斜が1/2000を

超えない基準地震動に

よる地震力

材料物性の不確かさ等を

考慮したケースによる

地震力

基礎地盤傾斜の影響を

考慮

包絡

（FRS，ZPA等）

設計用地震力

 

図 3－8 基礎地盤傾斜の影響を耐震設計の地震力として考慮する方法 

（床応答スペクトルや最大応答加速度等を用いる設備） 

 

基本ケースのうち，
基礎地盤傾斜が1/2000を
超える基準地震動に

よる地震力

基本ケースのうち，
基礎地盤傾斜が1/2000を
超えない基準地震動に

よる地震力

材料物性の不確かさ等を
考慮したケースによる

地震力

基礎地盤傾斜の影響を
考慮

設計用地震力

時刻歴応答解析 時刻歴応答解析 時刻歴応答解析

 

図 3－9 基礎地盤傾斜の影響を耐震設計の地震力として考慮する方法 

（時刻歴応答加速度を用いる設備） 

  

A 

B 

C 
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基礎地盤傾斜の影響を考慮した機器・配管系のうち，時刻歴応答加速度，燃料集合

体のたわみ量等を用いて評価する機器・配管系が設置される原子炉建屋を代表として

示す。また，原子炉建屋クレーン及び燃料取替機に対する影響について別紙 3 に示す。 

原子炉建屋に設置される機器・配管系への影響を考慮する傾斜は 1/1000 とした。な

お，基礎地盤傾斜が 1/2000 を超える地震動は Ss-1，Ss-7 及び Ss-8 であることから

当該地震動による地震力に基礎地盤傾斜の影響を考慮した。 

別紙 2 にて示した方針に基づき，各耐震条件について傾斜の影響を考慮した結果を

以下に示す。 

 

  3.3.1 建屋連成解析結果等のせん断力及びモーメント 

基礎地盤傾斜により新たに発生するせん断力及びモーメントを，gsinθ（≒

0.001g，θは傾斜が 1/1000 とした時の角度）を入力とした静的解析により算定

し，地震応答解析で算定したせん断力及びモーメントに加算し，設計用地震力を

設定した。設定したせん断力及びモーメントの例を表 3－10及び表 3－11に示す。

「制御棒駆動機構ハウジング（外側）」では基礎地盤傾斜の影響を考慮した地震力

が設計用地震力Ⅰとなっており（図 3－8 の A），「原子炉圧力容器」及び「炉心シ

ュラウド」では基礎地盤傾斜の影響を考慮する必要のない地震力が設計用地震力

Ⅰとなっている（図 3－8 の B 又は C）。 

 

表 3－10 基礎地盤傾斜を考慮したせん断力 

設備 傾斜加算前＊1 傾斜による荷重 傾斜加算後＊1 設計用地震力Ⅰ 

原子炉圧力容器＊2 9743.0kN 10.3kN 9760kN 12900kN 

炉心シュラウド＊2 5399.6kN 13.3kN 5420kN 7370kN 

制御棒駆動機構 

ハウジング 

（外側）＊3 

35.075kN 0.0220kN 35.1kN 35.1kN 

注記＊1：Ss-1，Ss-7 及び Ss-8 による地震力の内，最大値を記載 

＊2：設計用地震力Ⅰが最大となる標高の値を記載 

＊3：基礎地盤傾斜の影響を考慮した地震力が設計用地震力Ⅰとなる標高の値を記載 
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表 3－11 基礎地盤傾斜を考慮したモーメント 

設備 傾斜加算前＊1 傾斜による荷重 傾斜加算後＊1 設計用地震力Ⅰ 

原子炉圧力容器＊2 76753kNm 72.2kNm 76900kNm 98300kNm 

炉心シュラウド＊2 35359kNm 69.4kNm 35500kNm 46300kNm 

制御棒駆動機構 

ハウジング 

（外側）＊3 

26.306kNm 0.0165kNm 26.4kNm 26.4kNm 

注記＊1：Ss-1，Ss-7 及び Ss-8 による地震力の内，最大値を記載 

＊2：設計用地震力Ⅰが最大となる標高の値を記載 

＊3：基礎地盤傾斜の影響を考慮した地震力が設計用地震力Ⅰとなる標高の値を記載 

 

  3.3.2 床応答スペクトル 

基礎地盤傾斜により新たに発生するせん断力及びモーメントを，加速度 gsinθ

(0.001g)として考慮するため，水平方向の床応答スペクトルの全周期に震度 sin

θ(0.001)を加算し，設計用床応答曲線を設定した。 

 

  3.3.3 床の最大応答加速度による評価 

     基礎地盤傾斜により新たに発生するせん断力及びモーメントを，加速度 gsinθ

(0.001g)として考慮するため，水平方向の床の最大応答加速度に震度 sinθ

(0.001)を加算し，設計用最大応答加速度を設定した。 

 

  3.3.4 床の時刻歴応答加速度による評価 

     基礎地盤傾斜により新たに発生するせん断力及びモーメントを加速度として加

算するために，入力として用いる時刻歴応答加速度を 1.001 倍した。基礎地盤傾

斜の影響を考慮していない時刻歴応答加速度による床応答スペクトルより，1.001

倍した時刻歴応答加速度の床応答スペクトルが設備に影響を与える周期帯におい

て gsinθ(0.001g)以上大きくなることを確認した。 

 

  3.3.5 その他の特殊な評価（制御棒挿入性評価） 

基礎地盤傾斜により新たに発生する燃料集合体のたわみ量を，加速度 gsinθ

（0.001g）を入力とした静的解析により算定し，地震応答解析で算定した燃料集

合体のたわみ量に加算し，設計用のたわみを設定した。算定した燃料集合体のた
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わみ量の例を表 3－12 に示す。なお，制御棒挿入性に対する影響の検討内容につ

いては別紙 4 に示す。 

 

表 3－12 基礎地盤傾斜を考慮した燃料集合体のたわみ量＊1 

傾斜加算前＊2 傾斜によるたわみ量 傾斜加算後＊2 設計用地震力Ⅰ 

14.49mm 0.01mm 14.5mm 31.6mm 

注記＊1：設計用地震力Ⅰが最大となる標高の値を記載 

  ＊2：Ss-1，Ss-7 及び Ss-8 による地震力の内，最大値を記載 
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機器・配管系の基礎地盤傾斜による地震力及び地震と組み合わせるべき荷重への影響 

 

1. 概要 

 基準地震動Ｓｓによる地震力と組み合わせるべき荷重は死荷重，圧力荷重及び機械的

荷重が挙げられる。以降で地震力及び各荷重に対する基礎地盤傾斜の影響を検討する。 

 

2. 基準地震動Ｓｓによる地震力への影響 

 耐震性評価用のせん断力，モーメント及び床応答スペクトル等の地震力は地震による

加速度を入力として算定される。そこで，基礎地盤傾斜の有無による地震加速度への影

響を検討する。 

 基礎地盤傾斜が発生している状況の地震加速度を図 2－1 に示す。検討用の傾斜（1/100）

により水平方向，鉛直方向の地震加速度はそれぞれ以下のように表される。 

 

〇傾斜時に発生する水平地震加速度： 

𝐶𝐻𝑐𝑜𝑠𝜃 + 𝐶𝑉𝑠𝑖𝑛𝜃 =
100

√12 + 1002
𝐶𝐻 +

1

√12 + 1002
𝐶𝑉 ≒ 1.00𝐶𝐻 + 0.01𝐶𝑉 ≒ 𝐶𝐻 

〇傾斜時に発生する鉛直地震加速度： 

𝐶𝑉𝑐𝑜𝑠𝜃 − 𝐶𝐻𝑠𝑖𝑛𝜃 =
100

√12 + 1002
𝐶𝑉 −

1

√12 + 1002
𝐶𝐻 ≒ 1.00𝐶𝑉 − 0.01𝐶𝐻 ≒ 𝐶𝑉 

 

傾斜が発生している場合の水平地震加速度及び鉛直地震加速度は傾斜が発生していな

い場合の地震加速度と同等であり，傾斜が発生している場合の地震力についても，傾斜

が発生していない場合と同等になると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 傾斜が発生している状況での地震加速度概念図 

CH：水平地震加速度  

CV：鉛直地震加速度  

θ：傾斜角  

傾斜が発生していない状況  

傾斜が発生している状況  

C 
H 

θ 

C 
V 

C 
H cosθ 

C 
H 
sinθ 

C 
V cosθ C 

V sinθ 
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3. 死荷重への影響 

基礎地盤傾斜が発生している状況での死荷重を図 3－1 に示す。傾斜が発生していな

い場合，死荷重は鉛直方向のみに作用する。傾斜が発生している場合，水平方向に自重

の分力が発生し，鉛直方向は水平方向に分力されるため，従来作用していた荷重より小

さくなる。すなわち，傾斜を考慮すると水平方向のせん断力及びモーメントが新たに発

生し，鉛直方向の荷重は mgcosθ となり，従来作用していた荷重 mg よりも減少する。 

 

   〇傾斜時に新たに発生するせん断力 ：mgsinθ 

   〇傾斜時に新たに発生するモーメント：mgsinθ×h 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－1 傾斜が発生している状況での荷重概念図 

 

4. 圧力荷重及び機械的荷重への影響 

 圧力荷重は傾斜による影響が無いため変化しない。また，機械的荷重は，安全弁吹出

し時の反力荷重，スクラム反力及びポンプの振動等があるが傾斜による影響が無いため

変化しない。 

 

5. まとめ 

基礎地盤傾斜による荷重への影響検討結果を表 5－1 に示す。表 5-1 より基礎地盤傾

斜が発生している状況では，死荷重によるせん断力及びモーメントが水平方向に新たに

発生するため，設計においてその影響を考慮する必要があり，耐震条件におけるその考

慮方針を別紙 2 に示す。 

 

 

 

 

 

h：重心高さ  

m：質量  

g：重力加速度  

θ：傾斜角  

θ 

mgsinθ  

h 

mgsinθ×h 

mgcosθ mg 

mg 

傾斜が発生していない状況  

傾斜が発生している状況  
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表 5－1 基礎地盤傾斜による荷重への影響検討結果 

荷重等 水平方向 考慮要否＊ 鉛直方向 考慮要否＊ 

Ｓｓによる
地震力 

地震加速度は傾斜が発生している
場合と傾斜が発生していない場合
を比較すると同等であるため，Ｓｓ
による地震力も同等である。 

× 同左 × 

死荷重 
基礎地盤が傾くことにより，せん断
力 （ mgsinθ ） 及 び モ ー メ ン ト
（mgsinθ×h）が新たに発生する。 

○ 
軸力が mgから mgcosθ に
減少する。 

× 

圧力荷重 
機械的荷重 

変化なし × 同左 × 

注記＊：考慮を要するもの（○），考慮を要しないもの（×）。具体的な考慮方針は別紙 2

参照。 
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機器・配管系の耐震設計における基礎地盤傾斜による影響の考慮方針 

 

1. 概要 

 別紙 1 の検討により基礎地盤が傾斜した場合，死荷重により水平方向のせん断力及び

モーメントが新たに発生するため，この影響を耐震設計において考慮する。基礎地盤傾

斜を考慮すべき対象について耐震性評価手法を分類し，評価手法ごとに基礎地盤傾斜に

より新たに発生する荷重の反映方針を検討する。なお，傾斜時の死荷重による鉛直方向

の荷重については傾斜がない場合よりも小さくなるため，設計で考慮しない。 

 

2. 入力条件毎の反映方法の検討 

 図 2－1 に示すように評価手法を整理した結果，耐震性評価の入力としてせん断力及

びモーメントを用いる評価と加速度を用いる評価に大きく分類される。それぞれに対す

る反映方法を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 耐震性評価手法の分類 

評価手法 評価の入力 対象設備例

①建屋連成解析結果等
の曲げモーメント，せん
断力による評価

曲げモーメント
せん断力

原子炉圧力容器内部構
造物
原子炉圧力容器支持構
造物

②床応答スペクトルを
用いる評価

加速度
配管
燃料取替機

③床の最大応答加速度
による評価

加速度 ほう酸水注入系ポンプ

④時刻歴応答解析によ
る評価

加速度 原子炉建屋クレーン

⑤その他の特殊な評価
（制御棒挿入性評価）

その他（たわみ量） 制御棒

影響検討対象施設

耐震性評価手法の確認・検討

地震応答解析結果か

ら求められた曲げモー

メント及びせん断力を

用いる評価か？

床応答スペクトルを用

いる評価か？

床の最大応答加速度

を用いる評価か？

床の時刻歴応答加速

度を用いる評価か？

Yes

No

No

No

No

Yes

Yes

Yes
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2.1 せん断力及びモーメントを入力とする評価 

 基礎地盤の傾きにより新たに発生するせん断力及びモーメントを算定し，傾斜を考

慮せずに算定したせん断力及びモーメントに加算する。 

 

2.2 加速度を入力とする評価 

基礎地盤の傾きにより新たに発生するせん断力及びモーメントは図 2－2 に示すと

おり，水平方向に加速度 gsinθが発生した状態と等価であることから，傾斜を考慮せ

ずに算定した水平加速度に gsinθを加算する。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

傾斜発生時    加速度発生時 

図 2－2 傾斜発生時と加速度発生時の荷重状態 

 

3. 耐震性評価手法毎の反映方法の検討 

図 2－1 にて分類した評価手法毎の反映方法を検討する。 

 

3.1 地震応答解析結果から求められたせん断力及びモーメントを用いる評価（図 2－1①） 

原子炉建屋内の原子炉圧力容器，原子炉遮蔽壁，原子炉本体基礎等の大型機器・構

造物は，原子炉建屋基礎版やダイヤフラムフロアを介して原子炉建屋からの地震の入

力があることを考慮して，図 3－1 に示すように連成させたモデルを使用し，基準地震

動Ｓｓによる地震応答解析を実施することによって大型機器・構造物の評価用せん断

力及びモーメントを算定している。 

原子炉本体基礎を例として算定したせん断力及びモーメントが伝達されるイメージ

と基礎地盤の傾斜により発生するせん断力及びモーメントを図 3－2 に示す。 

基礎地盤傾斜による影響の反映方法として，傾斜により新たに発生するせん断力及

びモーメントを地震応答解析で算定した値に加算する。なお，基礎地盤の傾斜により

新たに発生するせん断力及びモーメントは水平方向に加速度 gsinθが負荷されてい

る状態と等価であるため，gsinθを入力とした静的解析を実施することにより算定す

る。 

h：重心高さ 

m：質量 

g：重力加速度 

θ：傾斜角 

θ

mgsinθ

mgsinθ ×h

mg

h

mgsinθ

mgsinθ ×h

gsinθ

mg
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図 3－1 原子炉建屋と大型機器を連成させた地震応答解析モデル例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震発生時                  傾斜発生時 

図 3－2 原子炉本体基礎に作用するせん断力及びモーメントのイメージ 

 

地震力によるせん断力

地震力による曲げモーメント

基礎地盤の傾きによるせん断力
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子
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原
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3.2 床応答スペクトルを用いる評価（図 2－1②） 

 配管や燃料取替機は床応答スペクトルを入力として評価している。基礎地盤傾斜に

よる影響の反映方法として，基礎地盤の傾斜により新たに発生するせん断力及びモー

メントを考慮するため，加速度として水平方向の床応答スペクトルの全周期に gsinθ

を加算する。加算するイメージを図 3－3 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－3 傾斜を考慮した床応答スペクトルのイメージ 

 

3.3 床の最大応答加速度を用いる評価（図 2－1③） 

 剛な設備の構造健全性評価や動的機器の機能維持評価に床の最大応答加速度を用い

ている。基礎地盤傾斜による影響の反映方法として，基礎地盤の傾斜により新たに発

生するせん断力及びモーメントを考慮するため，水平方向加速度として床の最大応答

加速度に gsinθを加算する。 

 

3.4 床の時刻歴応答加速度による評価（図 2－1④） 

 原子炉建屋クレーンは浮き上がりを考慮するため，クレーンガーダの各車輪にギャ

ップ要素を持つ非線形 FEM 解析モデルを用いて時刻歴応答解析を行う。基礎地盤傾斜

による影響の反映方法として，基礎地盤の傾きにより新たに発生するせん断力及びモ

ーメントを加速度として加算するために，入力として用いる時刻歴応答加速度を係数

倍する。係数倍するイメージを図 3－4 に示す。 

 係数については，図 3－5 に示すように，基礎地盤傾斜の影響を考慮した時刻歴応答

加速度による床応答スペクトルが，基礎地盤傾斜の影響を考慮していない時刻歴応答

加速度による床応答スペクトルより，設備に影響を与える周期帯において gsinθ以上

大きくなるように設定する。 

 なお，原子炉建屋クレーンについては，自重解析及び時刻歴応答解析を実施するが，

自重解析に傾斜を考慮すると鉛直方向の荷重が小さくなるため，基礎地盤傾斜の影響

は時刻歴応答解析の入力条件として考慮する。 

周期

加速度
gsinθ を加算

傾斜を考慮していない床応答スペクトル

傾斜を考慮した床応答スペクトル
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図 3－4 傾斜を考慮した時刻歴応答加速度のイメージ 

 

 

図 3－5 傾斜を考慮した時刻歴応答加速度による床応答スペクトルのイメージ 

 

3.5 その他の特殊な評価（制御棒挿入性評価）（図 1－1 の⑤） 

制御棒挿入性評価においては，図 3－6 に示すような燃料集合体，原子炉建屋，原子

炉格納容器，原子炉遮蔽壁，原子炉本体基礎，原子炉圧力容器，原子炉圧力容器内部

構造物及び原子炉圧力容器支持構造物等を連成させたモデルを用いて基準地震動Ｓｓ

に対する地震応答解析により燃料集合体の最大たわみ量を計算する。別途，実規模試

験体での加振試験で規定時間内に制御棒が全挿入されることが確認されたたわみ量を

許容たわみ量とする（図 3－7 参照）。解析により求めた最大たわみ量と試験にて設定

した許容たわみ量を比較することで，制御棒挿入性評価を行う。 

基礎地盤傾斜の影響により新たに発生する燃料集合体のたわみ量を地震応答解析で

算定した最大たわみ量に加算し評価することで基礎地盤傾斜の影響を考慮した評価と

なる。基礎地盤傾斜により新たに発生するたわみのイメージを図 3－8 に示す。なお，

基礎地盤傾斜により新たに発生するたわみ量は水平方向に加速度 gsinθが負荷され

周期

加速度
gsinθ 以上

傾斜を考慮していない時刻歴応答加速度による
床応答スペクトル

傾斜を考慮した時刻歴応答加速度による
床応答スペクトル

設備に影響を与える周期帯

時刻

加速度

0

傾斜を考慮していない時刻歴応答加速度

傾斜を考慮した時刻歴応答加速度
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ている状態と等価であるため，gsinθを入力とした静的解析を実施することにより算

定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－6 原子炉圧力容器及び原子炉圧力容器内部構造物の地震応答解析モデル例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜試験装置例＞            ＜試験結果イメージ＞ 

図 3－7 制御棒挿入試験の概要 

 

燃料集合体  
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図 3－8 傾斜が発生している状況での燃料集合体のたわみのイメージ 
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原子炉建屋クレーン及び燃料取替機に対する影響について 

 

1. 概要 

  床や壁に固定されずに設置される原子炉建屋クレーン及び燃料取替機（以下「原子炉建屋クレ

ーン等」という。）に対する基礎地盤傾斜の影響について説明する。 

 

2. 滑りについて 

  原子炉建屋クレーン等は耐震性評価においてレールと車輪間の滑りを想定した評価を実施して

いる。具体的には，滑りが生じる方向の水平力は最大静止摩擦力以上とはならないことから，最

大静止摩擦係数により水平震度を算定している。 

  傾斜が発生していても，最大静止摩擦係数は不変であることから，滑りが生じる方向の水平震

度は，傾斜が発生していない場合と同一である。 

 

3. 稼働性について 

  原子炉建屋クレーン等は耐震重要度分類がＢクラスの設備であるが，使用済燃料貯蔵プール等

のＳクラスの設備に対して波及的影響を与えるおそれがあることから，基準地震動Ｓｓに対して

耐震性を確認するものであり，基準地震動Ｓｓ相当の地震後の稼働性については期待していない。 

 

4. 地震時の挙動について 

  基礎地盤傾斜は基準地震動による傾斜が支配的であり，実際に傾斜が残留するものではない。

左右交互に傾斜が発生するのは地震時のゆれと同様な挙動となることから，基礎地盤傾斜による

新たな損傷モードは発生しない。 

 

5. まとめ 

  以上より，基礎地盤傾斜による原子炉建屋クレーン等への影響に，追加で検討すべき項目はな

い。 
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制御棒挿入性に対する影響について 

 

1. 概要 

  加速度や荷重等ではなく地震時の燃料集合体のたわみ量にて評価する制御棒挿入性に対する基

礎地盤傾斜の影響について説明する。 

 

2. 制御棒挿入性関連機器の構造 

  制御棒挿入ラインを形成する各機器の設置状況を図 2－1 に示す。燃料集合体は下部では燃料

支持金具に，上部では上部格子板に支持され，燃料支持金具は制御棒案内管上に設置され，制御

棒案内管は制御棒駆動機構ハウジングを介して原子炉圧力容器に接続され，制御棒駆動機構ハウ

ジングは原子炉圧力容器に溶接接続されている。また，制御棒は制御棒駆動機構ハウジングに内

蔵された制御棒駆動機構によって駆動する。なお，柏崎刈羽原子力発電所第 7号機では改良型制

御棒駆動機構（図 2－2参照）が使用されている。改良型制御棒駆動機構は，通常時はモータによ

ってボールネジを回転させることでボールナット・中空ピストンを上昇させ制御棒を挿入し，ス

クラム時は水圧によって中空ピストンを上昇させ制御棒を挿入する精密な駆動機構となっており，

制御棒と制御棒駆動機構はボールネジ，ボールナット及び中空ピストンを介して接続されている

ことから，1/1000 程度の基礎地盤傾斜による影響はないと考えられる。 

したがって，燃料集合体，燃料支持金具，制御棒案内管，制御棒駆動機構ハウジング，制御棒

駆動機構，制御棒，原子炉圧力容器は，一体的な構造となっている。 

なお，制御棒挿入性を確保するため周辺機器には下記のクリアランスが設定されている。 

 

①制御棒挿入ラインとしての燃料集合体間のクリアランス（図 2－1中①） 

    （制御棒の厚さ：    ） 

②制御棒挿入ラインとしての燃料支持金具内の空隙の幅（図 2－1中②） 

   （制御棒の幅：     ） 

③制御棒挿入ラインとしての制御棒案内管の内径（図 2－1中③） 

   （制御棒の幅：     ） 

 

制御棒は通常運転時の全引抜状態においても，その頂部が燃料集合体に一部挿入されている状

態であり，スクラム時においては原子炉緊急停止系からのスクラム信号によりアキュムレータに

充填された高圧水によって，制御棒は約 4mのストロークを 2.8 秒以内に強制的に挿入される。 

スクラムにおける制御棒挿入時の主な抵抗要因としては以下が挙げられる。 

 

①地震時の燃料集合体のたわみによる燃料集合体と制御棒間の摩擦力 

制御棒は燃料集合体間に挿入されるため，地震力により燃料集合体がたわみ制御棒挿

入ラインが変形することで，制御棒と燃料集合体の摩擦力が増加し，制御棒挿入時の抵

抗となる。 
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②制御棒挿入ラインにおける機器のガタつきによる抵抗 

制御棒挿入ラインとそれを形成する各機器の中心軸のズレ（ガタつき）が，制御棒挿

入時の抵抗となる。 

 

以上より，制御棒挿入性に対する基礎地盤傾斜の影響検討は，前述したスクラム時における制

御棒挿入時の 2つの抵抗要因に対して行うこととする。 

 

3. 影響検討 

3.1 燃料集合体のたわみによる燃料集合体と制御棒間の摩擦力 

基礎地盤傾斜の影響により燃料集合体のたわみが新たに発生することにより，燃料集合体と

制御棒の摩擦力が増えると考えられるが，両機器が制御棒のローラを介して接触している場合

は摩擦力自体が小さく，ローラ以外で接触する場合でもスクラム力と比較してその摩擦力は十

分に小さい値となると考えられる。 

試験にて規定時間内の制御棒挿入性が確認されている燃料集合体のたわみ量は 40mm である。

一方，基礎地盤傾斜によるたわみ量を静的解析により算定（別紙 2参照）し，基礎地盤傾斜が

1/2000 を超える Ss-1，Ss-7 及び Ss-8 における最大たわみ量に加算すると 14.5007mm であり，

設計用地震力Ⅰのたわみ量 31.6mm に包絡され，また,40mm を下回っていることから制御棒挿入

性は確保されると考えられる。 

 

3.2 制御棒挿入ラインにおける機器のガタつきによる抵抗 

制御棒挿入ラインにおける機器のうち制御棒案内管と制御棒駆動機構ハウジングの接合部は

芯出しを目的としてテーパ形状及び球面座にて接触しているため，基礎地盤傾斜の影響により

その相対位置がずれることは無い（図 3－1参照）。 

一方，制御棒案内管と炉心支持板孔との接合部は，         の嵌め合い公差が存

在するため（図 3－2参照），基礎地盤傾斜によって機器が片寄せとなる可能性がある（図 3－3

参照）ものの，制御棒挿入試験での動的な加振力は 1/1000 程度の傾斜にて発生するわずかな力

よりはるかに大きいものであり，従来の試験にて包絡されているとみなせる。また，嵌め合い

公差は機器自体の形状によって定まる値であり，基礎地盤傾斜の影響を受けるものではない。 

そもそも，制御棒挿入ラインには，制御棒のサイズに対して数 mm 程度のクリアランスが存在

しており（図 2－1参照），      の嵌め合い公差によるガタつきが制御棒挿入性に影響を及

ぼすことはない。 

 

4. まとめ 

以上より，基礎地盤傾斜により新たに発生する燃料集合体のたわみは適切に考慮されており，

また機器のガタつきによる抵抗は軽微であると考えられるため，基礎地盤傾斜による制御棒挿入

性への影響は適切に考慮されている。 
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図 2－1 制御棒挿入ライン関連機器配置概念図 

 

クリアランス③ 

※2 制御棒案内管内径      

燃料集合体 

上部格子板 

制御棒 

燃料支持金具 

制御棒案内管 

制御棒駆動機構ハウジング 

原子炉圧力容器 

制御棒駆動機構 

炉心支持板 

A 

B 

C 

A 断面図 

B 断面図 

C 断面図 

クリアランス② 

※1 燃料支持金具空隙      

制御棒厚さ 

      

クリアランス① 

燃料集合体間      

制御棒幅 

       ※1 
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図 2－2 改良型制御棒駆動機構 動作概念図 
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図 3－1 制御棒案内管・制御棒駆動機構ハウジング接合部概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－2 制御棒案内管・炉心支持板接合部概念図 

  

 

制御棒案内管 
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制御棒案内管 

炉心支持板 



別紙 4 

6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－3 基礎地盤傾斜時における機器のガタつきの発生状況（イメージ） 

 

炉心支持板 

制御棒案内管 

制御棒駆動機構ハウジング 

原子炉圧力容器 

上部格子板 

燃料集合体 

制御棒 

燃料支持金具 嵌め合い公差： 

          

（図 3－2参照） 

クリアランス①： 

燃料集合体間    

（図 2－1参照） 

接合部 

（図 3－1参照） 

クリアランス③： 

制御棒案内管内径  

（図 2－1参照） 

クリアランス② 

燃料支持金具       

（図 2－1参照） 
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1. 概要 

 1.1 隣接建屋の概要 

   Ⅴ-2-2-別添 2「隣接建屋による影響を考慮した耐震性についての計算書」の記載

内容を補足するものである。 

柏崎刈羽原子力発電所 第 7 号機は，耐震安全上重要な建物・構築物（原子炉建屋

，コントロール建屋，タービン建屋及び廃棄物処理建屋）及び屋外重要土木構造物が

隣接して配置される構成となっている。 

柏崎刈羽原子力発電所 第 7 号機の配置図を図 1－1 に示す。各建屋は隣接してい

るため，隣接建屋が耐震性評価に及ぼす影響について検討する。各建屋の平面規模，

質量等の構造特性については，「別紙 1 建屋構造特性の整理」において整理してい

る。 

建物・構築物の主要構造部は，原則として耐震壁を主たる耐震要素とする鉄筋コン

クリート造である。また，建物・構築物に隣接する屋外重要土木構造物については，

すべて地中に埋設された鉄筋コンクリート構造物である。各建物・構築物及び屋外重

要土木構造物は，硬質な岩盤に直接支持されている。 

 

 

図 1－1 柏崎刈羽原子力発電所 第 7 号機の配置図 
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 1.2 検討概要 

建物・構築物の地震応答解析は，構造的に一体となっている建屋ごとに独立して構

築した質点系モデルを用いて実施しており，耐震評価においては，隣接建屋の影響は

考慮していない。 

建物・構築物に隣接する屋外重要土木構造物については，すべて地中に埋設された

鉄筋コンクリート構造物であるため，建物・構築物の応答に与える影響は小さいと考

えられる。 

本資料では，既往の知見に基づく検討結果から一般論として隣接建屋の影響を考察

したうえで，柏崎刈羽原子力発電所 第 7 号機の隣接建屋の影響検討を実施すること

により，隣接建屋の影響が原子炉建屋，コントロール建屋，タービン建屋及び廃棄物

処理建屋の構造健全性に与える影響を確認する。 

また，本資料は，以下の添付資料の補足説明をするものであり，使用する計算機プ

ログラムについても以下の資料に準ずる。 

 

・Ⅴ-2-2-2 「原子炉建屋の耐震性についての計算書」 

・Ⅴ-2-2-6 「タービン建屋の耐震性についての計算書」 

・Ⅴ-2-2-10 「コントロール建屋の耐震性についての計算書」 

・Ⅴ-2-2-12 「廃棄物処理建屋の耐震性についての計算書」 

・Ⅴ-2-4-2-1 「使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピットの耐震性についての計算書」 

・Ⅴ-2-5-5-1-2 「復水貯蔵槽の耐震性についての計算書」 

・Ⅴ-2-7-2-1 「主排気筒の耐震性についての計算書」 

・Ⅴ-2-8-4-3 「中央制御室遮蔽の耐震性についての計算書」 

・Ⅴ-2-8-4-4 「中央制御室待避室遮蔽の耐震性についての計算書」 

・Ⅴ-2-9-2-1 「原子炉格納容器コンクリート部の耐震性についての計算書」 

・Ⅴ-2-9-3-1 「原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）の耐震性についての計算書」 

・Ⅴ-2-9-3-1-1 「燃料取替床ブローアウトパネルの耐震性についての計算書」 

・Ⅴ-2-9-3-1-2 「主蒸気系トンネル室ブローアウトパネルの耐震性についての計算書」 

・Ⅴ-2-9-3-3 「原子炉建屋エアロックの耐震性についての計算書」 

・Ⅴ-2-9-3-4 「原子炉建屋基礎スラブの耐震性についての計算書」 

・Ⅴ-2-10-2-2-1 「取水槽閉止板の耐震性についての計算書」 

・Ⅴ-2-10-2-3-1 「水密扉の耐震性についての計算書」 

・Ⅴ-2-10-2-3-2 「水密扉付止水堰の耐震性についての計算書」 

・Ⅴ-2-10-2-3-3 「止水堰の耐震性についての計算書」  
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2. 既往の知見に基づく検討 

本章では，既往の知見に基づく検討として，「2.1 既往の文献に基づく検討」及び

「2.2 3 次元 FEM モデルを用いた検討」を実施し，隣接建屋の影響について考察す

る。 

 

 2.1 既往の文献に基づく検討 

（財）原子力発電技術機構において，建屋の隣接効果を明らかにすることを目的とし

た「原子炉建屋の隣接効果試験 1）」（以下「NUPEC 試験」という。）の一環として，原子

炉施設の実際の建屋配置状況に則して実地盤上に建設された鉄筋コンクリート製試験体

を用いた検討が実施されている 2）。この試験では，地盤及び試験体に設置された加速度

計により地震観測を実施し，建屋が隣接状態にある場合の振動性状について検討が実施

されている。ここでは，地震観測に基づく検討結果から隣接効果が建屋応答に及ぼす影

響について検討する。 

 

試験概要 

「NUPEC 試験」の中では，原子炉建屋に対して，原子炉建屋あるいは制御建屋

等の振動特性が同種の建屋が隣接する場合について，検討を実施している。ここ

では，その検討結果を示す。 

試験においては，単独で設置された建屋試験体及び同種 2 棟の建屋を隣接させ

た試験体（以下「試験体（単独）」及び「試験体（同種 2 棟隣接）」という。）を

用いて，地震観測が実施されている。 

試験体（単独）（AA 建屋）及び試験体（同種 2 棟隣接）（BAS 建屋及び BAN 建

屋）の各建屋は，8m×8m のほぼ正方形の平面を成し，基礎下端から建屋頂部ま

での高さは 10.5m である。埋込みの有無が隣接効果に及ぼす影響を把握するため，

埋込みのない状態で試験が開始されており，後に試験体下部 5m を埋込んだ状態

で地震観測が実施されている。地盤及び建屋各部には加速度計が配置されており，

自由地盤及び建屋の応答加速度が計測されている。 

試験体の概要を図 2－1 に，試験体配置図を図 2－2 に，試験体建屋諸元を図 2

－3 に，試験体内の加速度計配置図を図 2－4 に，検討ケースを表 2－1 にそれぞ

れ示す。 
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  （単独） （同種 2 棟隣接） 

図 2－1 試験体の概要 1） 

 

 

図 2－2 試験体の配置図 1） 
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図 2－3 試験体建屋諸元 1） 

 

 

 

注：AA 試験体内の加速度計も，上記試験体の配置に準ずる。 

 

図 2－4 試験体内の加速度計配置図（BAS，BAN 試験体） 1） 
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表 2－1 検討ケース 

試験体 埋込み無し 埋込み有り 

単独 

  

同種 2 棟隣接 

  

 

  

S N S N

S N S N
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地盤物性 

試験体設置地盤の概要を表 2－2 及び図 2－5 に示す。表 2－2 中の①～⑦層は

埋込み無しと，埋込み有りの試験体に共通で，⑧～⑫層は埋め戻し土のため，埋

込み有りの試験にのみ適用される。 

 

 

表 2－2 地盤物性値 1） 
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図 2－5 地盤層番号図 1） 
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地震観測記録 

本検討に使用した地震観測記録（観測番号：No.157，No.164）の概要を表 2－

3 に示す。観測記録 No.157 は，試験体の建屋下部を埋め込んでいない状態のと

きの観測記録であり，観測記録 No.164 は，埋め込んだ状態のときの観測記録で

ある。 

また，図 2－6 に自由地盤（GL. －3.0m）の加速度時刻歴波形及びフーリエス

ペクトルを示す。両地震ともに震央位置及び震源深さが近接し，観測波形の形状

は類似している。鈴木ら 2）は，表層ではスペクトルに見られる明瞭なピークか

ら，水平の 1 次卓越振動数は 6Hz 前後としており，これは表層地盤の卓越振動数

に対応するものと考察している。 

 

表 2－3 地震観測記録 2） 

観測 

番号 
観測日 Ｍ 震央 

震央距離 

（km） 

震源距離 

（km） 

No.157 H10.1.31 5.1 青森県東方沖 66 89 

No.164 H10.11.7 4.6 浦賀沖 71 95 

 

 

図 2－6 地震観測記録の自由地盤での加速度時刻歴波形及びフーリエスペクトル 2）  
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建屋応答の比較 

鈴木ら 2）は，表 2－3 の観測記録による試験体（単独）及び試験体（同種 2 棟

隣接）の水平方向の最大加速度は，試験体の建屋下部を埋め込まない状態で計測

した観測記録 No.157 の場合，両試験体の観測結果に明瞭な差が認められないと

考察している。 

一方，試験体の建屋下部を埋め込んだ状態で計測した観測記録 No.164 の場合，

NS 方向，EW 方向ともに隣接配置された試験体（同種 2 棟隣接）の最大加速度が

単独に比べ小さくなり，建屋が隣接する方向（NS 方向）では単独に比べ，80%～

90%程度，建屋隣接方向に直交する方向（EW 方向)では，70%前後の低下率になる

と考察している。 

また，両地震による建屋頂部での加速度記録のフーリエスペクトルを図 2－7

のとおり整理し，単独と同種 2 棟隣接の比較において，埋込み無しの状態では水

平，上下ともに類似のスペクトル形状であるのに対し，埋込み有りの状態では同

種 2 棟隣接の方が水平方向のピーク振幅が明らかに低下する傾向が見られると考

察している。 

 

 

（a）埋込み無し（No.157） （b）埋込み有り（No.164） 

図 2－7 建屋観測結果の比較（単独と同種 2 棟隣接） 2） 

  



 

11 

 

検討結果 

「NUPEC 試験」の一環として実地盤上に建設された鉄筋コンクリート製試験体

における地震観測による検討について，単独で設置された建屋試験体と同種 2 棟

の建屋を隣接させた試験体の建屋応答の比較をまとめたものを表 2－4 に示す。 

建屋が隣接する場合の地震応答は，単独の場合と比較してほぼ同等又は低減さ

れる傾向となることが確認されている。 

また，本検討では，平成 6 年度から平成 13 年度までの 8 年間にわたる「NUPEC

試験」結果の一例を示したが，一連の試験の中では，ほかに試験体（単独）と試

験体（異種 2 棟隣接）の地震観測，起振試験及び室内試験，並びにそれらの確認

シミュレーションを通して，様々な条件下における隣接効果について検討が実施

されている。これらの検討により，隣接効果は，隣接する建屋が，建屋と地盤と

の相互作用である「地盤ばね」及び「基礎入力動」に与える影響によるものであ

ることが確認されている。 

更に，隣接効果による建屋応答の性状変化は，建屋条件により固有のものとな

ることが明らかにされているが，定性的には，建屋が隣接した状態と単独の状態

を比較した場合,隣接した状態の方が建屋応答が低減される傾向にあることが確

認されている。 

 

表 2－4 建屋応答の比較 

 

試験体（単独）と試験体（同種 2 棟隣接） 

建屋並び方向 

（NS 方向） 

建屋の並びに直角な方向 

（EW 方向） 

埋込み無し ほぼ同等 ほぼ同等 

埋込み有り 
単独に比べ，同種 2 棟隣接は 

80%～90%程度の低下 

単独に比べ，同種 2 棟隣接は 

70%前後の低下 
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 2.2 3 次元 FEM モデルを用いた検討 

中村ら 3）は隣接建屋が建屋応答に与える影響を把握するため，3 次元 FEM モデルを

用いた検討を実施している。 

 

検討概要 

本検討では，図 2－8 に示すような隣接建屋（原子炉補助建屋（A/B））を考慮

しないモデルと隣接建屋を考慮したモデルの 2 種類の 3 次元 FEM モデルを構築し

評価対象である原子炉建屋（R/B）の基礎底面における地盤インピーダンス＊及

び基礎入力動の加速度応答スペクトルを比較することで，隣接建屋が地震応答解

析に用いる建屋－地盤連成モデル及び入力地震動に与える影響を確認している。 

なお，本検討は Vs＝1650 m/s の硬質な岩盤に直接支持される原子力施設を対

象に実施されている。 

 

注記＊：地盤－建物間の相互作用を考慮した，基礎底面における動的地盤ばね

（剛性と減衰）であり，振動数依存性を有する複素数となる。（図 2－9） 
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（a）隣接建屋非考慮 

 

 

（b）隣接建屋考慮 

図 2－8 3 次元 FEM モデル 3） 

 

 

 

RK（ω）：実数部， IK（ω）：虚数部 

図 2－9 地盤ばねの近似 

  

RK(ω)

IK(ω)

地盤ばね

振動数(ω)
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地盤のモデル化 

本検討で使用する地盤 FEM モデルの形状を図 2－10 に示す。地盤はソリッド要

素でモデル化されている。地盤は硬質で一様な物性の岩盤とし，本検討で想定す

る地震動に対して弾性状態と考えられることから，線形材料とされている。地盤

物性を表 2－5 に示す。 

地盤の境界条件については，底面及び側面ともに粘性境界とされている。この

とき，粘性境界付近での解析精度の低下が，評価対象である R/B の基礎底面の応

答に与える影響を低減させるために，評価対象である R/B の基礎底面に比べて地

盤 FEM モデルの平面サイズを十分に大きく設定されている（約 5～6 倍）。 

 

 

 

図 2－10 地盤 FEM モデル 3） 

 

 

表 2－5 地盤物性一覧 3） 

せん断波速度 

Vs（m/s） 

ポアソン比 

ν 

減衰定数 

ｈ（%） 

単位体積重量 

γ（t/m3） 

1650 0.40 3.0 2.6 
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隣接建屋のモデル化 

本検討で使用されている隣接建屋（原子炉補助建屋（A/B））のモデル形状を図

2－11 に，隣接建屋の各部材のモデル化について表 2－6 に示す。なお，A/B の基

礎浮上りは考慮されていない。 

 

 

図 2－11 隣接建屋（原子炉補助建屋（A/B））のモデル形状図 3） 

 

 

表 2－6 原子炉補助建屋（A/B）の各部材のモデル化について 

名称 部材 構成要素 

原子炉補助建屋 

（A/B） 

壁 積層シェル要素 

スラブ 線形シェル要素 

鉄骨部 
梁要素 

トラス要素 
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検討用地震動及び解析条件 

検討用地震動として，水平最大加速度 750 Gal の模擬地震動（図 2－12）が用

いられており，入力にあたっては，地盤 FEM モデル（隣接建屋無し）の R/B 基礎

底面位置の応答が検討用地震動と等価となるような補正波を作成し，地盤 FEM モ

デル底面に入力されている。 

 

 

 

図 2－12 検討用地震動 3） 
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検討結果 

   (1) 地盤インピーダンス（動的地盤ばね）の比較 

検討では解析モデル間の地盤インピーダンス（動的地盤ばね）の比較が行われ

ている。解析モデルは図 2－8 に示したモデルであり，隣接建屋を考慮しないモ

デルを Case2，隣接建屋を考慮するモデルを Case3 と呼称されている。検討は，

水平（EW），鉛直（UD）及び回転（NS 方向周り）の 3 成分について行われている。

インピーダンス算定においては，R/B の基礎底面位置の地盤表面を剛とし，イン

パルス加振が行われている。インパルス加振の時刻歴波と剛板の応答変位時刻歴

波をフーリエ変換し，振動数領域で除算を行うことにより，地盤インピーダンス

が算定されている。 

図 2－13 に入力成分ごとの各ケースの地盤インピーダンスの比較を示す。

Case2 及び Case3 の地盤インピーダンスは，8 Hz 近傍で隣接建屋（原子炉補助建

屋（A/B））の固有振動数の影響と考えられる励起が見られ，8 Hz 以上で若干差

異が見られるが，全体としては良く対応しており，地盤インピーダンス（動的地

盤ばね）における隣接建屋の影響は比較的小さいと言えると考察している。 
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   ：比較するケースを示す。 

（Case2：隣接建屋を考慮しない，Case3：隣接建屋を考慮する） 

図 2－13 地盤インピーダンスの比較 3） 
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   (2) 基礎入力動の加速度応答スペクトルの比較 

検討では，検討用地震動による基礎入力動の評価が行われている。基礎入力動

は，図 2－8 に示したモデルにおいて R/B の基礎底面に入力される地震動として

定義されている。 

図 2－10 の地盤 FEM モデルの底面から，「2.2.4 検討用地震動及び解析条件」

の補正波を入力し，R/B の基礎底面位置の応答が比較されている。検討において

設定されている解析ケースを表 2－7 に示す。水平単独入力と水平鉛直同時入力

でケース分けされている。 

基礎底面位置における最大加速度の比較を表 2－8 に，加速度応答スペクトル

の比較を図 2－14 に示す。 

検討では，比較の結果，水平・鉛直ともに Case2 と Case3 の差異は小さく，隣

接建屋による基礎入力動への影響は小さいといえると考察している。 

 

 

表 2－7 解析ケース 

ケース名＊1 隣接建屋考慮の有無 入力地震＊2 

Case2-H 無し H 

Case3-H 有り H 

Case2-HV 無し H＋V 

Case3-HV 有り H＋V 

注記＊1 ：隣接建屋の検討に用いているケースを示す。 

    ＊2 ：H は水平単独入力，H＋V は水平鉛直同時入力を意味する。 
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表 2－8 基礎底面位置における最大加速度（cm/s2） 

ケース名 水平加速度 鉛直加速度 

Case2-H 609 － 

Case3-H 601 － 

Case2-HV 621 454 

Case3-HV 618 448 

 

 

 

 

図 2－14 基礎底面位置の加速度応答スペクトルの比較（h＝1%）3） 
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 2.3 既往の知見に基づく検討のまとめ 

既往の知見に基づく検討（「2.1 既往の文献に基づく検討」及び「2.2 3 次元 FEM

モデルを用いた検討」）結果より，一般論として隣接建屋が建屋応答に与える影響が

小さいことを確認した。 

「2.1 既往の文献に基づく検討」は今回の検討とは隣接する各建屋の配置状況，

建屋重量及び基礎形状などの条件が異なることから，隣接影響効果を単純に比較でき

ないため，本章は参考として記載している。 

「2.2 3 次元 FEM モデルを用いた検討」では，隣接建屋が建屋応答に与える影響

は少ないが，隣接建屋の固有振動数の影響で地盤インピーダンスに励起が見られた。

この文献 3）の結びにも記載されているが，Vs＝1650 m/s の硬質な岩盤に直接支持さ

れる原子力施設といった，極めて限定された解析条件での結果であり，柏崎刈羽原子

力発電所 第 7 号機における軟岩サイトでは検討条件が異なるため，文献 3）の結果

同様，隣接影響が小さくなるとは限らない。 

 

次章では，柏崎刈羽原子力発電所 第 7 号機の詳細検討を実施することで隣接建屋

が建物・構築物の耐震評価に与える影響を詳細に確認する。 
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3. 柏崎刈羽原子力発電所 第 7 号機における隣接建屋の影響検討 

 3.1 建物・構築物への影響検討 

検討概要 

本検討では，柏崎刈羽原子力発電所 第 7 号機の工事計画認可申請対象である

建物・構築物のうち，原子炉建屋，コントロール建屋，タービン建屋及び廃棄物

処理建屋について，実際の建屋配置状況に則して各建屋を配置する場合と各建屋

を単独でモデル化する場合の地震応答解析を実施し，両者の建屋応答を比較する

ことで隣接建屋が建物・構築物の耐震評価に与える影響を確認する。 

検討に当たっては，Ⅴ-2-2-別添 2-1「隣接建屋による影響を考慮した地震応

答計算及び建物・構築物の耐震性についての計算書」同様に，解析コード「ＮＡ

ＰＩＳＯＳ」を用いる。モデル化対象建屋の配置を図 3－1 に示す。柏崎刈羽原

子力発電所 第 7 号機は 6 号機と隣接しているため，6 号機原子炉建屋及び 6 号

機タービン建屋をモデル化対象建屋に含む。なお，6 号機原子炉建屋及び 6 号機

タービン建屋の解析モデル諸元については，形状等を考慮して 7 号機と同様の方

針で設定している。 

 

 

【建物・構築物】 

 K7R/B：7 号機原子炉建屋 

 C/B ：コントロール建屋 

 K7T/B：7 号機タービン建屋 

 Rw/B ：廃棄物処理建屋 

 K6R/B：6 号機原子炉建屋 

 K6T/B：6 号機タービン建屋 

 

図 3－1 モデル化対象建屋の配置 
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解析ケース 

本検討における解析ケースの一覧を表 3－1 に示す。解析ケース「ALL」につい

ては，7 号機原子炉建屋（以下「K7R/B」という。），コントロール建屋（以下

「C/B」という。），7 号機タービン建屋（以下「K7T/B」という。），廃棄物処理建

屋（以下「Rw/B」という。），6 号機原子炉建屋（以下「K6R/B」という。），6 号機

タービン建屋（以下「K6T/B」という。）及び建屋周辺のマンメイドロック，地盤

改良をモデル化して解析を実施する。解析ケース「S1」～「S4」については，

K7R/B，C/B，K7T/B 及び Rw/B を単独でモデル化して解析を実施する。 

図 3－2～図 3－6 に各解析モデルの概要を示す。各解析モデルは，ソリッド要

素でモデル化した地盤上に，各建屋を質点系モデルとしてモデル化する。解析は

線形とし，時刻歴応答解析を実施する。 

検討は，各ケースそれぞれについて水平（NS 方向，EW 方向）2 成分について

行う。 

 

表 3－1 解析ケース一覧 

解析 

ケース 
モデル化する建屋 

ALL 

K7R/B 

C/B 

K7T/B 

Rw/B 

K6R/B 

K6T/B 

S1 K7R/B 

S2 C/B 

S3 K7T/B 

S4 Rw/B 
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注：東京湾平均海面（以下「T.M.S.L.」という。）  

（a）鳥観図：全体図 

 

 

（b）鳥観図：建屋部分拡大図 

図 3－2 解析モデルの概要：解析ケース ALL 

  

470.0m
287.6m

167.0m

▽T.M.S.L.－155.0m

表層1

表層2

古安田層 古安田層

西山層1

西山層2

西山層3

西山層4

マンメイドロック マンメイドロック

地盤改良体 地盤改良体

埋戻土層1

埋戻土層2

埋戻土層3

埋戻土層4

新期砂層

西山層

埋戻土層

■ 表層1
■ 表層2
■ 古安田層
■ 西山層1
■ 西山層2
■ 西山層3
■ 西山層4
■ 側面MMR
■ 地盤改良
■ 埋戻土層1
■ 埋戻土層2
■ 埋戻土層3
■ 埋戻土層4
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図 3－3 解析モデルの概要：解析ケース S1（K7R/B 単独） 

 

 

 

図 3－4 解析モデルの概要：解析ケース S2（C/B 単独） 
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図 3－5 解析モデルの概要：解析ケース S3（K7T/B 単独） 

 

 

 

図 3－6 解析モデルの概要：解析ケース S4（Rw/B 単独） 
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建屋のモデル化 

建屋モデルは，柏崎刈羽原子力発電所 第 7 号機の各地震応答計算書（Ⅴ-2-

2-1「原子炉建屋の地震応答計算書」，Ⅴ-2-2-9「コントロール建屋の地震応答計

算書」，Ⅴ-2-2-5「タービン建屋の地震応答計算書」及びⅤ-2-2-11「廃棄物処

理建屋の地震応答計算書」）に記載のモデルの諸元に基づく。なお，タービン建

屋については図 3－10 に示すモデル（隣接影響評価用に質点を単軸に集約したモ

デル）及び表 3－4 に示すモデル諸元とする。ただし，「3.1.5 検討用地震動」

に示す入力レベルでは建屋はほぼ弾性状態と考えられることから，部材の非線形

特性は考慮しない。 

各モデルは基礎の中心に各建屋モデルを配置する。 

各建屋の解析モデルの基礎寸法を，全体配置とともに図 3－7 に示す。 

図 3－8～図 3－11 に各建屋の建屋モデル図を，表 3－2～表 3－5 にモデル諸元

を示す。 
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図 3－7 各建屋の解析モデルの基礎寸法及び全体配置図 （単位：m） 
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注記＊：原子炉格納容器コンクリート部（以下「RCCV」という。）回転ばね 

 

（a）NS 方向              （b）EW 方向 

 図 3－8 K7R/B の建屋モデル 
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表 3－2 K7R/B の建屋モデル諸元 

（a）NS 方向 

 

 

（b）EW 方向 

 

  

質点
番号

質点重量
Ｗ (kN)

回転慣性重量
ＩＧ

(×105kN･m2)

部材
番号

せん断
断面積

Ａｓ (m
2)

断面二次
モーメント

Ｉ (m4)

質点
番号

質点重量
Ｗ (kN)

回転慣性重量
ＩＧ

(×105kN･m2)

部材
番号

せん断
断面積

Ａｓ (m
2)

断面二次
モーメント

Ｉ (m4)

1 39490    70.6    

1 41.0    13700    

2 80520    410.9    

2 83.0    51100    

3 84470    473.7    11 91400    32.4    

3 188.0    70600    11 119.6    7200     

4 84770    293.2    12 155040    371.7    

4 132.5    69000    12 113.0    23300     

5 55380    198.1    13 102870    305.0    

5 149.4    84700    13 137.6    23500     

6 81140    289.3    14 199270    408.9    

6 180.5    105000    14 139.2    23400     

7 80120    296.2    15 124050    387.4    

7 183.2    112800    15 132.4    23600     

8 81300    298.1    16 136800    369.7    

8 223.5    119000    16 186.4    29600     

9 342450    945.4    

9 3373.4    900600    

10 216040    581.5    

①建屋部 ②基礎スラブ

ヤング係数Ｅ 2.88×104（N/mm2） ヤング係数Ｅ 2.79×104（N/mm2）

せん断弾性係数Ｇ 1.20×104（N/mm2） せん断弾性係数Ｇ 1.16×104（N/mm2）

ポアソン比ν 0.20 ポアソン比ν 0.20

減衰定数ｈ  5% 減衰定数ｈ  5%

基礎形状  56.6m(NS方向)×59.6m(EW方向)

 ×5.5m（厚さ）

合計 1955110    

質点
番号

質点重量
Ｗ (kN)

回転慣性重量
ＩＧ

(×105kN･m2)

部材
番号

せん断
断面積

Ａｓ (m
2)

断面二次
モーメント

Ｉ (m4)

質点
番号

質点重量
Ｗ (kN)

回転慣性重量
ＩＧ

(×105kN･m2)

部材
番号

せん断
断面積

Ａｓ (m
2)

断面二次
モーメント

Ｉ (m4)

1 39490    147.1    

1 54.7    30000    

2 80520    300.1    

2 122.9    62600    

3 89570    299.1    11 86300    267.7    

3 172.7    87900    11 219.0    6700     

4 67270    275.6    12 172540    474.6    

4 131.8    81900    12 222.8    23300     

5 50210    210.8    13 108040    340.3    

5 166.7    92800    13 207.4    23100     

6 78630    320.7    14 201780    453.1    

6 179.3    114600    14 152.1    23400     

7 76690    316.8    15 127480    432.5    

7 211.5    124000    15 180.1    21200     

8 79240    324.6    16 138860    409.9    

8 259.5    131000    16 164.4    23800     

9 342450    1039.5    

9 3373.4    998600    

10 216040    644.3    

①建屋部 ②基礎スラブ

ヤング係数Ｅ 2.88×104（N/mm2） ヤング係数Ｅ 2.79×104（N/mm2）

せん断弾性係数Ｇ 1.20×104（N/mm2） せん断弾性係数Ｇ 1.16×104（N/mm2）

ポアソン比ν 0.20 ポアソン比ν 0.20

減衰定数ｈ  5% 減衰定数ｈ  5%
回転ばねＫθ1 1.97×1010（kN･m/rad） 基礎形状  56.6m(NS方向)×59.6m(EW方向)

 ×5.5m（厚さ）

合計 1955110    
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 図 3－9 C/B の建屋モデル 
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表 3－3 C/B の建屋モデル諸元（1/2） 

（a）NS 方向 
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表 3－3 C/B の建屋モデル諸元（2/2） 

（b）EW 方向 
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 図 3－10 K7T/B の建屋モデル 
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表 3－4 K7T/B の建屋モデル諸元 

（a）NS 方向 

 

 

（b）EW 方向 

 

 

  

重量
回転慣性

重量
せん断
断面積

断面二次
モーメント

重量
回転慣性

重量
せん断
断面積

断面二次
モーメント

（kN) （×102kN・m2) (m2) (m4) （kN) （×102kN・m2) (m2) (m4)

-

10 264930 1487022.0

  10.2 -
7 370000 1317975.0

 645.1 307900
8 264280 1406166.0

6 376070 1108838.0 12  70210 -
 530.0 256600

 665.8 317200
9 494300 3783700.0

7954.0

103470 -
 319.6 154600   13.9 -

 329.1 134600
5 284230  738323.0 11

質点
番号

質点
番号

1  55140   31293.0
    6.70 -

2  52320   11346.0
    8.50 -

3 156500  107098.0
 300.6 149000

4  64580  688946.0

重量
回転慣性

重量
せん断
断面積

断面二次
モーメント

重量
回転慣性

重量
せん断
断面積

断面二次
モーメント

（kN) （×102kN・m2) (m2) (m4) （kN) （×102kN・m2) (m2) (m4)

-

10 264930 2079794.0

  11.4 -
7 370000 1212837.0

 555.8 154800
8 264280  773715.0

6 376070  826798.0 12  70210 -
 471.3 142200

 650.6 159000
9 494300 5278312.0

7954.0

103470 -
 346.3  81600   25.3 -

 238.2  30100
5 284230  253169.0 11

質点
番号

質点
番号

1  55140   22398.0
    4.51 -

2  52320   21329.0
    5.87 -

3 156500   48495.0
 207.2  17100

4  64580   14357.0

①コンクリート部　建屋

ヤング係数 Ec 2.88×107(kN/m2)

せん断弾性係数 G 1.20×107(kN/m2)
ポアソン比 ν 0.20

減衰 ｈ 5%
②コンクリート部　基礎スラブ

ヤング係数 Ec 2.79×107(kN/m2)

せん断弾性係数 G 1.16×107(kN/m2)
ポアソン比 ν 0.20

減衰 ｈ 5%
③鉄骨部　建屋（30.9mより上部（設計時RC等価））

ヤング係数 Es 2.65×107(kN/m2)

せん断弾性係数 G 1.13×107(kN/m2)
ポアソン比 ν 0.167

減衰 ｈ 2%
基礎形状
　97.0m（NS方向）×82.0m（EW方向）×2.0m又は2.8m（厚さ）
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（a）NS 方向              （b）EW 方向 

 

 

 図 3－11 Rw/B の建屋モデル 
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表 3－5 Rw/B の建屋モデル諸元（1/2） 

（a）NS 方向 

 

（ⅰ）重量・回転慣性重量 

 

 

（ⅱ）せん断断面積・断面二次モーメント

  

10 11
24620 8400
3.1 1.1
9

21950
2.7
7

33800
4.0

8
19940
2.3

回転慣性重量（×106kN・m2)
-8.6

1
76880
8.2

質点番号

重量(kN)

-1.1
3

209330
23.0

-6.1
2

138300
15.7

12.3
5

167720
19.3

6.5
4

185670
21.7

30.4 －

20.4
6

125570
15.4

T.M.S.L.
(m)

建屋

44.3

36.7

－

30.9

1 2
0.31 ①コンクリート部　建屋
－ ヤング係数Ｅ 2.88 ×104 (N/mm2)

3 せん断弾性係数Ｇ 1.20 ×104 (N/mm2)

0.55 ポアソン比ν 0.20

－ 減衰定数ｈ 5%

4 ②コンクリート部　基礎スラブ
ヤング係数Ｅ 2.79 ×104 (N/mm2)

せん断弾性係数Ｇ 1.16 ×104 (N/mm2)

5 ポアソン比ν 0.20

35.8 減衰定数ｈ 5%

4230 ③鉄骨部
ヤング係数Ｅ 2.05 ×105 (N/mm2)

せん断弾性係数Ｇ 7.90 ×104 (N/mm2)

ポアソン比ν 0.30

減衰定数ｈ 2%

基礎形状 35.8m(NS方向)×73.0m(EW方向)×2.5m(厚さ)

K2 ：屋根トラス部せん断ばね2.96×105 (kN/m)

Kr2：屋根トラス端部回転拘束ばね(G通り)1.71×107 (kN･m/rad)

Kr3：屋根トラス端部回転拘束ばね(C通り)1.15×107 (kN･m/rad)

部材番号

せん断断面積(m2)

断面二次モーメント(m4)

-1.1
9

301.3
50620

-6.1
10

2613.4
279100

建屋

44.3

36.7

30.9

0.19

－
36.5

12.3
7

271.4
44580

6.5
8

305.1
49890

30.4 4990

20.4
6

192.0
25540

T.M.S.L.
(m)
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表 3－5 Rw/B の建屋モデル諸元（2/2） 

（b）EW 方向 

 

（ⅰ）重量・回転慣性重量 

 

 

（ⅱ）せん断断面積・断面二次モーメント 

  

10 11

9
21950
0.6
7

33800
1.3

8
19940
0.2

T.M.S.L.
(m)

建屋

44.3 33020
0.4

36.7

－

30.9

30.4 －

20.4
6

125570
115.5

12.3
5

167720
67.4

6.5
4

185670
78.2

-1.1
3

209330
86.1

-6.1
2

138300
66.5

-8.6
1 質点番号

76880 重量(kN)

34.2 回転慣性重量（×106kN・m2)

1 2
0.40
－
3

0.49
－ ①コンクリート部　建屋
4 ヤング係数Ｅ 2.88 ×104 (N/mm2)

せん断弾性係数Ｇ 1.20 ×104 (N/mm2)

ポアソン比ν 0.20

5 減衰定数ｈ 5%

24.6 ②コンクリート部　基礎スラブ
541 ヤング係数Ｅ 2.79 ×104 (N/mm2)

せん断弾性係数Ｇ 1.16 ×104 (N/mm2)

ポアソン比ν 0.20

減衰定数ｈ 5%

③鉄骨部
ヤング係数Ｅ 2.05 ×105 (N/mm2)

せん断弾性係数Ｇ 7.90 ×104 (N/mm2)

ポアソン比ν 0.30

減衰定数ｈ 2%

基礎形状 35.8m(NS方向)×73.0m(EW方向)×2.5m(厚さ)

T.M.S.L.
(m)

建屋

44.3

0.03

36.7

－
30.9

47.9

12.3
7

329.8
163990

6.5
8

381.7
214550

30.4 1775

20.4
6

187.7
82380

部材番号

2613.4 せん断断面積(m2)

1160600 断面二次モーメント(m4)

-1.1
9

416.2
228710

-6.1
10
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地盤のモデル化 

地盤モデルを図 3－12 に示す。地盤はソリッド要素でモデル化する。NS 方向

470m，EW 方向 287.6m の領域をモデル化し，地盤モデル底面は解放基盤位置

（T.M.S.L. －155.0m）とする。 

弾性設計用地震動 Sd-1 における地盤物性を表 3－6～表 3－8 に示す。自然地盤

と埋戻土層の地盤物性は地盤のひずみ依存特性を考慮して求めた等価地盤物性値

を用いる。ひずみ依存特性については，Ⅴ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方

針」に基づく。マンメイドロックと地盤改良体の地盤物性は，本検討で想定する

地震動に対して弾性状態と考えられることから，線形材料とする。地盤の減衰は

レーリー型とし，各層の減衰定数において 1.0 Hz 及び 10.0 Hz を採用振動数と

する。 

地盤モデルの境界は，底面粘性境界，側面粘性境界かつ繰り返し境界とする。

このとき，粘性境界付近での解析精度の低下が評価対象である各建屋の基礎底面

の応答に与える影響を低減させるために，「原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥ

ＡＧ４６０１―1987（（社）日本電気協会）」を参考に評価対象である各建屋群の

包絡面積に比べて地盤 FEM モデルの平面サイズを十分に大きく設定している（約

2 倍以上）。 

建屋の基礎は剛体として考慮し，浮き上がりは考慮せず完全固着とし，鉛直自

由度を拘束し，基礎底面と支持基盤が同一に挙動するように結合する。また，建

屋側面と側面地盤間について，表層及び埋戻土層を除いた範囲で建屋質点と同じ

高さの地盤節点は剛接とし，地震応答解析モデルで側面水平地盤ばねが定義して

ある建屋については地盤の水平自由度を拘束し，側面回転地盤ばねが定義してあ

る建屋については地盤の鉛直自由度を拘束する。図 3－13 に建屋と地盤間の結合

イメージを示す。 
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（a）全体図 

 

 

 

（b）基礎底面部拡大図 

図 3－12 地盤モデル（ALL） 

  

470.0m
287.6m

167.0m

側面粘性境界

底面粘性境界

側面粘性境界
側面粘性境界

側面粘性境界

▽T.M.S.L.－155.0m

表層1

表層2

古安田層 古安田層

西山層1

西山層2

西山層3

西山層4

マンメイドロック マンメイドロック

地盤改良体 地盤改良体

埋戻土層1

埋戻土層2

埋戻土層3

埋戻土層4

新期砂層

西山層

埋戻土層

■ 表層1
■ 表層2
■ 古安田層
■ 西山層1
■ 西山層2
■ 西山層3
■ 西山層4
■ 側面MMR
■ 地盤改良
■ 埋戻土層1
■ 埋戻土層2
■ 埋戻土層3
■ 埋戻土層4
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表 3－6 地盤物性（自然地盤，Sd-1） 

 

 

 

表 3－7 地盤物性（埋戻土層，Sd-1） 

 

  

標高

T.M.S.L.
(m)

地層

せん断波

速度

Ｖｓ

(m/s)

単位体積
重量

γｔ

(kN/m3)

ポアソン比
ν

せん断
弾性係数

Ｇ

(×105kN/m2)

初期せん断
弾性係数

Ｇ0

(×105kN/m2)

剛性

低下率

Ｇ/Ｇ0

減衰

定数
(%)

+12.0 176 17.6 0.415 0.292 0.562 0.52 9 

+8.0 224 17.6 0.415 0.297 0.902 0.33 13 

+4.0 247 17.6 0.415 0.319 1.10  0.29 14 
+1.0

-2.7
263 17.6 0.415 0.362 1.25  0.29 14 

埋戻土層
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表 3－8 地盤物性（マンメイドロック，地盤改良体） 

 

 

 

（a）K7R/B 及び K7T/B の建屋側面と側面地盤間の結合イメージ 

 

（b）建屋と地盤間の結合イメージ 

図 3－13 建屋と地盤間の結合イメージ  

せん断波
速度

Ｖｓ

(m/s)

単位体積
重量

γｔ

(kN/m3)

ポアソン比
ν

せん断
弾性係数

Ｇ

(×105kN/m2)

減衰

定数
(%)

1040 17.2 0.360 19.1 2.00  

840 18.1 0.302 13.1 0.401 

地層

マンメイドロック

地盤改良体

表層1

表層2

古安田層 古安田層

西山層1

西山層2

西山層3

西山層4

マンメイドロック マンメイドロック

地盤改良体 地盤改良体

埋戻土層1

埋戻土層2

埋戻土層3

埋戻土層4

新期砂層

西山層

埋戻土層

■ 表層1
■ 表層2
■ 古安田層
■ 西山層1
■ 西山層2
■ 西山層3
■ 西山層4
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検討用地震動 

検討用地震動として，Ⅴ-2-1-2「基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄの

策定概要」に示す解放基盤表面レベルに想定する設計用模擬地震波のうち，全周

期帯の応答が大きく，耐震評価への影響も大きい弾性設計用地震動 Sd-1（水平

最大応答加速度－5.25m/s2，図 3－14）を代表波として影響検討を行う。K7R/B

の基礎下位置における自由地盤の応答が，弾性設計用地震動 Sd-1 が入射した時

の一次元波動論による応答計算と等価となるような補正波を作成し，地盤 FEM モ

デル底面に入力する。地盤応答解析には，Ⅴ-2-2-別添 2-1「隣接建屋による影

響を考慮した地震応答計算及び建物・構築物の耐震性についての計算書」同様に，

解析コード「ＳＨＡＫＥ」を用いる。 

 

 

 図 3－14 弾性設計用地震動 Sd-1H 
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○印は最大値発生時を示す。



 

44 

 

解析結果 

地震応答解析より得られた各建屋の最大応答値について，全建屋を考慮したケ

ース（ALL）と各建屋単独でモデル化したケース（S1～S4）の比較結果を図 3－

15～図 3－38 に示す。 

各建屋の最大応答値について確認した結果，応答倍率（隣接考慮／隣接非考慮）

は，K7R/B では 0.56（部材番号 8，EW 方向の曲げモーメント）～1.31（部材番号

5，EW 方向のせん断力），C/B では 0.55（部材番号 5，NS 方向の曲げモーメント）

～1.45（部材番号 1，NS 方向の曲げモーメント），K7T/B では 0.84（部材番号 1，

NS 方向の曲げモーメント）～1.15（部材番号 4，EW 方向のせん断力），Rw/B では

0.66（部材番号 2，NS 方向の曲げモーメント）～1.19（質点番号 10，NS 方向の

加速度）であり，応答が増幅又は減少する効果があることを確認した。以下に，

建屋ごとの傾向を示す。 

影響が見られる応答成分や方向に違いが見られることから，K7R/B，C/B，

K7T/B 及び Rw/B ではこれらの効果を個別に確認する。 
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   (1) 7 号機原子炉建屋の傾向 

7 号機原子炉建屋の加速度については，地上部（T.M.S.L. 12.3m）より上層に

おいて，隣接建屋を考慮した場合，応答が大きくなる傾向が見られる。せん断力

については，建屋下層（T.M.S.L. －1.7m 以下）において，応答が小さくなる傾

向が見られるものの，建屋中間層（T.M.S.L. 4.8m～T.M.S.L. 31.7m）では応答

が大きくなる傾向が見られる。曲げモーメントについては，建屋下層（T.M.S.L. 

－1.7m 以下）において，応答が小さくなる傾向が見られる。 

   (2) コントロール建屋の傾向 

コントロール建屋の加速度について，NS 方向では，全体的に応答が小さくな

る傾向が見られるものの，EW 方向では建屋上層（T.M.S.L. 12.3m 以上）の応答

が若干大きくなる傾向が見られる。せん断力及び曲げモーメントについては，建

屋下層（T.M.S.L. 1.0m 以下）において，応答が小さくなる傾向が見られる。 

   (3) 7 号機タービン建屋の傾向 

7号機タービン建屋の加速度については，建屋上層の鉄骨部（T.M.S.L. 30.90m

以上）において，隣接建屋を考慮した場合，応答が大きくなる傾向が見られる。

せん断力については，建屋下層（T.M.S.L. －1.10m 以下）において，応答が小

さくなる傾向が見られるものの，建屋中間層（ T.M.S.L. 4.90m～ T.M.S.L. 

30.90m）において，NS 方向は小さく，EW 方向は大きくなる傾向が見られる。曲

げモーメントについては，NS 方向では全体的に小さく，EW 方向では全体的に大

きくなる傾向が見られる。 

   (4) 廃棄物処理建屋の傾向 

廃棄物処理建屋の加速度については，建屋下層（T.M.S.L. 20.4m 以下）にお

いては，小さくなる傾向が見られるものの，建屋上層の鉄骨部（T.M.S.L. 30.9m

以上）において，一部応答が大きくなる傾向が見られる。せん断力については，

全体的に変動は小さいものの，一部応答が大きくなる傾向が見られる。 
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T.M.S.L.(m) 隣接非考慮 隣接考慮 比率

49.7 7.73 8.46 1.09

38.2 5.73 6.87 1.20

31.7 4.76 5.96 1.25

23.5 4.16 4.89 1.18

18.1 3.85 4.07 1.06

12.3 3.66 3.87 1.06

4.8 3.30 3.57 1.08

-1.7 3.04 3.34 1.10
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図 3－15 最大応答加速度の比較（K7R/B，NS 方向） 
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図 3－16 最大応答せん断力の比較（K7R/B，NS 方向） 
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図 3－17 最大応答曲げモーメントの比較（K7R/B，NS 方向） 
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図 3－18 最大応答加速度の比較（K7R/B，EW 方向） 
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図 3－19 最大応答せん断力の比較（K7R/B，EW 方向） 
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図 3－20 最大応答曲げモーメントの比較（K7R/B，EW 方向） 
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図 3－21 最大応答加速度の比較（C/B，NS 方向） 

 

 

 

図 3－22 最大応答せん断力の比較（C/B，NS 方向） 
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図 3－23 最大応答曲げモーメントの比較（C/B，NS 方向） 
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図 3－24 最大応答加速度の比較（C/B，EW 方向） 

 

 

 

図 3－25 最大応答せん断力の比較（C/B，EW 方向） 
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図 3－26 最大応答曲げモーメントの比較（C/B，EW 方向） 
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図 3－27 最大応答加速度の比較（K7T/B，NS 方向） 
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図 3－28 最大応答せん断力の比較（K7T/B，NS 方向） 
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図 3－29 最大応答曲げモーメントの比較（K7T/B，NS 方向） 
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図 3－30 最大応答加速度の比較（K7T/B，EW 方向） 
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図 3－31 最大応答せん断力の比較（K7T/B，EW 方向） 
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図 3－32 最大応答曲げモーメントの比較（K7T/B，EW 方向） 
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図 3－33 最大応答加速度の比較（Rw/B，NS 方向） 

  

T.M.S.L.(m)

44.3

36.7

30.9

20.4

44.3 

36.7 

30.9 

20.4 
0 10 20 30

ACC (m/s2)

隣接非考慮

隣接考慮

T.M.S.L. (m)

20.4 

12.3 

6.5 

-1.1 

-6.1 
0 10 20 30

ACC (m/s2)

隣接非考慮

隣接考慮

T.M.S.L. (m)

44.3 

30.4 

20.4 
0 10 20 30

ACC (m/s2)

隣接非考慮

隣接考慮

T.M.S.L. (m)

T.M.S.L.(m) 隣接非考慮 隣接考慮 比率 T.M.S.L.(m) 隣接非考慮 隣接考慮 比率

44.3 19.6  23.4  1.19 44.3 18.3  15.3  0.84

36.7 11.9  12.6  1.06

30.9 8.06 8.12 1.01

20.4 6.61 5.80 0.88 20.4 6.61 5.80 0.88

ACC (m/s2) ACC (m/s2)

T.M.S.L.(m) 隣接非考慮 隣接考慮 比率

20.4 6.61 5.80 0.88

12.3 5.46 4.65 0.85

6.5 4.78 4.10 0.86

-1.1 3.99 3.57 0.89

-6.1 3.45 3.42 0.99

ACC (m/s2)

30.4 8.48 7.35 0.87



 

63 

 

 

 

 

図 3－34 最大応答せん断力の比較（Rw/B，NS 方向） 
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図 3－35 最大応答曲げモーメントの比較（Rw/B，NS 方向） 
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図 3－36 最大応答加速度の比較（Rw/B，EW 方向） 
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図 3－37 最大応答せん断力の比較（Rw/B，EW 方向） 
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図 3－38 最大応答曲げモーメントの比較（Rw/B，EW 方向） 
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床応答スペクトル 

柏崎刈羽原子力発電所 第 7 号機の原子炉建屋，コントロール建屋，タービン

建屋及び廃棄物処理建屋について，隣接考慮モデル（ALL）と隣接非考慮モデル

（S1～S4）による床応答スペクトルの比較を行い，隣接影響について確認した。

図 3－39～図 3－46 に各建屋の隣接考慮モデルと隣接非考慮モデルによる床応答

スペクトルの比較結果（減衰定数 5.0%）を示す。 

図 3－43 及び図 3－44 に示すように建屋規模の大きい K7T/B では比較的隣接影

響は小さいが，各建屋で隣接非考慮モデルとは異なった応答が生じており，各建

屋において，隣接考慮モデルでは 6 棟連成の影響による応答性状となっている。 

図 3－40 に示す K7R/B の EW 方向については，加振方向に隣接する K7T/B の固

有周期付近で隣接影響と推測される応答増幅が伺える。また，図 3－45 に示す

Rw/B の NS 方向についても，加振方向に隣接する K7T/B の固有周期の隣接影響と

思われる応答が伺える。 
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：隣接非考慮        ：隣接考慮 

  

T.M.S.L. 49.7m T.M.S.L. 23.5m 

  

  

T.M.S.L. 38.2m T.M.S.L. 18.1m 

  

  

T.M.S.L. 31.7m T.M.S.L. 12.3m 

図 3－39 床応答スペクトルの比較（K7R/B，NS 方向，減衰定数 5.0%）(1/2) 
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：隣接非考慮        ：隣接考慮 
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T.M.S.L. -1.7m  
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図 3－39 床応答スペクトルの比較（K7R/B，NS 方向，減衰定数 5.0%）(2/2) 
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：隣接非考慮        ：隣接考慮 

  

T.M.S.L. 49.7m T.M.S.L. 23.5m 

  

  

T.M.S.L. 38.2m T.M.S.L. 18.1m 

  

  

T.M.S.L. 31.7m T.M.S.L. 12.3m 

図 3－40 床応答スペクトルの比較（K7R/B，EW 方向，減衰定数 5.0%）(1/2) 
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：隣接非考慮        ：隣接考慮 

 

 

T.M.S.L. 4.8m  

  

 

 

T.M.S.L. -1.7m  

  

 

 

T.M.S.L. -8.2m  

図 3－40 床応答スペクトルの比較（K7R/B，EW 方向，減衰定数 5.0%）(2/2) 
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：隣接非考慮        ：隣接考慮 

  

T.M.S.L. 24.1m T.M.S.L. 6.5m 

  

  

T.M.S.L. 17.3m T.M.S.L. 1.0m 

  

  

T.M.S.L. 12.3m T.M.S.L. -2.7m 

図 3－41 床応答スペクトルの比較（C/B，NS 方向，減衰定数 5.0%） 
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：隣接非考慮        ：隣接考慮 

  

T.M.S.L. 24.1m T.M.S.L. 6.5m 

  

  

T.M.S.L. 17.3m T.M.S.L. 1.0m 

  

  

T.M.S.L. 12.3m T.M.S.L. -2.7m 

図 3－42 床応答スペクトルの比較（C/B，EW 方向，減衰定数 5.0%） 
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：隣接非考慮        ：隣接考慮 

  

T.M.S.L. 44.30m T.M.S.L. 25.80m 

  

  

T.M.S.L. 38.60m T.M.S.L. 20.40m 

  

  

T.M.S.L. 30.90m T.M.S.L. 12.30m 

図 3－43 床応答スペクトルの比較（K7T/B，NS 方向，減衰定数 5.0%）(1/2) 
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：隣接非考慮        ：隣接考慮 

 

 

T.M.S.L. 4.90m  

  

 

 

T.M.S.L. -1.10m  

  

 

 

T.M.S.L. -5.10m  

図 3－43 床応答スペクトルの比較（K7T/B，NS 方向，減衰定数 5.0%）(2/2) 
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：隣接非考慮        ：隣接考慮 

  

T.M.S.L. 44.30m T.M.S.L. 25.80m 

  

  

T.M.S.L. 38.60m T.M.S.L. 20.40m 

  

  

T.M.S.L. 30.90m T.M.S.L. 12.30m 

図 3－44 床応答スペクトルの比較（K7T/B，EW 方向，減衰定数 5.0%）(1/2) 
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：隣接非考慮        ：隣接考慮 

 

 

T.M.S.L. 4.90m  

  

 

 

T.M.S.L. -1.10m  

  

 

 

T.M.S.L. -5.10m  

図 3－44 床応答スペクトルの比較（K7T/B，EW 方向，減衰定数 5.0%）(2/2) 
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：隣接非考慮        ：隣接考慮 

  

T.M.S.L. 44.3m(質点 10) T.M.S.L. 44.3m(質点 11) 

  

 

 

T.M.S.L. 36.7m  

  

  

T.M.S.L. 30.9m T.M.S.L. 30.4m 

図 3－45 床応答スペクトルの比較（Rw/B，NS 方向，減衰定数 5.0%）(1/2) 
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：隣接非考慮        ：隣接考慮 

   

T.M.S.L. 20.4m T.M.S.L. -1.1m 

  

   

T.M.S.L. 12.3m T.M.S.L. -6.1m 

  

 

 

T.M.S.L. 6.5m  

図 3－45 床応答スペクトルの比較（Rw/B，NS 方向，減衰定数 5.0%）(2/2) 
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：隣接非考慮        ：隣接考慮 

 

 

T.M.S.L. 44.3m(質点 10,11)  

  

 

 

T.M.S.L. 36.7m  

  

  

T.M.S.L. 30.9m T.M.S.L. 30.4m 

図 3－46 床応答スペクトルの比較（Rw/B，EW 方向，減衰定数 5.0%）(1/2) 
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：隣接非考慮        ：隣接考慮 
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図 3－46 床応答スペクトルの比較（Rw/B，EW 方向，減衰定数 5.0%）(2/2) 
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 3.2 機器への影響検討 

柏崎刈羽原子力発電所 第 7 号機の原子炉建屋，コントロール建屋，タービン建屋

及び廃棄物処理建屋について，「3.1.7 床応答スペクトル」に示すとおり，隣接考慮

モデルによる床応答スペクトルが隣接非考慮モデルによる床応答スペクトルより大き

くなる部分があるため，機器への影響検討を行い，機器の裕度を考慮すると耐震性へ

の影響が無いことを確認した。影響検討の詳細については，「別紙 4 機器への影響

検討」に示す。 
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4. まとめ 

 4.1 既往の知見に基づく検討結果 

「2.1 既往の文献に基づく検討」及び「2.2 3 次元 FEM モデルを用いた検討」に

より，以下の知見を得た。 

 

   (1) 既往の文献に基づく検討 

「NUPEC 試験」では，実地盤上に建設された鉄筋コンクリート製試験体におけ

る地震観測による検討において，同種 2 棟の建屋が隣接する場合の地震応答は，

単独の場合と比較してほぼ同等又は低減される傾向となることが確認されている。 

更に，同試験におけるその他各種試験結果から，隣接効果による建屋応答の性

状変化は，建屋条件により固有のものとなることが明らかにされているが，定性

的には，建屋が隣接した状態と単独の状態を比較した場合，隣接した状態の方が

建屋応答が低減される傾向にあることが確認されている。 

「NUPEC 試験」は今回の検討とは隣接する各建屋の配置状況，重量及び基礎形

状などの条件が異なることから，隣接影響効果を単純に比較できないため，

「NUPEC 試験」は参考として記載している。 

 

   (2) 3 次元 FEM モデルを用いた検討 

3 次元 FEM モデルを用いた検討により，硬質岩盤においては，隣接建屋が地震

応答解析に用いる建屋－地盤連成モデル及び入力地震動に与える影響が小さいこ

とを確認することで，隣接建屋が検討対象建屋の建屋応答に与える影響が小さい

ことを確認した。 

一方で，隣接建屋が建屋応答に与える影響は少ないが，隣接建屋の固有振動数

の影響で地盤インピーダンスに励起が見られた。この文献 3）の結びにも記載さ

れているが，Vs＝1650 m/sの硬質な岩盤に直接支持される原子力施設といった，

極めて限定された解析条件での結果であり，柏崎刈羽原子力発電所 第 7 号機に

おける軟岩サイトでは検討条件が異なるため，文献 3）の結果同様，隣接影響が

小さくなるとは限らない。 
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 4.2 柏崎刈羽原子力発電所 第 7 号機における隣接建屋の影響検討結果 

建物・構築物への影響 

柏崎刈羽原子力発電所 第 7 号機の工事計画認可申請対象である建物・構築物

のうち，原子炉建屋，コントロール建屋，タービン建屋及び廃棄物処理建屋につ

いて，実際の建屋配置状況に則して各建屋を配置する場合と各建屋を単独でモデ

ル化する場合の地震応答解析を実施し，両者の建屋応答を比較した。 

各建屋の最大応答値について確認した結果，応答倍率（隣接考慮／隣接非考慮）

は，K7R/B では 0.56（部材番号 8，EW 方向の曲げモーメント）～1.31（部材番号

5，EW 方向のせん断力），C/B では 0.55（部材番号 5，NS 方向の曲げモーメント）

～1.45（部材番号 1，NS 方向の曲げモーメント），K7T/B では 0.84（部材番号 1，

NS 方向の曲げモーメント）～1.15（部材番号 4，EW 方向のせん断力），Rw/B では

0.66（部材番号 2，NS 方向の曲げモーメント）～1.19（質点番号 10，NS 方向の

加速度）であり，応答が増幅又は減少する効果があることを確認した。影響が見

られる応答成分や方向に違いが見られることから，K7R/B，C/B，K7T/B 及び Rw/B

ではこれらの効果を個別に確認する。別紙 2 では建物・構築物の応答増幅の評価

結果を，別紙 3 では建物・構築物のうち，水密扉等付帯設備の応答増幅の評価結

果を示す。 

 

機器への影響 

柏崎刈羽原子力発電所 第 7 号機の工事計画認可申請対象である建物・構築物

のうち，原子炉建屋，コントロール建屋，タービン建屋及び廃棄物処理建屋につ

いて，実際の建屋配置状況に則して各建屋を配置する場合と各建屋を単独でモデ

ル化する場合の地震応答解析を実施し，両者の建屋応答を比較した。 

隣接考慮モデルによる床応答スペクトルが隣接非考慮モデルによる床応答スペ

クトルより大きくなる部分があるため，機器への影響検討を行い，機器の裕度を

考慮すると耐震性への影響が無いことを確認した。 
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1. 建屋構造特性の整理 

柏崎刈羽原子力発電所 第 7 号機の工事計画認可申請対象である 7 号機原子炉建屋，

コントロール建屋，7 号機タービン建屋及び廃棄物処理建屋の構造特性を整理した結果

を表 1－1（1/2）に示す。また，6 号機の工事計画認可申請対象である 6 号機原子炉建

屋及び 6 号機タービン建屋についても，6 棟連成の解析モデル（解析ケース ALL）に考

慮していることから，構造特性を整理した結果を表 1－1（2/2）に示す。 

 

表 1－1 建屋構造特性整理表（1/2） 

 
7 号機原子炉

建屋 

コントロール 

建屋 

7 号機タービン 

建屋 

廃棄物処理 

建屋 

基礎スラブ 

幅（m） 

（NS）×（EW） 

56.6×59.6 42.0×59.0 97.0×82.0 35.8×73.0 

重量 

（kN） 

基礎 

スラブ 
 558490 205980  759230  215180 

建屋 1396620 450420 1796800  797000 

基礎 

スラブ 

＋ 

建屋 

1955110 656400 2556030 1012180 

1 次固有 

振動数＊1 

（Hz） 

NS     2.28    3.85    2.74    2.54 

EW     2.33    4.08    2.56    2.94 

質点高さ 

T.M.S.L. 

（m）＊2 

上端   49.7  24.1  44.3  44.3 

下端 －13.7 －5.5 －7.9 －8.6 

注記＊1 ：基準地震動 Ss-1 入力の SR モデル解析時の値。 

＊2 ：東京湾平均海面（以下「T.M.S.L.」という。） 

  



 

別紙 1-2 

 

表 1－1 建屋構造特性整理表（2/2） 

 
6 号機原子炉

建屋 

6 号機タービン 

建屋 

基礎スラブ 

幅（m） 

（NS）×（EW） 

56.6×59.6 97.0×82.0 

重量 

（kN） 

基礎 

スラブ 
 556720  757160 

建屋 1400020 1793070 

基礎 

スラブ 

＋ 

建屋 

1956740 2550230 

1 次固有 

振動数＊ 

（Hz） 

NS 2.27 2.78 

EW 2.33 2.56 

質点高さ 

T.M.S.L. 

（m） 

上端   49.7  44.3 

下端 －13.7 －7.9 

     注記＊：基準地震動 Ss-1 入力の SR モデル解析時の値。 
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1. 概要 

本資料は，隣接建屋の影響として，耐震評価を実施している躯体関係の応答増幅の影

響検討を行うものである。 

 

2. 検討方針 

検討対象を表 2－1 に示す。隣接建屋を考慮した応答倍率（隣接考慮／隣接非考慮）

と，各検討対象の評価結果より影響検討を行う。7 号機原子炉建屋（以下「K7R/B」と

いう。）の建屋モデル及び隣接応答倍率を図 2－1 及び図 2－2～図 2－5 に，コントロー

ル建屋（以下「C/B」という。）の建屋モデル及び隣接応答倍率を図 2－6 及び図 2－7～

図 2－10 に，7 号機タービン建屋（以下「K7T/B」という。）の建屋モデル及び隣接応答

倍率を図 2－11 及び図 2－12～図 2－15 に，廃棄物処理建屋（以下「Rw/B」という。）の

建屋モデル及び隣接応答倍率を図 2－16 及び図 2－17～図 2－20 に示す。評価フローを

図 2－21 に示す。また，評価に用いる弾性設計用地震動Ｓｄに基づく応答倍率の考え方

を図 2－22に，線形解析に基づく隣接応答倍率を用いることの妥当性を表 2－2に示す。

図 2－22 及び表 2－2 に示すとおり，線形（隣接考慮）／線形（隣接非考慮）に基づく

応答倍率は，非線形（隣接考慮）／非線形（隣接非考慮）に基づく応答倍率より保守的

に設定することができることから，弾性設計用地震動 Sd-1 に基づく隣接応答倍率を用

いた評価を行う。隣接応答倍率を，建屋の非線形性及び基礎の浮上り非線形性等を考慮

した地震応答解析及び応力解析に基づく耐震評価結果に掛けることによって，応答増幅

の影響検討を行う。 

 

表 2－1 検討対象 

検討対象 建屋名称 説明ページ 

耐震壁 
K7R/B，C/B 

K7T/B，Rw/B 
別紙 2-24 

基礎スラブ 
K7R/B，C/B 

K7T/B，Rw/B 
別紙 2-27 

屋根トラス K7R/B 別紙 2-30 

原子炉格納容器 

コンクリート部（RCCV） 
K7R/B 別紙 2-38 

使用済燃料貯蔵 

プール（SFP） 
K7R/B 別紙 2-52 

主排気筒 K7R/B 別紙 2-64 

復水貯蔵槽（CSP） Rw/B 別紙 2-75 
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注記＊：原子炉格納容器コンクリート部（以下「RCCV」という。）回転ばね   

 

（a）NS 方向              （b）EW 方向 

 

図 2－1 K7R/B の建屋モデル 
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注：東京湾平均海面（以下「T.M.S.L.」という。）   

 

図 2－2 K7R/B の隣接応答倍率（Sd-1，NS 方向）：せん断力 

  

T.M.S.L.(m) 隣接非考慮 隣接考慮 比率
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-8.2 Q (×103kN)

49.7 

38.2 

31.7 

23.5 

18.1 

12.3 

4.8 

-1.7 

-8.2 
0 500 1000 1500

Q (×103kN)

隣接非考慮

隣接考慮

T.M.S.L. (m)

49.7 

38.2 

31.7 

23.5 

18.1 

12.3 

4.8 

-1.7 

-8.2 
0 300 600 900 1200 1500

Q (×103kN)

隣接非考慮

隣接考慮

T.M.S.L. (m)

外壁部

RCCV部



 

別紙 2-4 

 

 

 

 

図 2－3 K7R/B の隣接応答倍率（Sd-1，NS 方向）：曲げモーメント 

  

T.M.S.L.(m) 隣接非考慮 隣接考慮 比率

49.7
0.0986 0.0853 0.87

0.442  0.463  1.05
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7.55   8.00   1.06

4.8 6.30   6.33   1.00

7.77   7.76   1.00
-1.7 5.31   4.38   0.82

6.55   4.80   0.73
-8.2 M (×106kN・m)

T.M.S.L.(m) 隣接非考慮 隣接考慮 比率

31.7 0.0561 0.0535 0.95

0.123  0.158  1.28
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図 2－4 K7R/B の隣接応答倍率（Sd-1，EW 方向）：せん断力 

 

  

T.M.S.L.(m) 隣接非考慮 隣接考慮 比率
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図 2－5 K7R/B の隣接応答倍率（Sd-1，EW 方向）：曲げモーメント 

 

  

T.M.S.L.(m) 隣接非考慮 隣接考慮 比率
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図 2－6 C/B の建屋モデル 
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図 2－7 C/B の隣接応答倍率（Sd-1，NS 方向）：せん断力 

 

 

 

図 2－8 C/B の隣接応答倍率（Sd-1，NS 方向）：曲げモーメント 

  

T.M.S.L.(m) 隣接非考慮 隣接考慮 比率
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図 2－9 C/B の隣接応答倍率（Sd-1，EW 方向）：せん断力 

 

 

 

図 2－10 C/B の隣接応答倍率（Sd-1，EW 方向）：曲げモーメント 

 

T.M.S.L.(m) 隣接非考慮 隣接考慮 比率
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図 2－11 K7T/B の建屋モデル 
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図 2－12 K7T/B の隣接応答倍率(Sd-1，NS 方向)：せん断力 

  

T.M.S.L.(m) 隣接非考慮 隣接考慮 比率
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図 2－13 K7T/B の隣接応答倍率(Sd-1，NS 方向)：曲げモーメント 
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図 2－14 K7T/B の隣接応答倍率（Sd-1，EW 方向）：せん断力 
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図 2－15 K7T/B の隣接応答倍率（Sd-1，EW 方向）：曲げモーメント 
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（a）NS 方向              （b）EW 方向 

 

図 2－16 Rw/B の建屋モデル 
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図 2－17 Rw/B の隣接応答倍率（Sd-1，NS 方向）：せん断力 
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図 2－18 Rw/B の隣接応答倍率（Sd-1，NS 方向）：曲げモーメント 
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図 2－19 Rw/B の隣接応答倍率（Sd-1，EW 方向）：せん断力 
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図 2－20 Rw/B の隣接応答倍率（Sd-1，EW 方向）：曲げモーメント 
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(b) 基礎スラブ，原子炉格納容器コンクリート部，使用済燃料貯蔵プール及び復水貯蔵槽 

 

図 2－21 評価フロー（1/2） 

検討開始

隣接建屋の影響による
応答倍率の評価

1.0以内

1つでも1.0を超える場合

エネルギ一定則によるせん断ひずみの評価

基準地震動Ｓｓによる最大応答せん断ひずみに
隣接建屋の影響を考慮した応答倍率を乗じた評価

評価終了

弾性限を超える場合

弾性限以内

検討開始

隣接建屋の影響による
応答倍率の評価

1.0以内

1つでも1.0を超える場合

応力解析等による評価（詳細評価）

各部位における発生値に隣接建屋の影響を考慮した
応答倍率を乗じた評価（簡易評価）

評価終了

許容値を超える場合

許容値以内

(a) 耐震壁 



 

別紙 2-21 

 

 

(c) 屋根トラス及び主排気筒 

 

図 2－21 評価フロー（2/2） 

 

 

図 2－22 弾性設計用地震動Ｓｄに基づく応答倍率の考え方 
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表 2－2 線形解析に基づく隣接応答倍率を用いることの妥当性(1/2) 

No. 評価対象 解析手法 妥当性 

1 ・耐震壁 ・地震応答解析 

・耐震評価にあたっては，基準地震

動Ｓｓによる地震応答解析により

算定されたせん断ひずみが許容値

以内であることを確認している。 

・隣接応答倍率を踏まえた評価とし

ては，せん断ひずみに隣接応答倍

率を乗じた評価を基本とするが，

図 3－1 に示すとおり，耐震壁の非

線形性を考慮する必要がある場合

はエネルギ一定則による評価を実

施しており，非線形性を踏まえた

適切な評価を実施している。 

 

2 

・基礎スラブ 

・原子炉格納容器 

コンクリート部 

・使用済燃料 

貯蔵プール 

・復水貯蔵槽 

・応力解析 

 （地震応答解析に

よる加速度，せん

断力及び曲げモー

メントに基づく地

震荷重を入力） 

・耐震評価にあたっては，地震応答

解析により算定された加速度，せ

ん断力及び曲げモーメントに基づ

く地震荷重を用いて応力解析を実

施し，発生値が許容値以内である

ことを確認している。 

・隣接応答倍率を踏まえた評価とし

ては，簡易評価（隣接応答倍率を

発生値に乗じた評価），もしくは詳

細評価（隣接応答倍率を考慮した

地震荷重による評価）により，許

容値以内であることを確認してい

るが，線形解析に基づく隣接応答

倍率が保守的であるため，評価結

果は保守的である。 
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表 2－2 線形解析に基づく隣接応答倍率を用いることの妥当性（2/2） 

No. 評価対象 解析手法 妥当性 

3 
・屋根トラス 

・主排気筒 

・時刻歴応答解析 

 （解析モデル下端

レベルの時刻歴応

答波形を入力） 

・耐震評価にあたっては，解析モデ

ル下端レベルにおける原子炉建屋

の時刻歴応答波形に基づく時刻歴

応答解析を実施し，主要耐震部材

の耐震性を確認している。 

・隣接応答を踏まえた評価として

は，隣接応答倍率（隣接モデルに

よる応答波形を入力した場合と単

独モデルによる応答波形を入力し

た場合の検定値の比率）を，耐震

評価の検定値に乗じることにより

許容値以内であることを確認して

いるが，線形解析に基づく隣接応

答倍率が保守的であるため，評価

結果は保守的である。 
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3. 検討結果 

各検討対象の隣接建屋の影響検討結果を以下に示す。 

 

   (1) 耐震壁 

K7R/B，C/B，K7T/B 及び Rw/B の耐震壁については構造強度の観点から，地震

応答解析による評価結果として最大せん断ひずみが許容限界（2.0×10-3）を超

えないことを確認している。 

エネルギ一定則によるせん断ひずみの評価方法について図 3－1 に示す。ここ

では，各建屋の地震応答解析によって評価された材料の不確かさを考慮した最

大せん断ひずみに対して，隣接建屋の影響を考慮した応答倍率を乗じて，許容

限界（2.0×10-3）以内であることを確認する。なお，最大せん断ひずみが弾性

限界を超える場合は，エネルギ一定とし弾性応答に変換し，変換後の応答値に

隣接応答倍率をかけて，再度エネルギ一定則によりせん断ひずみを評価する。 

表 3－1 に各建屋に対する隣接建屋の影響を考慮した評価結果を示す。この際，

NS 方向及び EW 方向のうち最大値を評価結果としている。 

K7R/B の耐震壁における最大せん断ひずみ（エネルギ一定則に基づく）は

0.721×10-3（EW 方向），C/B の耐震壁における最大せん断ひずみは 0.676×10-3

（NS 方向），K7T/B の耐震壁における最大せん断ひずみ（エネルギ一定則に基づ

く）は 0.823×10-3（EW 方向），Rw/B の耐震壁における最大せん断ひずみは

0.178×10-3（NS 方向）で，いずれも許容限界（2.0×10-3）以内となり，隣接建

屋の影響を考慮しても構造健全性に問題ないことを確認した。 
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図 3－1 エネルギ一定則によるせん断ひずみの評価方法 

 

  

τ

γ

弾性直線上において，地震応答解析
による応答結果に隣接応答倍率を乗
じる。

隣接応答倍率を乗じる。

τ

γ

隣接応答倍率を乗じた際，第1折点を
超える場合，弾性直線の延長線上に
隣接影響考慮後の評価結果をプロッ
トする。
その後，エネルギ一定則で，評価線
分上にプロットする。

隣接応答倍率
を乗じる。

τ

γ

地震応答解析による応答結果におい
て，第1折点を超える場合は，エネル
ギ一定則で弾性直線の延長に戻した
後，隣接応答倍率を乗じる。（以下，
上記に準じる）

隣接応答倍率
を乗じる。
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表 3－1 隣接建屋の影響を考慮した最大せん断ひずみ 

 

（a）K7R/B の耐震壁（外壁部） 

方向 
T.M.S.L. 

(m) 

影響考慮の 

最大せん断ひずみ 
備考 

EW 方向 12.3～4.8 0.721×10-3 

エネルギ一定則に

より，せん断ひず

みを評価 

 

（b）C/B の耐震壁 

方向 
T.M.S.L. 

(m) 

影響考慮の 

最大せん断ひずみ 
備考 

NS 方向 1.0～－2.7 0.676×10-3 ― 

 

（c）K7T/B の耐震壁 

方向 
T.M.S.L. 

(m) 

影響考慮の 

最大せん断ひずみ 
備考 

EW 方向 20.4～12.3 0.823×10-3 

エネルギ一定則に

より，せん断ひず

みを評価 

 

 （d）Rw/B の耐震壁  

方向 
T.M.S.L. 

(m) 

影響考慮の 

最大せん断ひずみ 
備考 

NS 方向 －1.1～－6.1 0.178×10-3 ― 
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   (2) 基礎スラブ（RCCV 底部含む） 

上部構造から伝わる基礎スラブへの地震時反力を地震荷重として考慮するこ

とから，各建屋基礎スラブ直上の部材における隣接応答倍率を用いる。隣接建

屋を考慮した基礎スラブ直上の部材における隣接応答倍率（せん断力及び曲げ

モーメント）を表 3－2 に示す。隣接応答倍率の最大値が 1.0 を超える K7R/B，

K7TB 及び Rw/B は，影響を検討する。 

K7R/B の基礎スラブについては，RCCV 底部及び周辺部基礎の検定値が最大と

なる評価項目の検定値＊に，表 3－2 の隣接応答倍率の最大値 1.07 を乗じる。な

お，曲げモーメントについては，基礎スラブに直接作用する基礎スラブ直上の

部材の下端における隣接応答倍率を用いることを基本とするが，保守的に上端

の曲げモーメントの隣接応答倍率も考慮している。K7T/B 及び Rw/B についても

K7R/B と同様に検定し，評価結果を表 3－3 に示す。隣接応答倍率を考慮した検

定値が 1.0 を下回ることを確認した。 

以上より，隣接建屋の影響を考慮しても構造健全性に影響はないことを確認

した。 

 

注記＊：「工事計画に係る説明資料（建屋・構築物の耐震性についての計算

書）」のうち「原子炉格納容器コンクリート部の耐震性についての計

算書に関する補足説明資料」及び「原子炉建屋基礎スラブの耐震性

についての計算書に関する補足説明資料」の別紙 4「応力解析にお

ける断面の評価部位の選定」参照。 
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表 3－2 隣接建屋を考慮した基礎スラブ直上の部材における隣接応答倍率 

（せん断力及び曲げモーメント） 

（a）K7R/B 

 

 

（b）C/B 

 

 

（c）K7T/B 

 

 

（d）Rw/B 
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表 3－3 隣接建屋を考慮した基礎スラブの評価結果 

（a）K7R/B 

部位 評価項目 方向 要素番号 
組合せ 

ケース 

検定値 

① 

倍率 

② 
①×② 

RCCV 

底部 

面外 

せん断力 

面外せん断 

応力度 
放射 10002371 3-2 

0.832 

(1.02) 
1.07 

0.891 

(1.10) 

周辺部 

基礎 

面外 

せん断力 

面外せん断 

応力度 
EW 10002411 2-2 0.785 1.07 0.840 

注：（）内は，応力平均化前の値を示す。応力平均化の方法，範囲等については，「工事計

画に係る説明資料（建屋・構築物の耐震性についての計算書）」のうち「原子炉格納

容器コンクリート部の耐震性についての計算書に関する補足説明資料」の別紙 5「応

力解析における応力平均化の考え方」参照。 

 

（b）K7T/B 

部位 評価項目 方向 要素番号 
組合せ 

ケース 

検定値 

① 

倍率 

② 
①×② 

建屋部 

基礎 

面外 

せん断力 

面外せん断 

応力度 
NS 325 3 0.820 1.09 0.894 

 

（c）Rw/B 

部位 評価項目 方向 要素番号 
組合せ 

ケース 

検定値 

① 

倍率 

② 
①×② 

基礎 
面外 

せん断力 

面外せん断 

応力度 
NS 316 3 

0.949 

(1.53) 
1.04 

0.987 

(1.60) 

注：（）内は，応力平均化前の値を示す。応力平均化の方法，範囲等については，「工事計

画に係る説明資料（建屋・構築物の耐震性についての計算書）」のうち「廃棄物処理

建屋の耐震性についての計算書に関する補足説明資料」の別紙 5「応力解析における

応力平均化の考え方」参照。 
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   (3) 原子炉建屋屋根トラス 

原子炉建屋の屋根トラスについては，屋根トラスの 3 次元 FEM モデル下端レ

ベル（T.M.S.L. 31.7m）における時刻歴応答波形を入力地震動として耐震評価

を行うことから，3 次元 FEM モデル下端レベルにおける隣接建屋を考慮しない

時刻歴応答波形と，隣接建屋を考慮する時刻歴応答波形の両者を用いた地震応

答解析を行い，屋根トラスの各部材における最大検定値の比（隣接考慮／隣接

非考慮）を隣接建屋の影響を考慮した応答倍率とする。図 3－2 に屋根トラス

（燃料取替床上部フレーム）の解析モデル図と入力概要を示す。表 3－4 に隣接

応答倍率の NS 方向及び EW 方向を包絡した値を示す。この際，隣接応答倍率が

1.00 を下回る場合は 1.00 とした。 

隣接建屋を考慮しない 3 次元 FEM モデル下端レベルにおける時刻歴応答波形

を図 3－3 に，隣接建屋を考慮し 3 次元 FEM モデル下端レベルにおける時刻歴応

答波形を図 3－4 に，並進加速度の応答スペクトルを図 3－5 に示す。 

屋根トラスの断面評価結果一覧を表 3－5 に示す。最も検定値が大きいのは，

つなぎばりの下弦材であり，隣接応答倍率 1.00 を乗じると 0.93 となり，1.00

を下回る。 

以上より，隣接建屋の影響を考慮しても構造健全性に問題ないことを確認し

た。 
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 （単位：m） 

図3－2 屋根トラス（燃料取替床上部フレーム）の解析モデル図と入力概要 
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（a）並進加速度 

 

 

（b）回転角加速度 

 

図 3－3 3 次元 FEM モデル下端レベルにおける時刻歴応答波形 

（NS 方向，隣接非考慮，T.M.S.L. 31.7m）（1/2） 
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（a）並進加速度 

 

 

（b）回転角加速度 

 

図 3－3 3 次元 FEM モデル下端レベルにおける時刻歴応答波形 

（EW 方向，隣接非考慮，T.M.S.L. 31.7m）（2/2） 
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（a）並進加速度 

 

 

（b）回転角加速度 

 

図 3－4 3 次元 FEM モデル下端レベルにおける時刻歴応答波形 

（NS 方向，隣接考慮，T.M.S.L. 31.7m）（1/2） 
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（a）並進加速度 

 

 

（b）回転角加速度 

 

図 3－4 3 次元 FEM モデル下端レベルにおける時刻歴応答波形 

（EW 方向，隣接考慮，T.M.S.L. 31.7m）（2/2） 
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（NS 方向） 

 

 

（EW 方向） 

 

図 3－5 応答スペクトル（並進加速度） 
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表 3－4 単独ケースに対する隣接ケースの検定値の比率及び隣接応答倍率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3－5 隣接建屋の影響を考慮した屋根トラスの検定値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：ハッチングは検定値のうち最も大きい値を表示。 

 

 

  

部 材 
Sd-1 

NS 入力 

Sd-1 

EW 入力 
隣接応答倍率 

主トラス 

上弦材 1.05 1.07 1.07 

下弦材 1.04 1.00 1.04 

斜材 1.00 1.00 1.00 

束材 1.00 1.00 1.00 

つなぎばり 
上弦材 1.00 1.20 1.20 

下弦材 1.00 1.00 1.00 

上弦面水平ブレース 1.14 1.07 1.14 

部 材 
最大検定値 

（Ｓｓ） 
隣接応答倍率 

最大検定値× 

隣接応答倍率 

主トラス 

上弦材 0.63 1.07 0.68 

下弦材 0.69 1.04 0.72 

斜材 0.70 1.00 0.70 

束材 0.47 1.00 0.47 

つなぎばり 
上弦材 0.13 1.20 0.16 

下弦材 0.93 1.00 0.93 

上弦面水平ブレース 0.41 1.14 0.47 
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   (4) 原子炉格納容器コンクリート部（RCCV） 

RCCV については，Ⅴ-2-9-2-1「原子炉格納容器コンクリート部の耐震性につ

いての計算書」（以下「RCCV の耐震計算書」という。）の評価結果に対して，部

位に応じたせん断力の隣接応答倍率を乗じた評価（以下「簡易評価」という。）

を実施する。簡易評価用の隣接応答倍率を表 3－6 に示す。 

簡易評価では，RCCV の耐震計算書における荷重状態Ⅲ～Ⅴのすべての組合せ

ケースについて，応力解析による発生値に隣接応答倍率を乗じた評価値を許容

値と比較する。簡易評価結果を表 3－7～表 3－9 に示す。表 3－8 に示すとおり，

MS/FDW 開口において面外せん断応力度の評価値が許容値を超えるため，より詳

細な評価を実施する。これは，せん断力の隣接応答倍率は上層ほど大きいため，

上層に位置する MS/FDW 開口において，RCCV の耐震計算書で発生値に対する許

容値の割合が最小であった組合せケース 5-3（荷重状態Ⅴ・（異常＋地震）時

（3）)の面外せん断力の評価値が大きくなった結果である。なお，この評価値

は，圧力等の地震と関係のない荷重による発生値にも隣接応答倍率を乗じたも

のとなっている。 

組合せケース 5-3 について，RCCV の耐震計算書の地震荷重に部位に応じたせ

ん断力及び曲げモーメントの隣接応答倍率を乗じた地震荷重を用いて応力解析

（以下「詳細評価」という。）を実施する。詳細評価用の地震荷重を表 3－10 に

示す。解析モデルの詳細，断面の評価方法等は，RCCV の耐震計算書に示すもの

と同一である。 

詳細評価結果は，RCCV の耐震計算書と同様に，各部位の各評価項目について

発生値に対する許容値の割合が最小となる要素を選定した結果として示す。選

定した要素の位置を図 3－6 に，詳細評価結果を表 3－11 に示す。各部位の各評

価項目について，発生値が許容値を超えないことを確認した。なお，鉄筋引張

ひずみについては，降伏ひずみに達していない。 

以上より，隣接建屋の影響を考慮しても構造健全性に影響はないことを確認

した。 
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表 3－6 簡易評価用の隣接応答倍率 

 

 

 

 

 

 

 

 
注記＊：1.00 として簡易評価を実施する。 

 

表 3－7 簡易評価結果（シェル部及びトップスラブ部）（1/3） 

(a)  荷重状態Ⅲ・地震時（1） 

 

注記＊：応力の再配分等を考慮して，応力の平均化を行った結果。 

 

(b)  荷重状態Ⅲ・（異常＋地震）時（1） 

 

注記＊：応力の再配分等を考慮して，応力の平均化を行った結果。 

  

部位 方向 要素番号
組合せ
ケース

応答倍率 評価値 許容値

コンクリート圧縮応力度

(N/mm2)

鉄筋引張応力度

(N/mm2)

面内せん断応力度

(N/mm2)

面外せん断応力度

(N/mm2)

コンクリート圧縮応力度

(N/mm2)

鉄筋引張応力度

(N/mm2)

面外せん断応力度

(N/mm2)
2.82  4.14 

267     390    
トップ

スラブ部

1.19  0.646 1.53 

面外せん断力 NS 101413 1-23 1.26  

NS 1411 1-23 1.26  

軸力
＋

曲げモーメント

EW 101425

1-8

1-23 1.00  

1.26  10.4   24.2  1-14

2.58  4.68 

子午線 9 1-3 1.00  265     390    

1-21 1.21  9.74  24.2  

評価項目

シェル部

等価膜力
＋

曲げモーメント

子午線 515

面内せん断力 - 21

面外せん断力 子午線 100432

*

部位 方向 要素番号
組合せ
ケース

応答倍率 評価値 許容値

コンクリート圧縮応力度

(N/mm2)

鉄筋引張応力度

(N/mm2)

面内せん断応力度

(N/mm2)

面外せん断応力度

(N/mm2)

コンクリート圧縮応力度

(N/mm2)

鉄筋引張応力度

(N/mm2)

面外せん断応力度

(N/mm2)
2.94  4.14 

275     390    
トップ

スラブ部

1.19  0.770 1.52 

面外せん断力 NS 101413 2-23 1.26  

NS 1411 2-23 1.26  

軸力
＋

曲げモーメント

EW 101425

2-8

2-24 1.19  

1.26  10.9   24.2  2-14

2.76  4.68 

子午線 9 2-3 1.00  300     390    

2-21 1.21  9.97  24.2  

評価項目

シェル部

等価膜力
＋

曲げモーメント

子午線 515

面内せん断力 - 388

面外せん断力 子午線 100432

*

部位 隣接応答倍率 

トップスラブ部 1.26 

 T.M.S.L. 18.1～23.5 (m) 1.21 

シェル部 T.M.S.L. 12.3～18.1 (m) 1.19 

貫通部 T.M.S.L.  4.8～12.3 (m) 1.04 

局部 T.M.S.L. -1.7～ 4.8 (m) 0.91＊ 

 T.M.S.L. -8.2～-1.7 (m) 0.82＊ 
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表 3－7 簡易評価結果（シェル部及びトップスラブ部）（2/3） 

(c) 荷重状態Ⅳ・地震時（2） 

 

注記＊：応力の再配分等を考慮して，応力の平均化を行った結果。 

 

(d) 荷重状態Ⅳ・（異常＋地震）時（2） 

 

  

部位 方向 要素番号
組合せ
ケース

応答倍率 評価値 許容値

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)

圧縮応力度

(N/mm2)

面内せん断応力度

(N/mm2)

面外せん断応力度

(N/mm2)

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)

面外せん断応力度

(N/mm2)

評価項目

シェル部

等価膜力
＋

曲げモーメント

子午線 11

子午線 109

膜力

面外せん断力 子午線 431

3-3 1.00  0.852 5.00  

3-1 1.00  0.684 3.00  

14.8   21.4   

面内せん断力 - 111 3-5 1.00  

子午線 11 3-1 1.00  

4.36  6.25  

3-8 1.19  1.24  2.08  

トップ
スラブ部

軸力
＋

曲げモーメント

NS 101412 3-5 1.26  0.260 3.00  

NS 101412 3-5 1.26  0.257 5.00  

面外せん断力 NS 1413 3-3 1.26  2.82  3.83  *

部位 方向 要素番号
組合せ
ケース

応答倍率 評価値 許容値

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)

圧縮応力度

(N/mm2)

面内せん断応力度

(N/mm2)

面外せん断応力度

(N/mm2)

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)

面外せん断応力度

(N/mm2)

評価項目

シェル部

等価膜力
＋

曲げモーメント

子午線 11

子午線 177

膜力

面外せん断力 子午線 431

4-3 1.00  0.429  5.00  

4-17 1.00  0.274  3.00  

6.44   21.4   

面内せん断力 - 100 4-17 1.00  

子午線 11 4-5 1.00  

2.64   6.25  

4-8 1.19  0.696  2.20  

トップ
スラブ部

軸力
＋

曲げモーメント

NS 101411 4-19 1.26  0.202  3.00  

NS 1411 4-17 1.26  0.243  5.00  

面外せん断力 NS 101413 4-17 1.26  3.87   4.14  
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表 3－7 簡易評価結果（シェル部及びトップスラブ部）（3/3） 

(e) 荷重状態Ⅴ・（異常＋地震）時（3） 

 

注記＊：応力の再配分等を考慮して，応力の平均化を行った結果。 

 

(f) 荷重状態Ⅴ・（異常＋地震）時（4） 

 

注記＊：応力の再配分等を考慮して，応力の平均化を行った結果。 

 

  

部位 方向 要素番号
組合せ
ケース

応答倍率 評価値 許容値

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)

圧縮応力度

(N/mm2)

面内せん断応力度

(N/mm2)

面外せん断応力度

(N/mm2)

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)

面外せん断応力度

(N/mm2)
1471 5-4 1.26  1.02   1.51  

1413 5-12 1.26  

1401 5-9 1.26  

1.02   5.00  

100011 5-7 1.00  

111 5-5 1.00  

11 5-1 1.00  

326 5-8 1.19  

40 5-4 1.00  

3.00  0.437  

1.17   2.03  

1.08   

NS

NS

EW

子午線

子午線

子午線

-

子午線

評価項目

シェル部

等価膜力
＋

曲げモーメント

面外せん断力

面内せん断力

膜力

5.00  

2.52   5.88  

8.39   21.4   

0.396  3.00  

トップ
スラブ部

軸力
＋

曲げモーメント

面外せん断力 *

部位 方向 要素番号
組合せ
ケース

応答倍率 評価値 許容値

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)

圧縮応力度

(N/mm2)

面内せん断応力度

(N/mm2)

面外せん断応力度

(N/mm2)

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)

面外せん断応力度

(N/mm2)

評価項目

シェル部

等価膜力
＋

曲げモーメント

子午線 11

子午線 39

膜力

面外せん断力 子午線 431

6-4 1.00  1.09  5.00  

6-1 1.00  0.764 3.00  

15.8   21.4   

面内せん断力 - 216 6-1 1.04  

子午線 11 6-1 1.00  

4.31  6.25  

6-8 1.19  1.10  1.96  

トップ
スラブ部

軸力
＋

曲げモーメント

NS 101411 6-3 1.26  0.207 3.00  

EW 1472 6-2 1.26  0.208 5.00  

面外せん断力 NS 1413 6-3 1.26  3.04  3.99  *
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表 3－8 簡易評価結果（貫通部）（1/2） 

(a)  荷重状態Ⅲ・地震時（1） 

 

 

(b)  荷重状態Ⅲ・（異常＋地震）時（1） 

 

 

(c)  荷重状態Ⅳ・地震時（2） 

 

  

部位 方向 領域番号
組合せ
ケース

応答倍率 評価値 許容値

コンクリート圧縮応力度

(N/mm2)

鉄筋引張応力度

(N/mm2)

面外せん断応力度

(N/mm2)

コンクリート圧縮応力度

(N/mm2)

鉄筋引張応力度

(N/mm2)

面外せん断応力度

(N/mm2)
1.97 

21.4  

円周 LDA16 1-19 1.00  206     390    
L/Dアクセス
トンネル開口

等価膜力
＋

曲げモーメント

子午線 LDH13 1-6 1.00  7.14  

面外せん断力 子午線 LDA3 1-8 1.00  0.307 

313     390    

面外せん断力 円周 MA5 1-9 1.19  

円周 MD4 1-17 1.19  

1.24  1.40 

評価項目

MS/FDW
開口

等価膜力
＋

曲げモーメント

子午線 MA3 1-16 1.19  10.8   24.2  

部位 方向 領域番号
組合せ
ケース

応答倍率 評価値 許容値

コンクリート圧縮応力度

(N/mm2)

鉄筋引張応力度

(N/mm2)

面外せん断応力度

(N/mm2)

コンクリート圧縮応力度

(N/mm2)

鉄筋引張応力度

(N/mm2)

面外せん断応力度

(N/mm2)
1.32 

24.2  

円周 LDA16 2-19 1.00  199     390    
L/Dアクセス
トンネル開口

等価膜力
＋

曲げモーメント

子午線 LDH14 2-6 1.00  8.82  

面外せん断力 子午線 LDA16 2-17 1.00  0.246 

364     390    

面外せん断力 円周 MA5 2-9 1.19  

円周 MB6 2-19 1.19  

1.21  1.40 

評価項目

MS/FDW
開口

等価膜力
＋

曲げモーメント

子午線 MA3 2-16 1.19  9.08  24.2  

部位 方向 領域番号
組合せ
ケース

応答倍率 評価値 許容値

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)

面外せん断応力度

(N/mm2)

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)

面外せん断応力度

(N/mm2)
子午線 LDA5 3-3 1.00  0.341  1.96  

1.64   1.93  

L/Dアクセス
トンネル開口

等価膜力
＋

曲げモーメント

子午線 LDH14 3-6 1.00  0.839  3.00  

子午線 LDH14 3-4 1.00  1.42   5.00  

面外せん断力

0.434  3.00  

円周 MB15 3-7 1.19  0.590  5.00  

評価項目

MS/FDW
開口

等価膜力
＋

曲げモーメント

子午線 MA5 3-8 1.19  

面外せん断力 円周 MD13 3-13 1.19  
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表 3－8 簡易評価結果（貫通部）（2/2） 

(d)  荷重状態Ⅳ・（異常＋地震）時（2） 

 

 

(e)  荷重状態Ⅴ・（異常＋地震）時（3） 

 

 

(f)  荷重状態Ⅴ・（異常＋地震）時（4） 

 

部位 方向 領域番号
組合せ
ケース

応答倍率 評価値 許容値

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)

面外せん断応力度

(N/mm2)

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)

面外せん断応力度

(N/mm2)

評価項目

MS/FDW
開口

等価膜力
＋

曲げモーメント

子午線 MA12 4-23 1.19  

面外せん断力 円周 MA5 4-13 1.19  

0.289  3.00  

子午線 MB14 4-19 1.19  0.594  5.00  

1.20   1.89  

L/Dアクセス
トンネル開口

等価膜力
＋

曲げモーメント

子午線 LDH14 4-6 1.00  0.482  3.00  

円周 LDA16 4-19 1.00  0.660  5.00  

面外せん断力 子午線 LDA6 4-3 1.00  0.387  2.51  

部位 方向 領域番号
組合せ
ケース

応答倍率 評価値 許容値

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)

面外せん断応力度

(N/mm2)

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)

面外せん断応力度

(N/mm2)
LDA3 5-16 1.00  

LDA12 5-2 1.00  

LDH14 5-6 1.00  0.885  3.00  

1.88   5.00  

0.783  2.38  

FA11 5-3 1.19  

MB13 5-3 1.19  1.37   5.00  

2.19   2.06  

MD15 5-4 1.19  0.600  3.00  

子午線

子午線

子午線

子午線

子午線

子午線

MS/FDW
開口

等価膜力
＋

曲げモーメント

面外せん断力

評価項目

L/Dアクセス
トンネル開口

等価膜力
＋

曲げモーメント

面外せん断力

部位 方向 領域番号
組合せ
ケース

応答倍率 評価値 許容値

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)

面外せん断応力度

(N/mm2)

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)

面外せん断応力度

(N/mm2)

評価項目

MS/FDW
開口

等価膜力
＋

曲げモーメント

子午線 MA3 6-4 1.19  

面外せん断力 円周 MA5 6-13 1.19  

0.474  3.00  

子午線 MB13 6-3 1.19  0.777  5.00  

1.62   1.92  

L/Dアクセス
トンネル開口

等価膜力
＋

曲げモーメント

子午線 LDH14 6-6 1.00  0.974  3.00  

子午線 LDH14 6-4 1.00  1.62   5.00  

面外せん断力 子午線 LDA3 6-7 1.00  0.398  1.51  
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表 3－9 簡易評価結果（局部）（1/2） 

(a)  荷重状態Ⅲ・地震時（1） 

 

 

(b)  荷重状態Ⅲ・（異常＋地震）時（1） 

 

 

(c)  荷重状態Ⅳ・地震時（2） 

 

注記＊：応力の再配分等を考慮して，応力の平均化を行った結果。 

  

方向 要素番号
組合せ
ケース

応答倍率 評価値 許容値

コンクリート圧縮応力度

(N/mm2)

鉄筋引張応力度

(N/mm2)

面内せん断応力度

(N/mm2)

面外せん断応力度

(N/mm2)
面外せん断力 円周 100318 1-6 1.19  

- 404 1-23 1.19  

1.15 1.68 

3.26 4.68 

評価項目

等価膜力
＋

曲げモーメント

子午線 401 1-24 1.19  10.6  24.2  

円周 361 1-17 1.19  274    390    

面内せん断力

方向 要素番号
組合せ
ケース

応答倍率 評価値 許容値

コンクリート圧縮応力度

(N/mm2)

鉄筋引張応力度

(N/mm2)

面内せん断応力度

(N/mm2)

面外せん断応力度

(N/mm2)
面外せん断力 円周 100318 2-6 1.19  

- 435 2-21 1.19  

1.37 1.67 

3.11 4.68 

評価項目

等価膜力
＋

曲げモーメント

子午線 401 2-24 1.19  9.09 24.2  

円周 361 2-17 1.19  270    390    

面内せん断力

方向 要素番号
組合せ
ケース

応答倍率 評価値 許容値

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)

圧縮応力度

(N/mm2)

面内せん断応力度

(N/mm2)

面外せん断応力度

(N/mm2)

評価項目

等価膜力
＋

曲げモーメント

子午線 401 3-8 1.19  0.332  3.00  

面内せん断力 - 100336 3-5 1.19  3.52   6.25  

0.253  5.00  

膜力 子午線 100284 3-15 1.04  

円周 406 3-7 1.19  

5.55   21.4   

面外せん断力 円周 100318 3-6 1.19  1.20   2.34  *
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表 3－9 簡易評価結果（局部）（2/2） 

(d)  荷重状態Ⅳ・（異常＋地震）時（2） 

 

 

(e)  荷重状態Ⅴ・（異常＋地震）時（3） 

 

 

(f)  荷重状態Ⅴ・（異常＋地震）時（4） 

 

  

方向 要素番号
組合せ
ケース

応答倍率 評価値 許容値

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)

圧縮応力度

(N/mm2)

面内せん断応力度

(N/mm2)

面外せん断応力度

(N/mm2)

評価項目

等価膜力
＋

曲げモーメント

子午線 303 4-21 1.19  0.223  3.00  

面内せん断力 - 100336 4-21 1.19  2.58   6.25  

0.277  5.00  

膜力 子午線 100284 4-7 1.04  

子午線 100309 4-17 1.19  

3.40   21.4   

面外せん断力 円周 100318 4-6 1.19  1.29   2.22  

方向 要素番号
組合せ
ケース

応答倍率 評価値 許容値

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)

圧縮応力度

(N/mm2)

面内せん断応力度

(N/mm2)

面外せん断応力度

(N/mm2)

278 5-8 1.04  

100375 5-3 1.19  

395 5-12 1.19  1.59   1.98  

1.76   6.25  

1.15   21.4   

305 5-3 1.19  

401 5-4 1.19  0.564  3.00  

1.05   5.00  

子午線

子午線

子午線

-面内せん断力

膜力

等価膜力
＋

曲げモーメント

面外せん断力

評価項目

子午線

方向 要素番号
組合せ
ケース

応答倍率 評価値 許容値

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)

圧縮応力度

(N/mm2)

面内せん断応力度

(N/mm2)

面外せん断応力度

(N/mm2)

評価項目

等価膜力
＋

曲げモーメント

子午線 401 6-4 1.19  0.438 3.00  

面内せん断力 - 100284 6-3 1.04  3.40  6.25  

0.389 5.00  

膜力 子午線 284 6-8 1.04  

子午線 100284 6-1 1.04  

4.89  21.4   

面外せん断力 円周 100283 6-6 1.04  2.93  2.99  
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表 3－10 詳細評価用の地震荷重（1/2） 

(a) せん断力 

T.M.S.L. 

(m) 

地震応答解析結果＊1

における最大応答 

せん断力(×103kN) 

① 

隣接 

応答倍率 

② 

①×② 

(×103kN) 

詳細評価用の 

せん断力＊2 

(×103kN) 

Ｓｄ Ｓｄ 

NS 方向 NS 方向 

31.7 
 
 

23.5 
 
 

18.1 
 
 

12.3 
 
 

4.8 
 
 

-1.7 
 
 

-8.2 

23.1 1.26 29.1 26.3 

95.3 1.21 115 99.1 

125 1.14 142 98.7 

159 0.98 156 109 

206 0.78 161 107 

261 0.74 193 101 

注記＊1：「工事計画に係る説明資料（建屋・構築物の地震応答計算書）」のう

ち「原子炉建屋の地震応答計算書に関する補足説明資料」の別紙 3-

2「材料物性の不確かさを考慮した地震応答解析結果」（以下「R/B

の補足説明資料の別紙 3-2」という。）に示す材料物性の不確かさを

考慮した結果。 

＊2：①×②を基に，「工事計画に係る説明資料（建屋・構築物の耐震性に

ついての計算書）」のうち「原子炉格納容器コンクリート部の耐震性

についての計算書に関する補足説明資料」の別紙 6「地震荷重の算

定方法」（以下「RCCV の補足説明資料の別紙 6」という。）と同じ方

法により補助壁及び中間壁の負担分を減じて算定。 
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表 3－10 詳細評価用の地震荷重（2/2） 

(b) 曲げモーメント 

T.M.S.L. 

(m) 

地震応答解析結果＊1 

における最大応答 

曲げモーメント 

(×104kN･m) 

① 

隣接 

応答倍率 

② 

①×② 

(×104kN･m) 

詳細評価用の 

曲げモーメント 

＊2(×104kN･m) 

Ｓｄ Ｓｄ 

NS 方向 NS 方向 

31.7 
 
 

23.5 
 
 

18.1 
 
 

12.3 
 
 

4.8 
 
 

-1.7 
 
 

-8.2 

7.11 

21.3 

0.95 

1.28 

6.75 

27.3 

6.80 

27.3 

100 

145 

1.01 

1.13 

101 

164 

101 

164 

203 

263 

1.07 

1.15 

218 

302 

218 

302 

328 

416 

1.11 

1.15 

364 

478 

364 

478 

459 

543 

1.12 

1.09 

514 

591 

514 

575 

573 

691 

1.07 

0.88 

614 

608 

575 

535 

注記＊1：R/B の補足説明資料の別紙 3-2 に示す材料物性の不確かさを考慮し

た結果。 

＊2：①×②を基に，RCCV の補足説明資料の別紙 6 と同じ方法により中間

壁の負担分を減じて算定。 

 

 

 

  



 

別紙 2-48 

 

 

(a)  シェル部 

図 3－6 選定した要素の位置（1/3） 
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(b)  トップスラブ部 

 

(c)  貫通部 MS/FDW 開口 

図 3－6 選定した要素の位置（2/3） 
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(d)  貫通部 L/D アクセストンネル開口 

 

 

(e)  局部 

図 3－6 選定した要素の位置（3/3） 
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表 3－11 詳細評価結果 

(a) シェル部及びトップスラブ部 

 

 

(b) 貫通部 

 

 

(c) 局部  

部位 方向 要素番号
組合せ
ケース

発生値 許容値

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)

圧縮応力度

(N/mm2)

面内せん断応力度

(N/mm2)

面外せん断応力度

(N/mm2)

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)

面外せん断応力度

(N/mm2)

シェル部

トップ
スラブ部

評価項目

面外せん断力

膜力

等価膜力
＋

曲げモーメント

軸力
＋

曲げモーメント

面外せん断力

面内せん断力

3.00  

- 100101 5-3 2.15   5.73  

5-3 0.692  5.00  

NS 101401 5-3 0.314  3.00  

子午線 52 5-3 1.08   5.00  

0.788  1.73  

5-3

子午線 85 5-3

8.50   21.4   

子午線 100011 0.425  

子午線 100011 5-3

NS 1414 5-3 2.11   2.60  

NS 101413

部位 方向 領域番号
組合せ
ケース

発生値 許容値

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)

面外せん断応力度

(N/mm2)

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)

面外せん断応力度

(N/mm2)
2.09  子午線 LDA3 5-3 0.666  

3.00  

子午線 LDA7 5-3 1.26   5.00  

子午線 LDH16 5-3 0.455  

5.00  

子午線 FA11 5-3 1.86   2.05  

子午線 MB13 5-3 1.22   

子午線 MA13 5-3 0.365  3.00  

等価膜力
＋

曲げモーメント

面外せん断力

等価膜力
＋

曲げモーメント

面外せん断力

評価項目

MS/FDW
開口

L/Dアクセス
トンネル開口

方向 要素番号
組合せ
ケース

発生値 許容値

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)

圧縮応力度

(N/mm2)

面内せん断応力度

(N/mm2)

面外せん断応力度

(N/mm2)

円周 100408 5-3 0.126  21.4   

3.00  

子午線 305 5-3 0.902  5.00  

子午線 304 5-3 0.439  

1.83  

- 100337 5-3 1.59   6.25  

子午線 304 5-3 1.18   

評価項目

等価膜力
＋

曲げモーメント

面外せん断力

面内せん断力

膜力
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   (5) 使用済燃料貯蔵プール（SFP） 

SFP については，Ⅴ-2-4-2-1「使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピットの耐

震性についての計算書」（以下「SFP の耐震計算書」という。）の評価結果に対し

て，「(4) 原子炉格納容器コンクリート部（RCCV）」と同様に簡易評価を実施す

る。簡易評価用の隣接応答倍率を表 3－12 に示す。 

簡易評価では，SFP の耐震計算書の評価結果における発生値に隣接応答倍率を

乗じた評価値を許容値と比較する。簡易評価結果を表 3－13 に示す。表 3－13 に

示すように，底面スラブにおいて面外せん断応力度の評価値が許容値を超えるた

め，より詳細な評価を実施する。 

表 3－13 に示す組合せケースのうち，許容値に対する評価値の割合が最大とな

る組合せケースについて，「(4) 原子炉格納容器コンクリート部（RCCV）」と同

様に詳細評価を実施する。詳細評価用の地震荷重は，SFP の耐震計算書の地震荷

重に部位に応じた加速度，せん断力及び曲げモーメントの隣接応答倍率を乗じた

ものとする。詳細評価用の地震荷重を表 3－14 に示す。解析モデルの詳細及び断

面の評価方法等は，SFP の耐震計算書に示すものと同一である。 

詳細評価結果は，SFP の耐震計算書と同様に，各部位の各評価項目について

発生値に対する許容値の割合が最小となる要素を選定した結果として示す。選

定した要素の位置を図 3－7 に，詳細評価結果を表 3－15 に示す。各部位の各評

価項目について，発生値が許容値を超えないことを確認した。なお，鉄筋引張

ひずみについては，降伏ひずみに達していない。 

以上より，隣接建屋の影響を考慮しても構造健全性に影響はないことを確認

した。 
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表 3－12 簡易評価用の隣接応答倍率 

 

 

 

 

表 3－13 簡易評価結果（1/4） 

(a) Ｓｄ地震時 

 

注記＊：応力の再配分等を考慮して，応力の平均化を行った結果。 

  

部位 方向 要素番号
組合せ
ケース

応答倍率 評価値 許容値

コンクリート圧縮応力度

(N/mm2)

鉄筋引張応力度

(N/mm2)

面内せん断応力度

(N/mm2)

面外せん断応力度

(N/mm2)

コンクリート圧縮応力度

(N/mm2)

鉄筋引張応力度

(N/mm2)

面内せん断応力度

(N/mm2)

面外せん断応力度

(N/mm2)

コンクリート圧縮応力度

(N/mm2)

鉄筋引張応力度

(N/mm2)

面内せん断応力度

(N/mm2)

面外せん断応力度

(N/mm2)

コンクリート圧縮応力度

(N/mm2)

鉄筋引張応力度

(N/mm2)

面内せん断応力度

(N/mm2)

面外せん断応力度

(N/mm2)

コンクリート圧縮応力度

(N/mm2)

鉄筋引張応力度

(N/mm2)

面外せん断応力度

(N/mm2)

1.26  

1.26  

1.26  

11.6   

281     

2.82  

0.738 

11.6   

287     

2.87  

0.730 

10.8   

286     

1.27  

0.640 

7.09  

325     

1.02  

0.203 

10.8   

297     

0.939 

1.26  

1.26  

1.26  

1.26  

1.26  

1.26  

1.26  

1.26  

1.26  

102489 1-23 1.42  

102493 1-8 1.15  

102493 1-23 345     1.26  

1.26  

1.26  

21.4   

2382 1-21 2.94  1.26  

1.26  

1.26  

2383 1-6 1.18  

2379 1-6 345     1.26  

21.4   

3.68  

0.960 

345     1546 1-2

102146 1-8

102145 1-17

2379 1-6

2469 1-23

24.2   

0.960 

2286 1-8 345     

1606 1-14 1.21  

101549 1-14 24.2   

2146 1-8 3.68  

102286 1-8 345     

2146 1-8

2145 1-19

鉛直

-

24.2   

102146 1-8

NS

NS

鉛直

水平

鉛直

評価項目

EW

水平

水平

-

鉛直

鉛直

鉛直

-

鉛直

-

鉛直

水平

底面
スラブ

軸力
＋

曲げモーメント

面外せん断力

北側壁

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力

面外せん断力

面内せん断力

西側壁

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力

面外せん断力

面内せん断力

南側壁

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力

面外せん断力

面内せん断力

東側壁

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力

面外せん断力

面内せん断力

* *

部位 隣接応答倍率 

壁及び底面スラブ 1.26 
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表 3－13 簡易評価結果（2/4） 

(b) Ｓｓ地震時 

 

注記＊：応力の再配分等を考慮して，応力の平均化を行った結果。  

部位 方向 要素番号
組合せ
ケース

応答倍率 評価値 許容値

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)

圧縮応力度

(N/mm2)

面内せん断応力度

(N/mm2)

面外せん断応力度

(N/mm2)

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)

圧縮応力度

(N/mm2)

面内せん断応力度

(N/mm2)

面外せん断応力度

(N/mm2)

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)

圧縮応力度

(N/mm2)

面内せん断応力度

(N/mm2)

面外せん断応力度

(N/mm2)

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)

圧縮応力度

(N/mm2)

面内せん断応力度

(N/mm2)

面外せん断応力度

(N/mm2)

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)

面外せん断応力度

(N/mm2)

1.26   

1.17   

0.261  

0.630  

7.43   

1.23   

0.367  

0.599  

0.635  

9.29   

3.45   

1.15   

0.493  

0.935  

1.42   

1.26  

1.26  

1.26  

1.26  

1.26  

1.26  

1.26  

1.26  

1.26  

底面
スラブ

軸力
＋

曲げモーメント

面外せん断力

北側壁

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力

面外せん断力

面内せん断力

軸力

評価項目

西側壁

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力

面外せん断力

面内せん断力

軸力

南側壁

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力

面外せん断力

面内せん断力

軸力

東側壁

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力

面外せん断力

面内せん断力

軸力

鉛直

水平

-

鉛直

水平

鉛直

NS

EW

EW

鉛直

-

水平

鉛直

鉛直

水平

-

鉛直

鉛直

水平

-

鉛直

水平

鉛直 0.355  

1.26  0.638  

1.26  

1.26  9.29   

2145 2-5

1.26  

1.26  

3.48   

1.15   

1607 2-14 1.21  

101548 2-6 5.00  

1.30   

0.549  

1601 2-8 3.00  

2320 2-8 5.00  

102145 2-7 2.08  

102320 2-8 5.00  

102320 2-2 21.4   

3.00  

102145 2-7 3.00  

2320 2-2 21.4   

2092 2-16 4.91  

2145 2-5 2.08  

1.26  0.355  

102092 2-16 4.91  

102379 2-6 5.00  

102379 2-6 3.00  

102469 2-5 3.00  

102414 2-5 21.4   

2390 2-5 3.87  

102386 2-6 1.75  

1.26  

1.26  

1.26  

1.26  

102493 2-8 1.54  

102469 2-3 5.00  

2469 2-7 21.4   

2485 2-5 2.33  

1.26  

1.26  

1.26  

1.26  

*
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表 3－13 簡易評価結果（3/4） 

(c) （異常＋Ｓｄ地震）時 

 

  

部位 方向 要素番号
組合せ
ケース

応答倍率 評価値 許容値

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)

圧縮応力度

(N/mm2)

面内せん断応力度

(N/mm2)

面外せん断応力度

(N/mm2)

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)

圧縮応力度

(N/mm2)

面内せん断応力度

(N/mm2)

面外せん断応力度

(N/mm2)

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)

圧縮応力度

(N/mm2)

面内せん断応力度

(N/mm2)

面外せん断応力度

(N/mm2)

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)

圧縮応力度

(N/mm2)

面内せん断応力度

(N/mm2)

面外せん断応力度

(N/mm2)

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)

鉄筋圧縮ひずみ

(×10-3)

面外せん断応力度

(N/mm2)
面外せん断力 NS 1606 3-14 1.26  

0.192  5.00  

1.26  0.278  3.00  

底面
スラブ

軸力
＋

曲げモーメント

EW 1601 3-8

0.953  2.26  

西側壁

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力

EW 1601 3-8 1.26  

0.493  2.04  

1.18   1.21  

面外せん断力 鉛直 2469 3-20 1.26  

6.35   21.4   

面内せん断力 - 102489 3-17 1.26  

軸力 鉛直 102469 3-21 1.26  

1.26  0.249  3.00  

鉛直 2469 3-17 1.26  

0.537  1.71  

鉛直 2469 3-19

0.498  5.00  

0.324  21.4   

面内せん断力 - 2414 3-17 1.26  

軸力 鉛直 2398 3-6 1.26  

0.770  3.27  

0.218  5.00  

1.26  0.200  3.00  

2.09   4.91  

南側壁

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力

鉛直 102379 3-6 1.26  

0.939  1.87  

軸力 鉛直 102145 3-8 1.26  

東側壁

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力

鉛直 102379 3-6

面外せん断力 鉛直 2383 3-6 1.26  

0.222  3.00  

面外せん断力 鉛直 102145 3-23 1.26  

2.82   21.4   

面内せん断力 - 102092 3-8 1.26  

水平 102318 3-4 1.26  0.232  

1.87  

鉛直 102145 3-23 1.26  

5.00  

1.26  2.10   4.91  

面外せん断力 鉛直 2145 3-21 1.26  0.942  

軸力 鉛直 2145 3-8 1.26  2.82   21.4   

1.26  0.233  5.00  

1.26  0.223  3.00  

評価項目

北側壁

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力

鉛直 2145 3-21

水平 2318 3-4

面内せん断力 - 2092 3-8
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表 3－13 簡易評価結果（4/4） 

(d) （異常＋Ｓｓ地震）時 

 

注記＊：応力の再配分等を考慮して，応力の平均化を行った結果。 

 

  

部位 方向 要素番号
組合せ
ケース

応答倍率 評価値 許容値

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)

圧縮応力度

(N/mm2)

面内せん断応力度

(N/mm2)

面外せん断応力度

(N/mm2)

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)

圧縮応力度

(N/mm2)

面内せん断応力度

(N/mm2)

面外せん断応力度

(N/mm2)

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)

圧縮応力度

(N/mm2)

面内せん断応力度

(N/mm2)

面外せん断応力度

(N/mm2)

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)

圧縮応力度

(N/mm2)

面内せん断応力度

(N/mm2)

面外せん断応力度

(N/mm2)

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)

面外せん断応力度

(N/mm2)
面外せん断力 NS 1607 4-14 1.26  

0.529  5.00  

1.26  0.556  3.00  

底面
スラブ

軸力
＋

曲げモーメント

EW 1601 4-8

0.927  1.91  

西側壁

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力

EW 1548 4-6 1.26  

0.513  2.17  

1.29   1.21  

面外せん断力 鉛直 102469 4-4 1.26  

7.60   21.4   

面内せん断力 - 2489 4-5 1.26  

軸力 鉛直 102469 4-5 1.26  

1.26  0.261  3.00  

鉛直 102469 4-3 1.26  

1.14   1.76  

鉛直 2469 4-3

0.615  5.00  

0.961  21.4   

面内せん断力 - 2390 4-5 1.26  

軸力 鉛直 2382 4-6 1.26  

1.22   3.87  

0.927  5.00  

1.26  0.484  3.00  

3.28   4.91  

南側壁

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力

鉛直 102379 4-6 1.26  

1.12   1.82  

軸力 水平 102320 4-2 1.26  

東側壁

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力

鉛直 102379 4-6

面外せん断力 鉛直 102386 4-6 1.26  

0.312  3.00  

面外せん断力 鉛直 102145 4-3 1.26  

9.35   21.4   

面内せん断力 - 102092 4-8 1.26  

鉛直 102145 4-2 1.26  0.908  

1.82  

鉛直 102145 4-7 1.26  

5.00  

1.26  3.29   4.91  

面外せん断力 鉛直 2145 4-1 1.26  1.12   

軸力 水平 2320 4-2 1.26  9.35   21.4   

1.26  0.907  5.00  

1.26  0.312  3.00  

評価項目

北側壁

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力

鉛直 2145 4-5

鉛直 2145 4-2

面内せん断力 - 2092 4-8

*
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表 3－14 詳細評価用の地震荷重（1/3） 

(a) せん断力 

T.M.S.L. 

(m) 

地震応答解析結果＊1

における最大応答 

せん断力(×103kN) 

① 

隣接 

応答倍率 

② 

①×② 

(×103kN) 

詳細評価用の 

せん断力＊2 

(×103kN) 

Ｓｓ Ｓｓ 

EW 方向 EW 方向 

31.7 
 
 

23.5 
 
 

18.1 
 
 

12.3 
 
 

4.8 
 
 

-1.7 
 
 

-8.2 

82.5 1.10 90.8 80.7 

259 1.21 314 269 

302 1.19 360 231 

379 1.04 395 283 

462 0.91 420 257 

434 0.82 356 214 

注記＊1：R/B の補足説明資料の別紙 3-2 に示す材料物性の不確かさを考慮し

た結果。 

＊2：①×②を基に，RCCV の補足説明資料の別紙 6 と同じ方法により補助

壁及び中間壁の負担分を減じて算定。 
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表 3－14 詳細評価用の地震荷重（2/3） 

(b) 曲げモーメント 

T.M.S.L. 

(m) 

地震応答解析結果＊2

における最大応答 

曲げモーメント 

(×104kN･m) 

① 

隣接 

応答倍率 

② 

①×② 

(×104kN･m) 

詳細評価用の 

曲げモーメント 

＊3(×104kN･m) 

Ｓｓ Ｓｓ 

EW 方向 EW 方向 

31.7 
 
 

23.5 
 
 

18.1 
 
 

12.3 
 
 

4.8 
 
 

-1.7 
 
 

-8.2 

126 

163 

0.89 

0.97 

112 

158 

112 

158 

349 

219 

1.07 

0.85 

374 

186 

-374 

-186 

158 

181 

0.98 

1.12 

155 

203 

-155 

203 

301 

466 

1.04 

1.11 

313 

518 

313 

518 

573 

745 

1.07 

1.09 

613 

813 

613 

813 

806 

1030 

1.06 

1.03 

855 

1060 

855 

989 

回転ばね＊1 518 1.05 544 544 

注記＊1：プール壁が RCCV の曲げ変形を拘束する影響を考慮した回転ばね。 

＊2：R/B の補足説明資料の別紙 3-2 に示す材料物性の不確かさを考慮し

た結果。 

＊3：①×②を基に，RCCV の補足説明資料の別紙 6と同じ方法により中間

壁の負担分を減じて算定。 
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表 3－14 詳細評価用の地震荷重（3/3） 

(c) 地震時動水圧荷重（ＫＨ） 

（単位：kN/m2） 

耐震計算書の 

ＫＨｓ
＊ 

隣接 

応答倍率 

詳細評価用の 

ＫＨｓ
＊ 

EW 方向 EW 方向 

 

1.24 

 

注記＊：ＫＨｓは，Ｓｓ地震荷重と同時に作用するものとする。 

  

163 

128 

202 

159 
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(a)  北側壁 

 

 

(b)  南側壁 

図 3－7 選定した要素の位置（1/3） 
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(c)  東側壁 

 

 

  

(d)  西側壁 

図 3－7 選定した要素の位置（2/3） 
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(e)  底面スラブ 

図 3－7 選定した要素の位置（3/3） 

  

y

x
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表 3－15 詳細評価結果 

 

注記＊：応力の再配分等を考慮して，応力の平均化を行った結果。応力平均化の方

法，範囲については，「工事計画に係る説明資料（建屋・構築物の耐震性

についての計算書）」のうち「使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピット

の耐震性についての計算書に関する補足説明資料」の別紙 5「応力解析に

おける応力平均化の考え方」と同じである。 

  

部位 方向 要素番号
組合せ
ケース

発生値 許容値

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)

圧縮応力度

(N/mm2)

面内せん断応力度

(N/mm2)

面外せん断応力度

(N/mm2)

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)

圧縮応力度

(N/mm2)

面内せん断応力度

(N/mm2)

面外せん断応力度

(N/mm2)

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)

圧縮応力度

(N/mm2)

面内せん断応力度

(N/mm2)

面外せん断応力度

(N/mm2)

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)

圧縮応力度

(N/mm2)

面内せん断応力度

(N/mm2)

面外せん断応力度

(N/mm2)

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)

面外せん断応力度

(N/mm2)

2469 2-14 0.117  1.33  

2470 2-14 0.0334 5.00  

102469 2-14 0.393  21.4   

2489 2-14 0.278  2.19  

102469 2-14 0.0532 3.00  

2411 2-14 0.744  21.4   

2390 2-14 0.499  3.83  

2383 2-14 0.548  1.71  

102111 2-14 1.65   4.55  

102379 2-14 0.435  5.00  

102379 2-14 0.258  3.00  

2-14 0.145  3.00  

102145 2-14 0.144  3.00  

2145 2-14 3.30   21.4   

2111 2-14 1.67   4.55  

2148 2-14 0.487  1.91  

1549 2-14 0.181  3.00  

2078 2-14 0.356  5.00  

102148 2-14 0.487  1.91  

102078 2-14 0.356  5.00  

102145 2-14 3.28   21.4   

1607 2-14 1.04   1.21  

101549 2-14 0.310  5.00  

鉛直

-

鉛直

鉛直

鉛直 2145

鉛直

NS

EW

EW

鉛直

-

鉛直

鉛直

鉛直

水平

-

鉛直

鉛直

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力

面外せん断力

面内せん断力

軸力

鉛直

鉛直

-

鉛直

鉛直

底面
スラブ

軸力
＋

曲げモーメント

面外せん断力

北側壁

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力

面外せん断力

面内せん断力

軸力

評価項目

西側壁

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力

面外せん断力

面内せん断力

軸力

南側壁

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力

面外せん断力

面内せん断力

軸力

東側壁

＊
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   (6) 主排気筒 

主排気筒については，Ⅴ-2-7-2-1「主排気筒の耐震性についての計算書」の

評価結果に対して，主排気筒設置レベル（T.M.S.L. 38.2m）における時刻歴応

答波形を入力地震動として耐震評価を行う。図 3－8 に主排気筒の配置図を示す。

隣接建屋を考慮しない主排気筒設置レベルにおける時刻歴応答波形と，隣接建

屋を考慮した主排気筒設置レベルにおける時刻歴応答波形を用いて立体フレー

ムモデルによる地震応答解析を行う。 

隣接建屋を考慮しない主排気筒設置レベルにおける時刻歴波形を図 3－9 に，

隣接建屋を考慮した主排気筒設置レベルにおける時刻歴波形を図 3－10 に，並

進加速度の応答スペクトルを図 3－10 に示す。 

隣接建屋を考慮したケースと隣接建屋を考慮しないケースから得られた断面

算定結果（検定値）の比率を隣接建屋の影響による隣接応答倍率として設定す

る。隣接応答倍率を表 3－16 に示す。次に，Ⅴ-2-7-2-1「主排気筒の耐震性に

ついての計算書」に示す断面算定結果（検定値）に対し，隣接応答倍率を乗じ

た値が 1.0 を超えないことを確認し，超過した場合については評価方法の見直

しを行う。検討においては，建屋応答の不確かさを考慮するものとする。 

主排気筒の断面評価結果一覧を表 3－17 に示す。最も検定値が大きいのは，

主柱材Ｄ－Ｅ間であり，隣接応答倍率 1.058 を乗じると検定値は 1.048 となり，

1.0 を超過する。その他の部材についてはいずれも 1.0 を下回る。よって，主

柱材については評価方法の見直しを行う。 

評価方法の見直しは，実状の鉄塔部主柱材及び筒身部の断面の切り替え位置

に合わせたモデル（主排気筒の耐震性についての計算書に関する補足説明資料

のうち，別紙 4「地震荷重と風荷重を重畳させた場合の影響検討」参照）を用

い，隣接建屋を考慮したケースと隣接建屋を考慮しないケースについて再解析

を行い，隣接応答倍率を再算定する。次に，実状の鉄塔部主柱材及び筒身部の

断面の切り替え位置に合わせたモデルを用い，主柱材Ｄ－Ｅ間の検定値が最も

厳しくなる Ss-2（ケース 6）について再解析を行い断面算定結果（検定値）に

対し，隣接応答倍率を乗じた値が 1.0 を超えないことを確認する。 

評価方法の見直しに基づく隣接建屋の影響評価結果を表 3－18 に示す。評価

方法の見直しにより，主柱材Ｄ－Ｅ間の検定値 0.94 に対し隣接応答倍率 1.053

を乗じると検定値は 0.990 となり，1.0 を下回る。なお，主柱材Ｄ－Ｅ間以外

の各部材についても評価結果は 1.0 を下回ることを確認している。 

以上より，隣接建屋の影響を考慮しても構造健全性に問題ないことを確認し

た。 
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図 3－8 主排気筒配置図（単位：m） 
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（a）並進加速度 

 

 

（b）回転角加速度 

 

図 3－9 時刻歴波形（NS 方向，隣接非考慮，T.M.S.L. 38.2m）（1/2） 
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（a）並進加速度 

 

 

（b）回転角加速度 

 

図 3－9 時刻歴波形（EW 方向，隣接非考慮，T.M.S.L. 38.2m）（2/2） 
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（a）並進加速度 

 

 

（b）回転角加速度 

 

図 3－10 時刻歴波形（NS 方向，隣接考慮，T.M.S.L. 38.2m）（1/2） 
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（a）並進加速度 

 

 

（b）回転角加速度 

 

図 3－10 時刻歴波形（EW 方向，隣接考慮，T.M.S.L. 38.2m）（2/2） 
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（NS 方向） 

 

 

（EW 方向） 

 

図 3－10 応答スペクトル（並進加速度） 
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表 3－16 部材評価結果及び隣接応答倍率（1/2） 

注：下線部は隣接応答倍率とするケースを表示。  

ケース番号 ① ③ 
検定値 

比率 

③/① 

② ④ 
検定値 

比率 

④/② 

地震動 Sd-1 Sd-1 Sd-1 Sd-1 

質点系モデル 単独 隣接 単独 隣接 

水平動の入力方向 NS NS EW EW 

鉄
塔
部 

主
柱
材 

Ｂ－Ｃ φ318.5×6 0.046 0.049 1.066 0.042 0.042 1.000 

Ｃ－Ｄ φ406.4×6.4 0.194 0.205 1.057 0.175 0.178 1.018 

Ｄ－Ｅ φ508.0×7.9 0.228 0.241 1.058 0.214 0.219 1.024 

Ｅ－Ｆ φ609.6×16 0.232 0.244 1.052 0.202 0.196 0.971 

Ｆ－Ｇ φ711.2×19 0.191 0.202 1.058 0.183 0.175 0.957 

斜
材 

Ｂ－Ｃ φ216.3×4.5 0.284 0.299 1.053 0.263 0.264 1.004 

Ｃ－Ｄ φ267.4×6 0.188 0.199 1.059 0.175 0.176 1.006 

Ｄ－Ｅ φ355.6×7.9 0.129 0.137 1.063 0.120 0.114 0.950 

Ｅ－Ｆ φ406.4×12.7 0.078 0.083 1.065 0.073 0.064 0.877 

Ｆ－Ｇ φ558.8×16 0.055 0.054 0.982 0.030 0.033 1.100 

水
平
材 

Ｂ φ216.3×4.5 0.034 0.037 1.089 0.033 0.036 1.091 

Ｃ φ216.3×4.5 0.046 0.048 1.044 0.043 0.042 0.977 

Ｄ φ318.5×6 0.035 0.036 1.029 0.033 0.028 0.849 

Ｅ φ318.5×6 0.061 0.064 1.050 0.053 0.051 0.963 

Ｆ φ406.4×6.4 0.040 0.042 1.050 0.043 0.051 1.187 
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表 3－16 部材評価結果及び隣接応答倍率（2/2） 

注：下線部は隣接応答倍率とするケースを表示。 

 

  

ケース番号 ① ③ 
検定値 

比率 

③/① 

② ④ 
検定値 

比率 

④/② 

地震動 Sd-1 Sd-1 Sd-1 Sd-1 

質点系モデル 単独 隣接 単独 隣接 

水平動の入力方向 NS NS EW EW 

筒
身
部 

Ａ－Ｂ φ2412×6 0.122 0.128 1.050 0.115 0.128 1.114 

Ｂ－Ｃ φ2412×6 0.300 0.314 1.047 0.280 0.309 1.104 

Ｃ－Ｄ φ2412×6 0.262 0.286 1.092 0.261 0.317 1.215 

Ｄ－Ｅ φ2416×8 0.207 0.230 1.112 0.204 0.192 0.942 

Ｅ－Ｆ φ2416×8 0.310 0.328 1.059 0.286 0.233 0.815 

Ｆ－Ｇ φ2424×12 0.168 0.177 1.054 0.154 0.126 0.819 

基
礎 

鉄
塔
部 

基礎 

ボルト 

引張り 0.243 0.257 1.058 0.210 0.197 0.939 

せん断 0.067 0.068 1.015 0.053 0.046 0.868 

基礎 

立上り部 

曲げ 0.231 0.234 1.013 0.180 0.160 0.889 

せん断 0.187 0.191 1.022 0.149 0.130 0.873 

圧縮軸力 0.130 0.137 1.054 0.109 0.099 0.909 

筒
身
部 

基礎 

ボルト 

引張り 0.138 0.134 0.972 0.096 0.103 1.073 

せん断 0.047 0.051 1.086 0.046 0.048 1.044 
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表 3－17 基準地震動Ｓｓにおける隣接建屋の影響評価結果 

注：下線部は，検定値×隣接応答倍率が 1.0 を超過したため，評価方法の見直しを行う箇

所を示す。 

 

 

 

対象部位 
地震動 

（ケース名） 

最大 

検定値 

隣接応答 

倍率 

検定値× 

隣接応答 

倍率 

鉄
塔
部 

主柱材 Ｄ－Ｅ間 
Ss-2 

（ケース 6） 
0.99 1.058 1.048 

斜材 Ｂ－Ｃ間 
Ss-1(NS＋鉛直) 

（ケース 6） 
0.78 1.053 0.822 

水平材 Ｅ 
Ss-2 

（ケース 6） 
0.24 1.050 0.252 

筒身部 Ｃ－Ｄ間 
Ss-1(NS＋鉛直) 

（ケース 6） 
0.79 1.215 0.960 

基
礎 

鉄塔部 

基礎ボルト 

引張検討 Ss-2 

（ケース 6） 

0.90 1.058 0.953 

せん断検討 0.27 1.015 0.275 

鉄塔部 

基礎 

立上り部 

曲げ検討 

（主筋） 

Ss-2 

（ケース 6） 

0.90 1.013 0.912 

せん断検討 

（コンクリート） 
0.75 1.022 0.767 

圧縮軸力検討 

（鉄骨柱） 
0.58 1.054 0.612 

筒身部 

基礎ボルト 

引張検討 Ss-2 

（ケース 6） 

0.36 1.073 0.387 

せん断検討 0.16 1.086 0.174 
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表 3－18 評価方法の見直しに基づく隣接建屋の影響評価結果 

部材評価結果及び隣接応答倍率 評価方法の見直しに基づく隣接建屋の影響評価結果 

ケース番号 ① ③ 
検定値 

比率 

③/① 

② ④ 
検定値 

比率 

④/② 

最大 

検定値 

地震動 

（ケース） 

隣接応答 

倍率 

検定値× 

隣接応答 

倍率 

地震動 Sd-1 Sd-1 Sd-1 Sd-1 

質点系モデル 単独 隣接 単独 隣接 

水平動の入力方向 NS NS EW EW 

主柱材 Ｄ－Ｅ間 

（φ508.0×7.9） 
0.227 0.239 1.053 0.212 0.219 1.034 0.94 

Ss-2 

（ケース 6） 
1.053 0.990 

評価方法の見直しの概要：実状の鉄塔部主柱材及び筒身部の断面の切り替え位置に合わせたモデル 

主柱材 筒身部 

  

評価方法の見直し   （参考）工認モデル 

 

評価方法の見直し   （参考）工認モデル 

注：下線部は隣接応答倍率とするケースを表示。 

T.M.S.L. 54.40

T.M.S.L. 62.50

T.M.S.L. 70.40

T.M.S.L. 77.90

T.M.S.L. 52.25

T.M.S.L. 60.75

T.M.S.L. 68.75

T.M.S.L. 76.25

2
.
1
5

1
.
7
5

1.
6
5

1
.
6
5

G T.M.S.L. 40.2

T.M.S.L. 38.2

F T.M.S.L. 48.0

E T.M.S.L. 56.5

D T.M.S.L. 65.0

C T.M.S.L. 72.5

B T.M.S.L. 80.0

A T.M.S.L. 85.0

T.M.S.L. 52.25m

T.M.S.L. 60.75m

T.M.S.L. 68.75m

T.M.S.L. 76.25m

：φ771.2×19

：φ609.6×16

：φ508.0× 7.9

：φ406.4× 6.4

：φ318.5× 6

G T.M.S.L. 40.2m

T.M.S.L. 38.2m

F T.M.S.L. 48.0m

E T.M.S.L. 56.5m

D T.M.S.L. 65.0m

C T.M.S.L. 72.5m

B T.M.S.L. 80.0m

A T.M.S.L. 85.0m

T.M.S.L. 54.00

T.M.S.L. 69.00

T.M.S.L. 52.25

T.M.S.L. 68.75

1
.
7
5

0
.
2
5

G T.M.S.L. 40.2

T.M.S.L. 38.2

F T.M.S.L. 48.0

E T.M.S.L. 56.5

D T.M.S.L. 65.0

C T.M.S.L. 72.5

B T.M.S.L. 80.0

A T.M.S.L. 85.0

G T.M.S.L. 40.2m

T.M.S.L. 38.2m

F T.M.S.L. 48.0m

E T.M.S.L. 56.5m

D T.M.S.L. 65.0m

C T.M.S.L. 72.5m

B T.M.S.L. 80.0m

A T.M.S.L. 85.0m
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   (7) 復水貯蔵槽（CSP） 

復水貯蔵槽については，Ⅴ-2-5-5-1-2「復水貯蔵槽の耐震性についての計算

書」の評価結果（検定値）に対して，隣接応答倍率を乗じた評価を実施する。

壁の評価にはせん断力の隣接応答倍率を，底面スラブの評価にはせん断力及び

曲げモーメントの隣接応答倍率を用いる。評価用の隣接応答倍率を表 3－19 に，

評価結果を表 3－20 に示す。表 3－20 に示すように，復水貯蔵槽の壁及び底面

スラブにおいて隣接応答倍率を考慮した検定値が 1.0 を下回ることを確認した。 

以上より，隣接建屋の影響を考慮しても構造健全性に影響はないことを確認

した。 

 

表 3－19 評価用の隣接応答倍率 

部位 隣接応答倍率 

壁 

T.M.S.L. 16.1～12.3 (m) 1.10 

T.M.S.L. 12.3～ 6.5 (m) 1.03 

T.M.S.L.  6.5～-1.1 (m)  0.96＊ 

底面スラブ 1.06 

注記＊：1.00 として簡易評価を実施する。 

 

 

表 3－20 評価結果 

項目 
評価 

項目 

方 

向 

要素 

番号 

組合せ 

ケース 

検定値 

① 

倍率 

② 
①×② 

軸力 
＋ 

曲げモーメント 
＋ 

面内せん断力 

壁 必要 

鉄筋量 

（mm2/m） 

横 22858 2 0.940 1.03 0.969 

底面 

スラブ 
EW 10803 5 0.573 1.06 0.608 

面外せん断力 

(kN/m) 

壁 面外せん

断力 

(kN/m) 

横 22468 7 0.511 1.03 0.527 

底面 

スラブ 
NS 10710 1 0.476 1.06 0.505 

 



別紙 3 建物付帯設備（建物・構築物）の応答増幅について 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

目  次 

 

1. 概要 ································································ 別紙 3-1 

2. 検討方針 ···························································· 別紙 3-1 

3. 検討結果 ··························································· 別紙 3-13 

 3.1 締付装置受けピンの評価方法 ······································  別紙 3-16 

 3.2 アンカーボルトの評価方法 ········································  別紙 3-18 

 

 



 

別紙 3-1 

1. 概要 

本資料は，隣接建屋の影響として，耐震評価を実施している建物付帯設備（建物・構築物）の応

答増幅の影響検討を行うものである。 

 

2. 検討方針 

検討対象を表2－1に示す。隣接建屋を考慮した応答倍率（隣接考慮／隣接非考慮）と，各検討対

象の耐震性についての計算結果により影響検討を行う。検討は，各検討対象の耐震性の計算方法に

応じて最大応答加速度の比較または最大応答せん断力の比較から求まる隣接応答倍率を，隣接非考

慮時の最大検定値に乗じて求めた各検査対象の検定値が 1.0を超過しないことを確認する。 

7号機原子炉建屋（以下「K7R/B」という。）の建屋モデル及び隣接応答倍率を図2－1～図2－5に，

コントロール建屋（以下「C/B」という。）の建屋モデル及び隣接応答倍率を図 2－6～図 2－10 に，

7 号機タービン建屋（以下「K7T/B」という。）の建屋モデル及び隣接応答倍率を図 2－11～図 2－15

に示す。評価フローを図 2－16 に示す。また，線形解析に基づく隣接応答倍率を用いることの妥当

性を表2－2に示す。なお，評価に用いる隣接応答倍率は，別紙2の躯体関係の評価と同様に，弾性

設計用地震動Sd-1に基づく応答倍率を用いる。 

 

表 2－1 検討対象 

検討対象 建屋名称 

中央制御室待避室遮蔽 C/B 

燃料取替床ブローアウトパネル K7R/B 

主蒸気系トンネル室ブローアウトパネル K7R/B 

原子炉建屋エアロック K7R/B 

取水槽閉止板 K7T/B 

水密扉 
K7R/B 

K7T/B 

水密扉付止水堰 
K7R/B 

K7T/B 

止水堰 
K7R/B 

K7T/B 
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注記＊ ：RCCV回転ばね 

 

（a）NS方向              （b）EW方向 

 図 2－1 K7R/B の建屋モデル 
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図 2－2 最大応答加速度の比較（K7R/B，NS方向） 

 

 

 

図 2－3 最大応答加速度の比較（K7R/B，EW方向） 
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T.M.S.L.(m) 隣接非考慮 隣接考慮 比率

49.7 7.31 7.82 1.07

38.2 5.55 6.47 1.17

31.7 4.71 5.83 1.24

23.5 4.22 5.05 1.20

18.1 3.95 4.57 1.16
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図 2－4 最大応答せん断力の比較（K7R/B，NS方向） 

 

 

 

図 2－5 最大応答せん断力の比較（K7R/B，EW方向） 
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 図 2－6 C/Bの建屋モデル 
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図 2－7 最大応答加速度の比較（C/B，NS方向） 

 

 

 

図 2－8 最大応答加速度の比較（C/B，EW方向） 
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図 2－9 最大応答せん断力の比較（C/B，NS方向） 

 

 

 

図 2－10 最大応答せん断力の比較（C/B，EW方向） 
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 図 2－11 K7T/B の建屋モデル 
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図 2－12 最大応答加速度の比較（K7T/B，NS方向） 

 

 

 

図 2－13 最大応答加速度の比較（K7T/B，EW方向） 
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図 2－14 最大応答せん断力の比較（K7T/B，NS方向） 

 

 

 

図 2－15 最大応答せん断力の比較（K7T/B，EW方向） 
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図 2－16 評価フロー 

  

検討開始

隣接建屋の影響による
応答倍率の評価

1.0以内

1つでも1.0を超える場合

応力解析等による評価（詳細評価）

各部位における発生値に隣接建屋の影響を考慮した
応答倍率を乗じた評価（簡易評価）

評価終了

許容値を超える場合

許容値以内
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表 2－2 線形解析に基づく隣接応答倍率を用いることの妥当性 

評価対象 耐震評価内容 妥当性 

・中央制御室待避室遮蔽 

・燃料取替床 

 ブローアウトパネル 

・主蒸気系トンネル室 

 ブローアウトパネル 

・原子炉建屋エアロック 

・取水槽閉止板 

・水密扉 

・水密扉付止水堰 

・止水堰 

計算式による応力・変形量

評価（地震応答解析による

加速度・せん断力に基づく

地震荷重を入力） 

・耐震評価にあたっては，地

震応答解析により算定され

た加速度・せん断力に基づ

く水平地震力を用いて計算

式による応力・変形量評価

を実施し，発生値が許容値

以内であることを確認して

いる。  

・隣接応答倍率を踏まえた評

価としては，簡易評価（隣

接応答倍率を発生値に乗じ

た評価）により，許容値以

内であることを確認してい

るが，線形解析に基づく隣

接応答倍率が保守的である

ため，評価結果は保守的で

ある。 
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表 3－1 隣接建屋の影響検討結果（1／2） 

注記＊：1.00として簡易評価を実施する。 

 

  

検討対象 
最 大 

検定値 

隣接応答倍率 検定値 

×隣接応答

倍率 倍率 
応力種別 

・方向 

中央制御室待避室遮蔽 

C/B 2 階 

T.M.S.L.17.3m 

新設壁 0.85  0.96＊ 
せん断 

NS 
0.85 

燃料取替床 

ブローアウトパネル 

R/B 4 階 

T.M.S.L.41.1m～45.18m 

Sd 

閉機能維持 
0.49 1.09 

加速度 

NS 
0.54 

Ss 

開機能維持 
0.12 1.12 

せん断 

EW 
0.14 

主蒸気系トンネル室 

ブローアウトパネル 

R/B 1 階 

T.M.S.L.12.3m～23.5m 

Sd 

閉機能維持 
0.001 1.20 

加速度 

EW 
0.002 

Ss 

開機能維持 
0.14 1.27 

せん断 

NS 
0.18 

原子炉建屋エアロック 

FCS室エアロック 

R/B 1 階 

T.M.S.L.12.3m 

ヒンジピン 0.38 1.16 

組合せ 

（曲げ，

せん断） 

EW 

0.45 

原子炉建屋エアロック 

ギャラリー室エアロック 

R/B 4 階 T.M.S.L.34.5m 

締付 

ローラー 
0.13 1.24 

定格荷重 

EW 
0.17 

取水槽閉止板 

タービン補機冷却用 

海水取水槽閉止板 

T/B 地下 1階 

T.M.S.L.4.9m 

戸当り 0.05 1.04 
曲げ 

NS 
0.06 
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     ここで，ヒンジに生じる転倒力Ｆ１については下記の通りとし，転倒力の作用状況を図3 

    －4に示す。 

 

Ｆ１＝Ｗ１・Ｌ１／Ｌ２＋ＫＨ・Ｇ／2 

Ｗ１＝Ｇ＋ＫＵＤ・Ｇ 

   Ｗ１ ：スラスト荷重(kN) 

        Ｇ  ：扉重量(kN) 

        ＫＨ ：水平震度 

        ＫＵＤ：鉛直震度 

        Ｆ１ ：ヒンジに生じる転倒力(kN) 

        Ｌ１ ：扉重心とヒンジ芯間距離(mm) 

        Ｌ２ ：ヒンジ芯間距離(mm) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 3－4 ヒンジに生じる転倒力の作用状況 

扉重心 

位置 

Ｆ１ 

Ｆ１ 

Ｌ１ 

Ｌ２ Ｗ１ 





 

 

 

 

 

別紙 4 機器への影響検討 
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1. 概要 

本資料は，隣接建屋の影響として，建屋の応答増幅に伴う機器への影響検討を行うものである。 

 

2. 検討方針 

「2.1」に示す検討対象について，隣接建屋を考慮した応答倍率（隣接考慮／隣接非考慮）（以

下「隣接応答倍率」という。）と，各検討対象の裕度（許容値／発生値）を用いた簡易評価及び

隣接応答倍率を考慮した耐震条件を用いた詳細評価を行う。影響検討フローを図2－1に示す。 

2.1 検討対象 

検討対象は7号機原子炉建屋（K7R/B），コントロール建屋（C/B），7号機タービン建屋（K7T/B），

廃棄物処理建屋（Rw/B）に設置される以下の機器・配管系とする。 

・設計基準対象施設のうち，耐震重要度分類のＳクラスに属する機器・配管系 

・重大事故等対処施設のうち，常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備，常設

重大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類がＳクラスのもの）

及び常設重大事故緩和設備（設計基準拡張）に属する機器・配管系 

・波及的影響防止のために耐震評価を実施する機器・配管系 

 

2.2 影響検討における耐震条件の考え方 

機器の耐震計算に用いる耐震条件としては，設計用最大応答加速度Ⅰ，設計用床応答曲線Ⅰ及

び設計用地震力Ⅰ（以下「設計用Ⅰ」という。）並びに設計用最大応答加速度Ⅱ，設計用床応答

曲線Ⅱ及び設計用地震力Ⅱ（以下「設計用Ⅱ」という。）を設定している。なお，設計用最大応

答加速度Ⅰ，設計用最大応答加速度Ⅱ，設計用床応答曲線Ⅰ及び設計用床応答曲線ⅡはⅤ-2-1-7

「設計用床応答曲線の作成方針」に，設計用地震力Ⅰ及び設計用地震力ⅡはⅤ-2-2-4「原子炉本

体の基礎の地震応答計算書」及びⅤ-2-3-1「炉心，原子炉圧力容器及び圧力容器内部構造物の地

震応答計算書」に示される。ここで，設計用Ⅰ及び設計用Ⅱは以下の通り作成したものである。 

・設計用Ⅰ：建物・構築物の地震応答解析により得られた応答に材料物性の不確かさ等の影

響を考慮して作成したもの 

・設計用Ⅱ：計用Ⅰ以上となるように作成したもの 

耐震評価においては，設計用Ⅰを用いた耐震計算の結果が許容値を満たすことを，耐震性が

確保されることの判断基準としている。 

これを踏まえて本影響検討においては，耐震計算において設計用Ⅱを用いたものであっても，

設計用Ⅰを用いた耐震計算の結果に対する影響検討により，判定基準を満足することが確認で

きれば，耐震性への影響が無いと判断する。 
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床応答スペクトル等
（隣接非考慮）

床応答スペクトル等
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となるか

設計用Ⅰを用いた評価

隣接応答倍率≦裕度
となるか

【簡易評価】

【詳細評価】

Yes

No
Yes

No

Yes

No

Yes

No

隣接応答倍率の算定

検討対象

 

 

図2－1 隣接建屋による機器・配管系への影響検討フロー 
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2.3 検討内容 

2.3.1 建屋と非連成で評価する機器・配管系に対する検討 

(1) 隣接応答倍率の算定 

影響検討に用いる隣接応答倍率の算定方法を以下に示す。 

a. 最大応答加速度 

各標高について，隣接建屋非考慮モデルによる最大応答加速度に対する隣接建屋考慮モ

デルによる最大応答加速度の比をとったものを隣接応答倍率とする。なお，隣接応答倍率

の算定にあたっては，NS方向とEW方向の最大応答加速度の包絡値を用いる。各建屋の隣接

考慮モデルによる最大応答加速度，隣接建屋非考慮モデルによる最大応答加速度（全標高，

水平方向（NS，EW包絡））の比較を添付資料1に示す。 

 

b. 床応答スペクトル 

各標高・各減衰定数について，隣接建屋非考慮モデルによる床応答スペクトルに対する

隣接建屋考慮モデルにおける床応答スペクトルの比をとったものを隣接応答倍率とする。

なお，隣接応答倍率の算定にあたってはNS方向とEW方向の床応答スペクトルの包絡値を用

いる。各建屋の隣接考慮モデルによる床応答スペクトル，隣接建屋非考慮モデルによる床

応答スペクトル，設計用床応答曲線Ⅰ，設計用床応答曲線Ⅱ（全標高，水平方向（NS，EW

包絡），減衰定数2.0%）の比較を添付資料1に示す。 

 

(2) 簡易評価 

隣接応答倍率と各検討対象の裕度を比較し，裕度が隣接応答倍率以上となることを確認す

る。評価に用いる隣接応答倍率は，機器の耐震計算に使用する標高・減衰定数の隣接応答倍

率のうち，機器の一次固有周期以下で最大となる値を用いる方法（方法A）により算出する

ことを基本とし，裕度が隣接応答倍率以上とならなかった場合には，機器の各固有周期にお

いて最大となる値を用いる方法（方法B）により算定する（図2－2）。評価に用いる裕度は

機器の耐震計算書における裕度とするが，「2.2」の考え方に従い，設計用Ⅱを用いて耐震

計算を行った機器で耐震計算書における裕度が隣接応答倍率以上とならなかった場合には，

設計用Ⅰを用いて耐震計算を行い，その裕度が隣接応答倍率以上となることを確認する。 

 

(3) 詳細評価 

水平方向の設計用Ⅰに隣接応答倍率を乗じて算出される最大応答加速度又は床応答スペ

クトルを用いた耐震計算の結果が許容値を満たすことを確認する。 

評価に用いる床応答スペクトルは，設計用床応答曲線Ⅰに対して，簡易評価に用いた隣接

応答倍率を一律に乗じる方法（方法a）により算出することを基本とし，評価結果が許容値

を満足しない場合には，固有周期に応じた個々の隣接応答倍率を乗じる方法（方法b）によ

り算出する（図2－3）。なお，本検討は隣接建屋の影響による建屋応答の変動が機器・配管

系の耐震評価結果へ与える影響を検討するものであるため，方法bでは，1.0を下回る応答比

率についてもそのまま考慮して耐震条件を作成する。 
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○方法A 

隣接応答倍率のうち，機器の一次固有周期以下で最大となる値を用いる方法 

 

 

○方法B 

隣接応答倍率のうち，機器の各固有周期において最大となる値を用いる方法 

 

 

 

 

図2－2 簡易評価に用いる隣接応答倍率の算定方法（床応答スペクトル） 
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○方法a 

簡易評価に用いた隣接応答倍率を一律に乗じる方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○方法b 

固有周期に応じた個々の隣接応答倍率を乗じる方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2－3 詳細評価に用いる床応答スペクトル（水平方向）の算出方法 

固有周期（s）

震
度

固有周期に応じた個々の比率を乗じる

隣接応答倍率を考慮した
床応答スペクトル
設計用床応答曲線Ⅰ

隣
接
応
答
倍
率
（
－
）

固有周期（s）

固有周期（s）

震
度

隣接応答倍率を考慮した
床応答スペクトル
設計用床応答曲線Ⅰ

簡易評価で用いた隣接応答倍
率を一律で乗じる
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2.3.2 時刻歴応答解析を行っている機器・配管系に対する検討 

建屋と非連成で評価する機器・配管系のうち，時刻歴応答解析を行っているものとして，原

子炉建屋クレーンがある。原子炉建屋クレーンの構造図を図2－4に示す。 

原子炉建屋クレーンは，地震力に対してクレーン本体が水平方向に車輪部でのすべり挙動を

示すため,時刻歴応答解析で求める計算値（クレーン本体応力，浮上り量，吊具荷重）は，鉛

直入力による応答が支配的である。一方，本影響検討においては，隣接建屋による水平方向の

応答増幅の影響を確認する観点から，水平方向の応答増幅の影響が考えられる部位として「脱

線防止ラグ」を代表部位としているが，脱線防止ラグは最大応答加速度を用いた耐震計算を行

っているので，簡易評価として最大応答加速度による隣接応答倍率を用いた簡易評価を行い，

裕度が隣接応答倍率以上となることを確認している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2－4 原子炉建屋クレーンの構造図 

 

2.3.3 建屋－機器連成地震応答解析モデルの応答を用いて評価する機器・配管系に対する検討 

原子炉建屋との建屋－機器連成地震応答解析モデルの応答を用いて評価する機器・配管系

（以下「連成系」という。）については，設計時には原子炉建屋と原子炉圧力容器や炉内構造

物等を連成させたモデルによる連成解析を行っている。 

隣接建屋の影響検討ではソリッド要素でモデル化した地盤上に複数の建屋の質点系モデル

を配置するといった複雑な解析を行っており，設計時と同様の原子炉建屋と原子炉圧力容器や

炉内構造物等を連成させたモデルによる連成解析は困難である。 

そのため，連成系に対する影響検討では連成解析に代わる手段として，建屋応答解析（隣接

考慮）及び建屋応答解析（隣接非考慮）から得られる時刻歴応答（加速度及び変位）を，大型

機器・炉内応答解析モデル（図2－5）に入力（多点入力）する大型機器・炉内応答解析を行い，

その結果として得られる機器の評価点での隣接考慮の最大応答加速度，床応答スペクトル及び

地震荷重（隣接応答）と隣接考慮の最大応答加速度，床応答スペクトル及び地震荷重（単独応

答）を用いて隣接応答倍率を算出する。 

隣接応答倍率を算出した以降は図2－1と同じく隣接応答倍率と機器の耐震計算書における

裕度を用いた簡易評価及び隣接応答倍率を考慮した耐震条件を用いた詳細評価を行う。 

連成系に対する影響検討フロー及び大型機器・炉内応答解析の概要を図2－6及び図2－7に示

す。 

代表部位

すべり挙動を示す
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ここで，大型機器・炉内応答解析において入力する応答は，建屋応答解析（隣接考慮，隣接

非考慮）から得られる応答のうち並進成分の加速度及び変位とする。なお，原子炉本体基礎下

端が接続する原子炉建屋基礎スラブの応答は回転成分を有するが，その影響は軽微であること

を確認している（添付資料6）。また，大型機器・炉内応答解析において原子炉本体基礎は剛性

一定（線形）とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2－5 大型機器・炉内応答解析モデル

モデル化範囲 

 

 記号 内容

質点

はり

水平ばね

回転ばね

剛部材
(ピン結合)

Ｋ1 シュラウドサポート

Ｋ2
制御棒駆動機構ハウジング
ラテラルレストレント

Ｋ3
制御棒駆動機構ハウジング
レストレントビーム

Ｋ4 燃料取替用ベローズ

Ｋ5 原子炉圧力容器スタビライザ

Ｋ6 ダイヤフラムフロア
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建物応答解析
（隣接考慮）

建物応答解析
（隣接非考慮）

隣接応答
（震度・FRS，地震荷重）

隣接応答倍率
（震度・FRS，地震荷重）

検討完了（影響なし）

時刻歴応答
（加速度及び変位）

時刻歴応答
（加速度及び変位）

大型機器・炉内応答解析

単独応答
（震度・FRS，地震荷重）

簡易評価

詳細評価

追加検討

OK

OK

NG

NG

大型機器・炉内応答解析

以降，図2－1の影響検討フローと同様のため，記載を簡略化する。

 

 

 

 

 

図2－6 隣接建屋による機器・配管系への影響検討フロー（連成系） 
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建屋応答解析

470.0m
287.6m

167.0m

▽T.M.S.L.－155.0m

隣接考慮

隣接非考慮

大型機器・炉内応答解析モデル

：原子炉建屋との接続点（入力点）

○:接続点

○:接続点

隣接応答倍率＝各評価点での隣接応答／各評価点での単独応答

大型機器・炉内応答解析

建屋の応答を入力
（加速度、変位）

 

 

 

 

図2－7 隣接応答倍率の算出のための大型機器・炉内応答解析の概要
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3. 検討結果 

簡易評価の結果，隣接応答倍率が裕度を上回り詳細評価が必要となった機器について，評価結

果を表3－1及び表3－2に示す。 

また，簡易評価に用いた隣接応答倍率の算定方法及び詳細評価に用いた床応答スペクトルの算

出方法について，添付資料2に示す。 

 

結果において，隣接応答倍率に対して簡易評価から詳細評価への裕度の減少が比較的小さい傾

向が確認されるため，この傾向の要因について以下に示す。 

・簡易評価では耐震計算書における裕度を用いていることにより，設計用Ⅱを用いているもの

があるが，詳細評価では全て設計用Ⅰに対して隣接応答倍率を考慮したもので耐震計算を行

っていること。（表3-1 No.1,3,4 及び 表3-2 No.4～8） 

・隣接応答倍率の考慮方法として，簡易評価では最大（一次固有周期以下最大または各固有周

期最大）の隣接応答倍率を用いるが，詳細評価では「固有周期に応じた個々の隣接応答倍率

を乗じる方法（方法b）」により床応答スペクトルを算出していること。 

（表3-1 No.10,11,12 及び 表3-2 No.5,7,9） 

・簡易評価では「鉛直方向」を含めた全体の応力に対する裕度と隣接応答倍率を比較している

が，詳細評価においては，隣接建屋による水平方向の応答変動の影響を確認する観点から，

水平方向のみに隣接応答倍率を考慮していること。 

（表3-1 No.1～16 及び 表3-2 No. 1～9） 

・簡易評価では「地震荷重」「自重」「配管内圧」 を含めた全体の応力に対する裕度と隣接応

答倍率を比較しているが，詳細評価においては，「地震荷重」のみに隣接応答倍率を考慮し

ていること。（表3-1 No.1～16 及び 表3-2 No. 1～9） 
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表 3－1 評価結果（建屋と非連成で評価する機器・配管系）（１／２） 

注記＊1： 耐震計算書における評価結果の裕度（許容値／発生値）を示す。 

＊2： 一次＋二次応力の計算結果が許容応力を上回るが，疲労評価を実施し疲労累積係数が許容値 1を満足することで，耐震性を有す

ることを確認している。（ ）内に疲労累積係数を示す。 

No. 機器名称 建屋 
標高 

T.M.S.L. 

(m) 

減衰 
定数 

一次 
固有 
周期 
(s) 

使用 
耐震 
条件 

簡易評価 詳細評価 

評価 
部位 

応力 
分類 

裕度＊1 
隣接応答 

倍率 
[算定方法] 

評価条件 

算出方法 

発生値 
(MPa) 

許容値 
(MPa) 

許容値/ 
発生値 

結果 

1 
配管 

（CUW-PD-1） 
K7R/B 23.5 2.0% 0.130 

Ⅱ 
(FRS) 

配管 
一次 

＋二次 

0.87＊2 
(0.0359) 

1.19 
[方法 A] 

方法 a 360 366 1.01 ○ 

2 
配管 

（HPCF-R-3） 
K7R/B -1.7 2.0% 0.173 

Ⅰ 
(FRS) 

配管 
一次 

＋二次 

0.99＊2 
(0.0003) 

1.19 
[方法 A] 

方法 a 385 376 
0.97＊2 
(0.0004) 

○ 

3 
配管 

（HPCF-W-1） 
Rw/B -1.1 2.0% 0.147 

Ⅱ 
(FRS) 

配管 
一次 

＋二次 
1.06 

1.42 
[方法 A] 

方法 a 338 356 1.05 ○ 

4 
配管 

（MUWC-W-1） 
Rw/B -1.1 2.0% 0.172 

Ⅱ 
(FRS) 

配管 
一次 

＋二次 
1.06 

1.56 
[方法 A] 

方法 a 342 354 1.03 ○ 

5 
配管 

（RCW-T-4） 
K7T/B -1.1 2.0% 0.145 

Ⅰ 
(FRS) 

配管 
一次 

＋二次 

0.56＊2 
(0.2071) 

1.09 
[方法 A] 

方法 a 827 450 
0.54＊2 
(0.2546) 

○ 

6 
配管 

（HPCF-R-024） 
K7R/B 4.8 3.0% 0.076 

Ⅰ 
(FRS) 

配管 
一次 

＋二次 
1.13 

1.16 
[方法 A] 

方法 a 389 434 1.11 ○ 

7 
配管 

（RCW-T-1） 
K7T/B -1.1 2.0% 0.139 

Ⅰ 
(FRS) 

配管 
一次 

＋二次 

0.98＊2 
(0.0189) 

1.09 
[方法 A] 

方法 a 486 466 
0.95＊2 
(0.0202) 

○ 

8 
配管 

（RCW-T-3） 
K7T/B -1.1 2.0% 0.098 

Ⅰ 
(FRS) 

配管 
一次 

＋二次 

0.61＊2 
(0.1617) 

1.09 
[方法 A] 

方法 a 762 466 
0.61＊2 
(0.1628) 

○ 

9 
配管 

（RCW-T-5） 
K7T/B -1.1 2.0% 0.161 

Ⅰ 
(FRS) 

配管 
一次 

＋二次 
1.03 

1.09 
[方法 A] 

方法 a 454 466 1.02 ○ 

10 
配管 

（SGTS-R-3） 
K7R/B 

23.5 
～49.7 

2.0% 0.160 
Ⅰ 

(FRS) 
配管 

一次 

＋二次 
1.19 

1.28 
[方法 A] 

方法 b 378 422 1.11 ○ 

11 
配管 

（HCVS-R-1） 
K7R/B 

12.3 
～31.7 

2.0% 0.165 
Ⅰ 

(FRS) 
配管 

一次 

＋二次 
1.22 

1.62 
[方法 A] 

方法 b 248 300 1.20 ○ 

12 
配管 

（FCVS-R-5） 
K7R/B 

18.1 
～31.7 

2.0% 0.164 
Ⅰ 

(FRS) 
配管 

一次 

＋二次 
1.40 

1.59 
[方法 A] 

方法 b 328 342 1.04 ○ 
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表 3－1 評価結果（建屋と非連成で評価する機器・配管系）（２／２） 

注記＊1： 耐震計算書における評価結果の裕度（許容値／発生値）を示す。 

＊2： 一次＋二次応力の計算結果が許容応力を上回るが，疲労評価を実施し疲労累積係数が許容値 1を満足することで，耐震性を有す

ることを確認している。（ ）内に疲労累積係数を示す。 

＊3： 個別に設定する等価繰返し回数（120 回）を用いて算出した値。なお，耐震計算書では一律に設定する等価繰返し回数（200 回）

を用いている。 

No. 機器名称 建屋 
標高 

T.M.S.L. 

(m) 

減衰 
定数 

一次 
固有 
周期 
(s) 

使用 
耐震 
条件 

簡易評価 詳細評価 

評価 
部位 

応力 
分類 

裕度＊1 
隣接応答 

倍率 
[算定方法] 

評価条件 

算出方法 
発生値 
(MPa) 

許容値 
(MPa) 

許容値/ 
発生値 

結果 

13 

使用済燃料 

貯蔵プール 

水位・温度 

(SA 広域) 

K7R/B 
18.1 
～31.7 

1.0% 0.151 
Ⅰ 

(FRS) 

支持 
架台 
(部材) 

組合せ 1.02 
1.56 

[方法 A] 
方法 a 203 205 1.00 ○ 

14 

下部ドライウェ
ルアクセストン
ネルスリーブ及
び鏡板（所員用
エアロック付） 

K7R/B -1.7 1.0% 0.090 
Ⅰ 

(FRS) 

P3 
一次 

＋二次 

0.86＊2 
(0.266) 

1.16 
[方法 A] 

方法 a 528 393 
0.74＊2 
(0.509) 

○ 

P2 
一次 

＋二次 

0.88＊2 
(0.237) 

1.16 
[方法 A] 

方法 a 518 393 
0.75＊2 
(0.462) 

○ 

15 
下部ドライウェ

ル所員用 
エアロック 

K7R/B -1.7 1.0% 0.090 
Ⅰ 

(FRS) 
P12 

一次 

＋二次 

0.80＊2 
(0.369) 

1.16 
[方法 A] 

方法 a 570 393 
0.68＊2 
(0.712) 

○ 

16 
原子炉補機 
冷却水系 
熱交換器 

K7T/B 4.9 － － 
Ⅰ 

(ZPA) 
胴板 

一次 

＋二次 

0.78＊2 
(0.827) 

1.09 
[－] 

－ 683 497 
0.72＊2 

(0.667＊3) 
○ 
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表 3－2 評価結果（建屋－機器連成地震応答解析モデルの応答を用いて評価を行う機器・配管系）（１／２） 

注記＊1： 耐震計算書における評価結果の裕度（許容値／発生値）を示す。 

＊2： 一次＋二次応力の計算結果が許容応力を上回るが，疲労評価を実施し疲労累積係数が許容値 1を満足することで，耐震性を有す

ることを確認している。（ ）内に疲労累積係数を示す。 

＊3： 設計比（発生値／許容値）が 1以下となることで，耐震性を有することを確認している。 

No. 機器名称 建屋 

標高 

T.M.S.L. 

(m) 

減衰 

定数 

一次 

固有 

周期 

(s) 

使用 

耐震 

条件 

簡易評価 詳細評価 

評価 

部位 

応力 

分類 
裕度＊1 

隣接応答 

倍率 

[算定方法] 

評価条件 

算出方法 

発生値 

(MPa) 

許容値 

(MPa) 

許容値/ 

発生値 
結果 

1 原子炉本体基礎 
K7R/B 

(大型) 

-8.2 

～ 

12.3 

－ － 

Ⅰ 
(せん断

力，モー

メント) 

ブラ

ケッ

ト部 

曲げ

応力

度 

1.09 
1.23 

[－] 
－ 408.8 427 1.04 〇 

2 燃料集合体 
K7R/B 

(炉内) 
12.297 － － 

Ⅰ 

(ZPA，

変位) 

燃料

被覆

管 

一次 

＋二次 
1.31 

1.53 

[－] 
－ 設計比：0.87＊3 〇 

3 

原子炉冷却材再

循環ポンプモー

タケーシング 

K7R/B 

(炉内) 

5.376 

～ 

6.253 

－ － 

Ⅰ 
(せん断

力，モー

メント) 

ケー

シン

グ 

軸圧

縮応

力 

1.11 
1.14 

[－] 
－ 207 207 1.00 〇 

4 
配管 

（CUW-PD-2） 

K7R/B 

(大型) 
17.02 1.5% 0.232 

Ⅱ 

(FRS) 
配管 

一次 

＋二次 

0.58＊2 

(0.3097) 

1.57 

[方法 B] 
方法 a 542 366 

0.67＊2 

(0.1526) 
〇 

5 
配管 

（MS-PD-28） 

K7R/B 

(大型) 
18.44 2.0% 0.228 

Ⅱ 

(FRS) 
配管 

一次 

＋二次 
1.11 

1.83 

[方法 A] 
方法 b 251 300 1.19 〇 

6 
配管 

（MS-PD-29） 

K7R/B 

(大型) 
18.44 2.0% 0.247 

Ⅱ 

(FRS) 
配管 

一次 

＋二次 
1.31 

1.70 

[方法 B] 
方法 a 325 300 

0.92＊2 

(0.6945) 
〇 

7 
配管 

（MS-PD-30） 

K7R/B 

(大型) 
18.44 2.0% 0.248 

Ⅱ 

(FRS) 
配管 

一次 

＋二次 
1.03 

1.60 

[方法 B] 
方法 b 252 300 1.19 〇 
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表 3－2 評価結果（建屋－機器連成地震応答解析モデルの応答を用いて評価を行う機器・配管系）（２／２） 

注記＊1： 耐震計算書における評価結果の裕度（許容値／発生値）を示す。 

＊2： 一次＋二次応力の計算結果が許容応力を上回るが，疲労評価を実施し疲労累積係数が許容値 1を満足することで，耐震性を有す

ることを確認している。（ ）内に疲労累積係数を示す。 

 

No. 機器名称 建屋 

標高 

T.M.S.L. 

(m) 

減衰 

定数 

一次 

固有 

周期 

(s) 

使用 

耐震 

条件 

簡易評価 詳細評価 

評価 

部位 

応力 

分類 
裕度＊1 

隣接応答 

倍率 

[算定方法] 

評価条件 

算出方法 

発生値 

(MPa) 

許容値 

(MPa) 

許容値/ 

発生値 
結果 

8 
配管 

（MS-PW-11） 

K7R/B 

(大型) 
1.7 0.5% 0.273 

Ⅱ 

(FRS) 
配管 

一次 

＋二次 
1.06 

1.41 

[方法 A] 
方法 a 256 278 1.08 〇 

9 出力領域モニタ 
K7R/B 

(炉内) 

10.161 

～ 

14.433 

1.0% 0.308 
Ⅰ 

(FRS) 

校正

用導

管 

ｶﾊﾞｰ

ﾁｭｰ

ﾌﾞ 

一次一

般膜+

一次曲

げ応力 

1.27 
1.39 

[方法 B] 
方法 b 201 225 1.11 〇 
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4. まとめ 

簡易評価で裕度が隣接応答倍率以上となること及び詳細評価で隣接応答倍率を考慮した発生値

が許容値以下となることを確認したことから，全ての検討対象について隣接建屋による耐震性へ

の影響がないことを確認した。 
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表添 1－1 最大応答加速度の比較（7号機原子炉建屋，水平方向）（１／２） 

1 49.70 1.11

2 38.20 1.19

3 31.70 1.15

4 23.50 1.04

5 18.10 1.07

6 12.30 1.09

7 4.80 1.13

8 -1.70 1.16

9 -8.20 1.18

10 -13.70 1.21

構造物名
質点
番号

標　高
T.M.S.L.

(m)

最大応答加速度（×9.80665m/s
2
）×1.0

①隣接考慮 ②隣接非考慮
隣接応答倍率
（①/②）

原子炉建屋

0.87 0.79

0.70 0.59

0.61 0.53

0.52 0.50

0.50 0.47

0.49 0.45

0.46 0.41

0.44 0.38

0.41 0.35

0.41 0.34  

 

表添 1－1 最大応答加速度の比較（7号機原子炉建屋，水平方向）（２／２） 

1 49.70 1.10

2 38.20 1.19

3 31.70 1.14

4 23.50 1.04

5 18.10 1.08

6 12.30 1.10

7 4.80 1.15

8 -1.70 1.18

9 -8.20 1.17

10 -13.70 1.20

構造物名
質点
番号

標　高
T.M.S.L.

(m)

最大応答加速度（×9.80665m/s
2
）×1.2

①隣接考慮 ②隣接非考慮
隣接応答倍率
（①/②）

原子炉建屋

1.04

0.84

0.73

0.62

0.60

0.59

0.56

0.53

0.49

0.49

0.95

0.71

0.64

0.60

0.56

0.54

0.49

0.45

0.42

0.41  
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表添 1－2 最大応答加速度の比較（コントロール建屋，水平方向） 

24.10 1.05

17.30 1.02

12.30 1.00

6.50 1.04

1.00 1.12

-2.70 1.15

構造物名
標　高
T.M.S.L.

(m)

最大応答加速度（×9.80665m/s2）×1.0

①隣接考慮 ②隣接非考慮
隣接応答倍率
（①/②）

0.42

0.46 0.40

コントロール建屋

0.65 0.62

0.55 0.54

0.49 0.49

0.47 0.45

0.47

 

 

表添 1－3 最大応答加速度の比較（7号機タービン建屋，水平方向） 

44.30 1.07

38.60 1.10

30.90 1.02

25.80 1.00

20.40 1.02

12.30 1.04

4.90 1.09

-1.10 1.09

-5.10 1.10

構造物名
標　高
T.M.S.L.

(m)

最大応答加速度（×9.80665m/s2）×1.0

①隣接考慮 ②隣接非考慮
隣接応答倍率
（①/②）

タービン建屋

2.13 2.00

1.30 1.18

0.65 0.64

0.58 0.58

0.55

0.45 0.41

0.54

0.51 0.49

0.50 0.46

0.47 0.43

 

 

表添 1－4 最大応答加速度の比較（廃棄物処理建屋，水平方向） 

44.30 1.35

36.70 1.06

30.90 1.00

30.40 0.86

20.40 0.88

12.30 0.86

6.50 0.94

-1.10 1.07

-6.10 1.13

0.75 0.87

0.60

構造物名
標　高
T.M.S.L.

(m)

最大応答加速度（×9.80665m/s2）×1.0

①隣接考慮 ②隣接非考慮
隣接応答倍率
（①/②）

0.43 0.38

廃棄物処理建屋 0.68

0.48 0.56

0.46 0.49

0.44 0.41

2.69 2.00

1.29 1.22

0.83 0.83
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0.05 0.1 0.2 0.5 1.0

固 有 周 期 [ s ]

震
度

10.0

8.0

6.0

4.0

2.0

0.0

K7 R/B

T.M.S.L.49.700m

減衰 2.0%

設計用床応答曲線Ⅰ
設計用床応答曲線Ⅱ

隣接考慮（ALL）
隣接非考慮（S1）

 

0.05 0.1 0.2 0.5 1.0

固 有 周 期 [ s ]

震
度

10.0

8.0

6.0

4.0

2.0

0.0

K7 R/B

T.M.S.L.38.200m

減衰 2.0％

設計用床応答曲線Ⅰ
設計用床応答曲線Ⅱ

隣接考慮（ALL）
隣接非考慮（S1）

 

0.05 0.1 0.2 0.5 1.0

固 有 周 期 [ s ]

震
度

10.0

8.0

6.0

4.0

2.0

0.0

K7 R/B

T.M.S.L.31.700m

減衰 2.0％

設計用床応答曲線Ⅰ
設計用床応答曲線Ⅱ

隣接考慮（ALL）
隣接非考慮（S1）

 

図添 1－1 床応答スペクトルの比較（7号機原子炉建屋，水平方向，減衰定数 2.0%）（1/3） 
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0.05 0.1 0.2 0.5 1.0

固 有 周 期 [ s ]

震
度

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0.0

K7 R/B

T.M.S.L.23.500m

減衰 2.0％

設計用床応答曲線Ⅰ
設計用床応答曲線Ⅱ

隣接考慮（ALL）
隣接非考慮（S1）

 

0.05 0.1 0.2 0.5 1.0

固 有 周 期 [ s ]

震
度

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0.0

K7 R/B

T.M.S.L.18.100m

減衰 2.0％

設計用床応答曲線Ⅰ
設計用床応答曲線Ⅱ

隣接考慮（ALL）
隣接非考慮（S1）

 

0.05 0.1 0.2 0.5 1.0

固 有 周 期 [ s ]

震
度

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0.0

K7 R/B

T.M.S.L.12.300m

減衰 2.0％

設計用床応答曲線Ⅰ
設計用床応答曲線Ⅱ

隣接考慮（ALL）
隣接非考慮（S1）

 

図添 1－1 床応答スペクトルの比較（7号機原子炉建屋，水平方向，減衰定数 2.0%）（2/3） 
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0.05 0.1 0.2 0.5 1.0

固 有 周 期 [ s ]

震
度

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0.0

K7 R/B

T.M.S.L.4.800m

減衰 2.0％

設計用床応答曲線Ⅰ
設計用床応答曲線Ⅱ

隣接考慮（ALL）
隣接非考慮（S1）

 

0.05 0.1 0.2 0.5 1.0

固 有 周 期 [ s ]

震
度

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0.0

K7 R/B

T.M.S.L.-1.700m

減衰 2.0％

設計用床応答曲線Ⅰ
設計用床応答曲線Ⅱ

隣接考慮（ALL）
隣接非考慮（S1）

 

0.05 0.1 0.2 0.5 1.0

固 有 周 期 [ s ]

震
度

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0.0

K7 R/B

T.M.S.L.-8.200m

減衰 2.0％

設計用床応答曲線Ⅰ
設計用床応答曲線Ⅱ

隣接考慮（ALL）
隣接非考慮（S1）

 

図添 1－1 床応答スペクトルの比較（7号機原子炉建屋，水平方向，減衰定数 2.0%）（3/3） 
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0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0

震
度

固有周期(s)

K6，7 C/B

T.M.S.L.24.100m

減衰 2.0％

設計用床応答曲線Ⅰ

設計用床応答曲線Ⅱ

隣接考慮（ALL）

隣接非考慮（S2）

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0

震
度

固有周期(s)

K6，7 C/B

T.M.S.L.17.300m

減衰 2.0％

設計用床応答曲線Ⅰ

設計用床応答曲線Ⅱ

隣接考慮（ALL）

隣接非考慮（S2）

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0

震
度

固有周期(s)

K6，7 C/B

T.M.S.L.12.300m

減衰 2.0％

設計用床応答曲線Ⅰ

設計用床応答曲線Ⅱ

隣接考慮（ALL）

隣接非考慮（S2）

 

図添 1－2 床応答スペクトルの比較（コントロール建屋，水平方向，減衰定数 2.0%）（1/2）
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0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0

震
度

固有周期(s)

K6，7 C/B

T.M.S.L.6.500m

減衰 2.0％

設計用床応答曲線Ⅰ

設計用床応答曲線Ⅱ

隣接考慮（ALL）

隣接非考慮（S2）

 

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0

震
度

固有周期(s)

K6，7 C/B

T.M.S.L.1.000m

減衰 2.0％

設計用床応答曲線Ⅰ

設計用床応答曲線Ⅱ

隣接考慮（ALL）

隣接非考慮（S2）

 

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0

震
度

固有周期(s)

K6，7 C/B

T.M.S.L.-2.700m

減衰 2.0％

設計用床応答曲線Ⅰ

設計用床応答曲線Ⅱ

隣接考慮（ALL）

隣接非考慮（S2）

 

図添 1－2 床応答スペクトルの比較（コントロール建屋，水平方向，減衰定数 2.0%）（2/2）
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0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0

震
度

固有周期(s)

K7 T/B

T.M.S.L.44.300m

減衰 2.0％

設計用床応答曲線Ⅰ

設計用床応答曲線Ⅱ

隣接考慮（ALL）

隣接非考慮（S3）

 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0

震
度

固有周期(s)

K7 T/B

T.M.S.L.38.600m

減衰 2.0％

設計用床応答曲線Ⅰ

設計用床応答曲線Ⅱ

隣接考慮（ALL）

隣接非考慮（S3）

 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0

震
度

固有周期(s)

K7 T/B

T.M.S.L.30.900m

減衰 2.0％

設計用床応答曲線Ⅰ

設計用床応答曲線Ⅱ

隣接考慮（ALL）

隣接非考慮（S3）

 

図添 1－3 床応答スペクトルの比較（7号機タービン建屋，水平方向，減衰定数 2.0%）（1/3） 
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隣接考慮（ALL）

隣接非考慮（S3）
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T.M.S.L.20.400m

減衰 2.0％
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設計用床応答曲線Ⅱ

隣接考慮（ALL）

隣接非考慮（S3）
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T.M.S.L.12.300m

減衰 2.0％

設計用床応答曲線Ⅰ

設計用床応答曲線Ⅱ

隣接考慮（ALL）

隣接非考慮（S3）

 

図添 1－3 床応答スペクトルの比較（7号機タービン建屋，水平方向，減衰定数 2.0%）（2/3） 
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隣接考慮（ALL）

隣接非考慮（S3）
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T.M.S.L.-1.100m

減衰 2.0％

設計用床応答曲線Ⅰ

設計用床応答曲線Ⅱ

隣接考慮（ALL）

隣接非考慮（S3）
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減衰 2.0％

設計用床応答曲線Ⅰ

設計用床応答曲線Ⅱ

隣接考慮（ALL）

隣接非考慮（S3）

 

図添 1－3 床応答スペクトルの比較（7号機タービン建屋，水平方向，減衰定数 2.0%）（3/3） 
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図添 1－4 床応答スペクトルの比較（廃棄物処理建屋，水平方向，減衰定数 2.0%）（1/3） 
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図添 1－4 床応答スペクトルの比較（廃棄物処理建屋，水平方向，減衰定数 2.0%）（2/3） 
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図添1－4 床応答スペクトルの比較（廃棄物処理建屋，水平方向，減衰定数2.0%）（3/3） 
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図添2－1 隣接応答倍率の算定（CUW-PD-1） 

 

図添2－2 隣接応答倍率の算定（HPCF-R-3） 
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図添2－3 隣接応答倍率の算定（HPCF-W-1） 

 

 

 

図添2－4 隣接応答倍率の算定（MUWC-W-1） 
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図添2－5 隣接応答倍率の算定（RCW-T-4） 

 

 

図添2－6 隣接応答倍率の算定（HPCF-R-024） 
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図添2－7 隣接応答倍率の算定（RCW-T-1） 

 

 

 

図添2－8 隣接応答倍率の算定（RCW-T-3） 

 

 

 



添付資料 2 

別紙 4-33 

 

 

 

 

図添2－9 隣接応答倍率の算定（RCW-T-5） 

 

 

図添2－10 隣接応答倍率の算定（SGTS-R-3） 
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図添2－11 隣接応答倍率の算定（HCVS-R-1） 

 

図添2－12 隣接応答倍率の算定（FCVS-R-5） 
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図添2－13 隣接応答倍率の算定（使用済燃料プール水位・温度（SA広域）） 



添付資料 2 

別紙 4-36 

 

 

 

図添2－14 隣接応答倍率の算定（下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板(所員用エ

アロック付き)） 

 

 

 

 

 

図添2－15 隣接応答倍率の算定（下部ドライウェル所員用エアロック） 
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1次固有周期：0.232

1.57

K7 R/B（大型）

T.M.S.L.17.02 m

減衰定数 1.5%

隣接応答倍率
算定方法 方法B

詳細評価に用いる
床応答スペクトル
算定方法：方法a

 

図添2－16 隣接応答倍率の算定（CUW-PD-2） 

 

 

 

1次固有周期：0.228

K7 R/B（大型）

T.M.S.L.18.44 m

減衰定数 2.0%

隣接応答倍率
算定方法 方法A

詳細評価に用いる
床応答スペクトル
算定方法：方法b

1.83

 

図添2－17 隣接応答倍率の算定（MS-PD-28） 
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1次固有周期：0.247

K7 R/B（大型）

T.M.S.L.18.44 m

減衰定数 2.0%

隣接応答倍率
算定方法 方法B

詳細評価に用いる
床応答スペクトル
算定方法：方法a

1.70

 
図添2－18 隣接応答倍率の算定（MS-PD-29） 

 

 

 

1次固有周期：0.248

K7 R/B（大型）

T.M.S.L.18.44 m

減衰定数 2.0%

隣接応答倍率
算定方法 方法B

詳細評価に用いる
床応答スペクトル
算定方法：方法b

1.60

 

図添2－19 隣接応答倍率の算定（MS-PD-30） 
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1次固有周期：0.273

K7 R/B（大型）

T.M.S.L.1.7 m

減衰定数 0.5%

隣接応答倍率
算定方法 方法A

詳細評価に用いる
床応答スペクトル
算定方法：方法a

1.41

 

図添2－20 隣接応答倍率の算定（MS-PW-11） 

 

 

 

1次固有周期：0.308

K7 R/B（炉内）

T.M.S.L.14.433 m

減衰定数 1.0%

隣接応答倍率
算定方法 方法B

詳細評価に用いる
床応答スペクトル
算定方法：方法b

1.39

 

図添2－21 隣接応答倍率の算定（出力領域モニタ） 
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影響検討における誘発上下動の扱いについて 

 

設計用床応答曲線の作成にあたっては，Ⅴ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」のうち「2. 地震応

答解析の基本方針」に基づき，誘発上下動について，誘発上下動の応答時刻歴を時々刻々加算した

もの（Ｖ＋ＸＶ，Ｖ＋ＹＶ）を入力として作成した床応答スペクトル及び時々刻々減算したもの（Ｖ

－ＸＶ，Ｖ－ＹＶ）を入力として作成した床応答スペクトルを，鉛直方向地震力に対する鉛直方向の

応答時刻歴（Ｖ）を入力として作成した床応答スペクトルと包絡することにより考慮している。 

ここで，ＸＶはＸ方向地震力に対する誘発上下動の応答時刻歴であり，ＹＶはＹ方向地震力に対す

る誘発上下動の応答時刻歴である。 

 

図2－1に設計用床応答曲線の作成における誘発上下動の考慮の例として，廃棄物処理建屋のうち，

鉛直方向で支配的なSs-1の例を示す。 

図2－1に示す通り設計用床応答曲線において誘発上下動の寄与は極めて小さいことから，隣接建

屋の影響による誘発上下動の応答時刻歴の変動が機器の耐震計算に及ぼす影響も小さいと考えられ

るため，本検討においては考慮しない。 
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鉛直方向 単独

鉛直方向＋NS誘発上下動

鉛直方向－NS誘発上下動

 

 

 

図添3－1 設計用床応答曲線の作成における誘発上下動の考慮の例 

 

Rw/B_T.M.S.L.-1.1 

Ss-1_基本ケース 

鉛直方向_減衰定数 1.0% 
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簡易評価の結果について 

 

簡易評価は，「2.3.2」に示す通り，隣接応答倍率と機器の耐震計算書における裕度の比較を行

い，裕度が隣接応答倍率以上となることを確認することで，隣接建屋により機器の耐震性への影

響が無いことについて，簡易的に確認を行っている。 

簡易評価の結果，裕度が隣接応答倍率以上となった機器のうち，設計用Ⅰを用いて評価を行っ

ており，かつ裕度が1.5を下回るものの評価結果について，表添4－1に示す。 
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表添 4－1 簡易評価結果（１／３） 

 

No. 機器名称 建屋 

標高 

T.M.S.L. 

(m) 

減衰 

定数 

一次 

固有 

周期 

(s) 

使用 

耐震 

条件 

簡易評価 

評価 

部位 

応力 

分類 
裕度 

隣接応答 

倍率 

[算定方法] 

結果 

1 
配管 

（FDW-T-1） 
K7T/B 20.4 3.0% 0.151 Ⅰ 配管 一次＋二次 1.30 

1.02 

[方法 A] 
○ 

2 
配管 

（RCIC-R-660） 
K7R/B -1.7 0.5% 0.085 Ⅰ 配管 一次＋二次 1.49 

1.16 

[方法 A] 
○ 

3 
配管 

（RCW-T-2） 
K7T/B -1.1 2.0% 0.137 Ⅰ 配管 一次＋二次 1.24 

1.09 

[方法 A] 
○ 

4 
配管 

（RCW-T-6） 
K7T/B -1.1 2.0% 0.194 Ⅰ 配管 一次＋二次 1.09 

1.09 

[方法 A] 
○ 

5 
配管 

（FCVS-R-2） 
K7R/B 18.1 2.0% 0.119 Ⅰ 配管 一次＋二次 1.41 

1.21 

[方法 A] 
○ 

6 
配管 

（MCR-C-16） 
C/B 24.1 2.0% 0.060 Ⅰ 配管 一次＋二次 1.49 

1.23 

[方法 A] 
○ 

7 
配管 

（IA-T-1） 
K7T/B 12.3 2.0% 0.157 Ⅰ 配管 一次 1.22 

1.10 

[方法 A] 
○ 

8 
配管 

（HPCF-PD-2） 

K7R/B 

(大型) 
15.6 0.5% 0.119 Ⅰ 配管 一次＋二次 1.46 

1.13 

[方法 A] 
○ 

9 
配管 

（CRD-PD-3） 

K7R/B 

(大型) 
1.7 2.0% 0.160 Ⅰ 配管 一次＋二次 1.32 

1.26 

[方法 A] 
○ 
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表添 4－1 簡易評価結果（２／３） 

 

No. 機器名称 建屋 

標高 

T.M.S.L. 

(m) 

減衰 

定数 

一次 

固有 

周期 

(s) 

使用 

耐震 

条件 

簡易評価 

評価 

部位 

応力 

分類 
裕度 

隣接応答 

倍率 

[算定方法] 

結果 

10 制御棒・破損燃料貯蔵ラック K7R/B 23.5 － － Ⅰ 
基礎 

ボルト 
引張り 1.47 

1.08 

[方法 A] 
○ 

11 使用済燃料貯蔵ラック K7R/B 23.5 7.0% 0.082 Ⅰ 
基礎 

ボルト 
引張り 1.50 

1.08 

[方法 A] 
○ 

12 
使用済燃料貯蔵プール 

監視カメラ 
K7R/B 49.7 － － Ⅰ 

カメラ 

本体 

機能維持 

評価 
1.31 

1.11 

[－] 
○ 

13 
使用済燃料貯蔵プール 

監視カメラ用空冷装置 
K7R/B 49.7 － － Ⅰ 装置本体 

機能維持 

評価 
1.31 

1.11 

[－] 
○ 

14 燃料プール冷却浄化系ポンプ K7R/B 18.1 － － Ⅰ 
ポンプ 

軸位置 

機能維持 

評価 
1.11 

1.07 

[方法 A] 
○ 

15 残留熱除去系熱交換器 K7R/B -8.2 － － Ⅰ 胴板 一次＋二次 1.25 
1.17 

[－] 
○ 

16 残留熱除去系ポンプ K7R/B -8.2 － － Ⅰ 
電動機 

軸受部 

機能維持 

評価 
1.19 

1.18 

[－] 
○ 

17 高圧炉心注水系ポンプ K7R/B -8.2 － － Ⅰ 
電動機 

軸受部 

機能維持 

評価 
1.19 

1.18 

[－] 
○ 
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表添 4－1 簡易評価結果（３／３） 

No. 機器名称 建屋 

標高 

T.M.S.L. 

(m) 

減衰 

定数 

一次 

固有 

周期 

(s) 

使用 

耐震 

条件 

簡易評価 

評価 

部位 

応力 

分類 
裕度 

隣接応答 

倍率 

[算定方法] 

結果 

18 原子炉隔離時冷却系ポンプ K7R/B -8.2 － － Ⅰ 
ポンプ 

軸位置 

機能維持 

評価 
1.21 

1.18 

[－] 
○ 

19 
原子炉隔離時冷却系ポンプ 

駆動用蒸気タービン 
K7R/B -8.2 － － Ⅰ タービン 

機能維持 

評価 
1.19 

1.17 

[－] 
○ 

20 復水移送ポンプ Rw/B -6.1 － － Ⅰ 
ポンプ 

軸位置 

機能維持 

評価 
1.14 

1.13 

[－] 
○ 

21 原子炉補機冷却水ポンプ K7T/B -1.1 － － Ⅰ 
ポンプ 

軸位置 

機能維持 

評価 
1.33 

1.10 

[－] 
○ 

22 原子炉補機冷却海水ポンプ K7T/B 4.9 － － Ⅰ 
ポンプ 

軸位置 

機能維持 

評価 
1.33 

1.09 

[－] 
○ 

23 

中央制御室送風機，中央制御

室排風機及び中央制御室再

循環送風機 

C/B 17.3 － － Ⅰ 
ファン 

・電動機 

機能維持 

評価 
1.07 

1.02 

[－] 
○ 

24 

下部ドライウェルアクセス

トンネルスリーブ及び鏡板

（機器搬入用ハッチ付） 

K7R/B -1.7 1.0% 0.077 Ⅰ 

フランジ 

プレート 

（内側） 

曲げ 

応力度 
1.03 

1.01 

[方法 B] 
○ 

25 
燃料取替床ブローアウト 

パネル閉止装置 
K7R/B 49.7 － － Ⅰ 

閉止装置 

全体 

機能維持 

評価 
1.41 

1.11 

[－] 
○ 

26 非常用ディーゼル発電機 K7R/B 12.3 － － Ⅰ 軸受 
機能維持 

評価 
1.14 

1.07 

[－] 
○ 

27 燃料取替機 K7R/B 31.7 － － Ⅰ 

燃料取替機 

構造 

フレーム 

組合せ 1.17 
1.14 

[－] 
○ 
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表添 5－1（1/4） 最大応答加速度（水平方向） 

NS方向 EW方向
①

包絡値
NS方向 EW方向

②

包絡値

18 21.200 0.51 0.56 0.56 0.49 0.49 0.49 1.15

19 18.440 0.48 0.53 0.53 0.44 0.46 0.46 1.16

20 17.020 0.46 0.50 0.50 0.42 0.44 0.44 1.14

21 15.600 0.43 0.47 0.47 0.40 0.42 0.42 1.12

22 13.950 0.41 0.44 0.44 0.39 0.40 0.40 1.10

23 12.300 0.40 0.42 0.42 0.38 0.38 0.38 1.11

24 8.200 0.38 0.39 0.39 0.35 0.35 0.35 1.12

25 7.000 0.37 0.38 0.38 0.34 0.34 0.34 1.12

26 4.500 0.36 0.36 0.36 0.33 0.33 0.33 1.09

27 3.500 0.36 0.36 0.36 0.33 0.32 0.33 1.09

28 1.700 0.35 0.35 0.35 0.32 0.32 0.32 1.10

29 -2.100 0.34 0.34 0.34 0.31 0.31 0.31 1.10

30 -4.700 0.33 0.34 0.34 0.30 0.30 0.30 1.14

34 26.013 0.67 0.70 0.70 0.70 0.63 0.70 1.00

35 23.553 0.61 0.66 0.66 0.64 0.59 0.64 1.04

36 22.163 0.59 0.63 0.63 0.60 0.56 0.60 1.05

37 20.494 0.56 0.60 0.60 0.55 0.53 0.55 1.09

38 18.716 0.53 0.56 0.56 0.50 0.50 0.50 1.12

40 16.506 0.49 0.52 0.52 0.44 0.45 0.45 1.16

42 15.266 0.47 0.50 0.50 0.41 0.43 0.43 1.17

46 12.297 0.42 0.44 0.44 0.37 0.39 0.39 1.13

51 9.402 0.38 0.40 0.40 0.36 0.36 0.36 1.12

54 6.795 0.38 0.38 0.38 0.35 0.35 0.35 1.09

57 5.066 0.37 0.37 0.37 0.34 0.34 0.34 1.09

隣接応答倍率

（①/②）

原子炉遮蔽壁

原子炉本体基礎

原子炉圧力容器

構造物名
質点

番号

標　高

T.M.S.L.
(m)

最大応答加速度（×9.80665m/s2）×1.0

隣接考慮 隣接非考慮
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表添 5－1（2/4） 最大応答加速度（水平方向） 

NS方向 EW方向
①

包絡値
NS方向 EW方向

②

包絡値

62 19.472 0.88 0.95 0.95 0.96 0.92 0.96 0.99

63 18.716 0.75 0.82 0.82 0.74 0.74 0.74 1.11

64 17.179 0.52 0.59 0.59 0.47 0.50 0.50 1.18

65 16.506 0.50 0.57 0.57 0.44 0.48 0.48 1.19

66 15.641 0.49 0.55 0.55 0.43 0.47 0.47 1.17

67 15.266 0.48 0.54 0.54 0.43 0.46 0.46 1.18

68 14.433 0.47 0.52 0.52 0.42 0.45 0.45 1.16

69 13.721 0.46 0.51 0.51 0.41 0.44 0.44 1.16

70 13.009 0.45 0.49 0.49 0.41 0.43 0.43 1.14

71 12.297 0.44 0.48 0.48 0.40 0.42 0.42 1.15

72 11.585 0.43 0.47 0.47 0.40 0.41 0.41 1.15

73 10.873 0.42 0.45 0.45 0.39 0.40 0.40 1.13

74 10.161 0.41 0.44 0.44 0.39 0.39 0.39 1.13

75 9.645 0.41 0.43 0.43 0.38 0.39 0.39 1.11

76 10.161 0.41 0.44 0.44 0.38 0.39 0.39 1.13

78 9.402 0.41 0.43 0.43 0.38 0.38 0.38 1.14

79 8.395 0.40 0.41 0.41 0.37 0.37 0.37 1.11

80 7.388 0.38 0.39 0.39 0.36 0.36 0.36 1.09

81 6.795 0.38 0.38 0.38 0.35 0.35 0.35 1.09

原子炉冷却材

再循環ポンプ
58 6.253 0.38 0.38 0.38 0.35 0.35 0.35 1.09

56 5.817 0.37 0.38 0.38 0.35 0.34 0.35 1.09

57 5.066 0.37 0.37 0.37 0.34 0.34 0.34 1.09

110 1.655 0.44 0.40 0.44 0.41 0.41 0.41 1.08

111 0.934 0.53 0.45 0.53 0.48 0.51 0.51 1.04

112 0.184 0.67 0.50 0.67 0.57 0.62 0.62 1.08

82 5.817 0.37 0.38 0.38 0.35 0.34 0.35 1.09

83 5.066 0.38 0.38 0.38 0.35 0.35 0.35 1.09

87 1.655 0.44 0.40 0.44 0.41 0.41 0.41 1.08

88 0.934 0.46 0.41 0.46 0.42 0.42 0.42 1.10

89 0.184 0.53 0.50 0.53 0.52 0.54 0.54 0.99

90 14.433 0.47 0.52 0.52 0.42 0.45 0.45 1.16

91 13.721 0.57 0.75 0.75 0.46 0.50 0.50 1.50

92 13.009 0.71 0.92 0.92 0.57 0.61 0.61 1.51

93 12.297 0.76 0.98 0.98 0.62 0.66 0.66 1.49

94 11.585 0.71 0.90 0.90 0.57 0.61 0.61 1.48

95 10.873 0.55 0.70 0.70 0.45 0.48 0.48 1.46

96 10.161 0.41 0.44 0.44 0.38 0.39 0.39 1.13

燃料集合体

隣接応答倍率

（①/②）

気水分離器，

スタンドパイプ
及び

炉心シュラウド

原子炉圧力容器

制御棒駆動機構

ハウジング
（内側）

制御棒駆動機構

ハウジング
（外側）

構造物名
質点

番号

標　高

T.M.S.L.
(m)

最大応答加速度（×9.80665m/s
2
）×1.0

隣接考慮 隣接非考慮
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表添 5－1（3/4） 最大応答加速度（水平方向） 

NS方向 EW方向
①

包絡値
NS方向 EW方向

②

包絡値

18 21.200 0.61 0.67 0.67 0.58 0.58 0.58 1.16

19 18.440 0.58 0.63 0.63 0.53 0.55 0.55 1.15

20 17.020 0.55 0.60 0.60 0.50 0.53 0.53 1.14

21 15.600 0.51 0.56 0.56 0.48 0.50 0.50 1.12

22 13.950 0.49 0.53 0.53 0.47 0.48 0.48 1.11

23 12.300 0.48 0.50 0.50 0.45 0.46 0.46 1.09

24 8.200 0.45 0.46 0.46 0.42 0.42 0.42 1.10

25 7.000 0.45 0.45 0.45 0.41 0.41 0.41 1.10

26 4.500 0.43 0.43 0.43 0.40 0.40 0.40 1.08

27 3.500 0.43 0.43 0.43 0.39 0.39 0.39 1.11

28 1.700 0.42 0.42 0.42 0.38 0.38 0.38 1.11

29 -2.100 0.40 0.41 0.41 0.37 0.37 0.37 1.11

30 -4.700 0.39 0.41 0.41 0.36 0.36 0.36 1.14

34 26.013 0.80 0.84 0.84 0.84 0.75 0.84 1.00

35 23.553 0.73 0.79 0.79 0.76 0.70 0.76 1.04

36 22.163 0.70 0.76 0.76 0.72 0.67 0.72 1.06

37 20.494 0.67 0.72 0.72 0.66 0.64 0.66 1.09

38 18.716 0.63 0.67 0.67 0.60 0.59 0.60 1.12

40 16.506 0.59 0.62 0.62 0.53 0.54 0.54 1.15

42 15.266 0.56 0.60 0.60 0.49 0.52 0.52 1.16

46 12.297 0.50 0.53 0.53 0.45 0.47 0.47 1.13

51 9.402 0.46 0.48 0.48 0.43 0.43 0.43 1.12

54 6.795 0.45 0.46 0.46 0.42 0.42 0.42 1.10

57 5.066 0.44 0.45 0.45 0.41 0.41 0.41 1.10

隣接応答倍率

（①/②）

原子炉遮蔽壁

原子炉本体基礎

原子炉圧力容器

構造物名
質点

番号

標　高

T.M.S.L.
(m)

最大応答加速度（×9.80665m/s2）×1.2

隣接考慮 隣接非考慮

 



添付資料 5 

 

別紙 4-48 

 

 

表添 5－1（4/4） 最大応答加速度（水平方向） 

NS方向 EW方向
①

包絡値
NS方向 EW方向

②

包絡値

62 19.472 1.06 1.14 1.14 1.16 1.11 1.16 0.99

63 18.716 0.90 0.99 0.99 0.89 0.89 0.89 1.12

64 17.179 0.63 0.71 0.71 0.56 0.60 0.60 1.19

65 16.506 0.60 0.68 0.68 0.52 0.57 0.57 1.20

66 15.641 0.58 0.66 0.66 0.51 0.56 0.56 1.18

67 15.266 0.58 0.65 0.65 0.51 0.55 0.55 1.19

68 14.433 0.56 0.63 0.63 0.50 0.54 0.54 1.17

69 13.721 0.55 0.61 0.61 0.50 0.53 0.53 1.15

70 13.009 0.54 0.59 0.59 0.49 0.52 0.52 1.14

71 12.297 0.52 0.57 0.57 0.48 0.51 0.51 1.12

72 11.585 0.51 0.56 0.56 0.48 0.50 0.50 1.12

73 10.873 0.50 0.54 0.54 0.47 0.48 0.48 1.13

74 10.161 0.50 0.53 0.53 0.46 0.47 0.47 1.13

75 9.645 0.49 0.52 0.52 0.46 0.46 0.46 1.13

76 10.161 0.49 0.52 0.52 0.46 0.47 0.47 1.11

78 9.402 0.49 0.51 0.51 0.45 0.46 0.46 1.11

79 8.395 0.47 0.49 0.49 0.44 0.44 0.44 1.12

80 7.388 0.46 0.47 0.47 0.43 0.43 0.43 1.10

81 6.795 0.45 0.46 0.46 0.42 0.42 0.42 1.10

原子炉冷却材

再循環ポンプ
58 6.253 0.45 0.46 0.46 0.42 0.42 0.42 1.10

56 5.817 0.45 0.45 0.45 0.41 0.41 0.41 1.10

57 5.066 0.44 0.45 0.45 0.41 0.41 0.41 1.10

110 1.655 0.53 0.48 0.53 0.49 0.49 0.49 1.09

111 0.934 0.64 0.54 0.64 0.58 0.61 0.61 1.05

112 0.184 0.81 0.60 0.81 0.68 0.74 0.74 1.10

82 5.817 0.45 0.45 0.45 0.41 0.41 0.41 1.10

83 5.066 0.45 0.46 0.46 0.42 0.42 0.42 1.10

87 1.655 0.53 0.48 0.53 0.49 0.49 0.49 1.09

88 0.934 0.55 0.49 0.55 0.51 0.50 0.51 1.08

89 0.184 0.64 0.59 0.64 0.62 0.64 0.64 1.00

90 14.433 0.56 0.63 0.63 0.50 0.54 0.54 1.17

91 13.721 0.68 0.90 0.90 0.55 0.59 0.59 1.53

92 13.009 0.85 1.11 1.11 0.69 0.74 0.74 1.50

93 12.297 0.92 1.18 1.18 0.74 0.79 0.79 1.50

94 11.585 0.85 1.08 1.08 0.69 0.73 0.73 1.48

95 10.873 0.66 0.83 0.83 0.54 0.57 0.57 1.46

96 10.161 0.49 0.52 0.52 0.46 0.47 0.47 1.11

燃料集合体

構造物名
質点

番号

標　高

T.M.S.L.
(m)

最大応答加速度（×9.80665m/s
2
）×1.2

隣接考慮 隣接非考慮
隣接応答倍率

（①/②）

気水分離器，

スタンドパイプ
及び

炉心シュラウド

原子炉圧力容器

制御棒駆動機構

ハウジング
（内側）

制御棒駆動機構

ハウジング
（外側）
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別紙 4-49 

 

 

表添 5－2（1/3） せん断力 

NS方向 EW方向
①

包絡値
NS方向 EW方向

②

包絡値

2210 2030 2210 2500 2160 2500 0.89

2520 2340 2520 2800 2440 2800 0.90

2830 2700 2830 3110 2720 3110 0.91

3010 2880 3010 3280 2880 3280 0.92

3240 3070 3240 3500 3090 3500 0.93

3800 3640 3800 4030 3600 4030 0.95

3950 3820 3950 4170 3740 4170 0.95

4400 4390 4400 4570 4150 4570 0.97

3730 4870 4870 3540 3600 3600 1.36

3420 4470 4470 3170 3240 3240 1.38

1210 1270 1270 1160 1180 1180 1.08

57 5.066 428 427 428 400 422 422 1.02

32 9.402

33 8.200

18 21.200

0.81

0.82

0.83

0.83

0.84

0.85

1.16

1.28

1.26

1.22

1.21

0.76

42800

43200

44300

45000

1.03

0.99

0.99

1.20

2420

3930

4330

35200

41300

42200

37100

38200

393

2600

3030

4760

5220

26600

1310

2220

34

16.506

46

51

54

原子炉圧力容器

26.013

35

36

37

38

40

42 15.266

12.297

9.402

6.795

23.553

22.163

20.494

18.716

29

30

31

-2.100

-4.700

-8.200

4.500

3.500

1.700

23

24

25

12.300

8.200

7.000

26

27

28

隣接非考慮
隣接応答倍率

（①/②）

原子炉圧力容器

スカート

原子炉遮蔽壁

原子炉本体基礎

18.440

17.020

15.600

13.950

38200 33600 45000 42200

35700 30400 43200 39700

19

20

21

22

33400 27400 41300 37600

37100 32100 44300 41100

34400 28800 42200 38500

35200 29800 42800 39200

33400

34400

35200

35700

4760 5220 4100 4330

26600 17500 35200 31500

2790 3030 2220 2420

4350 4760 3700 3930

360 393 338 341

2390 2600 1860 2040

341

2040

638 683 664 610

8010 9090 7460 7620

683

1290

2180

1290 1160

2180 2140

9090

664

1310

2220

7620

1070

39200 35000 39200 45800 43100 45800 0.86

構造物名
質点

番号

標　高

T.M.S.L.
(m)

せん断力(kN)

隣接考慮

146 154 154 154 138 154 1.00

1910
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別紙 4-50 

 

表添 5－2（2/3） せん断力 

NS方向 EW方向
①

包絡値
NS方向 EW方向

②
包絡値

96 10.161

97 10.161

103 6.347

104 6.347

112 0.184

82 5.817

89 0.184

1.53

1.49

1.49

1.06

1.08

1.12

1.14

1.16

1.13

1.20

813 1050 1050 657 701 701 1.50

1.49

1.44

11.7

1.12

1.14

1.19

1.10

1.16

1.18

1.03

1.03

1.08

1.28

0.97

1.01

1.11

1.00

81.1

49.9

14.0

29.1

70.2

70.9

65.3

469

166

166

471

699

11.7

117

91.3

49.2

25.3

695

239

254

699

1040

130

104

86 2.508

87 1.655

88 0.934

83 5.066

84 4.213

85 3.361

109 2.508

110 1.655

111 0.934

106 5.066

107 4.213

108 3.361

101 7.388

102 6.795

105 5.817

98 9.645

99 9.402

100 8.395

93 12.297

94 11.585

95 10.873

90 14.433

91 13.721

92 13.009

制御棒駆動機構
ハウジング
(外側)

燃料集合体

制御棒案内管

制御棒駆動機構
ハウジング

制御棒駆動機構
ハウジング
(内側)

隣接非考慮

11.7 10.9

隣接応答倍率
（①/②）

29.1 26.6 28.5 27.7

11.2 11.7

70.2 63.3 65.3 64.5

70.9 62.3 64.0 63.8

28.5

49.9 49.7 43.7 43.9

14.0 13.8 13.7 12.1

43.9

13.7

64.0

14.7 11.2 12.7 13.6

81.1 81.0 71.9 72.8

14.7 13.6

72.8

56.2 51.1 55.9 55.0

83.4 68.8 75.0 78.9

56.2

83.4 78.9

55.9

29.5 25.6 20.3 23.1

22.7 18.7 23.5 23.4

29.5

22.7

23.1

23.5

256 228 217 228

65.7 58.1 49.4 55.1

256

65.7

228

55.1

146 126 119 124

204 179 167 176

146

204

124

176

27.7 27.4 24.5 25.3

98.9 85.0 81.6 85.498.9 85.4

27.7

104 92.2 87.1 91.3

58.4 50.4 47.0 49.258.4

810 1040 654 699

130 120 111 117

192 254 156 166

544 699 440 471

構造物名
質点
番号

標　高
T.M.S.L.

(m)

せん断力(kN)

隣接考慮

542 695 439 469

191 239 155 166
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別紙 4-51 

 

表添 5－2（3/3） せん断力 

NS方向 EW方向
①

包絡値
NS方向 EW方向

②
包絡値

62 19.472

75 9.645

76 10.161

81 6.795

58 6.253

1.50

1.47

1.45

1.45

1.48

247 225 247 213 203 213 1.16

1.56

1.55

1.56

1.13

1.15

2070

20803230

410

308

363

268

98.6

283

385

2040

1210

1210

1210

1220

880

2020 1.56

1.18

1.19

1.18

1.57

1.56

1.53

0.98

1.03

1.15

534

隣接考慮 隣接非考慮
隣接応答倍率
（①/②）

478 534 449 449

266 289 283 273

1750

1760

1300

619

1900

1900

1860

1810

1770

96.2

289

441

486

せん断力(kN)

61 3.671

80 7.388

59 5.376

60 4.523

75(77) 9.645

78 9.402
3150

3180

3210
79 8.395

72 11.585

73 10.873

74 10.161

69 13.721

70 13.009

71 12.297

66 15.641

67 15.266

68 14.433

63 18.716

64 17.179

65 16.506

気水分離器及び
スタンドパイプ

炉心シュラウド

原子炉冷却材
再循環ポンプ

2040

1410 1750 1200 1210

1430 1900 1200 1220

437 486 415 415

308 283 268 257

2420 3230 1960 2080

410 385 363 352

2380 3180 1920

2410 3210 1940 2070

1030 1300 825 880

2350 3150 1910 2020

1420 1760 1210 1220

1420 1810 1190 1210

1410 1770 1190 1210

1430 1860 1200 1220

550 619 528 513

1420 1900 1180 1210

528

1210

1220

1220

398 441 385 384

415

449

89.7 96.2 98.6 94.1

構造物名
質点
番号

標　高
T.M.S.L.

(m)
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別紙 4-52 

 

 

表添 5－3（1/3） モーメント 

NS方向 EW方向
①

包絡値
NS方向 EW方向

②

包絡値

34 26.013 0 0 0 0 0 0 ―

38400 36700 38400 40900 36000 40900 0.94

6970 6940 6970 6730 6940 6940 1.01

15000 19200 19200 12300 12600 12600 1.53

1900 1930 1930 1740 1740 1740 1.11

57 5.066 248 218 248 209 218 218 1.14

32 9.402 39600 41300 41300 38500 36400 38500 1.08

33 8.200 48500 52100 52100 46600 45500 46600 1.12

18 21.200 0 0 0 0 0 0 ―

120000 90900 120000 154000 137000 154000 0.78

153000 140000 153000 198000 173000 198000 0.78

31 -8.200 751000 660000 751000 914000 840000 914000 0.83

28

29

30

19

20

21

22

23

24

25

26

27

0.78

0.79

0.79

0.80

0.81

0.82

0.94

1.16

1.25

1.25

1.24

1.23

1.01

1.03

0.98

0.98

0.94

0.94

246000

350000

377

1300

3490

7430

13200

17100

515000

614000

26400

1090

4770

9070

17000

25600

393000

470000

638000

755000

28300

939

3840

7270

13800

20900

3840

9.402

379

1330

3400

7270

12400

16000

6.795

35

36

37

38

40

42

46

51

54

12400 11800

359 379

17.020

15.600

13.950

12.300

8.200

-2.100

-4.700

隣接非考慮

374000 329000 470000 424000

15500 17000 12800 13800

23400 25600 19600 20900

4390 4770 3550

23.553

原子炉圧力容器

スカート

原子炉遮蔽壁

原子炉本体基礎

7.000

4.500

3.500

1.700

515000 451000 638000 580000

614000 538000 755000 689000

310000 275000 393000 352000

18.440

191000 173000 246000 217000

275000 245000 350000 313000

191000

275000

310000

374000

8340 9070 6670 7270

26400 25100 28300 24600

992 1090 933 939

13200 11300

16000 15200 17100 14700

3400 3260 3490 2940

7270 7060 7430 6300

377 340

1250 1330 1300 1190

構造物名
質点

番号

標　高

T.M.S.L.
(m)

モーメント(kN･m)

隣接考慮
隣接応答倍率

（①/②）

原子炉圧力容器

22.163

20.494

18.716

16.506

15.266

12.297
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別紙 4-53 

 

 

表添 5－3（2/3） モーメント 

NS方向 EW方向
①

包絡値
NS方向 EW方向

②
包絡値

90 14.433 0 0 0 0 0 0 ―

96 10.161 0 0 0 0 0 0 ―

97 10.161 0 0 0 0 0 0 ―

103 6.347 0 0 0 0 0 0 ―

104 6.347 0 0 0 0 0 0 ―

301 265 301 251 264 264 1.14

65.0 60.0 65.0 56.4 57.2 57.2 1.14

112 0.184 0 0 0 0 0 0 ―

82 5.817 83.3 84.7 84.7 69.2 72.3 72.3 1.18

89 0.184 0 0 0 0 0 0 ―

1.10

1.01

1.07

1.09

0.96

0.91

0.98

0.89

1.16

1.17

1.17

0.83

0.78

1.16

1.50

1.50

1.50

1.49

1.48

1.12

1.13

1.15

500

833

951

833

498

60.1

82.2

35.8

24.0

87 1.655 59.8

8.7588 0.934

59.8 52.5

747

1250

1420

1240

735

67.1

85 3.361

86 2.508

110 1.655

111 0.934

83 5.066

109 2.508

102 6.795

105 5.817

106 5.066

84 4.213

94 11.585

95 10.873

98 9.645

107 4.213

108 3.361

91 13.721

92 13.009

93 12.297燃料集合体

制御棒案内管

制御棒駆動機構
ハウジング

制御棒駆動機構
ハウジング
(内側)

制御棒駆動機構
ハウジング
(外側)

99 9.402

100 8.395

101 7.388

隣接応答倍率
（①/②）

モーメント(kN･m)

隣接考慮 隣接非考慮

53.7 54.8

8.75 8.13 8.37 8.74

54.8

8.74

34.1 35.8 35.2 36.8

24.0 19.5 27.2 26.0

36.8

27.2

22.4 23.9 25.0 23.5

26.3 25.4 29.1 28.8

23.9

26.3

25.0

29.1

71.2 57.9 63.5 67.0

11.1 8.39 9.49 10.2

71.2

11.1

67.0

10.2

28.1 24.7 36.1 34.4

35.4 23.0 30.6 28.6

28.1

35.4 30.6

36.1

108 94.5 88.3 93.0

24.5 18.1 29.8 28.2

108

24.5

93.0

29.8

124 107 102 107

65.1 56.4 52.9 55.6

124

65.1

107

55.6

92.3 84.1 78.4 82.2

151 132 126 132

92.3

151 132

833

577 735 466 498

67.1 61.7 57.3 60.1

構造物名
質点
番号

標　高
T.M.S.L.

(m)

579 747 468 500

965 1250 780 833

1100 1420 890 951

964 1240 779
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別紙 4-54 

 

 

表添 5－3（3/3） モーメント 

NS方向 EW方向
①

包絡値
NS方向 EW方向

②
包絡値

62 19.472 0 0 0 0 0 0 ―

75 9.645 8520 10700 10700 7340 7310 7340 1.46

76 10.161 0 0 0 0 0 0 ―

531 671 671 426 454 454 1.48

8960 11300 11300 7660 7680 7680 1.48

81 6.795 15800 20400 20400 13200 13600 13600 1.50

58 6.253 831 769 831 729 701 729 1.14

61 3.671 0 0 0 0 0 0 ―

1.16

1.45

1.45

1.49

1.49

1.51

1.16

1.12

1.13

1.31

1.38

1.43

1.44

0.98

1.02

1.06

1.11

隣接考慮 隣接非考慮
隣接応答倍率
（①/②）

767 749

1120 1240 1120 1110

410

182

5020

5870

6720

8170

10300

12300

1120

1290

18500

473

211

5940

7230

8480

9730

12100

15300

813

1240

1440

1950

3280

4620

64 17.179

65 16.506

66 15.641

72.7

516

63 18.716

743 813

67.8 72.7

モーメント(kN･m)

59 5.376

60 4.523

80 7.388

68 14.433

69 13.721

78 9.402

79 8.395

73 10.873

74 10.161

75(77) 9.645

70 13.009

71 12.297

72 11.585

67 15.266

気水分離器及び
スタンドパイプ

炉心シュラウド

原子炉冷却材
再循環ポンプ

構造物名
質点
番号

標　高
T.M.S.L.

(m)

211 191 182 174

473 432 410 392

7790 9730 6720 6690

4790 5940 4180 4170

5790 7230

14400 18500 12000 12300

9530 12100 8120 8170

12000 15300 10100 10300

6790 8480 5870 5840

5020 5000

4180

2760 3280 2520 2510

3770 4620 3350 3340

2520

3350

1300 1440 1290 1280

1760 1950 1730 1710 1730

767

74.5 71.1

476 516 509 490

74.5

509
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別紙 4-55 

 

 

表添 5－4 ばね反力 

NS方向 EW方向
①

包絡値
NS方向 EW方向

②

包絡値

388 389 389 1.03
制御棒駆動機構ハウジング

レストレントビーム
399 366 399

構造物名 隣接考慮

ばね反力(kN)

隣接非考慮
隣接応答倍率

（①/②）

20100 11500 30800 26800

492 505 604 561
原子炉圧力容器

スタビライザ

ダイヤフラムフロア

0.84

0.66

505

20100

604

30800

 

 

 

表添 5－5 相対変位 

NS方向 EW方向
①

包絡値
NS方向 EW方向

②
包絡値

90 14.433 － － － － － － －

91 13.721 3.8 4.9 4.9 3.1 3.3 3.3 1.49

92 13.009 6.6 8.4 8.4 5.3 5.7 5.7 1.48

93 12.297 7.6 9.7 9.7 6.1 6.5 6.5 1.50

94 11.585 6.6 8.4 8.4 5.3 5.7 5.7 1.48

95 10.873 3.8 4.9 4.9 3.1 3.3 3.3 1.49

96 10.161 － － － － － － －

標高
T.M.S.L.

(m)

質点
番号

構造物名

燃料集合体

隣接考慮

相対変位(mm)

隣接応答倍率
（①/②）

隣接非考慮
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表添 5－6 床応答スペクトル 

21.200 図添5－1（1/21）

18.440 図添5－1（2/21）

17.020 図添5－1（3/21）

15.600 図添5－1（4/21）

13.950 図添5－1（5/21）

12.300 図添5－1（6/21）

8.200 図添5－1（7/21）

7.000 図添5－1（8/21）

4.500 図添5－1（9/21）

3.500 図添5－1（10/21）

1.700 図添5－1（11/21）

-2.100 図添5－1（12/21）

-4.700 図添5－1（13/21）

26.013 図添5－1（14/21）

20.494 図添5－1（15/21）

16.506 図添5－1（16/21）

15.266 図添5－1（17/21）

5.066 図添5－1（18/21）

14.433 図添5－1（19/21）

10.161 図添5－1（20/21）

原子炉冷却材

再循環ポンプ
6.253 図添5－1（21/21）

床応答スペクトル

原子炉遮蔽壁

原子炉本体基礎

方向 建屋機器
標　高

T.M.S.L.
(m)

減衰

定数
(%)

水平 2.0

原子炉圧力容器

炉心シュラウド
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0.05 0.1 0.2 0.5 1.0

固 有 周 期 [ s ]

震
度

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0.0

隣接考慮
隣接非考慮

 

図添 5－1（1/21） 床応答スペクトル（水平方向，T.M.S.L.21.200m） 

 

0.05 0.1 0.2 0.5 1.0

固 有 周 期 [ s ]

震
度

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0.0

隣接考慮
隣接非考慮

 

図添 5－1（2/21） 床応答スペクトル（水平方向，T.M.S.L.18.440m） 

減衰定数：2.0% 

減衰定数：2.0% 
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0.05 0.1 0.2 0.5 1.0

固 有 周 期 [ s ]

震
度

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0.0

隣接考慮
隣接非考慮

 

図添 5－1（3/21） 床応答スペクトル（水平方向，T.M.S.L.17.020m） 

 

 

0.05 0.1 0.2 0.5 1.0

固 有 周 期 [ s ]

震
度

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0.0

隣接考慮
隣接非考慮

 

図添 5－1（4/21） 床応答スペクトル（水平方向，T.M.S.L.15.600m） 

減衰定数：2.0% 

減衰定数：2.0% 
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0.05 0.1 0.2 0.5 1.0

固 有 周 期 [ s ]

震
度

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0.0

隣接考慮
隣接非考慮

 

図添 5－1（5/21） 床応答スペクトル（水平方向，T.M.S.L.13.950m） 

 

 

0.05 0.1 0.2 0.5 1.0

固 有 周 期 [ s ]

震
度

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0.0

隣接考慮
隣接非考慮

 

図添 5－1（6/21） 床応答スペクトル（水平方向，T.M.S.L.12.300m） 

減衰定数：2.0% 

減衰定数：2.0% 
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0.05 0.1 0.2 0.5 1.0

固 有 周 期 [ s ]

震
度

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0.0

隣接考慮
隣接非考慮

 

図添 5－1（7/21） 床応答スペクトル（水平方向，T.M.S.L.8.200m） 

 

 

0.05 0.1 0.2 0.5 1.0

固 有 周 期 [ s ]

震
度

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0.0

隣接考慮
隣接非考慮

 

図添 5－1（8/21） 床応答スペクトル（水平方向，T.M.S.L.7.000m） 

減衰定数：2.0% 

減衰定数：2.0% 
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0.05 0.1 0.2 0.5 1.0

固 有 周 期 [ s ]

震
度

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0.0

隣接考慮
隣接非考慮

 

図添 5－1（9/21） 床応答スペクトル（水平方向，T.M.S.L.4.500m） 

 

 

0.05 0.1 0.2 0.5 1.0

固 有 周 期 [ s ]

震
度

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0.0

隣接考慮
隣接非考慮

 

図添 5－1（10/21） 床応答スペクトル（水平方向，T.M.S.L.3.500m） 

減衰定数：2.0% 

減衰定数：2.0% 
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0.05 0.1 0.2 0.5 1.0

固 有 周 期 [ s ]

震
度

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0.0

隣接考慮
隣接非考慮

 

図添 5－1（11/21） 床応答スペクトル（水平方向，T.M.S.L.1.700m） 

 

 

0.05 0.1 0.2 0.5 1.0

固 有 周 期 [ s ]

震
度

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0.0

隣接考慮
隣接非考慮

 

図添 5－1（12/21） 床応答スペクトル（水平方向，T.M.S.L.-2.100m） 

減衰定数：2.0% 

減衰定数：2.0% 
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0.05 0.1 0.2 0.5 1.0

固 有 周 期 [ s ]

震
度

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0.0

隣接考慮
隣接非考慮

 

図添 5－1（13/21） 床応答スペクトル（水平方向，T.M.S.L.-4.700m） 

 

 

0.05 0.1 0.2 0.5 1.0

固 有 周 期 [ s ]

震
度

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0.0

隣接考慮
隣接非考慮

 

図添 5－1（14/21） 床応答スペクトル（水平方向，T.M.S.L.26.013m） 

減衰定数：2.0% 

減衰定数：2.0% 
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0.05 0.1 0.2 0.5 1.0

固 有 周 期 [ s ]

震
度

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0.0

隣接考慮
隣接非考慮

 

図添 5－1（15/21） 床応答スペクトル（水平方向，T.M.S.L.20.494m） 
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固 有 周 期 [ s ]

震
度

5.0
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1.0

0.0

隣接考慮
隣接非考慮

 

図添 5－1（16/21） 床応答スペクトル（水平方向，T.M.S.L.16.506m） 

減衰定数：2.0% 

減衰定数：2.0% 
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0.05 0.1 0.2 0.5 1.0

固 有 周 期 [ s ]

震
度

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0.0

隣接考慮
隣接非考慮

 

図添 5－1（17/21） 床応答スペクトル（水平方向，T.M.S.L.15.266m） 

 

 

0.05 0.1 0.2 0.5 1.0

固 有 周 期 [ s ]

震
度

5.0

4.0
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1.0

0.0

隣接考慮
隣接非考慮

 

図添 5－1（18/21） 床応答スペクトル（水平方向，T.M.S.L.5.066m） 

減衰定数：2.0% 

減衰定数：2.0% 
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0.05 0.1 0.2 0.5 1.0

固 有 周 期 [ s ]

震
度

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0.0

隣接考慮
隣接非考慮

 

図添 5－1（19/21） 床応答スペクトル（水平方向，T.M.S.L.14.433m） 

0.05 0.1 0.2 0.5 1.0

固 有 周 期 [ s ]

震
度

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0.0

隣接考慮
隣接非考慮

 

図添 5－1（20/21） 床応答スペクトル（水平方向，T.M.S.L.10.161m） 

減衰定数：2.0% 

減衰定数：2.0% 
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0.05 0.1 0.2 0.5 1.0

固 有 周 期 [ s ]

震
度

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0.0

隣接考慮
隣接非考慮

 

図添 5－1（21/21） 床応答スペクトル（水平方向，T.M.S.L.6.253m） 

 

減衰定数：2.0% 
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回転入力の影響について 

 

原子炉建屋との建屋－機器連成地震応答解析モデルの応答を用いて評価を行う機器・配

管系に対して実施した大型機器・炉内応答解析においては，建屋応答解析の結果として得

られる応答のうち並進成分の加速度及び変位を入力としている。 

設計用の解析においては，建屋と大型機器系を連成にて解析することにより並進成分も

回転成分も建屋から大型機器系に伝達されるため，今回の大型機器・炉内応答解析におい

ても回転成分も考慮すべきだが，回転成分が応答に与える影響が軽微であることを確認し

た上で並進成分のみを考慮した。 

回転成分（加速度及び変位）の応答に与える影響は表添 6－1 及び図添 6－1 に示す通り

軽微であることを確認している。また，隣接応答倍率に与える影響についても表添 6－2

及び図添 6－2 に示す通り軽微であることを確認している。 

なお，表添 6－1 に示す水平方向の最大応答加速度は NS 方向と EW 方向の包絡値であり，

表添 6－2 に示す隣接応答倍率は，隣接考慮の最大応答加速度（NS 方向と EW 方向の包絡値）

及び隣接非考慮の最大応答加速度（NS 方向と EW 方向の包絡値）の比をとったものである。 
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表添 6－1 回転入力の影響（最大応答加速度）（1/2） 

回転なし
(a)

回転あり
(a)'

回転なし
(b)

回転あり
(b)'

18 21.200 0.67 0.68 0.58 0.58
19 18.440 0.63 0.64 0.55 0.55
20 17.020 0.60 0.60 0.53 0.53
21 15.600 0.56 0.56 0.50 0.50
22 13.950 0.53 0.53 0.48 0.48
23 12.300 0.50 0.50 0.46 0.46
24 8.200 0.46 0.47 0.42 0.42
25 7.000 0.45 0.46 0.41 0.41
26 4.500 0.43 0.44 0.40 0.40
27 3.500 0.43 0.43 0.39 0.39
28 1.700 0.42 0.42 0.38 0.38
29 -2.100 0.41 0.41 0.37 0.37
30 -4.700 0.41 0.41 0.36 0.37
34 26.013 0.84 0.85 0.84 0.82
35 23.553 0.79 0.79 0.76 0.75
36 22.163 0.76 0.76 0.72 0.70
37 20.494 0.72 0.72 0.66 0.65
38 18.716 0.67 0.68 0.60 0.60
39 17.179 0.64 0.64 0.56 0.56
40 16.506 0.62 0.63 0.54 0.55
42 15.266 0.60 0.60 0.52 0.52
43 14.433 0.58 0.58 0.50 0.50
45 13.009 0.54 0.55 0.47 0.48
46 12.297 0.53 0.53 0.47 0.47
51 9.402 0.48 0.48 0.43 0.44
53 7.388 0.47 0.47 0.42 0.42
54 6.795 0.46 0.46 0.42 0.42
57 5.066 0.45 0.45 0.41 0.41

原子炉遮蔽壁

原子炉本体基礎

原子炉圧力容器

隣接考慮 隣接非考慮

構造物名
質点
番号

標　高
T.M.S.L.

(m)
水平方向

(NS方向及びEW方向包絡)

弾性設計用地震動Sd

最大応答加速度（×9.80665m/s2）×1.2
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表添 6－1 回転入力の影響（最大応答加速度）（2/2） 

回転なし
(a)

回転あり
(a)'

回転なし
(b)

回転あり
(b)'

62 19.472 1.14 1.13 1.16 1.20
63 18.716 0.99 0.98 0.89 0.91
64 17.179 0.71 0.72 0.60 0.59
65 16.506 0.68 0.69 0.57 0.57
66 15.641 0.66 0.67 0.56 0.56
67 15.266 0.65 0.66 0.55 0.55
68 14.433 0.63 0.64 0.54 0.54
69 13.721 0.61 0.62 0.53 0.53
70 13.009 0.59 0.60 0.52 0.52
71 12.297 0.57 0.58 0.51 0.51
72 11.585 0.56 0.56 0.50 0.50
73 10.873 0.54 0.55 0.48 0.49
74 10.161 0.53 0.53 0.47 0.47
75 9.645 0.52 0.52 0.46 0.46
76 10.161 0.52 0.53 0.47 0.47
78 9.402 0.51 0.51 0.46 0.46
79 8.395 0.49 0.49 0.44 0.44
80 7.388 0.47 0.47 0.43 0.43
81 6.795 0.46 0.46 0.42 0.42

原子炉冷却材
再循環ポンプ

58 6.253 0.46 0.46 0.42 0.42

56 5.817 0.45 0.45 0.41 0.41
57 5.066 0.45 0.45 0.41 0.41
110 1.655 0.53 0.52 0.49 0.50
111 0.934 0.64 0.63 0.61 0.62
112 0.184 0.81 0.79 0.74 0.76
82 5.817 0.45 0.45 0.41 0.41
83 5.066 0.46 0.46 0.42 0.42
87 1.655 0.53 0.52 0.49 0.50
88 0.934 0.55 0.54 0.51 0.51
89 0.184 0.64 0.62 0.64 0.65
90 14.433 0.63 0.64 0.54 0.54
91 13.721 0.90 0.91 0.59 0.60
92 13.009 1.11 1.12 0.74 0.73
93 12.297 1.18 1.19 0.79 0.79
94 11.585 1.08 1.09 0.73 0.73
95 10.873 0.83 0.85 0.57 0.57
96 10.161 0.52 0.53 0.47 0.47

制御棒駆動機構
ハウジング
（外側）

燃料集合体

気水分離器，
スタンドパイプ

及び
炉心シュラウド

原子炉圧力容器

制御棒駆動機構
ハウジング
（内側）

標　高
T.M.S.L.

(m)
構造物名

質点
番号

隣接考慮 隣接非考慮

水平方向
(NS方向及びEW方向包絡)

弾性設計用地震動Sd

最大応答加速度（×9.80665m/s2）×1.2
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図添 6－1 回転入力の影響（床応答スペクトル） 
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0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

震
度

周期［s］

隣接考慮（回転入力無し）

隣接考慮（回転入力有り）

原子炉本体基礎 T.M.S.L.18.440m

減衰定数：2.0%
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隣接非考慮（回転入力無し）

隣接非考慮（回転入力有り）

原子炉本体基礎 T.M.S.L.18.440m

減衰定数：2.0%
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原子炉本体基礎 T.M.S.L.8.200m

減衰定数：2.0%
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原子炉本体基礎 T.M.S.L.8.2000m

減衰定数：2.0%
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0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

震
度

周期［s］

隣接非考慮（回転入力無し）

隣接非考慮（回転入力有り）

原子炉本体基礎 T.M.S.L.-4.700m
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表添 6－2 回転入力の影響（隣接応答倍率（最大応答加速度比））（1/2） 

18 21.200 1.16 1.18
19 18.440 1.15 1.17
20 17.020 1.14 1.14
21 15.600 1.12 1.12
22 13.950 1.11 1.11
23 12.300 1.09 1.09
24 8.200 1.10 1.12
25 7.000 1.10 1.13
26 4.500 1.08 1.10
27 3.500 1.11 1.11
28 1.700 1.11 1.11
29 -2.100 1.11 1.11
30 -4.700 1.14 1.11
34 26.013 1.00 1.04
35 23.553 1.04 1.06
36 22.163 1.06 1.09
37 20.494 1.09 1.11
38 18.716 1.12 1.14
39 17.179 1.15 1.15
40 16.506 1.15 1.15
42 15.266 1.16 1.16
43 14.433 1.16 1.16
45 13.009 1.15 1.15
46 12.297 1.13 1.13
51 9.402 1.12 1.09
53 7.388 1.12 1.12
54 6.795 1.10 1.10
57 5.066 1.10 1.10

標　高
T.M.S.L.

(m)

隣接応答倍率（－）

弾性設計用地震動Sd

水平方向
(NS方向及びEW方向包絡)

回転なし
(a)／(b)

回転あり
(a)'／(b)'

原子炉遮蔽壁

原子炉本体基礎

原子炉圧力容器

構造物名
質点
番号
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表添 6－2 回転入力の影響（隣接応答倍率（最大応答加速度比））（2/2） 

62 19.472 0.99 0.95
63 18.716 1.12 1.08
64 17.179 1.19 1.22
65 16.506 1.20 1.21
66 15.641 1.18 1.20
67 15.266 1.19 1.20
68 14.433 1.17 1.19
69 13.721 1.15 1.17
70 13.009 1.14 1.16
71 12.297 1.12 1.14
72 11.585 1.12 1.12
73 10.873 1.13 1.13
74 10.161 1.13 1.13
75 9.645 1.13 1.13
76 10.161 1.11 1.13
78 9.402 1.11 1.11
79 8.395 1.12 1.12
80 7.388 1.10 1.10
81 6.795 1.10 1.10

原子炉冷却材
再循環ポンプ

58 6.253 1.10 1.10

56 5.817 1.10 1.10
57 5.066 1.10 1.10
110 1.655 1.09 1.04
111 0.934 1.05 1.02
112 0.184 1.10 1.04
82 5.817 1.10 1.10
83 5.066 1.10 1.10
87 1.655 1.09 1.04
88 0.934 1.08 1.06
89 0.184 1.00 0.96
90 14.433 1.17 1.19
91 13.721 1.53 1.52
92 13.009 1.50 1.54
93 12.297 1.50 1.51
94 11.585 1.48 1.50
95 10.873 1.46 1.50
96 10.161 1.11 1.13

気水分離器，
スタンドパイプ

及び
炉心シュラウド

原子炉圧力容器

制御棒駆動機構
ハウジング
（内側）

制御棒駆動機構
ハウジング
（外側）

燃料集合体

構造物名
質点
番号

標　高
T.M.S.L.

(m)

隣接応答倍率（－）

弾性設計用地震動Sd

水平方向
(NS方向及びEW方向包絡)

回転なし
(a)／(b)

回転あり
(a)'／(b)'
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0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

隣
接
応
答
倍
率

周期［s］

隣接考慮／隣接非考慮

（回転入力無し）

隣接考慮／隣接非考慮

（回転入力有り）

原子炉遮蔽壁 T.M.S.L.18.440m

減衰定数：2.0%

 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

隣
接
応
答
倍
率

周期［s］

隣接考慮／隣接非考慮

（回転入力無し）

隣接考慮／隣接非考慮

（回転入力有り）

原子炉本体基礎 T.M.S.L.8.200m

減衰定数：2.0%

 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

隣
接
応
答
倍
率

周期［s］

隣接考慮／隣接非考慮

（回転入力無し）

隣接考慮／隣接非考慮

（回転入力有り）

原子炉本体基礎 T.M.S.L.-4.700m

減衰定数：2.0%

 

図添 6－2 回転入力の影響（隣接応答倍率（床応答スペクトル比）） 
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詳細評価（連成系）における隣接応答倍率の考慮方法 

 

原子炉建屋との建屋－機器連成地震応答解析モデルの応答を用いて評価を行う機器・配

管系については，簡易評価で裕度が隣接応答倍率を下回った場合，詳細評価として水平方

向の設計用Ⅰに隣接応答倍率を乗じて算出される最大応答加速度，床応答スペクトル又は

地震荷重を用いた耐震計算の結果が許容値を満たすことを確認している。 

この際，隣接応答倍率は耐震計算書における耐震計算で用いる設計用地震力に対応した

ものを用いることとする。 

 

表添 7－1 詳細評価（連成系）における隣接応答倍率の考慮方法 

水平 （鉛直）＊ 水平 （鉛直）＊

1 原子炉本体基礎 ブラケット部 曲げ応力度 － － － － －

隣接応答
倍率
（モーメ
ント比）

×設計用Ⅰ

（設計用Ⅰ） － －

2 燃料集合体 燃料被覆管
一次＋
二次応力

隣接応答
倍率

（震度比）
×設計用Ⅰ

（設計用Ⅰ） － － － － － －

隣接応答
倍率

（変位比）
×設計用Ⅰ

3
原子炉冷却材
再循環ポンプ

モータケーシング
ケーシング 軸圧縮応力 － （設計用Ⅰ） － － －

隣接応答
倍率
（モーメ
ント比）

×設計用Ⅰ

－ － －

4
配管

（CUW-PD-2）
配管

一次＋
二次応力

隣接応答
倍率

（震度比）
×設計用Ⅰ

（設計用Ⅰ）

隣接応答
倍率

（FRS比）
×設計用Ⅰ

（設計用Ⅰ） － － － － －

5
配管

（MS-PD-28）
配管

一次＋
二次応力

隣接応答
倍率

（震度比）
×設計用Ⅰ

（設計用Ⅰ）

隣接応答
倍率

（FRS比）
×設計用Ⅰ

（設計用Ⅰ） － － － － －

6
配管

（MS-PD-29）
配管

一次＋
二次応力

隣接応答
倍率

（震度比）
×設計用Ⅰ

（設計用Ⅰ）

隣接応答
倍率

（FRS比）
×設計用Ⅰ

（設計用Ⅰ） － － － － －

7
配管

（MS-PD-30）
配管

一次＋
二次応力

隣接応答
倍率

（震度比）
×設計用Ⅰ

（設計用Ⅰ）

隣接応答
倍率

（FRS比）
×設計用Ⅰ

（設計用Ⅰ） － － － － －

8
配管

（MS-PW-11）
配管

一次＋
二次応力

隣接応答
倍率

（震度比）
×設計用Ⅰ

（設計用Ⅰ）

隣接応答
倍率

（FRS比）
×設計用Ⅰ

（設計用Ⅰ） － － － － －

9 出力領域モニタ
校正用導管
カバーチューブ

一次一般膜＋
一次曲げ応力

隣接応答
倍率

（震度比）
×設計用Ⅰ

（設計用Ⅰ）

隣接応答
倍率

（FRS比）
×設計用Ⅰ

（設計用Ⅰ） － － － －

隣接応答
倍率

（変位比）
×設計用Ⅰ

No. 評価部位 応力分類 震度 FRS

せん断力
燃料集合体
相対変位

設計用地震力

機器名称

モーメント （軸力）＊ ばね反力

 

注記＊： 鉛直方向には隣接応答倍率を考慮しない。 
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地震応答解析（連成系）における非線形挙動の影響について  

 

影響検討に用いる隣接応答倍率は，弾性設計用地震動 Sd-1 に基づく応答倍率を用いてい

る。図添 8－1 に示すとおり，線形（隣接考慮）／線形（隣接非考慮）に基づく応答倍率は，

非線形（隣接考慮）／非線形（隣接非考慮）に基づく応答倍率より保守的に設定すること

ができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図添 8－1 荷重と変位の関係 

 

原子炉本体基礎は，基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄの一部で非線形領域に入

るが，隣接応答倍率は，その算定のための大型機器・炉内応答解析において原子炉本体基

礎を線形としているため，保守的なものとなる。また，原子炉本体基礎の構造強度評価で

は鋼材のみを強度部材として線形解析を行っているため，隣接建屋の影響検討において線

形解析に基づく隣接応答倍率を用いることは，表添 8－1 に示す通り妥当であると考える。 

 

表添 8－1 線形解析に基づく隣接応答倍率を用いることの妥当性（原子炉本体基礎） 

検討対象 解析手法 妥当性 

原子炉本体基礎 構造強度 

評価 

（地震応答

解析による

地震荷重を

入力） 

・耐震評価にあたっては、地震応答解析により算定され

た地震荷重（せん断力及び曲げモーメント）を用いて構

造強度評価を実施し，発生値が許容値以内であることを

確認している。 

・隣接建屋の影響検討では，詳細評価（隣接応答倍率を

考慮した地震荷重による評価）により，許容値以内であ

ることを確認しているが，線形解析に基づく隣接応答倍

率が保守的であるため，評価結果は保守的である。 

 

原子炉本体基礎が非線形領域に入り剛性が低下することで，原子炉本体基礎に支持され

る機器・配管系の応答性状が変動することが考えられるが，以下の理由から線形解析に基

づく隣接応答倍率を用いた影響検討を行うことは妥当であると考える。 

・床応答スペクトルにて評価する機器については，周期幅の拡幅等を踏まえた設計とし

ていること 

線形（隣接非考慮）

線形（隣接考慮）

非線形（隣接考慮）

非線形（隣接非考慮）

荷
重

変位

隣接応答倍率：大

隣接応答倍率：小
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・荷重及び加速度を用いて評価する機器については、設計において材料物性のばらつき

等を考慮した荷重及び加速度を使用していること 

線形・非線形の影響を確認するため，設計に用いる建屋－機器連成地震応答解析モデル

における原子炉建屋（外壁部，RCCV 部），原子炉本体基礎及び地盤の回転ばねを線形とし

た場合と非線形とした場合の基準地震動 Ss-1 に対する応答を比較した。 

床応答スペクトルの比較結果を図 8－2 に示す。なお，ここでは原子炉圧力容器を支持し，

かつ原子炉格納容器内の配管の評価に用いる原子炉遮蔽壁及び原子炉本体基礎の中から，

原子炉遮蔽壁（T.M.S.L.12.300m）の応答の比較を代表として示している。 

比較結果より，原子炉本体基礎を線形とする場合と非線形とする場合での原子炉遮蔽壁

及び原子炉本体基礎の応答の変動は小さいことを確認した。これより，原子炉本体基礎に

支持される原子炉圧力容器や炉内構造物系においても同様に応答の変動は小さいと考えら

れる。以上より，連成系の評価に用いる設計用地震力に対する線形・非線形の影響は小さ

いと考えられることから，原子炉本体基礎に支持される機器・配管系の影響検討に線形解

析に基づく隣接応答倍率を用いることは妥当であると考える。 

 

プラント名：柏崎刈羽原子力発電所第７号機

構造物名  ：原子炉本体基礎

方向      ：NS方向

波形名    ：Ss-1

標高      ：T.M.S.L.12.300m

減衰      ：2.0（％）

0.05 0.1 0.2 0.5 1.0

固 有 周 期 [ s ]

震
度

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0.0

非線形解析(拡幅無)_Ss-1_NS
線形解析(拡幅無)_Ss-1_NS

原子炉遮蔽壁

T.M.S.L.12.300m

減衰 2.0%

 

 

図添 8－2 床応答スペクトルの比較 

（原子炉遮蔽壁，T.M.S.L.12.300m，水平方向） 
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地震応答解析（連成系）の妥当性検証 

 

原子炉格納容器内などの応答は，設計時には建屋-機器連成地震応答解析モデル（連成モ

デル）を用いた地震応答解析で求めるのに対し，今回の影響検討では建屋応答を入力とし

た大型機器・炉内応答解析モデル（多点入力モデル）を用いた地震応答解析により求めて

いる。この解析の妥当性検証のため，設計用の連成モデルを用いて，この連成モデルによ

る応答と，建屋応答を入力とした多点入力モデルによる応答の比較を行った。なお，比較

の解析は入力地震動として弾性設計用地震動 Sd-1 を用いている。また，比較の解析のうち

多点入力モデルを用いた解析では並進成分（加速度及び変位），及び原子炉本体基礎下端が

接続する原子炉建屋基礎スラブでは回転成分（回転角加速度及び回転角変位）を考慮して

いる。構造物毎の代表点での比較結果を表添付 9－1 に示す。 

全体を通して概ね同等であることが確認できたことから，今回の影響検討に用いた大型

機器・炉内応答解析モデルでの地震応答解析の手法は妥当であると考える。なお，一部の

評価点（燃料集合体）では応答（せん断力、モーメント）に差異が生じているが，今回の

影響検討では隣接考慮／非考慮での応答倍率を算出していることを踏まえると，影響は無

いものと考える。 

また，多点入力モデル及び連成モデルの固有値及び振動モード図を表添 9－2，図添 9－1

に示す。これより，多点入力モデルが大型機器系及び炉内構造物系の固有周期に応じた振

動特性を持つことが確認できる。 

 

表添 9－1 応答の比較 

NS EW NS EW NS EW

原子炉遮蔽壁 18 1.01 1.02 1.01 1.01 1.01 1.01

原子炉本体基礎 23 1.00 1.00 1.00 1.00 1.02 1.03

原子炉圧力容器スカート 32 1.00 0.99 1.02 1.03 1.03 1.04

原子炉圧力容器 34 1.02 1.02 1.02 1.01 1.02 1.01

原子炉冷却材
再循環ポンプ

58 1.00 1.00 0.99 0.99 1.00 1.00

炉心シュラウド 62 0.99 1.00 0.97 0.95 0.97 0.95

制御棒駆動機構
ハウジング（外側）

82 1.00 1.00 1.05 1.02 1.06 1.03

燃料集合体 90 0.99 1.02 0.70 0.74 0.70 0.74

制御棒案内管 97 1.01 1.01 0.97 1.05 0.97 1.05

制御棒駆動機構
ハウジング（内側）

107 1.00 1.00 1.09 1.07 1.01 1.03

せん断力比 モーメント比構造物名
質点
番号

「多点入力モデル」による応答／「連成モデル」による応答

加速度比
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表添 9－2 固有値比較表＊（Sd-1，NS 方向） 

多点
入力モデル

連成
モデル

多点
入力モデル

連成
モデル

多点
入力モデル

連成
モデル

- 1 - 0.426   - 1.590   原子炉建屋
1 2 0.209   0.209   1.101   1.028   燃料集合体
- 3 - 0.187   - -1.138   原子炉建屋
2 4 0.141   0.141   1.384   -0.636   炉心シュラウド
3 5 0.103   0.103   1.544   -0.295   原子炉冷却材再循環ポンプ
- 6 - 0.091   - -0.197   原子炉建屋
4 7 0.090   0.090   -0.173   0.179   炉心シュラウド
5 8 0.089   0.089   2.238   -0.125   制御棒駆動機構ハウジング
- 9 - 0.078   - -0.503   原子炉建屋
- 10 - 0.077   - -0.178   原子炉建屋
6 11 0.070   0.068   2.192   0.209   原子炉圧力容器
7 12 0.065   0.065   0.045   -0.130   制御棒案内管
- 13 - 0.056   - 0.167   原子炉建屋
8 14 0.055   0.055   -2.237   -0.041   制御棒駆動機構ハウジング
9 15 0.052   0.052   0.331   -0.010   燃料集合体

次数 固有周期(s) 刺激係数

卓越部位

 

注記＊：固有周期 0.050s 以上の次数について記載した。 

 

表添 9－2 固有値比較表＊（Sd-1，EW 方向） 

多点
入力モデル

連成
モデル

多点
入力モデル

連成
モデル

多点
入力モデル

連成
モデル

- 1 - 0.416   - 1.550   原子炉建屋
1 2 0.209   0.209   1.101   0.817   燃料集合体
- 3 - 0.186   - -0.966   原子炉建屋
2 4 0.141   0.141   1.387   -0.596   炉心シュラウド
3 5 0.103   0.103   1.538   -0.284   原子炉冷却材再循環ポンプ
4 6 0.090   0.090   -0.167   -0.030   炉心シュラウド
5 7 0.089   0.088   2.225   -0.113   制御棒駆動機構ハウジング
- 8 - 0.082   - -0.033   原子炉建屋
- 9 - 0.078   - -0.485   原子炉建屋
- 10 - 0.071   - 0.102   原子炉建屋
6 11 0.070   0.069   2.192   0.063   原子炉圧力容器
7 12 0.065   0.065   0.080   -0.102   制御棒案内管
- 13 - 0.058   - 0.074   原子炉建屋
8 14 0.055   0.055   -2.207   0.100   制御棒駆動機構ハウジング
9 15 0.052   0.052   0.326   -0.010   燃料集合体

次数 固有周期(s) 刺激係数

卓越部位

 

注記＊：固有周期 0.050s 以上の次数について記載した。 
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次数 多点入力モデル 連成モデル 

1 ― 

-1. 0. 1.

1

2

3

4

4

5

6

6

7

8

9

7

1 原子炉建屋

2 原子炉格納容器

3 原子炉遮蔽壁及び原子炉本体基礎

4 原子炉圧力容器

5 原子炉冷却材再循環ポンプ

6 炉心シュラウド

7 制御棒駆動機構ハウジング

8 燃料集合体

9 制御棒案内管

固有周期（ｓ）；0.426 刺激係数 ；1.590

プラント名：柏崎刈羽原子力発電所第７号機

 

 

図添 9－1 振動モードの比較(Sd-1,NS 方向) （1/11） 

 

次数 多点入力モデル 連成モデル 

2 

-1. 0. 1.

0

1

2

2
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プラント名：柏崎刈羽原子力発電所第７号機

 

 

図添 9－1 振動モードの比較(Sd-1,NS 方向) （2/11） 
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プラント名：柏崎刈羽原子力発電所第７号機

 

 

図添 9－1 振動モードの比較(Sd-1,NS 方向) （3/11） 
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プラント名：柏崎刈羽原子力発電所第７号機

 

 

図添 9－1 振動モードの比較(Sd-1,NS 方向) （4/11） 
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プラント名：柏崎刈羽原子力発電所第７号機

 

 

図添 9－1 振動モードの比較(Sd-1,NS 方向) （5/11） 
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プラント名：柏崎刈羽原子力発電所第７号機

 

 

図添 9－1 振動モードの比較(Sd-1,NS 方向) （6/11） 
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プラント名：柏崎刈羽原子力発電所第７号機

 

 

図添 9－1 振動モードの比較(Sd-1,NS 方向) （7/11） 
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図添 9－1 振動モードの比較(Sd-1,NS 方向) （8/11） 
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プラント名：柏崎刈羽原子力発電所第７号機

 

 

図添 9－1 振動モードの比較(Sd-1,NS 方向) （9/11） 
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プラント名：柏崎刈羽原子力発電所第７号機

 

 

図添 9－1 振動モードの比較(Sd-1,NS 方向) （10/11） 
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プラント名：柏崎刈羽原子力発電所第７号機

 

 

図添 9－1 振動モードの比較(Sd-1,NS 方向) （11/11） 

 

次数 多点入力モデル 連成モデル 

1 ― 

-1. 0. 1.

1

2

3

4

4

5

6

6

7

8

9

7

1 原子炉建屋

2 原子炉格納容器

3 原子炉遮蔽壁及び原子炉本体基礎

4 原子炉圧力容器

5 原子炉冷却材再循環ポンプ

6 炉心シュラウド

7 制御棒駆動機構ハウジング

8 燃料集合体

9 制御棒案内管

固有周期（ｓ）；0.416 刺激係数 ；1.550

プラント名：柏崎刈羽原子力発電所第７号機

 

 

図添 9－2 振動モードの比較(Sd-1,EW 方向) （1/11） 
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プラント名：柏崎刈羽原子力発電所第７号機

 

 

図添 9－2 振動モードの比較(Sd-1,EW 方向) （2/11） 
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プラント名：柏崎刈羽原子力発電所第７号機

 

 

図添 9－2 振動モードの比較(Sd-1,EW 方向) （3/11） 
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プラント名：柏崎刈羽原子力発電所第７号機

 

 

図添 9－2 振動モードの比較(Sd-1,EW 方向) （4/11） 
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プラント名：柏崎刈羽原子力発電所第７号機

 

 

図添 9－2 振動モードの比較(Sd-1,EW 方向) （5/11） 
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図添 9－2 振動モードの比較(Sd-1,EW 方向) （6/11） 
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プラント名：柏崎刈羽原子力発電所第７号機

 

 

図添 9－2 振動モードの比較(Sd-1,EW 方向) （7/11） 
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次数 多点入力モデル 連成モデル 

8 ― 

-1. 0. 1.

1

2

3

4

4

5

6

6

7

8

9

7

1 原子炉建屋

2 原子炉格納容器

3 原子炉遮蔽壁及び原子炉本体基礎

4 原子炉圧力容器

5 原子炉冷却材再循環ポンプ

6 炉心シュラウド

7 制御棒駆動機構ハウジング

8 燃料集合体

9 制御棒案内管

固有周期（ｓ）；0.082 刺激係数 ；-0.033

プラント名：柏崎刈羽原子力発電所第７号機

 

 

図添 9－2 振動モードの比較(Sd-1,EW 方向) （8/11） 

 

次数 多点入力モデル 連成モデル 

9 ― 

-1. 0. 1.

1

2

3

4

4

5

6

6

7

8

9

7

1 原子炉建屋

2 原子炉格納容器

3 原子炉遮蔽壁及び原子炉本体基礎

4 原子炉圧力容器

5 原子炉冷却材再循環ポンプ

6 炉心シュラウド

7 制御棒駆動機構ハウジング

8 燃料集合体

9 制御棒案内管

固有周期（ｓ）；0.078 刺激係数 ；-0.485

プラント名：柏崎刈羽原子力発電所第７号機

 

 

図添 9－2 振動モードの比較(Sd-1,EW 方向) （9/11） 



添付資料 9 

 

別紙 4-90 

 

 

次数 多点入力モデル 連成モデル 

10 ― 

-1. 0. 1.

1

2

3

4

4

5

6

6

7

8

9

7

1 原子炉建屋

2 原子炉格納容器

3 原子炉遮蔽壁及び原子炉本体基礎

4 原子炉圧力容器

5 原子炉冷却材再循環ポンプ

6 炉心シュラウド

7 制御棒駆動機構ハウジング

8 燃料集合体

9 制御棒案内管

固有周期（ｓ）；0.071 刺激係数 ；0.102

プラント名：柏崎刈羽原子力発電所第７号機

 

 

図添 9－2 振動モードの比較(Sd-1,EW 方向) （10/11） 

 

次数 多点入力モデル 連成モデル 

11 

-1. 0. 1.

0

1

2

2

3

4

4

5

6

7

5

1 原子炉遮蔽壁及び原子炉本体基礎

2 原子炉圧力容器

3 原子炉冷却材再循環ポンプ

4 炉心シュラウド

5 制御棒駆動機構ハウジング

6 燃料集合体

7 制御棒案内管

固有周期（ｓ）；0.070 刺激係数 ；2.192

プラント名：柏崎刈羽原子力発電所第７号機

 -1. 0. 1.

1

2

3

4

4

5

6

6

7

8

9

7

1 原子炉建屋

2 原子炉格納容器

3 原子炉遮蔽壁及び原子炉本体基礎

4 原子炉圧力容器

5 原子炉冷却材再循環ポンプ

6 炉心シュラウド

7 制御棒駆動機構ハウジング

8 燃料集合体

9 制御棒案内管

固有周期（ｓ）；0.069 刺激係数 ；0.063

プラント名：柏崎刈羽原子力発電所第７号機

 

 

図添 9－2 振動モードの比較(Sd-1,EW 方向)（11/11） 
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設計基準対象施設のクラス別施設に関する設置変更許可及び建設時工
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添付資料 1 設置変更許可からの変更点 



1 
 

１．概要 

  本資料は，Ｖ-2-1-4「耐震重要度分類及び重大事故等対処施設の施設区分の基本方針」

のうち，「表 2－1 設計基準対象施設の耐震重要度分類に対するクラス別施設」につい

て，設置変更許可段階からの変更点を整理するとともに，建設時工事計画認可からの重要

度分類の変更点について整理したものである。 

 

２．設置変更許可からの変更点 

  発電用原子炉設置変更許可申請（原規規発第 1906194 号）からの変更点及び変更理由に

ついて，表１のとおり整理した。（変更箇所の詳細は添付資料 1参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
 

2
 

表１ 設置変更許可からの変更点（1/2） 

 
変更前 

（設置変更許可時） 
変更後 変更理由 

対応 

ページ 

① 使用済燃料プール 使用済燃料貯蔵プール 工事計画認可申請名称への変更 5 

② サプレッション・チェンバ サプレッションチェンバ 同上 5,6,9 

③ 逃がし安全弁排気管 主蒸気逃がし安全弁排気管 同上 7,9 

④ シャワ・ドレン系 シャワードレン系 同上 8 

⑤ チャンネル・ボックス チャンネルボックス 同上 5 

⑥ ― 
機器・配管，電気計装設備等の支持構

造物 
記載の拡充 8 

⑦ 原子炉圧力容器基礎 原子炉本体基礎 工事計画認可申請名称への変更 5,6 

⑧ 
非常用電源の燃料油系を支持する構

造物 
燃料移送系配管ダクト 同上 5,6 

⑨ 
当該設備に係る屋外コンクリートダ

クト 
― 

記載の適正化 

（今回工事計画認可申請対象の設備を支持していない

ため削除） 

5,6 

⑩ 
非常用ガス処理系の排気口を支持す

る部分 
外筒 記載の適正化 6 

⑪ 7 号炉主排気筒 主排気筒（外筒） 工事計画認可申請名称への変更 6 

⑫ ― 軽油タンクの基礎 記載の拡充 6 
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表１ 設置変更許可からの変更点（2/2） 

 
変更前 

（設置変更許可時） 
変更後 変更理由 

対応 

ページ 

⑬ ― 燃料移送系配管ダクト 記載の拡充 6 

⑭ ― 原子炉建屋 同上 7 

⑮ ― 5 号機原子炉建屋 同上 7 

⑯ その他 中央制御室天井照明 
設計進捗に伴う変更 

（波及的影響を考慮すべき施設を具体的に記載） 
5,6 

⑰ その他 耐火隔壁 同上 6 

⑱ その他 ― 

設計進捗に伴う変更 

（今回工事計画認可段階で波及的影響を考慮すべき

施設が明確になったことに伴う削除） 

5,6 

⑲ 基準地震動 基準地震動Ｓｓ 記載方針の差異 9 

⑳ 弾性設計用地震動 弾性設計用地震動Ｓｄ 同上 9 

㉑ ― 

＊12：原子炉本体基礎は，間接支持構

造物の機能に加えてドライウェルと

サプレッションチェンバとの圧力境

界となる機能を有する。 

記載の拡充 

（先行プラントの記載内容を踏まえて追加） 
6,9 

㉒ （注 10）記載内容 ＊10：記載内容 
記載の拡充 

（先行プラントの記載内容を踏まえて具体的に記載） 
9 

  



 

4 
 

３．建設時工事計画認可からの重要度分類の変更点 

  建設時工事計画認可から重要度分類が変更となった対象は，大別して次の２つがある。 

 

   ①耐津波に関する設備の新規追加（Ｓクラス） 

 

   ②非常用ディーゼル発電機等の燃料を貯蔵する設備の格上げ（Ｃ→Ｓクラス） 

 

  それぞれの対象設備について表２－１に示す。 

 

  また，重要度分類の変更ではないが，検討用地震動が変更になった対象があるため 

表２－２に示す。 

 

表２－１ 建設時工事計画認可から重要度分類が変更となった対象 

 設備名称 備考 

① 

耐津波に関する設備の新規追加

（Ｓクラス） 

・海水貯留堰 

・取水槽閉止板 

・水密扉 

・床ドレンライン浸水防止治具 

・貫通部止水処置 

・津波監視カメラ 

・取水槽水位計 

― 

② 

非常用ディーゼル発電機等の燃

料を貯蔵する設備の格上げ 

（Ｃ→Ｓクラス） 

・軽油タンク 

・燃料移送配管 

・燃料移送ポンプ 

間接支持構造物 

・軽油タンクの基礎 

・燃料移送系配管ダクト 

 

表２－２ 検討用地震動が変更となった対象 

 設備名称 備考 

波及的影響を考慮すべき施設に

適用する地震動の変更 

（Ｓ１（Ｓｄ）→Ｓｓ） 

・原子炉建屋クレーン 

重要度分類の変更ではな

いが，検討用地震動が変

更となった対象のため抽

出した 

 



 

5                    ：今回工事計画認可と設置変更許可の変更点 

○数字は表１の左端の番号に対応している 

設置変更許可時からの変更点 
設置変更許可 今回工事計画認可 

   
   

①
 

⑧
 

⑦
 

②
 

②
 

⑤
 

⑧
 

⑧
 

⑯
 

⑱
 

⑱
 

⑯
 

⑯
 

①
 

②
 

②
 

⑤
 

⑧
 

⑧
 

⑧
 

⑯
 

⑯
 

⑯
 

⑦
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⑨
 

⑨
 



 

6                    ：今回工事計画認可と設置変更許可の変更点 

○数字は表１の左端の番号に対応している 

設置変更許可 今回工事計画認可 

   

②
 

⑦
 

⑧
 

⑯
 

⑰
 

⑱
 

⑱
 

⑱
 

⑪
 

②
 

⑧
 

⑨
 

⑯
 

⑰
 

⑪
 

⑦
 

⑨
 

⑦
 

⑬
 

㉑
 

⑫
 

⑩
 

⑩
 



 

7                    ：今回工事計画認可と設置変更許可の変更点 

○数字は表１の左端の番号に対応している 

設置変更許可 今回工事計画認可 

 
 

③
 

③
 

⑭
 ⑮

 



 

8                    ：今回工事計画認可と設置変更許可の変更点 

○数字は表１の左端の番号に対応している 

設置変更許可 今回工事計画認可 

 
 

④
 

④
 

⑥
 



 

9                    ：今回工事計画認可と設置変更許可の変更点 

○数字は表１の左端の番号に対応している 

設置変更許可 今回工事計画認可 

 

 

 

⑳
 

⑳
 

⑲
 

㉑
 

㉒
 

㉒
 

②
 

③
 

⑲
 

㉒
 


